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様式２－１－１ 年度評価 評価の概要様式 

 

１．評価対象に関する事項 

法人名 国立研究開発法人海洋研究開発機構 

評価対象事業年

度 

年度評価 平成 26 年度（第 3期） 

中長期目標期間 平成 26～30 年度 

 

２．評価の実施者に関する事項 

主務大臣 文部科学大臣 

 法人所管部局 研究開発局 担当課，責任者 海洋地球課，清浦隆 

 評価点検部局 科学技術・学術政策局 担当課，責任者 企画評価課，村上尚久 

 

３．評価の実施に関する事項 

平成 26 年度の独立行政法人の評価にあたっては，以下のとおり海洋研究開発機構部会（以下「部会」という。）を３回開催し，以下の手続き等を実施した。 

 

平成 27 年 6 月 5 日 部会（第１回）を開催し，平成 26 年度実績評価の進め方を審議したほか，第３期中長期目標期間における評価軸を審議し，部会から評価軸に対する意見を聴取した。 

平成 27 年 7 月 3 日 部会（第２回）を開催し，海洋研究開発機構（以下「機構」という。）における実地調査を実施し，理事長，理事，研究開発センター長・部長等からのヒアリングを実施したほか，

機構が自ら評価を行った結果を明らかにした報告書を踏まえ，部会から意見を聴取した。 

平成 27 年 7 月 29 日 部会（第３回）を開催し，評価書（案）に対し，部会から意見を聴取した。 

平成 27 年 8 月 21 日 文部科学省国立研究開発法人審議会（第２回）において，委員から，主務大臣による評価を実施するに当たっての科学的知見等に即した助言を受けた。 

 

上記のほか，理事長のリーダーシップ・マネジメント能力に関し，機構の研究開発センター長・部長等に対し，記述式のインタビューを実施し，理事長に対してフィードバックを行った。 

 

４．その他評価に関する重要事項 

特になし。 
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様式２－１－２ 年度評価 総合評定様式 

 

１．全体の評定 

評定※１ 

（Ｓ，Ａ，Ｂ，Ｃ，Ｄ） 

Ｂ：国立研究開発法人の目的・業務，中長期目標等に照らし，法人の活動による成果，取組等
について諸事情を踏まえて総合的に勘案した結果，「研究開発成果の最大化」に向けて成果の
創出や将来的な成果の創出の期待等が認められ，着実な業務運営がなされている。 

H26 年度 H27 年度 H28 年度 H29 年度 H30 年度 

Ｂ     

評定に至った理由 
項目別評定は，多くがＢであるため，「文部科学省所管の独立行政法人の評価に関する基準（平成 27 年６月 30 日文部科学大臣決定）」に基づきＢとした。ただし，第３期中期計
画の第１事業年度の段階において，既に個別の研究分野から科学的意義の高い成果，異分野を融合した成果，社会実装された成果等，「研究開発成果の最大化」に向けて顕著な
成果の創出が認められる。 

 

２．法人全体に対する評価 

海洋研究開発機構として15年先を見据えた長期ビジョン及びそれを実現するための技術ビジョンを策定するとともに，７つの中期研究開発課題に取り組むための大幅な組織体制の見直しを行い，第３期
中期計画の第１事業年度として「研究開発成果の最大化」に向けた着実な組織運営が行われていると評価する。 

 

３．項目別評価の主な課題，改善事項等 

特に全体の評価に影響を与える事象はなかった。 

 

４．その他事項 

国立研究開発法人審議

会の主な意見 

〔全体の評定について〕 
○機構全体としての自己評価Ｂは妥当と考える。自己評価（SABC）については，大きく修正を要すると考えるところはない。全体的に計画を達成あるいは上回る成果を挙げてい
る。 

〔成果について〕 
○研究論文から見た研究活動は，当該分野で国内随一の研究機関として発展していることを十分に示している。いずれの分野においても，質の高い国際学術雑誌でインパクトの
高い・研究成果・論文の発表が継続的になされている。 

○平成 26 年度の各分野のトピックスや，平成 26 年度業務実績等報告書は，多様な分野の研究が，研究者の独創性や，他研究機関との共同研究をとりまとめる調整力により，高
いレベルで推進されていることを十分に示している。 

○研究開発成果の産業利用・産業転換又は民間企業との共同研究が，より自然に，かつ，無理のない形で進められている。 
〔長のマネジメントについて〕 
○海洋立国における世界の中核機関として長期ビジョンに基づく目標を設定し，その実現に向けた組織構成の見直しなどに取り組んでいる。 
○優れた研究成果の創出に加え，交付金の削減が著しい中，組織横断的な中期研究開発課題を推進する体制の整備，巨大ファシリティの維持・運営，情報発信の強化，地球シミ
ュレータ後継機の戦略的調達と優れた運用に成功しており，活動は全体として高く評価される。 

○研究が多様な分野に発展的に広がっていくことと，資金や人材の集中的な投入の必要性との間で，困難な判断が求められていることを予想するが，研究職・技術職あわせて約
600 名の常勤職員を有する当該分野で国内随一の研究機関としては，さまざまな工夫により，研究の多様な発展を維持していただくことが国全体の成果最大化に貢献するとい
う面はあると思うので，引き続き，バランスのよい発展を期待する。 

監事の主な意見 特になし。 

※１ Ｓ：国立研究開発法人の目的・業務，中長期目標等に照らし，法人の活動による成果，取組等について諸事情を踏まえて総合的に勘案した結果，適正，効果的かつ効率的な業務運営の下で「研究開発成果の最大化」に向けて特に顕著な成果の創出や将来的な特別な成果の創出の期待等が認められる。  

Ａ：国立研究開発法人の目的・業務，中長期目標等に照らし，法人の活動による成果，取組等について諸事情を踏まえて総合的に勘案した結果，適正，効果的かつ効率的な業務運営の下で「研究開発成果の最大化」に向けて顕著な成果の創出や将来的な成果の創出の期待等が認められる。  

Ｂ：国立研究開発法人の目的・業務，中長期目標等に照らし，法人の活動による成果，取組等について諸事情を踏まえて総合的に勘案した結果，「研究開発成果の最大化」に向けて成果の創出や将来的な成果の創出の期待等が認められ，着実な業務運営がなされている。  

Ｃ：国立研究開発法人の目的・業務，中長期目標等に照らし，法人の活動による成果，取組等について諸事情を踏まえて総合的に勘案した結果，「研究開発成果の最大化」又は「適正，効果的かつ効率的な業務運営」に向けてより一層の工夫，改善等が期待される。

Ｄ：国立研究開発法人の目的・業務，中長期目標等に照らし，法人の活動による成果，取組等について諸事情を踏まえて総合的に勘案した結果，「研究開発成果の最大化」又は「適正，効果的かつ効率的な業務運営」に向けて抜本的な見直しを含め特段の工夫，改善等を求める。 
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様式２－１－３ 年度評価 項目別評定総括表様式 

中長期目標（中長期計画） 年度評価※ 
項目別

調書№ 
備考 

 中長期目標（中長期計画） 年度評価※ 
項目別

調書№ 
備考  H26 年

度 

H27 年

度 

H28 年

度 

H29 年

度 

H30 年

度 

  H26 年

度 

H27 年

度 

H28 年

度 

H29 年

度 

H30 年

度 

Ⅰ．研究開発の成果の最大化その他の業務の質の向上に関する事項  Ⅱ．業務運営の効率化に関する事項  

 
海底資源研究開発 Ｂ     

Ⅰ－１

－(1) 
 

  内部統制及びガバナンスの強

化 
Ｂ 

    Ⅱ－１

－(1) 

 

海洋・地球環境変動研究開発 Ｂ     
Ⅰ－１

－(2) 
 

  
合理的・効率的な資源配分 Ｂ 

    Ⅱ－１

－(2) 

 

海域地震発生帯研究開発 Ｂ     
Ⅰ－１

－(3) 
 

  
評価の実施 Ｂ 

    Ⅱ－１

－(3) 

 

海洋生命理工学研究開発 Ｂ     
Ⅰ－１

－(4) 
 

  
情報セキュリティ対策の推進 Ｂ 

    Ⅱ－１

－(4) 

 

先端的掘削技術を活用した

総合海洋掘削科学の推進 
Ｂ     

Ⅰ－１

－ (5) 

－① 

 

  

情報公開及び個人情報保護 Ｂ 
    

Ⅱ－１

－(5) 

 

 
先端的融合情報科学の研究

開発 
Ｂ     

Ⅰ－１

－ (5) 

－② 

 

  

業務の安全の確保 Ｂ 
    

Ⅱ－１

－(6) 

 

海洋フロンティアを切り拓

く研究基盤の構築 
Ｂ     

Ⅰ－１

－ (5) 

－③ 

 

  

業務の合理化・効率化 Ｂ 
    

Ⅱ－２

－(1) 

 

船舶・深海調査システム等 Ｂ     
Ⅰ－２

－(1) 
 

  
給与水準の適正化 Ｂ 

    Ⅱ－２

－(2) 

 

「地球シミュレータ」 Ａ     
Ⅰ－２

－(2) 
 

  
事務事業の見直し等 Ｂ 

    Ⅱ－２

－(3) 

 

契約の適正化 Ｂ 
    Ⅱ－２

－(4) 

 

 

その他施設設備の運用 Ｂ     

Ⅰ－２

－(3) 

 

 

          

 データ及びサンプルの提

供・利用促進 
Ｂ     

Ⅰ－３

－(1) 
 

 
Ⅲ．財務内容の改善に関する事項 

 

普及広報活動 Ｂ     
Ⅰ－３

－(2) 
 

  予算（人件費の見積もり等を

含む。），収支計画および資金

計画 

Ｂ     Ⅲ 

 

成果の情報発信 Ｂ     
Ⅰ－３

－(3) 
 

  
短期借入金の限度額 －     Ⅳ 

 

国際連携，プロジェクトの推

進 
Ｂ     

Ⅰ－４

－(1) 
 

  重要な財産の処分または担保

の計画 
－     Ⅴ 
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人材育成と資質の向上 Ｂ     
Ⅰ－４

－(2) 
 

  
剰余金の使途 －     Ⅵ 

 

 共同研究及び機関連携によ

る研究協力 
Ｂ     

Ⅰ－５

－(1) 
 

          

 研究開発成果の権利化及び

適切な管理 
Ｂ     

Ⅰ－５

－(2) 
 

 
Ⅳ．その他の事項 

 研究開発成果の実用化及び

事業化 
Ｂ     

Ⅰ－５

－(3) 
 

  
施設・設備等に関する計画 Ｂ     Ⅶ－１  

外部資金による研究の推進 Ｂ     
Ⅰ－５

－(4) 
 

  
人事に関する計画 Ｂ     Ⅶ－２  

          中期目標期間を超える債務負

担 
－     Ⅶ－３  

          積立金の使途 －     Ⅶ－４  

                   

※平成２５年度評価までの評定は，「文部科学省所管独立行政法人の業務実績評価に係る基本方針」（平成１４年３月２２日文部科学省独立行政法人評価委員会）に基づく。 

また，平成２６年度以降の評定は，「文部科学省所管の独立行政法人の評価に関する基準」（平成２７年６月文部科学大臣決定）に基づく。詳細は下記の通り。 

平成２５年度評価までの評定 平成２６年度評価以降の評定 

Ｓ：特に優れた実績を上げている。（法人横断的基準は事前に設けず，法人の業務の特性に応じて評定を付す。） 

Ａ：中期計画通り，または中期計画を上回って履行し，中期目標に向かって順調に，または中期目標を上回るペースで実績を上げている。（当該年度に実施すべ

き中期計画の達成度が１００％以上） 

Ｂ：中期計画通りに履行しているとは言えない面もあるが，工夫や努力によって，中期目標を達成し得ると判断される。（当該年度に実施すべき中期計画の達成

度が７０％以上１００％未満） 

Ｃ：中期計画の履行が遅れており，中期目標達成のためには業務の改善が必要である。（当該年度に実施すべき中期計画の達成度が７０％未満） 

Ｆ：評価委員会として業務運営の改善その他の勧告を行う必要がある。（客観的基準は事前に設けず，業務改善の勧告が必要と判断された場合に限りＦの評定を

付す。） 

【研究開発に係る事務及び事業（Ⅰ）】 

Ｓ：国立研究開発法人の目的・業務，中長期目標等に照らし，法人の活動による成果，取組等について諸事情を踏まえて総合的に勘案した結果，適正，効果的かつ効率的な業務運営

の下で「研究開発成果の最大化」に向けて特に顕著な成果の創出や将来的な特別な成果の創出の期待等が認められる。 

Ａ：国立研究開発法人の目的・業務，中長期目標等に照らし，法人の活動による成果，取組等について諸事情を踏まえて総合的に勘案した結果，適正，効果的かつ効率的な業務運営

の下で「研究開発成果の最大化」に向けて顕著な成果の創出や将来的な成果の創出の期待等が認められる。 

Ｂ：国立研究開発法人の目的・業務，中長期目標等に照らし，法人の活動による成果，取組等について諸事情を踏まえて総合的に勘案した結果，「研究開発成果の最大化」に向けて

成果の創出や将来的な成果の創出の期待等が認められ，着実な業務運営がなされている。 

Ｃ：国立研究開発法人の目的・業務，中長期目標等に照らし，法人の活動による成果，取組等について諸事情を踏まえて総合的に勘案した結果，「研究開発成果の最大化」又は「適

正，効果的かつ効率的な業務運営」に向けてより一層の工夫，改善等が期待される。 

Ｄ：国立研究開発法人の目的・業務，中長期目標等に照らし，法人の活動による成果，取組等について諸事情を踏まえて総合的に勘案した結果，「研究開発成果の最大化」又は「適

正，効果的かつ効率的な業務運営」に向けて抜本的な見直しを含め特段の工夫，改善等が求められる。 

 

【研究開発に係る事務及び事業以外（Ⅱ以降）】 

Ｓ：中期目標管理法人の活動により、中期計画における所期の目標を量的及び質的に上回る顕著な成果が得られていると認められる（定量的指標においては対中期計画値（又は対年

度計画値）の 120％以上で、かつ質的に顕著な成果が得られていると認められる場合）。 

Ａ：中期目標管理法人の活動により、中期計画における所期の目標を上回る成果が得られていると認められる（定量的指標においては対中期計画値（又は対年度計画値）の 120％以

上とする。）。 

Ｂ：中期計画における所期の目標を達成していると認められる（定量的指標においては対中期計画値（又は対年度計画値）の 100％以上 120％未満）。 

Ｃ：中期計画における所期の目標を下回っており、改善を要する（定量的指標においては対中期計画値（又は対年度計画値）の 80％以上 100％未満）。 

Ｄ：中期計画における所期の目標を下回っており、業務の廃止を含めた抜本的な改善を求める（定量的指標においては対中期計画値（又は対年度計画値）の 80％未満、又は主務大

臣が業務運営の改善その他の必要な措置を講ずることを命ずる必要があると認めた場合）。 
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様式２－１－４－１ 年度評価 項目別評価調書（研究開発成果の最大化その他業務の質の向上に関する事項） 

 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅰ－１－(1) 海底資源研究開発 

関連する政策・施策 
政策目標９ 科学技術の戦略重点化 

施策目標９―７ 海洋分野の研究開発の推進 

当該事業実施に係る根拠（個

別法条文など） 

独立行政法人海洋研究開発機構法第十七条 

第一号 海洋に関する基盤的研究開発を行うこと。 

当該項目の重要度，難易

度 

 関連する研究開発評価，政策

評価・行政事業レビュー 
平成 27 年度行政事業レビューシート番号 0289， 0292 

 

２．主要な経年データ 

 主な参考指標情報  ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 

  基準値等 H26 年度 H27 年度 H28 年度 H29 年度 H30 年度  H26 年度 H27 年度 H28 年度 H29 年度 H30 年度 

       予算額（千円） 3,549,137     

       決算額（千円） 2,667,565     

       経常費用（千円） 2,442,972     

       経常利益（千円） ▲181     

       行政サービス実施コ

スト（千円） 
2,639,961     

        従事人員数 126     

注）予算額，決算額は支出額を記載。人件費については共通経費分を除き各業務に配賦した後の金額を記載 

３．中長期目標，中長期計画，年度計画，主な評価軸，業務実績等，年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 
中長期目標 中長期計画 年度計画 

主な評価軸（評価

の視点），指標等 

法人の業務実績等・自己評価 
主務大臣による評価 

主な業務実績等 自己評価 

 我が国の周辺海域には，

海底熱水鉱床，コバルト

リッチクラスト，レアア

ース泥，メタンハイドレ

ート等の海底資源の存在

が確認されているが，こ

れらの持続的な利活用に

向けて解決すべき課題が

残されている。 

このため，機構は，最新

の調査・分析手法を用い

た海洋調査及び室内実験

等を実施し，海底資源の

形成過程に係る多様な要

素を定量的に把握し，形

成モデルを構築するとと

もに，成因を解明する。

我が国の領海及び排他的

経済水域内に存在が確認

されている海底資源を利

活用することは，我が国の

成長，ひいては人類の持続

可能な発展のために重要

である。機構は海洋基本計

画や海洋エネルギー・鉱物

資源開発計画(平成 25 年

12月24日総合資源エネル

ギー調査会答申)等に掲げ

る海底資源の成因解明と

時空分布の把握・予測に資

するため，海底資源形成の

過程に関わる多様な元素，

同位体及び化学種を定量

的に把握する。また，海底

我が国の領海及び排他的経

済水域内に存在が確認され

ている海底資源を利活用す

ることは，我が国の成長，ひ

いては人類の持続可能な発

展のために重要である。機構

は海洋基本計画や海洋エネ

ルギー・鉱物資源開発計画

(平成25年 12月 24日総合資

源エネルギー調査会答申)等

に掲げる海底資源の成因解

明と時空分布の把握・予測に

資するため，海底資源形成の

過程に関わる多様な元素，同

位体及び化学種を定量的に

把握する。また，海底資源を

地球における物質循環の一

我が国の周辺海

域に存在が確認

されている海底

資源について，科

学調査を加速さ

せ，その利活用に

貢献したか。 

・中部沖縄トラフにおける未発

見の海底熱水系の探索を「な

つしま」や「よこすか」によ

る高速網羅的音響探査と「う

らしま」による詳細物理探

査，および「なつしま」「ハ

イパードルフィン」による海

底観察と試料採取を通じて

行い，結果としての新しい熱

水域(5 箇所）を発見した。そ

の熱水(微)生物生態系の基

礎構造や分布に関する詳細

なレポートを作成し，一部プ

レスリリースとして発表し

た。孔内温度計は製作を完了

し，耐振動試験も終了して，

観測の準備が整った。電気合

Ｂ 

・平成 26 年度は，海底

熱水調査手法の基礎

を固め，海底熱水鉱床

成因プロセスの体系

的理解のための知見

蓄積及び人工熱水噴

出孔の実用実験を目

標としており，着実な

業務運営によりすべ

てが達成できたと考

える。 

 実施した研究内容

については，外部有識

者による評価・助言委

員会でも評価され，実

際に国際誌・査読付オ

評定 Ｂ 

＜評定に至った理由＞ 

・戦略的イノベーション創造プログ

ラム（SIP）「次世代海洋資源調査

技術」において，実施研究機関と

して参画するとともに，本プログ

ラム全体のマネジメントを担う

中核的な役割を担っている。機構

で得られた基盤的な調査・研究手

法の活用のみならず，他機関との

連携・協力を強化し，成果の実用

化の橋渡しを着実に実施してお

り，「研究開発成果の最大化」に

向けた着実な業務運営がなされ

ている。 

＜今後の課題＞ 

特になし。 
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３．中長期目標，中長期計画，年度計画，主な評価軸，業務実績等，年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 
中長期目標 中長期計画 年度計画 

主な評価軸（評価

の視点），指標等 

法人の業務実績等・自己評価 
主務大臣による評価 

主な業務実績等 自己評価 

また，海底を広域調査す

る研究船，有人潜水調査

船，無人探査機等のプラ

ットフォーム及び最先端

センサ技術を用いた効率

的な調査手法を確立す

る。これらの成果を踏ま

え，より広域の海域にお

いて，海底資源の利活用

に必要となる基礎データ

等を収集することで，科

学調査を加速する。 

さらに，持続的な海底資

源の利活用を推進する上

で不可欠な環境影響評価

については，新たな環境

影響評価法の確立に向け

た調査研究を行う。 

これらの研究開発を進め

るにあたっては，他の研

究開発機関や大学，民間

企業等との連携を強化す

るとともに，開発した技

術が速やかに実海域調査

に活用されるよう，民間

企業への技術移転を進め

る。 

資源を地球における物質

循環の一部として捉え，固

体地球の最外部である岩

石圏，地球の約 7割を覆う

水圏，大気圏，さらには生

物圏を含む地球表層での

各圏にまたがる物質循環

を網羅的に解析した上で，

その歴史を把握し，海底資

源との関わりについて総

合的に理解を深める。その

ため，従来着目されてこな

かった海底資源生成時の

海洋環境を把握し，海底資

源の形成メカニズムを明

らかにする。併せて，機構

の持つ多様な手法を利用

した総合科学的アプロー

チにより，資源成因論を基

盤とした効率的調査シス

テムを構築し，海底資源の

利活用に貢献する。さら

に，環境の現状や生物群集

の変動等を把握すること

により，海底資源開発に必

要となる環境影響評価手

法の構築に貢献する。 

 

① 海底熱水鉱床の成因解

明とそれに基づく調査手

法の構築 

海底熱水活動の循環シス

テムや規模等を把握する

ことにより，海底熱水鉱床

の成因，形成プロセス及び

特性の体系的な理解を進

める。また，研究船や自律

型無人探査機（AUV）・遠隔

部として捉え，固体地球の最

外部である岩石圏，地球の約

7割を覆う水圏，大気圏，さ

らには生物圏を含む地球表

層での各圏にまたがる物質

循環を網羅的に解析した上

で，その歴史を把握し，海底

資源との関わりについて総

合的に理解を深める。そのた

め，従来着目されてこなかっ

た海底資源生成時の海洋環

境を把握し，海底資源の形成

メカニズムを明らかにする。

併せて，機構の持つ多様な手

法を利用した総合科学的ア

プローチにより，資源成因論

を基盤とした効率的調査シ

ステムを構築し，海底資源の

利活用に貢献する。さらに，

環境の現状や生物群集の変

動等を把握することにより，

海底資源開発に必要となる

環境影響評価手法の構築に

貢献する。 

 

 

 

 

①海底熱水鉱床の成因解明

とそれに基づく調査手法の

構築 

海底熱水活動の循環システ

ムや規模等を把握すること

により，海底熱水鉱床の成

因，形成プロセス及び特性の

体系的な理解を進める。ま

た，研究船や自律型無人探査

機（AUV）・遠隔操作無人探査

成生態系については，海底熱

水用の燃料電池モニタリン

グシステムを人工熱水噴出

孔の孔口に設置し，１２日間

の発電能力連続計測に成功

するとともに，微生物の現場

培養を行った。 

・別子型（海嶺型）鉱床のひと

つである日立鉱床に関して，

533Ma という Re-Os 年代を公

表した。この年代は，日本列

島の鉱床年代としては最古

である。また，黒鉱鉱床のひ

とつである松峰鉱床に関し

て，問題をクリアし非常にき

れいなRe-Osアイソクロンに

よる 14.86 Ma という年代値

を得，背弧拡大から島弧成立

に至るまでの一連の火山活

動の変遷との関連を直接議

論できるステージに入るこ

とができた。 

・「ちきゅう」による沖縄トラ

フ熱水噴出孔直下海底下微

生物生態系調査（IODP331 次

掘削航海）において，緩やか

な海底下熱水－海水混合が

観察された掘削サイト C0017

サイトのコアにおける微生

物群集の群集構造やその機

能の鉛直変化と堆積物の物

性や海底下水理構造の相互

作用を明らかにし，研究論文

を発表した。 

・「ちきゅう」による沖縄トラ

フ熱水噴出孔直下海底下微

生物生態系調査（IODP331 次

掘削航海）に伴う熱水環境の

ープンアクセス電子

書籍に多数の原著論

文・総説を発表できた

ことから，成果の創出

が十分できていると

考える。 

 マルチビーム音響

測深の応用による熱

水プルームイメージ

ング技法は，広域概査

に広く適用されるよ

うになってきており，

平成 26 年度までに

JOGMEC，産総研及び海

上保安庁海洋情報部

でこの技法を用いた

熱水系発見の報告が

相次いでおり，当機構

の海底資源研究開始

時点で目指した方向

性が社会的に追認さ

れている 

・平成 26 年度は，コバ

ルトリッチクラスト

およびレアアース泥

の研究について掲げ

ていた目標について，

いずれも着実に実施

し達成できた。目標を

超える成果も多数上

がっており，例えば，

他の手法では決める

ことが非常に困難な

マンガンクラスト，レ

アアース泥の年代測

定について，オスミウ

ム同位体層序を用い

て実現し，結果の一部

＜その他事項＞（審議会及び部会の意

見） 

・海底鉱物資源開発は，海洋基本計

画でも中心に位置する我が国に

とって重要なテーマである。機構

の立ち位置を明確にして開発を

リードして欲しい。 

・他の研究機関も含めて全体のロー

ドマップを常に意識し，機構の研

究成果が全体の成果につながる

様取り組んで欲しい。 

・他の大学や研究機関に追随できな

い分野であり，我が国における次

世代海洋資源調査に欠かせない

領域である。引き続き，国内外の

研究機関，民間調査機関等との有

機的な連携に基づく新たな研究

開発，ならびに国際的なリーダー

シップの発揮が期待される。 

・海底資源の推定量は魅力的だが，

それらを実際に採掘して商業ベ

ースに乗せた場合のコストと競

争力や，将来，採算に乗せるため

の条件や時間軸についても考察

が欲しい。 
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３．中長期目標，中長期計画，年度計画，主な評価軸，業務実績等，年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 
中長期目標 中長期計画 年度計画 

主な評価軸（評価

の視点），指標等 

法人の業務実績等・自己評価 
主務大臣による評価 

主な業務実績等 自己評価 

操作無人探査機（ROV）等

を駆使し，各種調査技術を

融合させた系統的な海底

熱水調査手法を平成 27 年

度を目途に構築する。さら

に，人工熱水噴出孔の幅広

い活用による応用研究を

推進する。加えて，巨大熱

水鉱床形成モデルの構築

を行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

機（ROV）等を駆使し，各種

調査技術を融合させた系統

的な海底熱水調査手法の構

築を進める。さらに，人工熱

水噴出孔の幅広い活用によ

る応用研究を推進する。加え

て，巨大熱水鉱床形成モデル

の構築を行う。このため，平

成 26 年度は以下の研究開発

を実施する。 

・  伊平屋北 Natsu サ

イト及び Aki サイト周辺な

どで熱水噴出孔の生物学・地

球化学・地質学の調査を行

い，熱水活動の詳細を伊平屋

北オリジナルサイトと比較

検討する。また，伊平屋北海

丘における詳細熱水循環シ

ステムの探査，ガス分析機材

の改良を行う。さらに，船上

マルチビーム音響測深装置

（MBES）を用いた熱水探査手

法を用いて，中部沖縄トラフ

における広域調査を実施し

これまで知ることの出来な

かった広域（100kmオーダー）

での熱水活動の分布とその

支配要因の解明を行う。加え

て，掘削孔・人工熱水噴出孔

の利用については，「ちきゅ

う」による掘削時に供するこ

とが可能な孔内採水器・温度

計の開発を行うとともに，電

気合成生態系の調査研究を

行う。 

・  黒鉱鉱床などの硫

化物鉱床試料の化学分析，同

位体測定を行い，生成年代を

擾乱と熱水化学合成生態系

の応答について，3 年以上の

長期観測に基づいた定量的

な観察結果について研究論

文を発表した。 

・平成 26 年度に行われた「な

つしま」「ハイパードルフィ

ン」による沖縄トラフ熱水域

の潜航調査において，マルチ

センサやメタン濃度センサ，

あるいはサイクリックボル

タンメトリーを用いた現場

測定のテストを行い，実装シ

ステムの確立や現場濃度補

正技術の確立を行った。サイ

クリックボルタンメトリー

を用いた現場水銀濃度モニ

タリングは，極めて高感度な

測定であり，その有効性につ

いての研究論文が投稿中で

ある。マルチセンサによる水

素，硫化水素，溶存酸素，pH

現場測定も極めて高感度で

あり，AUV 搭載型の資源探査

に有効利用できる可能性が

示された。 

・「 み ら い 」 に よ る 航 海

（MR14-E02，MR15-E01）によ

って地形調査，SBP による堆

積物構造調査，およびピスト

ンコアラーによる採泥を行

った。マンガンクラストに関

して，拓洋第５海山，ミクロ

ネシア M-10 海山ほか，シャ

ツキー海台，オントンジャワ

海台，ブラジル沖等で採取さ

れたクラストについて Os 測

定を行った。さらに，クラス

を複数の論文として

公表したことが挙げ

られる。また，マンガ

ンクラストの元素濃

集メカニズムに関し

ても，元素と濃集スタ

イルの関係性などが

見えてきており，論文

として公表した。 

 成果の外部発信と

いう面からは，マンガ

ンクラストに関する

書籍が刊行されるな

ど，着実に成果の社会

還元が実施されてお

り，我が国の海底資源

研究の推進に貢献で

きたといえる。 

・本課題における平成 26

年度は，泥火山群の海

底地形・炭素循環特性

の把握，微生物による

メタン生成プロセス

解明の基盤技術確立

など当初の目標を着

実に実施した。南海ト

ラフ熊野海盆泥火山

で巨大地震の震源域

に由来する水の成分

を発見した成果は，巨

大地震との関わりも

見える貴重な成果で

あった。また，沿岸の

非在来型炭化水素資

源環境の理解や海底

下深部における水・炭

素の挙動と地震断層

活動との関連性を理
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３．中長期目標，中長期計画，年度計画，主な評価軸，業務実績等，年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 
中長期目標 中長期計画 年度計画 

主な評価軸（評価

の視点），指標等 

法人の業務実績等・自己評価 
主務大臣による評価 

主な業務実績等 自己評価 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

② コバルトリッチクラス

ト・レアアース泥の成因解

明とそれに基づく高品 

位な鉱床発見に貢献する

手法の構築 

地球化学的，地質学的及び

生物化学的な手法を総合

的に利用し，海水の元素組

成の変化や酸化還元状態

の変化等，過去の海洋環境

の変遷を詳細に解析し，コ

バルトリッチクラスト・レ

アアース泥の成因を把握

する。そのため，これらの

決定するとともに，鉱床構成

元素の起源を探り，海底熱水

鉱床の生成モデルの構築を

開始する。 

・  沖縄トラフ熱水域

において，「ちきゅう」掘削

試料に基づいた構成微生物

群集と生理・機能・遺伝因

子・物質循環相互作用につい

て，包括的理解を進める。ま

た，インド洋熱水域及びカリ

ブ海熱水域での特徴的な生

息環境における微生物群集

や構成微生物の特異性，生

理・機能・物質循環相互作用

について理解を進める。 

・  沖縄トラフ熱水域

探査でのマルチセンサやサ

イクリックボルタンメトリ

ーによる深海熱水環境にお

ける網羅的な現場計測結果

を，系統的な海底熱水調査に

応用する。 

 

②コバルトリッチクラス

ト・レアアース泥の成因解明

とそれに基づく高品位な鉱

床発見に貢献する手法の構

築 

地球化学的，地質学的及び生

物化学的な手法を総合的に

利用し，海水の元素組成の変

化や酸化還元状態の変化等，

過去の海洋環境の変遷を詳

細に解析し，コバルトリッチ

クラスト・レアアース泥の成

因を把握する。そのため，こ

れらの鉱物資源が形成され

トの放射光分析を行った。 

・南鳥島周辺域や南太平洋環流

域から得られた外洋堆積物

のコア試料から環境ゲノム

DNA を抽出し，増幅されたゲ

ノム断片を基質誘導型遺伝

子発現ベクターに組み込み

マスターライブラリーを構

築した。現在，高速セルソー

ターを用いてレアアースを

含む金属元素によって誘導

される遺伝子断片のスクリ

ーニング及び機能推定を行

っている。 

・レアアース泥を電子・イオン

ビームに耐性のある樹脂に

微細構造を保った状態で包

埋し，FIB を用いて微小領域

分析用の超薄片試料を作成

した。その後，SEM-EDS 分析

による元素濃度イメージを

獲得した。現在，NanoSIMS

を用いたアパタイト鉱物中

のREEのミクロスケール分布

の解析や，TEM-FIB によるサ

ブミクロンスケールの鉱物

組織の観察を行っている。 

・太平洋堆積物の化学分析，デ

ータ統計数理解析を実施し，

７つの独立成分（組成ベクト

ル）を抽出した。これらは，

大陸，熱水，海底火成活動，

生物に起因する起源物質以

外にも，複数の元素輸送過程

を含むと解釈され，特定に向

けた検討を始めた。また，独

立成分を代表する約３０試

料を選定し，同位体分析に着

解する上で社会的関

心が高い新知見であ

り，学術論文やプレス

リリース等を行うこ

とで研究成果の外部

発信や社会還元・貢献

に寄与するものと考

える。 

・平成 26 年度の目標は

先進技術による調査

観測と高解像度の解

析により，従前の研究

成果の利活用と調査

航海を実施し，観測機

器の設計と製作，デー

タ解析システムの充

実を図り，最終目標を

達成するための基盤

を整備することであ

り，これらを着実に実

施できたと考える。 

 特に，平成 22 年か

らのデータを解析し

た熱水活動の変化と

生物分布の変動につ

いては，熱水生物群集

の変遷の過程とメカ

ニズムを理解するだ

けなく，環境影響評価

での調査観測とデー

タ解析の手法開発と

評価基準を考えるう

えでも貴重な成果で

あったといえる。ま

た，環境メタゲノム，

高解像度ビデオ，現場

計測機器などを利用

した手法の開発に向
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３．中長期目標，中長期計画，年度計画，主な評価軸，業務実績等，年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 
中長期目標 中長期計画 年度計画 

主な評価軸（評価

の視点），指標等 

法人の業務実績等・自己評価 
主務大臣による評価 

主な業務実績等 自己評価 

鉱物資源が形成された年

代を測定する方法により，

海洋環境を変化させる火

成活動，大陸風化等の要因

を把握し，コバルトリッチ

クラスト・レアアース泥形

成の総合的理解を進める。

これらの関係を把握し，さ

らに原子・分子レベルでの

鉱物の形成メカニズムを

把握することによって，有

用元素のみならず，それら

と相互作用する元素の地

球化学的挙動に関する理

解を進める。以上によって

把握したこれらの鉱物資

源の成因を基に，新たな高

品位鉱床の発見に貢献す

る手法を提案するととも

に，レアアース泥形成モデ

ル及びクラスト形成モデ

ルを実証する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

た年代を測定する方法によ

り，海洋環境を変化させる火

成活動，大陸風化等の要因を

把握し，コバルトリッチクラ

スト・レアアース泥形成の総

合的理解を進める。これらの

関係を把握し，さらに原子・

分子レベルでの鉱物の形成

メカニズムを把握すること

によって，有用元素のみなら

ず，それらと相互作用する元

素の地球科学的挙動に関す

る理解を進める。以上によっ

て把握したこれらの鉱物資

源の成因を基に，新たな高品

位鉱床の発見に貢献する手

法を提案するとともに，レア

アース泥形成モデル及びク

ラスト形成モデルを実証す

る。このため，平成 26 年度

は以下の研究開発を実施す

る。  

・  南鳥島周辺の調査

航海を実行するとともに，こ

れまで採取した南鳥島，太平

洋のコア試料の分析を進め

る。また，コバルトリッチク

ラスト，レアアース泥の年代

測定のための Os 同位体測定

を進める。さらに，放射光実

験による有用元素の化学状

態の分析解析を進める。 

・  南鳥島周辺域や南

太平洋還流域などの外洋堆

積物試料を用いて環境ゲノ

ムライブラリーを構築し，レ

アアースを用いた遺伝子発

現解析による新規遺伝子断

手した。 

・南海トラフ熊野第五泥火山か

ら「ちきゅう」により採取さ

れた掘削コア試料から得た

地球化学的・微生物学的デー

タを統合し，論文としてまと

めている。現在，マサチュー

セッツ工科大学との共同研

究によりハイブリッドPCSに

より得られたメタンの生成

温度の推定等，いくつかの追

加データを含めたストーリ

ーの再構築を行っており，そ

の結果等を踏まえた論文を

投稿する予定である。一方，

同掘削航海で得られた堆積

物コア試料の間隙水中に含

まれるリチウムの同位体化

学組成の結果から，泥火山流

体に，粘土鉱物の脱水作用以

外にも，南海トラフ巨大地震

の震源域に相当する 210℃～

310℃付近（推定海底下 15km）

の履歴を持つ水が含まれて

いることが示唆された。本成

果は，EPSL に論文として掲載

され，平成 27 年 2 月 10 日に

プレスリリースを行った。 

・種子島沖調査域の南部に位置

する泥火山について，「うら

しま」のサイドスキャンソナ

ーを用いた海底地形調査を

実施。火口域の凹みや泥流噴

出痕と推察される高解像度

イメージを取得した。 

・海底下約 2km のコア試料から

リアクター培養により分離

されたメタン菌からゲノム

けては，必要なインフ

ラ整備とシステムの

基本設計ができ，これ

により今後の計画を

着実に進めるための

準備ができた。 

 研究実施体制では，

従前の共同研究や外

部資金プロジェクト

に加えて，7 月から開

始された戦略的イノ

ベーション創造プロ

グラム（SIP）「次世代

海洋資源調査技術」に

より機構内の参画部

署および機構外の国

立環境研究所，石油天

然ガス・金属鉱物資源

機構（JOGMEC）および

民間調査会社との連

携を強化することが

できた。 

 また，一般向けのシ

ンポジウムにおいて，

深海での環境影響評

価について解説する

とともに，インターネ

ット上での研究開発

についてのビデオ映

像の掲載，国内外の学

会等における研究開

発成果の公表など，外

部への成果発信を積

極的に行った。また，

深海での環境影響評

価に関する国内委員

会に出席し，報告書や

提言などの作成に参
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３．中長期目標，中長期計画，年度計画，主な評価軸，業務実績等，年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 
中長期目標 中長期計画 年度計画 

主な評価軸（評価

の視点），指標等 

法人の業務実績等・自己評価 
主務大臣による評価 

主な業務実績等 自己評価 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

③海底炭化水素資源の成

因解明と持続的な炭素・エ

ネルギー循環に関する 

研究 

我が国における持続的な

炭素・エネルギー循環シス

テムの構築に貢献するた

め，海底炭化水素資源の成

因や実態を科学的に理解

し，その利活用手法を提案

する。海底深部における炭

素・水・エネルギー循環シ

ステムの実態と動的メカ

ニズムを解明するため，海

底炭化水素環境の特徴を

総合的に理解するための

調査を行う。また，海底炭

化水素資源の形成過程に

影響を及ぼす微生物代謝

片のスクリーニング及び機

能推定を行う。 

・  コバルトリッチク

ラストやレアアース濃縮鉱

物の TEM-FIB による組織観

察及び二次イオン質量分析

器による元素極微細局所分

析を行う。 

・  太平洋海底堆積物

の既存の組成データとその

多変量解析に基づき，海洋環

境を変化させる火成活動，大

陸風化等の要因の推定を行

う。また，推定される独立要

因に基づき，それぞれを代表

する試料の選定と化学・同位

体分析に着手し，要因の評価

を進める。 

 

③海底炭化水素資源の成因

解明と持続的な炭素・エネル

ギー循環に関する研究 

 

我が国における持続的な炭

素・エネルギー循環システム

の構築に貢献するため，海底

炭化水素資源の成因や実態

を科学的に理解し，その利活

用手法を提案する。海底深部

における炭素・水・エネルギ

ー循環システムの実態と動

的メカニズムを解明するた

め，海底炭化水素環境の特徴

を総合的に理解するための

調査を行う。また，海底炭化

水素資源の形成過程に影響

を及ぼす微生物代謝活動の

理解を進めるとともに，メタ

DNA を抽出・精製し，クレイ

グベンター研究所との共同

研究協定を通じたゲノム解

析が進行中。 

・下北沖石炭層生命圏掘削に関

する微生物学・同位体地球化

学・分子生物学のデータを論

文としてまとめた。また，陸

源堆積物に含まれる鉄鉱物

を電子受容体とした嫌気的

酢酸酸化や，石炭層における

嫌気性メタノトローフに関

する生物地球化学的な証拠

が得られつつある。 

・低電圧印加による水素生産に

関して興味深い結果を得た

が，現象が不安定で再現性を

とることが困難であるため，

その要因が解明するまでは

特許申請を見送る方針であ

る。 

・申川油田鉱床の石油試料の

Re-Os 同位体分析を進め，石

油の生成に火山性の熱水活

動の関与の証拠を確固たる

ものにした。 

・補酵素 F430 分析法を確立し，

論文発表を行った。下北の掘

削コア試料から F430 の抽出

と定量を行い，海底下約

2.5km の石炭層までのメタン

生成ポテンシャルを評価し

た。 

・「ちきゅう」による IODP 第 343

次研究航海（J-FAST）や「し

んかい 6500」による深海調査

等により，東日本大震災によ

って地滑りを生じた海域に

画した。 
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３．中長期目標，中長期計画，年度計画，主な評価軸，業務実績等，年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 
中長期目標 中長期計画 年度計画 

主な評価軸（評価

の視点），指標等 

法人の業務実績等・自己評価 
主務大臣による評価 

主な業務実績等 自己評価 

活動の理解を進めるとと

もに，メタン生成の温度・

圧力条件の特定等を行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ン生成の温度・圧力条件の特

定等を行う。このため，平成

26 年度は以下の研究開発を

実施する。  

・  南海トラフ熊野第

五泥火山の掘削コア試料を

用いて，泥火山内部の間隙水

流体・ガスの地球化学的特徴

や，微生物の量・多様性・代

謝活動に関する研究を行う。 

・  種子島沖泥火山群

の広域分布と海底地形探査

に関する AUV を用いた深海

調査を実施する。 

・  「ちきゅう」により

下北八戸沖から採取された

掘削コア試料を用いて，連続

リアクター培養による嫌気

性微生物群集（メタン菌等）

の培養及び純粋分離株のゲ

ノム解析を行う。 

・  下北八戸沖等の海

底炭化水素資源環境におけ

るガス成分及び溶存有機物

について，同位体地球化学と

分子生物学の双方のアプロ

ーチにより，生成プロセスを

解明する。 

・  自然エネルギーと

水（プロトン）を活用した生

物学的 CO2 資源化効率促進

に関する研究開発を行う。 

・  海底炭化水素試料

の年代決定法，及び炭化水素

の起源特定の手法確立のた

めの実験を行う。 

・  補酵素 F430 分析法

を確立し，論文発表する。ま

おいて，断層活動やそれに伴

う堆積物の撹乱等の環境変

動に応答する海底下微生物

群集の存在を示唆するデー

タを得た。 

・調査観測については，前中期

計画での航海の試料分析と

データ解析を継続し，概ね当

初の目標を達成した。 

・中部沖縄トラフでの新しい熱

水域の発見し(5 箇所)，その

熱水(微)生物生態系の基礎

構造や分布に関する詳細な

レポートを作成した。 

・IODP331 次掘削後の伊平屋北

海丘での熱水活動域の調査

データから生物群集の変遷

過程を解析した論文を作成

した。 

・環境メタゲノム手法を応用し

たメイオベントス群集組成

の調査研究では，環境ごとに

系統群組成が違うことを明

らかにし，結果を論文にまと

めている。 

・ビジュアルプランクトンレコ

ーダー（VPR）による調査で

は，「豊潮丸（広島大学）」に

よる対馬周辺海域，AUV「う

らしま」に搭載してのベヨネ

ース海域においてプランク

トン分布を調べ，レポートに

まとめた。 

・三陸沖の調査航海では，環境

データを収集して結果を航

海報告にまとめた。 

・調査観測機材の開発では，複

数画面を統合した映像解析
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３．中長期目標，中長期計画，年度計画，主な評価軸，業務実績等，年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 
中長期目標 中長期計画 年度計画 

主な評価軸（評価

の視点），指標等 

法人の業務実績等・自己評価 
主務大臣による評価 

主な業務実績等 自己評価 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

④ 環境影響評価手法の構

築 

生物群集の変動を遺伝子

レベルから個体群レベル

まで調べ，高解像度の調査

と長期の環境モニタリン

グから得られる大規模デ

た，下北沖で「ちきゅう」を

用いて得られた堆積物中の

F430 濃度を測定し，そこに

おけるメタン生成ポテンシ

ャルを推定する。 

・  南海トラフ沈み込

み帯海底下微生物圏，日本海

溝海底下生命圏と地震流体

移流域の探査研究により，地

殻コア間隙流体や湧水ある

いは人工湧水の物理・化学・

微生物学的特性の解析を行

い，沈み込み帯海底下環境の

地質学的セッティング，深部

地殻内流体循環系の推定，海

底下微生物生態系の存在様

式や機能などを明らかにす

る。また，マルチセンサによ

る水素やメタンの現場計測

を行い，炭素・水・エネルギ

ー循環システムの実態を把

握する。 

・  南海トラフ沈み込

み帯海底下微生物圏，日本海

溝海底下生命圏と地震流体

移流域から培養される極限

微生物の生物機能や相互作

用，物理・化学プロセスの研

究から海底炭化水素資源の

成因特定を行う。 

 

④環境影響評価手法の構築 

 

生物群集の変動を遺伝子レ

ベルから個体群レベルまで

調べ，高解像度の調査と長期

の環境モニタリングから得

られる大規模データとの統

ツールの開発，高解像度８K

カメラシステムのデータ変

換ユニットの製作，現場メタ

ンセンサによる計測法など

の当初計画の目標に加え，生

態系観測ユニットの基本設

計などを完了した。 

・三陸沖海底の表在性底生生物

の分布と環境条件について

ハビタットマップを作成し

た。 

・伊平屋北海丘の熱水活動域に

ついては，2010 年からのデー

タによる海底ハビタットマ

ップを元に科学掘削前後で

の生物分布の変動について

の論文を作成した。 

・海域の重要度を判定する手法

である EBSA の基準を利用し

て日本周辺海域の化学合成

生物群集の保全についての

解析結果を論文にまとめた。 

・環境メタゲノム解析の機能向

上では，当初計画での基本ソ

フトの改良に加えて，次世代

シークエンサー及び高速サ

ーバーの導入により最新の

環境メタゲノム解析システ

ムを整備した。 

・平成 26 年度は，共同研究に

向けて沖縄科学技術大学院

大学と協議をし，次年度から

の計画を立案した。VPR など

の調査機材による手法開発

については上記の航海で先

行実施した。熱水活動域での

分布データの一部は論文と

して発表した。 
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３．中長期目標，中長期計画，年度計画，主な評価軸，業務実績等，年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 
中長期目標 中長期計画 年度計画 

主な評価軸（評価

の視点），指標等 

法人の業務実績等・自己評価 
主務大臣による評価 

主な業務実績等 自己評価 

ータとの統合解析により，

生態系の変動における復

元力の限界点を求め，環境

影響評価の手法の構築を

目指す。このため，平成

27 年度までに，調査デー

タを統合した生態系ハビ

タットマップを作成する

とともに，環境メタゲノム

解析システムを整備する。

さらに，先進的な調査と高

精度なデータ解析による

評価手法を提示し，環境へ

の影響を低減できる海底

資源開発の実現に貢献す

る。 

合解析により，生態系の変動

における復元力の限界点を

求め，環境影響評価の手法の

構築を目指す。このため，先

進的な調査と高精度なデー

タ解析による評価手法を提

示し，環境への影響を低減で

きる海底資源開発の実現に

貢献する。このため，平成

26 年度は以下の研究開発を

実施する。  

・  北太平洋各海域に

おける海洋表層から海底直

上までの水塊中微生物群集，

各海域表層堆積物中の微生

物群集について，多様性解

析，メタゲノム解析，1細胞

ゲノム解析を展開し，環境影

響評価の基盤となる微生物

多様性情報の集積に貢献す

る。 

・  生息環境条件と生

物分布等のデータを統合し

たハビタットマップを作成

し，海洋 GIS を利用した変動

解析の手法を開発する。 

・  沖縄トラフ海域の

海水流動モデルとプランク

トン群集の観測データとを

統合した調査と解析の手法

を開発する。 

・  環境メタゲノムを

利用した調査手法の信頼性

の検証及び生理・代謝機能モ

ジュールを用いたメタゲノ

ムの機能解析ツールの開発

を進める。 

・  西 太 平 洋 ・ 

・「ちきゅう」掘削孔での 12 日

間連続の熱水燃料電池連続

計測に成功するなど着実に

進んでいる。  

・交付金予算単独では，平成 25

年度末（本務研究者 0）に対

して，平成 26 年度末では本

務研究者が 6 名増加し，SIP

予算での研究職，支援職の採

用も考慮するとある程度改

善したが，兼務者が大半であ

り，まだ改善の余地は残され

ている。 
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３．中長期目標，中長期計画，年度計画，主な評価軸，業務実績等，年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 
中長期目標 中長期計画 年度計画 

主な評価軸（評価

の視点），指標等 

法人の業務実績等・自己評価 
主務大臣による評価 

主な業務実績等 自己評価 

QUELLE2013 等で取得した化

学合成生物群集の既存サン

プル・データから，環境因子

と生物の分布パターンの関

係，遺伝的や集団間の遺伝的

分化，生物分散に関するデー

タを取得・解析し，海底資源

開発に伴う環境影響評価手

法構築に向けた基礎情報を

提供する。 

・  沖縄トラフ熱水域，

インド洋熱水域，カリブ海熱

水域の探査研究を通じて，熱

水の物理・化学・微生物学的

特性の解析から，熱水活動の

地質学的セッティング，海底

下熱水循環系の推定，海底下

微生物生態系の存在様式や

機能を解明し，大規模データ

やベースライン情報に資す

る。 

・  沖縄トラフ熱水域

探査での，マルチセンサやサ

イクリックボルタンメトリ

ーによる深海熱水環境にお

ける網羅的な現場計測を行

い，また，沖縄トラフ熱水域

深海熱水環境から培養・飼育

される極限微生物や化学合

成共生微生物－生物システ

ムの生物機能や相互作用，物

理・化学プロセスを明らかに

し，大規模データやベースラ

イン情報に資する。 

 

４．その他参考情報 
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様式２－１－４－１ 国立研究開発法人 年度評価 項目別評価調書（研究開発成果の最大化その他業務の質の向上に関する事項）様式 

 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅰ－１－(2) 海洋・地球環境変動研究開発 

関連する政策・施策 
政策目標９ 科学技術の戦略重点化 

施策目標９―７ 海洋分野の研究開発の推進 

当該事業実施に係る根拠（個

別法条文など） 

独立行政法人海洋研究開発機構法第十七条 

第一号 海洋に関する基盤的研究開発を行うこと。 

当該項目の重要度，難易

度 

 関連する研究開発評価，政策

評価・行政事業レビュー 
平成 27 年度行政事業レビューシート番号 0292 

 

２．主要な経年データ 

 主な参考指標情報  ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 

  基準値等 H26 年度 H27 年度 H28 年度 H29 年度 H30 年度  H26 年度 H27 年度 H28 年度 H29 年度 H30 年度 

       予算額（千円） 2,400,520     

       決算額（千円） 2,374,802     

       経常費用（千円） 3,017,491     

       経常利益（千円） ▲330     

 
  

    行政サービス実施コ

スト（千円） 
3,225,796     

        従事人員数 230     

注）予算額，決算額は支出額を記載。人件費については共通経費分を除き各業務に配賦した後の金額を記載 

３．中長期目標，中長期計画，年度計画，主な評価軸，業務実績等，年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 
中長期目標 中長期計画 年度計画 

主な評価軸（評価

の視点），指標等 

法人の業務実績等・自己評価 
主務大臣による評価 

主な業務実績等 自己評価 

 地球温暖化や世界各地

で発生している異常気

象をはじめとした地球

規模の環境問題は一層

深刻化しており，それら

への適応は人類にとっ

ての喫緊の課題である。

この問題を解決してい

くためには，地球環境に

おける変動を正確に把

握し，それを基にした信

頼性の高い予測を行う

ことが必要である。 

このため，研究船や観測

ブイ等を用いた高度な

観測技術を最大限に活

用し，海洋が大きな役割

海洋基本計画や「我が国にお

ける地球観測の実施方針」に

おいて示された我が国が取

り組むべき研究開発課題の

解決に資するため，これまで

機構が培ってきた技術を活

用し，国際的な観測研究計画

や共同研究の枠組みにおい

て世界をリードしながら研

究開発を推進する。これによ

り，気象・気候の変動や地球

温暖化等の地球環境変動に

決定的な影響を与える海洋

－大気間，海洋－陸域間，熱

帯域－極域間のエネルギ

ー・物質の交換について，観

測に基づきそのプロセスや

海洋基本計画や「我が国に

おける地球観測の実施方

針」において示された我が

国が取り組むべき研究開発

課題の解決に資するため，

これまで機構が培ってきた

技術を活用し，国際的な観

測研究計画や共同研究の枠

組みにおいて世界をリード

しながら研究開発を推進す

る。これにより，気象・気

候の変動や地球温暖化等の

地球環境変動に決定的な影

響を与える海洋－大気間，

海洋－陸域間，熱帯域－極

域間のエネルギー・物質の

交換について，観測に基づ

地球環境の変動

について包括的

に理解し，我が国

の気象等への影

響評価に貢献す

ると共に，関連す

る国際的なプロ

グラムをリード

し，我が国のプレ

ゼンス向上に資

することが出来

たか。 

・ 北極海及び亜寒帯域で海

洋酸性化等の時系列監視

観測最適サイトを決定し，

亜寒帯域で観測を行って

いる。海洋酸性化影響評価

については，マイクロ X

線 CT 装置（生物の炭酸塩

骨格密度測定用）の開発を

進めている。また，高解像

度モデル及び領域・広域モ

デルによる生態系の昇温

影響評価の解析を行った。 

・ 「みらい」を用いたスマト

ラ・ジャワ島南部の観測で

は，季節内スケールの沿岸

湧昇シグナルの解析から

海 面 水 温 （ SST ： Sea 

Ｂ 

・ 今年度の計画は予定

通り達成され，質の高

い研究成果を着実に

あげることができた。

例えば，北極海で海氷

減少に伴ってプラン

クトンの生息環境が

向上していることを

解明したことは，各種

メディアに取り上げ

られるなど社会的に

も高い関心を呼んだ。

また，炭酸塩殻生物で

ある有孔虫が海洋酸

性化の影響を受けて

生息が脅かされると

評定 Ｂ 

＜評定に至った理由＞ 

・ 研究船や観測ブイ等を用いた

高度な観測技術等を通じた科

学技術情報の収集・提供・分析

に加え，国際的な観測研究計画

での中核的な役割を担ってお

り，「研究開発成果の最大化」

に向けた着実な業務運営がな

されている。 

＜今後の課題＞ 

 特になし。 

＜その他事項＞（審議会及び部会の

意見） 

・ データの多くは社会に的確に

発信されている。 

・ 中期的に達成すべき目標を設
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３．中長期目標，中長期計画，年度計画，主な評価軸，業務実績等，年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 
中長期目標 中長期計画 年度計画 

主な評価軸（評価

の視点），指標等 

法人の業務実績等・自己評価 
主務大臣による評価 

主な業務実績等 自己評価 

を果たす地球環境変動

を総合的に観測すると

ともに，最先端の予測モ

デルやシミュレーショ

ン技術を駆使し，「地球

シミュレータ」等を最大

限に活用することによ

り，地球規模の環境変動

が我が国に及ぼす影響

を把握するため研究開

発を行い，地球環境問題

の解決に海洋分野から

貢献する。特に，北極海

域等，我が国の気候への

影響が大きいと考えら

れる海域における観測

及び調査研究を強化す

る。 

これらを通じて，気候変

動，物質循環，海洋生態

系の変化・変動に関する

新たな観測データを収

集・蓄積・分析し，地球

環境の変動について包

括的に理解するととも

に，我が国の気象等への

影響を評価する。また，

それらの積極的な発信

を通じて，気候変動に関

す る 政 府 間 パ ネ ル

（IPCC）や生物多様性及

び生態系サービスに関

する政府間プラットフ

ォーム（IPBES）等の国

際的な取組へ科学的な

知見を提供することに

より貢献するとともに，

ユネスコ政府間海洋学

実態の統合的な理解を進め

るとともに，地球環境変動を

精密に予測することに資す

る技術を開発する。また，地

球温暖化や進行中の海洋酸

性化と生態系への影響，熱・

物質分布の変化等の地球環

境の変わりゆく実態を正確

に把握して具体的な事例を

科学的に実証するとともに，

気候変化・変動への適応策・

緩和策の策定に資する新た

な科学的知見を提示する。特

に，北極海域は海洋酸性化の

進行が顕著であり，生態系へ

の影響が懸念されているほ

か，海氷の減少は地球規模の

気候変動に大きな影響を与

えるばかりでなく，我が国の

気候への影響も懸念されて

いることから，機構は当該海

域の調査研究を進める。さら

に，得られた観測データや予

測データの公開を行い，防

災・減災にも資する情報を社

会へ発信する。 

 

 

 

① 地球環境変動の理解と予

測のための観測研究 

地球環境変動を統合的に理

解し，それを精密に予測する

技術を開発するためには，地

球システムの熱循環，物質循

環の主要な場であり，地球生

態系を構築する基本的環境

要素である海洋の役割の理

きそのプロセスや実態の統

合的な理解を進めるととも

に，地球環境変動を精密に

予測することに資する技術

を開発する。また，地球温

暖化や進行中の海洋酸性化

と生態系への影響，熱・物

質分布の変化等の地球環境

の変わりゆく実態を正確に

把握して具体的な事例を科

学的に実証するとともに，

気候変化・変動への適応

策・緩和策の策定に資する

新たな科学的知見を提示す

る。特に，北極海域は海洋

酸性化の進行が顕著であ

り，生態系への影響が懸念

されているほか，海氷の減

少は地球規模の気候変動に

大きな影響を与えるばかり

でなく，我が国の気候への

影響も懸念されていること

から，機構は当該海域の調

査研究を進める。さらに，

得られた観測データや予測

データの公開を行い，防

災・減災にも資する情報を

社会へ発信する。 

 

①地球環境変動の理解と予

測のための観測研究 

地球環境変動を統合的に理

解し，それを精密に予測す

る技術を開発するために

は，研究船を始め，漂流ブ

イ，係留ブイ等，機構が有

する高度な観測技術や４次

元データ同化技術等の先駆

Surface Temperature）へ

の影響を示した。また，偏

波ドップラーレーダーの

観測から台風の温帯低気

圧化に伴う前線形成過程，

マッデン・ジュリアン振動

（ MJO ： Madden Julian 

Oscillation）に伴う降水

システムなどを捉えた。 

・ Argo フロートを用いた亜

表層（200ｍから 1000ｍの

海水）観測では，39 基と

深海フロート 1 基を太平

洋亜熱帯～亜寒帯海域及

び南大洋に投入し，7 基に

ついてはデータ同化シス

テムから見出された貯熱

量変動のキーとなる海域

でアレイ状に配置した。そ

の結果，亜熱帯の水塊構造

の一部を把握でき，亜表層

水塊の変質，移動経路など

の情報を得ることに成功

した。また，PARC（The 

Pacific Argo Regional 

Center）を運用し，品質管

理 処 理 （ QC ： Quality 

Control） 済データの配信

などを通じ国際 Argo 計

画へ寄与した。さらに，気

候変動解析用の QC デー

タセットを作成，公開し

た。 

・ 「かいよう」における観測

航海では，亜熱帯モード水

の形成・変質過程に関する

データを収集した。また，

四次元変分法データ統合

共生藻類にもその影

響が及ぶことを示し，

この成果の画像の一

部はその論文が掲載

さ れ た Journal of 

Plankton Research の

表紙を飾ることとな

った。 

 「みらい」を用いた

調査では，スマトラ島

西部からジャワ島南

部の季節内スケール

の沿岸湧昇シグナル

及びそれに同期した

SST 変動の関係を示

し，沿岸域での局所的

な海洋力学が SST に

影響していることを

示した。また，今年度

導入した舶用偏波レ

ーダーの観測とその

基礎的な性能評価を

開始し，台風の温帯低

気圧化に伴う前線形

成過程，MJO に伴う降

水システムなどを捉

えることに成功し，舶

用偏波レーダーの有

用性を示した。 

 北太平洋 P01(47N)

観測線の再観測では，

高精度データの取得，

炭素同位体と放射性

セシウムの分析，南大

洋航海（MR12-05)の高

精度データ公開，淡水

化や酸性化に係わる

データ解析および論

定し，それに照らし合わせて常

に成果を自己評価して進めて

もらいたい。 

・ 国際観測計画への貢献，特に，

標準化やデータの品質管理を

含む長期観測運用への貢献は，

近年の気候変動研究，気候変化

予測研究の発展に欠かせない

活動である。研究成果の発信に

おいて国内外のコミュニティ

（特にデータユーザー）の支援

を 活 用 す る な ど ， 今 後 も

JAMSTEC が求心力を発揮するこ

とにより，重要な観測データの

蓄積を継続してほしい。 

・ JAMSTEC のみならず多くの研究

機関に対して，出口志向の研究

や短時間で成果を求められる

ことが多い中，地球環境変動の

モニタリングなどの基礎的研

究や長期的観測研究を安易に

切り捨てることは，厳に慎まな

くてはならない。JAMSTEC とし

て見識を持って，基礎的かつ継

続的な研究にも配慮している

ことには敬意を表したい。 

・ 長期観測で分かることの社会

貢献について，現状既に行われ

ていること，及び将来の可能性

について，世の中一般にもっと

知らしめてはどうか。 観測研

究の領域は，その貢献度に比し

て地味な印象を受けるように

思う。 
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３．中長期目標，中長期計画，年度計画，主な評価軸，業務実績等，年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 
中長期目標 中長期計画 年度計画 

主な評価軸（評価

の視点），指標等 

法人の業務実績等・自己評価 
主務大臣による評価 

主な業務実績等 自己評価 

委員会（IOC）や地球観

測に関する政府間会合

（GEO）が主導する国際

的なプログラムをリー

ドし，機構及び我が国の

国際的プレゼンスの向

上を図る。 

解が不可欠である。そのた

め，研究船を始め，漂流ブイ，

係留ブイ等，機構が有する高

度な観測技術や４次元デー

タ同化技術等の先駆的な技

術を最大限に活用し，太平

洋，インド洋及び南大洋にお

いて海洋観測を実施し，熱帯

域から亜熱帯域の大気と海

洋の相互作用，海洋の循環や

海洋の環境変動及び海盆ス

ケールでの熱や物質分布と

それらの中長期変動につい

ての理解を進める。また，急

速に進行する北極域の海氷

減少やそれによる環境の変

化を把握し，我が国を含む中

緯度域の気候に与える影響

を評価する。さらに，地球温

暖化や海洋酸性化が植物プ

ランクトン等の低次生物に

与える影響を理解するため，

過去の海洋環境変化を再現

するとともに，平成 27 年度

までに時系列観測定点を設

定し，酸性化等の環境変化に

対する海洋生態系の応答に

ついての理解を進める。加え

て，中緯度域の気候に影響を

与える熱帯域気候システム

を理解するため，太平洋・イ

ンド洋熱帯域及び海大陸に

おいて大気－海洋－陸域観

測を実施し，モンスーンやマ

ッデン・ジュリアン振動，イ

ンド洋ダイポールモード現

象等，当該地域特有の短期気

候変動現象が沿岸域や中緯

的な技術を最大限に活用

し，太平洋，インド洋及び

南大洋において海洋観測を

実施し，熱帯域から亜熱帯

域の大気と海洋の相互作

用，海洋の循環や海洋の環

境変動及び海盆スケールで

の熱や物質分布とそれらの

中長期変動についての理解

を進める。また，急速に進

行する北極域の海氷減少や

それによる環境の変化を把

握し，我が国を含む中緯度

域の気候に与える影響を評

価する。さらに，地球温暖

化や海洋酸性化が植物プラ

ンクトン等の低次生物に与

える影響を理解するため，

過去の海洋環境変化を再現

するとともに，酸性化等の

環境変化に対する海洋生態

系の応答についての理解を

進める。加えて，中緯度域

の気候に影響を与える熱帯

域気候システムを理解する

ため，太平洋・インド洋熱

帯域及び海大陸において大

気－海洋－陸域観測を実施

し，モンスーンやマッデ

ン・ジュリアン振動，イン

ド洋ダイポールモード現象

等，当該地域特有の短期気

候変動現象が沿岸域や中緯

度域に及ぼす影響やそれら

と集中豪雨等の極端な気象

現象との関連を把握する。 

これらの地球規模での観測

と併せて，地球規模の気候

システムに新しいスキー

ムを実装し，塩分分布及び

淡水循環の再現性を向上

させ，データセットを公開

した。データ統合システム

で水塊の気候変動現象に

対する感度を評価し，深海

フロートの観測網策定に

関する知見を得ることに

成功した。 

・ 「みらい」による北太平洋

P01(47N)観測ラインの再

観測では，得られたデータ

の品質管理及び炭素同位

体と放射性セシウムを分

析した。また，南大洋航海

の結果についてはデータ

ブックを公開し，南極底層

水の淡水化に係わる論文

を発表し，南太平洋亜熱帯

海域の酸性化の進行度を

解析した。 

・ 「みらい」による北極航海

で約 3 週間の定点観測を

実施した。国際北極観測プ

ロ ジ ェ ク ト ARCROSE 

（ Arctic Research 

Collaboration for 

Radiosonde Observing 

System Experiment）を主

導した。加えて，カナダと

共同で北極海カナダ海盆

観測航海(係留系の回収設

置を含む)を実施したほ

か，環北極観測拠点として

シベリア河川流域・河口域

及びカナダ北方林(GRENE 

北極との連携)での観測を

文公表といった一連

の成果をあげること

ができ，底層昇温の長

期変化についても発

表を行った。また，イ

ンドネシアを中心と

する海大陸の気象・気

候の理解向上を目指

した国際プロジェク

ト YMC に向けた新規

観測機材の導入とそ

れを用いた観測研究

により，今後の道筋を

つけることができた。

さらに，モンスーン研

究推進のため，パラ

オ，フィリピン，ベト

ナムと東西に並んだ

国々において観測体

制を整え，国際プロジ

ェクトの発案機関の 1 

つとして国際会合で

積極的に情報を発信

し，現在までに 80 以

上の研究機関から参

加の意思表明を受け，

基本方針を取りまと

めた。国際会合では，

積雲対流の湿潤化の

効果を定量的に示す

など，科学的知見の蓄

積に加え，今後の観測

研究を推進していく

上で必要な情報提供

を行った。 

 国際北極気象観測

プロジェクト ARCROSE 

における北極航海に
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３．中長期目標，中長期計画，年度計画，主な評価軸，業務実績等，年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 
中長期目標 中長期計画 年度計画 

主な評価軸（評価

の視点），指標等 

法人の業務実績等・自己評価 
主務大臣による評価 

主な業務実績等 自己評価 

度域に及ぼす影響やそれら

と集中豪雨等の極端な気象

現象との関連を把握する。特

に豪雨等の研究対象につい

ては平成 26 年度に最適な観

測地点を設定し，平成 27 年

度には本観測を実現させる。 

これらの地球規模での観測

と併せて，地球規模の気候変

動の影響を受ける海域の１

つである津軽海峡を対象海

域とし，平成 27 年度を目途

に海洋短波レーダによる表

面流速観測・データ公開シス

テムを整備し，津軽暖流の流

量と物質輸送量及びそれら

の変動を把握し，漁業活動や

防災対策として有益な情報

を発信する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

変動の影響を受ける海域の

１つである津軽海峡を対象

海域とし，漁業活動や防災

対策として有益な情報を発

信する。このため，平成 26

年度は以下の研究開発を実

施する。  

・  北極海並びに北太

平洋亜寒帯域において，海

洋酸性化を始めとする環境

ストレスの監視に適した観

測サイトを特定し，水塊デ

ータ及び時系列沈降粒子の

採取等観測を行う。また，

観測で得られた植物プラン

クトンが受けている海洋酸

性化の影響を評価するため

の実験装置の開発を進め

る。さらに，観測や室内実

験で得られた低次生物の生

理応答データを利用し，高

解像度モデル及び CMIP5 や

MELIMIP 等の領域・広域モ

デルにより数値シミュレー

ションを行い，特に昇温に

着目して計算結果を分析す

ることにより，海洋酸性化

の生態系への影響評価を行

う。 

・  インドネシア沖の

観測を実施し，インド洋国

際ブイ網に貢献し，インド

洋の国際共同研究に向け

て，沿岸湧昇や沖合での

IOD などに関連する大気海

洋相互作用の研究及び海洋

観測及び気象観測のための

機器開発や観測技術の向

実施した。 

・ 「みらい」の北太平洋 P01

観測ラインの再観測時に

サンプルを採取し，暗黒下

での炭素固定・有機物取り

込み・硝化活性測定実験を

行い，細胞計数にむけた機

器の導入及び整備を行っ

た。 

・ インドネシア技術評価応

用庁と実 施取極 (IA ：

Implementing 

Arrangement)を締結し，ジ

ャワ島で行った共同観測

でジャカルタの豪雨を観

測した。また平成 27 年度

や YMC 時の豪雨観測の最

適観測点をスマトラ島と

決め，現地を調査した。YMC

の推進活動として国際会

議に参加し，80 以上の研

究機関から参加意思表明

を得た。またワークショッ

プを開催し，基本方針をま

とめた。モンスーン研究で

はフィリピン，ベトナムの

機関と IA を結び，地上気

象観測装置を設置した。ま

た，既存データの解析か

ら，積雲による大気湿潤効

果に関する知見を得た。 

・ HF レーダーを用いた津軽

海峡東口付近の表面流速

観測の体制を整え，平成

27 年度中に観測データを

発信する準備が整った。津

軽海峡・下北半島東方周辺

域の海洋観測を実施し，平

よる定点観測では，観

測結果や今後の解析

から北極域での最適

な観測体制の構築が

期待でき，研究成果に

ついては 2 件のプレ

スリリースを発信し

た。また，北極評議会

の下にある Expert 

Team によるワークシ

ョップへ専門家派遣

としての参加・発表や

二国間の科学技術委

員会への対応等，日本

の北極海研究の代表

として予定以上の活

動を行った。 

 2014 年 2-3 月に下

北半島側へ冷水が接

岸したイベントにつ

いては要因を解析し，

結果を近隣水産関係

者に情報提供し好評

価を得た。 

 Argo フロートにつ

いては関係機関の協

力もあり，予定数のフ

ロート投入とデータ

取得を達成できた。デ

ータ配信についても

高度な QC データセッ

トを新たに作成する

等，気候変動研究に寄

与する活動ができた。

データ統合に関して

は，塩分の再現性を向

上させたデータセッ

トを作成し公開した。
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３．中長期目標，中長期計画，年度計画，主な評価軸，業務実績等，年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 
中長期目標 中長期計画 年度計画 

主な評価軸（評価

の視点），指標等 

法人の業務実績等・自己評価 
主務大臣による評価 

主な業務実績等 自己評価 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

上，特に「みらい」で換装

される偏波ドップラーの能

力を最大限に引き出すため

の観測技術の向上を行う。

また，太平洋の ENSO に関す

る 10 年変動の理解のため，

赤道に加えフィリピン沖も

含めた解析を行い，研究計

画の立案を行う。 

・  太平洋海盆におけ

る水塊の変動と貯熱量，物

質量などの変動関する理解

を進めるため，太平洋亜熱

帯～亜寒帯海域及び南大洋

に Argo フロートを投入す

る。PARC を通して国際 Argo

計画により決められた方法

で品質管理を施し，公開す

る。また，水塊変動解析に

資する亜熱帯モード水の形

成・変質過程等のデータ収

集と調査のため，「かいよ

う」による観測航海を行う。

さらに，統合データセット

における水塊の再現性を向

上させるため，四次元変分

法データ統合システムの新

たなスキームを開発し実装

する。加えて，Argo データ

やデータ統合システムを用

いて，水塊の気候変動現象

に対する感度の評価を実施

する。 

・  海洋地球研究船

「みらい」により，北太平

洋 P01（47N）観測ラインの

再観測を実施する。得られ

たデータの品質管理を実施

成 27 年 2-3 月期に起きた

異常冷水（沿岸親潮）の下

北半島側への接岸に海峡

内の海洋構造が関わって

いることを示した。関根浜

港突堤における連続観測

データに春季から夏季に

向けて二酸化炭素の固定

が海浜域で行われている

可能性を示唆した。海浜の

環境指標とするための生

物調査を下北半島北側で

実施し，データを蓄積しア

ラスカやシベリアでエネ

ルギーやＣＯ２などの大

気と陸面間の交換を観測

した。陸面と大気間の物質

収支とそれに対する生態

系の役割分析については，

衛星データによるスケー

ルアップ・モデリングを行

った。また，熱帯の森林伐

採などを衛星データで分

析し，時空間分布を把握し

た。 

・ ロシア・北方森林から放出

されるホルムアルデヒド

を現場・衛星観測とモデル

との連携解析から濃度変

動と気候・森林火災強度の

変動との対応関係を解析

し，NO2 観測から光撹乱影

響がガス濃度決定に重要

であることを示した。 

・ 大気輸送モデルを用いた

地表 CO2 フラックスの地

域別収支推定を行い，過去

の国際相互比較と概ね整

それぞれの課題にお

いて関連する主著論

文が公表され，外部か

ら複数回表彰された。 

 

・ 大気を中心とした物

質循環研究では，NO2 

の衛星観測の系統的

な検証が世界に先駆

けて実施され，国際宇

宙ステーションから

の大気組成観測の概

念検討など，新しい計

画の推進にも結びつ

いている。また，有機

エアロゾルと BC につ

いて混合状態まで観

測出来る手法を開発

し「みらい」での計測

等に適用したこと，BC 

の混合状態を表現し

たモデルを開発し初

期結果を論文化した

ことは，目標を上回る

成果といえる。北極の

急激な気候変動にお

ける BC の役割の解明

は，国際的な動向や社

会的な関心の高まり

から国策的研究とし

て推進されることと

なり，その課題に取り

組むための素地を確

立したと言える。さら

に，これまで開発して

きた全球化学輸送モ

デルなどを用い，メタ

ンなどの温室効果気
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３．中長期目標，中長期計画，年度計画，主な評価軸，業務実績等，年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 
中長期目標 中長期計画 年度計画 

主な評価軸（評価

の視点），指標等 

法人の業務実績等・自己評価 
主務大臣による評価 

主な業務実績等 自己評価 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

するとともに，炭素同位体

と放射性セシウムの分析を

行う。また，平成 24 年度に

実施した南大洋航海のデー

タを，データブックとして

公開する。さらに，これま

でに得られたデータをもと

に，海洋酸性化をはじめと

する海洋環境の中長期変動

の解析を行う。 

・  「みらい」による

北極海での定点観測を実施

する。また，カナダ砕氷船

航海による日加共同観測に

より，係留系の回収設置作

業と，太平洋側北極海域で

の海洋観測を行う。さらに，

水循環を通じた北極域と環

北極域の相互作用を解明す

るための環北極域拠点での

気象・水文観測を実施する。

加えて，これら観測実施と

共に，定点観測とデータ同

化実験に基づく北極域での

気象観測の有効性評価，北

極海上の低気圧の発達過

程，大気変動に伴う海洋環

境の応答，熱・淡水輸送と

海氷に対する影響評価，環

北極域の水循環の変化や冬

季の寒気形成と放出の過程

などの研究活動を推進し，

新たな知見を得る。 

・  北太平洋を横断す

る測線上にて，硝化活性測

定を含む微生物生態研究を

展開し，これらの微生物の

生態を明らかにするための

合的な成果を得た。また，

CO2 フラックス推定にお

ける国際相互比較の知見

などから一酸化二窒素と

メタンの地域別収支推定

の手法を高度化した。有機

エアロゾルと BC(ブラッ

クカーボン)は，混合状態

まで観測出来る手法を開

発した。この成果について

は論文化し，「みらい」で

の計測等に適用，BC の混

合状態を表現したモデル

を開発し，初期結果を論文

化 し た 。

NOAA-PMEL(Pacific 

Marine Environmental 

Laboratory) の

KEO(Kuroshio Extension 

Observatory)表層ブイに

よる海洋表層気象・海象，

海洋物理・化学観測と連動

したセジメントトラップ

を用いた海洋生物ポンプ

過程の時系列観測し，創出

したデータを収集して公

開準備を行った。 

・ 「みらい」による航海

（MR14-04）では各種窒素

同位体分析用試料の採取

及び測定を行った。今期

は，窒素同位体入り海洋窒

素循環モデルに N2O を導

入し，西部北太平洋の亜熱

帯と亜寒帯の２つの定点

で N2O 生成メカニズムを

解析した。 

・ 海洋を中心とした物質循

体や OH ラジカルの大

気中分布に関して新

しい知見を得ること

ができ，既存の化学輸

送モデルやメタン等

の地表放出源分布等

を見直す必要性があ

ることを示し，地球温

暖化予測や大気質管

理・排出量規制の精緻

化につなげた。 

 陸域を中心とした

物質循環研究では，東

シベリアの亜寒帯林

の動態について百年

スケールの将来予測

を行った結果，温暖化

による永久凍土の活

動層の深化に伴い，カ

ラマツ林が存続でき

なくなる可能性や，森

林火災後に徐々に厚

くなる林床の落ち葉

層の断熱材としての

役割が明らかにした。

広域植生に関するこ

のような理解は，地球

環境変動を解き明か

す上で今後考慮して

いくべき重要事項で

ある。また，アラスカ

では，IARC との共同

研究下で，森林の樹冠

と林床を区別した葉

面積指数(LAI: Leaf 

Area Index)の推定ア

ルゴリズムの開発が

進み，環北極域森林に
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３．中長期目標，中長期計画，年度計画，主な評価軸，業務実績等，年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 
中長期目標 中長期計画 年度計画 

主な評価軸（評価

の視点），指標等 

法人の業務実績等・自己評価 
主務大臣による評価 

主な業務実績等 自己評価 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

基盤データを集積する。 

・  東インド洋航海及

び国際プロジェクト YMC

（ Year of the Maritime 

Continent）に向け，インド

ネシア国内における観測サ

イト調査及び現地政府機関

と共同研究実施枠組み調整

を行う。また，ジャワ島北

西沿岸部にて 1 ヶ月間の二

重偏波レーダー観測を実施

する。さらに，モンスーン

研究のため，既存サイトで

の観測維持に加え，フィリ

ピンにおける観測体制整備

（機材購入，輸送，設置）

を行う。以上の研究活動の

うち，特に，YMC について

は今後世界各国からの参加

機関を主導していくために

必要な国際的に承認された

活動であることを示す「正

式認証プロジェクト」の承

認を CLIVAR 等から得るた

め，関係会合に参加して報

告を行うなど，推進活動を

展開する。 

・  津軽海峡を対象海

域とし，津軽暖流の流量と

物質輸送量及びそれらの変

動についての理解を進める

ために HF レーダーを用い

た津軽海峡の表面流速観測

の体制を整えるとともに，

観測データの利用者への効

果的な発信方法の検討を行

う。また，津軽海峡・下北

半島東方周辺域の海洋観測

環研究では，NOAA-PMEL の

KEO 表層ブイによる海洋

表層気象・海象，海洋物

理・化学観測と連動したセ

ジメントトラップを用い

た海洋生物ポンプ過程の

時系列観測を開始した。ま

た西部北太平洋の亜寒

帯・亜熱帯域の生物生産を

制御する因子に関する知

見をまとめ，論文発表し

た。さらに福島原発事故由

来の粒状態放射性セシウ

ムの輸送過程に関する論

文を発表するとともに，観

測を継続した。 

・ California Nino/Nina を

発見し，発生時の地域的な

大気海洋相互作用の寄与

を明らかにした。また，海

洋大循環モデル OFES を用

いてサブメソスケール現

象が中規模渦等海洋循環

に重大な影響を及ぼすこ

とを示した。さらに，領域

モデルを用いて南アフリ

カ域の微細気候の予測可

能性の理解を進めた。

California Nino/Nina の

発見については Nature 

社の Scientific Reports

誌上で発表された。 

・ モデルの予測精度向上に

向けて，海洋モデルの水平

格子を２極系から３極系

に，鉛直解像度を 50 層か

ら 63 層に改良し，また海

氷下の海洋物理スキーム

おける林床の葉面積

指数のマッピングが

試行され，論文として

発表した。この成果

は，今年度当初の計画

では想定されていな

かったものであり目

標を上回る進捗であ

る。また，衛星データ

で日本における落葉

樹林の展葉タイミン

グを導出し，環境因子

との関連を調べた結

果，展葉タイミングは

気温だけで決まるの

ではなく緯度や標高

にも強く左右される

ことがわかり，その成

果は国際誌で発表さ

れた。さらに，全球大

気-陸面 CO2 フラック

スについて，大気モデ

ルによるトップダウ

ン手法と生態系モデ

ルや衛星データ解析

によるボトムアップ

手法を比較し，亜寒帯

では両者の季節変化

が極めてよく一致す

るなど，貴重な知見が

成果として得られた。

この研究成果は，大

気，海洋，陸域を巡る

炭素について，シーム

レスに理解するため

の今後の研究の基軸

の一つとなっていく

と考えられる。以上か
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３．中長期目標，中長期計画，年度計画，主な評価軸，業務実績等，年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 
中長期目標 中長期計画 年度計画 

主な評価軸（評価

の視点），指標等 

法人の業務実績等・自己評価 
主務大臣による評価 

主な業務実績等 自己評価 

 

 

 

 

 

 

②地球表層における物質循

環研究 

正確な地球環境変動予測に

は，大気と海表面・地表面と

の間の水，熱，CO2 や他の温

室効果ガス等の交換，陸域生

態系の広域分布の自然変動

や人為的変動，陸から海への

物質輸送過程及び大気中の

微量物質の時空間変動等の

要因に関する理解を向上さ

せ，モデルを高精度化する必

要がある。そのため，衛星観

測と現場観測により，地球表

層における物質及びエネル

ギーの循環並びに陸域生態

系の構造及び機能の変動を

平成 28 年度を目途に分析

し，それらと海洋，大気や人

間圏との関係を評価する。ま

た，大気組成の時空間変動を

計測し，モデルシミュレーシ

ョンと連携してそれらの過

程や収支に関する理解を平

成 28 年度を目途に向上さ

せ，大気組成の変動を通じた

人間圏と気候・生態系との結

びつきを検証する。 

 

 

 

 

を実施する。さらに，津軽

海峡域の環境変動の指標と

なる海浜の調査，沿岸域の

二酸化炭素吸収量見積もり

のための検討を行う。 

 

②地球表層における物質循

環研究 

正確な地球環境変動予測に

向けたモデルの高精度化の

ため，衛星観測と現場観測

により，地球表層における

物質及びエネルギーの循環

並びに陸域生態系の構造及

び機能の変動を分析し，そ

れらと海洋，大気や人間圏

との関係を評価する。また，

大気組成の時空間変動を計

測し，モデルシミュレーシ

ョンと連携してそれらの過

程や収支に関する理解を向

上させ，大気組成の変動を

通じた人間圏と気候・生態

系との結びつきを検証す

る。このため，平成 26 年度

は以下の研究開発を実施す

る。  

・  気候変動の顕著な

寒冷域で気象・フラックス

観測を継続し，エネルギー

や CO2 などの大気と陸面で

の交換についての実測値を

得る。また，過去の観測デ

ータも含め，陸面と大気間

の物質収支とそれに対する

生態系の役割を分析し，衛

星データによるスケールア

ップ及びモデリングを行

を開発・導入することで検

証した。さらに，中長期の

海洋循環変動メカニズム

を解明することで，近年の

温暖化停滞傾向のメカニ

ズムは自然変動に起因す

ることを示した。 

・ 氷 床 - 棚 氷 -grounding 

line モデルを南極氷床の

再現実験に適用し，長期積

分のために必要な技術的

課題を明らかにし今後の

開発方針を決定した。ま

た，グリーンランド氷床の

温暖化実験の不確定性に

関する論文を投稿した。 

・ 気候変動に重要な成層圏

水蒸気の年々変動の特

性・メカニズムを解明し，

論文を発表した。 

・ 物理・生態系観測値を基に

16 の陸面モデルから熱・

水循環過程を比較し，高度

化のための主要な過程の

評価・抽出を国内モデル・

観測研究者らを主導し行

った。 

・ ESM（地球シミュレータモ

デル）で産業革命前比 2℃

及び 3℃上昇の気候安定

化実験を行い，数十年スケ

ールの温度変化にエアロ

ゾルの間接効果が重要な

役割を果たすことを示し

た。また，物質循環に対す

る河川の影響の精密な考

慮のため，モデルを改良，

社会経済モデルを用いた

ら，年度当初の目標を

達成できたと判断す

る。 

 

・ California Nino/Nina 

の発見は Nature 社の

Scientific Reports 

誌で発表され，関連分

野において広く認識

された。これは沿岸域

の生態系や北米西海

岸域の気候の変動過

程の理解に繋がり，今

後その予測可能性を

探求する重要な礎と

なると考えられる。ま

た，温暖化のシグナル

を対流圏だけでなく

成層圏上部と下部で

検出，上部における水

蒸気アノマリの下方

伝播は世界初の発見

であり，関連分野に与

えた影響は大きい。本

成 果 は 今 年 度 の

Journal of 

Atmospheric Research

誌に掲載され，研究コ

ミュニティにおいて

広く認知されている。

成層圏の動態は日本

付近を含めた中期予

報に対して有意な影

響を与えることが明

らかになってきてお

り，今後研究の発展が

期待できる分野であ

る。 
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３．中長期目標，中長期計画，年度計画，主な評価軸，業務実績等，年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 
中長期目標 中長期計画 年度計画 

主な評価軸（評価

の視点），指標等 

法人の業務実績等・自己評価 
主務大臣による評価 

主な業務実績等 自己評価 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

う。さらに，熱帯では森林

開発など，生態系に対する

人為的影響を研究する。 

・  大気組成変動と気

候・気象変動とが関わる事

例を過去数年以上にわたる

観測やモデルとの連携解析

から捉え，変動のメカニズ

ムを解析する。大気輸送モ

デルと全球陸域生態系モデ

ルを併用して地表 CO2 フラ

ックスを推定し，長期観測

との比較を通じて検証す

る。また，一酸化二窒素及

びメタンの地域別収支推定

を高度化する。さらに，大

気エアロゾルに関する観測

手法やモデル表現の高度化

を行い，外洋域での大気中

粒子計測と解析を実施す

る。加えて，海を中心とし

た物質循環研究として，

NOAA-KEO 表層ブイによる

海洋表層気象・海象，海洋

物理・化学観測と連動した

セジメントトラップを用い

た海洋生物ポンプ過程の時

系列観測を実施する。研究

活動を通じて創出されたデ

ータを適切に収集し，公開

する準備を行う。 

・  既存の生態系を含

んだ海洋窒素循環モデルに

同位体比を組み込んでより

精緻なモデルとするため，

海洋表層水中のクロロフィ

ル（植物プランクトン）の

窒素同位体比を測定し，モ

連携研究実施，学会でのセ

ッション開催，学術誌上で

の特集編集，研究会参加な

どを通じ，影響評価・社会

経済コミュニティとの協

力を進めた。 

・ 全球雲解像モデル（NICAM）

で数値実験を実施し，アジ

ア域の気象擾乱を解析し

た。また，観測・解析デー

タとの比較から数値計算

の結果を検証してモデル

の精度及び問題点を定量

化し，擾乱の物理機構を調

べ，得た知見を論文や国際

学会で発表した。 

・ 関東域の降水強度の地形

依存性と人口排熱環境と

の関連性について数値解

析を行った。地球温暖化予

測情報の変動幅を考慮す

るため統計手法を組み込

んだ力学的ダウンスケー

リングを構築し，山岳域に

保有される水資源の将来

予測のため，WRF ダウンス

ケールデータ（MIROC5，

RCP8.5）を用いて立山周辺

の主な河川の 2030 年代の

流量予測計算を行った。 

・ 北極域の気候・環境研究に

ついて，平成 26 年度は観

測研究と物資循環研究に

分け，地球環境観測研究開

発センター及び地球表層

物質循環研究分野におい

て実施した。また，国の政

策として北極研究が立ち

 全球雲解像モデル

（NICAM）を用いた予

測および再現実験，降

水強度についてのデ

ータ解析については，

研究が予定通り進捗

し，論文の出版・投稿

などに結びついてお

り，目標を十分に達成

している。 
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３．中長期目標，中長期計画，年度計画，主な評価軸，業務実績等，年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 
中長期目標 中長期計画 年度計画 

主な評価軸（評価

の視点），指標等 

法人の業務実績等・自己評価 
主務大臣による評価 

主な業務実績等 自己評価 

 

 

 

③ 観測研究に基づく地球環

境変動予測の高度化と応用 

長期的な推移を見せる地球

温暖化を背景として，大気海

洋系独自の変動としての猛

暑や暖冬，さらには都市規模

での豪雨や竜巻等，短期・局

所的に起こる極端現象の発

生頻度の増加が指摘されて

いる。このような現象に対し

て，社会に適切なタイミング

で情報が届く実用的な予測

を行うことができれば，その

意義は極めて大きい。そのた

め，シームレスな環境予測シ

ステムの構築に向け，全球雲

解像モデル（NICAM）を高度

化して数値計算を行い，洋上

観測データ等を活用した検

証を通じて，予測の信頼性を

向上させる。また，地球温暖

化に代表される長期的な地

球環境の変化予測に係る不

確実性低減と信頼性の向上

のため，これまでに機構が構

築してきた地球システムモ

デル（ESM）を高度化し，平

成 28 年度までは現在及び将

来の地球環境変動実験等を

中心に実施し，平成 29 年度

以降は古気候の再現実験等

を中心にシミュレーション

研究を行うことで，100 年以

上の長い時間スケールにお

いて人間活動が地球環境の

デル計算との整合性を評価

する。 

 

③観測研究に基づく地球環

境変動予測の高度化と応用 

短期・局所的に起こる極端

現象について，社会に適切

なタイミングで情報を届け

る実用的な予測を行うこと

を目指し，シームレスな環

境予測システムの構築に向

け，全球雲解像モデル

（NICAM）を高度化して数値

計算を行い，洋上観測デー

タ等を活用した検証を通じ

て，予測の信頼性を向上さ

せる。また，地球温暖化に

代表される長期的な地球環

境の変化予測に係る不確実

性低減と信頼性の向上のた

め，これまでに機構が構築

してきた地球システムモデ

ル（ESM）を高度化し，現在

及び将来の地球環境変動実

験等を中心に実施し，古気

候の再現実験等を中心にシ

ミュレーション研究を行う

ことで，100 年以上の長い

時間スケールにおいて人間

活動が地球環境の変化に与

える影響を評価する。さら

に，極端な気象現象や異常

気象等を生み出す要因とな

る季節内振動から 10 年ス

ケールの現象までの気候変

動予測情報や海洋環境変動

予測情報を段階的に創出・

応用し，海洋・地球情報を

上がったことから，当機構

として対応するために北

極域に関連する研究を一

元化した北極環境変動総

合研究センター（平成 27

年 4 月より設置）の設置準

備を行った。 

・ 平成 26 年度からはそれま

で広範囲に実施していた

研究を北極圏に絞り込ん

だ上で，観測研究と物資循

環研究に分け，地球環境観

測研究開発センター及び

地球表層物質循環研究分

野において取り組んだ。ま

た，平成 27 年度 4 月から

は北極域に関連する研究

を一元化した北極環境変

動総合研究センターを設

置して取り組む。 

・ 新たな観測技術の高度化

を進めることによりモデ

ルへのフィードバックに

繋がる効果的な情報を取

得している。具体的には，

「みらい」観測を中心とす

る pre-YMC 観測では，東

インド洋沿岸における海

洋および大気の季節内ス

ケールと日々の大気現象

間の相互作用の解明が進

んだ。 

 MJO 研究については，

2011 年度に実施された国

際 プ ロ ジ ェ ク ト

CINDY2011/DYNAMO の高精

度データを公開（WMO 傘下

の MJO タスクフォースに
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３．中長期目標，中長期計画，年度計画，主な評価軸，業務実績等，年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 
中長期目標 中長期計画 年度計画 

主な評価軸（評価

の視点），指標等 

法人の業務実績等・自己評価 
主務大臣による評価 

主な業務実績等 自己評価 

変化に与える影響を評価す

る。さらに，極端な気象現象

や異常気象等を生み出す要

因となる季節内振動から 10

年スケールの現象までの気

候変動予測情報や海洋環境

変動予測情報を段階的に創

出・応用し，海洋・地球情報

を学際的に展開する。 

学際的に展開する。このた

め，平成 26 年度は以下の研

究開発を実施する。  

・ 大気・海洋モデルや

その結合モデル，観測デー

タ等を用い，熱帯，亜熱帯，

中緯度域の気候モードや新

たに発見した沿岸ニーニョ

/ニーニャ現象，大気擾乱，

海洋のメソ及びサブメソス

ケール現象，波浪現象等を

対象として，季節内から十

年規模の海洋気候変動の理

解を深めるためのプロセス

研究及び予測可能性研究を

行い，モデル予測精度向上

に貢献する。 

・  南アフリカ域での

微細気候・北極海変動・海

洋・大気物質変動の予測可

能性を評価するため，領域

予測モデル，氷海モデル，

微量化学物質・低次生態系

モデル， PM2.5 及び黄砂の

化学天気予報モデルの開発

をそれぞれ進め，観測デー

タによって検証する。 

・  海洋モデルのパラ

メタリゼーションの最適

化・高度化，グリッドの高

解像度化を実施し予測精度

の向上を検証する。また中

長期の海洋循環変動メカニ

ズムを解明し，モデルの予

測精度向上に貢献する。 

・  氷 床 － 棚 氷 －

grounding line モデルの

三次元化を進め，高解像度

より指定）し，数値モデル

技術向上に貢献している。 

・ 今期は，部署毎に中期研究

課題を設定するのではな

く，「地球環境変動研究」

という課題を先に設定し，

各部署がその共通課題に

貢献するための実施計画

を策定する方式となって

おり，課題の方向性の可視

化が図られている。  

・ 相互作用研究については

当課題の中で取り組んで

いるが，平成 27 年度から

は新たに設置する北極環

境変動総合研究センター

において北極域に関連す

る研究の一環として，一元

的な研究を促進する。  

・ 観測による化学分析デー

タ の 比 較 可 能 性

（comparability)を確保

するための分析用標準物

質開発のほか，国際観測マ

ニュアルの執筆や，日本海

洋学会における海洋観測

ガイドライン作成をリー

ドするなど，観測の標準化

に向けた活動に積極的に

取り組んでいる。  

・ 正確な予測のためには，大

気・海洋・陸域それぞれの

系における物質の動態と

その変動・変化に関する実

態を観測から把握して，そ

の変動を記述する素過程

をまず明らかにし，そのの

ちに複数の系に跨る物質
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３．中長期目標，中長期計画，年度計画，主な評価軸，業務実績等，年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 
中長期目標 中長期計画 年度計画 

主な評価軸（評価

の視点），指標等 

法人の業務実績等・自己評価 
主務大臣による評価 

主な業務実績等 自己評価 

氷床モデルと古気候実験な

どの気候モデル結果を組み

合わせ，温暖化時及び過去

の氷床変動の再現を改良す

る。 

・  対流圏－成層圏相

互作用の基礎研究により，

地球温暖化における両圏結

合の重要性を明らかにす

る。また，積雲・境界層の

パラメタリゼーション改良

を進める。 

・  ESM の熱・水循環

の予測結果と観測データや

他のモデルとの比較によ

り，モデルの高度化を行う。

また，水文気候過程と植

生・人間活動等との相互作

用の評価と，その情報発信

を行う。 

・  ESM などを用いた

気候安定化実験とその解析

を行う。また，エアロゾル

の影響解析と重要な地域・

プロセスについての ESM 出

力の検証を行う。さらに，

影響評価・社会経済コミュ

ニティとの協力を進める。 

・  アジア域に気象災

害をもたらす擾乱につい

て，全球雲解像モデル

（NICAM）を用いた数値計算

を実施する。また，数値計

算における擾乱の再現性を

観測データや他のモデル結

果との比較により検証し，

擾乱の物理機構を明らかに

するとともに，モデルの改

交換過程やフラックス，フ

ィードバック機構などを

明らかにする。その際，素

過程を適切に組み込んだ

モデルを構築し，その検証

や改良を進めるとともに，

系の診断と理解を進める。

最終的には構築されたモ

デルを用いて将来予測を

行い，緩和策などを導くも

のである。 

・ 陸域における窒素循環の

導入を最優先課題として

開発を進めている。最近の

研究で，窒素循環を含んだ

地球システムモデルによ

る温暖化予測が重要な課

題となっているためであ

る。  
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３．中長期目標，中長期計画，年度計画，主な評価軸，業務実績等，年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 
中長期目標 中長期計画 年度計画 

主な評価軸（評価

の視点），指標等 

法人の業務実績等・自己評価 
主務大臣による評価 

主な業務実績等 自己評価 

善すべき点を把握する。 

・  観測データから得

られている降水強度の気候

変化などについて，領域気

候モデルを用いて再現し，

将来変化予測実験を行う。

また，地球温暖化などの気

候変動によって最も影響を

受ける降積雪や豪雨に着目

し，山岳域に保有される水

資源の将来予測を行う。 

 

４．その他参考情報 
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様式２－１－４－１ 国立研究開発法人 年度評価 項目別評価調書（研究開発成果の最大化その他業務の質の向上に関する事項）様式 

 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅰ－１－(3) 海域地震発生帯研究開発 

関連する政策・施策 
政策目標９ 科学技術の戦略重点化 

施策目標９―７ 海洋分野の研究開発の推進 

当該事業実施に係る根拠（個

別法条文など） 

独立行政法人海洋研究開発機構法第十七条 

第一号 海洋に関する基盤的研究開発を行うこと。 

当該項目の重要度，難易

度 

 関連する研究開発評価，政策

評価・行政事業レビュー 
平成 27 年度行政事業レビューシート番号 0292 

 

２．主要な経年データ 

 主な参考指標情報  ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 

  基準値等 H26 年度 H27 年度 H28 年度 H29 年度 H30 年度  H26 年度 H27 年度 H28 年度 H29 年度 H30 年度 

       予算額（千円） 2,962,474     

       決算額（千円） 2,910,201     

       経常費用（千円） 3,740,894     

       経常利益（千円） ▲358     

 
  

    行政サービス実施コ

スト（千円） 
2,704,998     

        従事人員数 249     

注）予算額，決算額は支出額を記載。人件費については共通経費分を除き各業務に配賦した後の金額を記載 

３．中長期目標，中長期計画，年度計画，主な評価軸，業務実績等，年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 
中長期目標 中長期計画 年度計画 

主な評価軸（評価の

視点），指標等 

法人の業務実績等・自己評価 
主務大臣による評価 

主な業務実績等 自己評価 

 海溝型巨大地震や津波

は，人類に甚大な被害を

もたらす脅威であること

から，海溝型地震発生帯

における動的挙動を総合

的に調査・分析し，海溝

型地震の発生メカニズム

や社会・環境に与える影

響を理解することにより

防災・減災対策を強化す

ることは，我が国にとっ

て喫緊の課題である。 

このため，機構は，海域

におけるリアルタイム地

震・津波観測網を整備す

るとともに，研究船や海

底地震計等を用いた高度

近年，我が国及び世界各国

では，阪神淡路大震災

(1995 年)，スマトラ沖大

津波地震(2004 年)，東日

本大震災(2011 年)のよう

な地震・津波による災害が

多発している。機構は地震

調査研究推進本部が策定

した「新たな地震調査研究

の推進について－地震に

関する観測，測量，調査及

び研究の推進についての

総合的かつ基本的な施策

－」(平成 24 年 9 月 6 日改

訂)及び文部科学省 科学

技術・学術審議会の建議

「災害の軽減に貢献する

再来が危惧されている南海

トラフ巨大地震の震源域を

始めとする日本列島・西太

平洋海域を中心に，地震・

火山活動の原因についての

科学的知見を蓄積するとと

もに，精緻な調査観測研究，

先進的なシミュレーション

研究，モニタリング研究及

び解析研究等を統合した海

域地震発生帯研究開発を推

進する。 

これにより，海溝周辺にお

ける地震性滑りの時空間分

布等の新たなデータに基づ

き，従来の地震・津波発生

モデルを再考し，海溝型巨

海溝型地震発生帯

における動的挙動

を総合的に調査・分

析し，海溝型地震の

発生メカニズムや

社会・環境に与える

影響を理解するこ

とで防災・減災対策

の強化に資するこ

とが出来たか。 

・ DONET2 基幹ケーブルシステ

ムの海域敷設を実施し，さら

に，準備の整った観測予定海

域より適宜最新の海中作業

技術を用いて地震津波観測

点の構築を開始し，平成 27

年 3 月初頭時点で，6台のノ

ードと 5 か所の観測点の観

測準備を整えたことで，計画

を予定通り達成した。さら

に，観測準備の整った観測点

については DONET1 の既設

観測点における観測性能と

の比較評価を実施し，十分な

観測性能を持っていること

を確認しておりこれらの検

証についても予定どおり達

Ｂ 

・ DONET2 基幹ケーブ

ルシステムの海域

敷設を実施し，平成

27 年 3 月初頭時点

で6台のノードと5

カ所の観測点の観

測準備を整えたこ

とで，計画を予定通

り達成した。さら

に，観測準備の整っ

た観測点について

は，DONET1 の既設

観測点における観

測性能と比較評価

を実施し，十分な観

測性能を持ってい

評定 Ｂ 

＜評定に至った理由＞ 

・ DONET データをリアルタイムで
伝送して自治体等の防災対策
に貢献するとともに，気象庁の
緊急地震速報にデータの提供
を行う等，我が国の防災・減災
対策の強化に資する情報の提
供，成果の実用化が行われてお
り，「研究開発成果の最大化」
に向けた着実な業務運営がな
されている。 

＜今後の課題＞ 

 特になし。 

＜その他事項＞（審議会及び部会の意

見） 

 特になし。 
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３．中長期目標，中長期計画，年度計画，主な評価軸，業務実績等，年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 
中長期目標 中長期計画 年度計画 

主な評価軸（評価の

視点），指標等 

法人の業務実績等・自己評価 
主務大臣による評価 

主な業務実績等 自己評価 

な観測技術等を最大限に

活用し，南海トラフや日

本海溝等を中心とした地

震発生帯の精緻な調査観

測研究を実施する。また，

「地球シミュレータ」等

を用いた計算技術等によ

り，海溝型地震の物理モ

デルを構築し，プレート

の沈み込み帯活動の実態

を定量化するとともに，

より高精度な地震発生モ

デルやプレート境界モデ

ルを確立する。これらの

成果をもとに，地震・津

波に起因する災害ポテン

シャル等の評価や，我が

国の防災・減災対策の強

化に資する情報を提供す

るとともに，地震・津波

が生態系に及ぼす影響と

その回復過程を把握す

る。 

ための地震火山観測研究

計画の推進について（平成

25 年 11 月 8 日）」におい

て示されている役割を果

たすため，独立行政法人防

災科学技術研究所等の関

係する研究機関と協力し，

再来が危惧されている南

海トラフ巨大地震の震源

域を始めとする日本列

島・西太平洋海域を中心

に，地震・火山活動の原因

についての科学的知見を

蓄積するとともに，精緻な

調査観測研究，先進的なシ

ミュレーション研究，モニ

タリング研究及び解析研

究等を統合した海域地震

発生帯研究開発を推進す

る。 

これにより，海溝周辺にお

ける地震性滑りの時空間

分布等の新たなデータに

基づき，従来の地震・津波

発生モデルを再考し，海溝

型巨大地震や津波発生メ

カニズムの理解を進める。

また，主に海域地殻活動や

海底変動に起因する災害

ポテンシャルの評価とそ

れに基づく地域への影響

評価を行う。さらに，地

震・津波が生態系へ及ぼす

影響とその回復過程につ

いても評価する。 

 

① プレート境界域の地震

発生帯実態解明研究 

大地震や津波発生メカニズ

ムの理解を進める。また，

主に海域地殻活動や海底変

動に起因する災害ポテンシ

ャルの評価とそれに基づく

地域への影響評価を行う。

さらに，地震・津波が生態

系へ及ぼす影響とその回復

過程についても評価する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

①プレート境界域の地震発

生帯実態解明研究 

成した。DONET1 観測海域を

中心に展開予定の孔内観測

システムの準備，既設孔内観

測システムを用いた観測研

究及び新たに着手した海底

設置観測点の精度向上に資

する観測点構成手法の開発

についても着手を行い，初期

評価を開始するなど予定通

りの進捗を得られている。 

・ ゆっくり地震と大地震の関

連性について南海と日本海

溝でシミュレーションを行

うとともに，先行現象の実験

的検証を進めた。地震・津波

シナリオでは，発生間隔・規

模変化（擾乱）を扱うための

コードを開発し，南海トラフ

の地震サイクルモデルにSSE

を導入した。また，日本海溝

で M9 前後の挙動を再現し

た。地下構造推定では，東ア

ジア規模の解析を行うとと

もに，平野規模（関東平野）

に着手した。 

・ DONET データに加え，防災科

学技術研究所から陸上観測

点のデータも合わせて用い

た震源決定を行い，地震活動

度の時間変化や地殻変動を

モニタリングし，機構内部で

情報を共有できるシステム

を構築した。津波モニタリン

グについては，DONET2 や気

象庁の潮位計地点における

理論波形も計算し，これまで

の計算に加えて分散波の計

算手法を確立し，津波即時予

ることを確認して

おり，これらの検証

についても予定通

り達成した。DONET1

観測海域を中心に

展開予定の孔内観

測システムの準備，

既設孔内観測シス

テムを用いた観測

研究及び新たに着

手した海底設置観

測点の精度向上に

資する観測点構成

手法の開発につい

ても着手を行い，初

期評価を開始する

など予定通りの進

捗を得られている。

構 築 を 完 了 し た

DONET 観測点から

適宜取得される地

震及び津波の観測

データは，防災科学

技術研究所を経由

して気象庁に配信

され，それらのデー

タは緊急地震速報

システムの一部と

して運用されてい

る。また，即時津波

予測システムを構

築し，地方自治体や

インフラ事業者に

おいて，独自の防災

システムへ DONET

データを組み込む

検討が進められて

いる。この他，国外
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３．中長期目標，中長期計画，年度計画，主な評価軸，業務実績等，年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 
中長期目標 中長期計画 年度計画 

主な評価軸（評価の

視点），指標等 

法人の業務実績等・自己評価 
主務大臣による評価 

主な業務実績等 自己評価 

地震発生帯の地震・津波像

の解明に資するため，地殻

構造，地殻活動及び地震発

生履歴等について精緻な

調査観測研究を実施する。

また，地震・津波観測監視

システム(DONET)等の海域

地震・津波観測システムか

ら得られるデータや関係

する研究機関とのデータ

相互交換の枠組みを活用

し，地震発生，地震動及び

津波の予測精度の向上に

資する解析研究を行う。さ

らに，地震発生帯における

諸現象のシミュレーショ

ン研究等を実施し，海洋科

学掘削で得られた研究成

果との統合を図ることに

より，巨大地震発生帯の実

態解明に資する新たな科

学的知見を蓄積する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

地震発生帯の地震・津波像

の解明に資するため，地殻

構造，地殻活動及び地震発

生履歴等について精緻な調

査観測研究を実施する。ま

た，地震・津波観測監視シ

ステム(DONET)等の海域地

震・津波観測システムから

得られるデータや関係する

研究機関とのデータ相互交

換の枠組みを活用し，地震

発生，地震動及び津波の予

測精度の向上に資する解析

研究を行う。さらに，地震

発生帯における諸現象のシ

ミュレーション研究等を実

施し，海洋科学掘削で得ら

れた研究成果との統合を図

ることにより，巨大地震発

生帯の実態解明に資する新

たな科学的知見を蓄積す

る。このため，平成 26 年度

は以下の研究開発を実施す

る。  

・  DONET2 の海域敷

設完了を目指すとともに，

地震・津波観測点の構築及

び構築した観測点の観測性

能評価を進める。また，こ

れらの作業を着実にかつ効

率的に実施するために，必

要な海中作業技術の開発及

び機能向上を継続する。さ

らに，「ちきゅう」を用いて

展開される孔内観測点及び

海底に設置した観測点校正

手法等の開発及び評価を進

める。 

測のシミュレーション手法

の高度化の手法の道筋をつ

けた。ブイによる水圧変化の

新しいリアルタイム観測を

行い，当初の予定通り水圧デ

ータを準リアルタイムで，陸

上に伝送することが確認で

きた。 

・ 四国西部南海トラフと日本

海北陸沖，日本海溝明治三陸

地震域の海域において， MCS

や OBS 調査観測を実施して

簡易解析による構造の特徴

を抽出して学会などで報告

し，予定通り達成した。 

・ 日本海溝域とアウターライ

ズ，南海トラフ西部，南西諸

島海域，日本海など，過年度

の地震発生帯データも含め

た研究を進め，特に海溝軸先

端部変形構造と日本海溝自

然地震の特徴，南海トラフ想

定震源・浅部拡大域での前縁

断層のマッピング，南西諸島

地震発生帯の構造と地震活

動との関係検討などを進め，

予定通り達成した。 

・ データ取得方法や解析手法

の高度化として，海底広域研

究船における地震探査シス

テムの仕様検討や既存の 

MCS システムや OBS のデー

タ取得信頼性向上を行い，

MCS・OBS データの統合処理，

実データに対する波形イン

バージョン技術の評価，OBS

水平動記録を活用したマイ

グレーションやレシーバー

においても，台湾の

気象庁が小規模な

システムを導入す

ることを皮切りに，

インドネシアやイ

ンド島等，地震・津

波災害に直面する

諸外国において導

入に関する検討が

進められており，社

会的にも十分貢献

できているといえ

る。 

・ 南西諸島海域にお

ける構造調査，自然

地震観測の解析結

果から前弧側の上

盤では，プレート境

界から発生する分

岐断層の存在が確

認でき，楔状の付加

体が低速度層を形

成していることが

明らかになった。こ

れは従来のモデル

との比較から将来

の地震発生場の未

来予測に貢献する

成果である。日本海

溝では，新たなタイ

プの地震として，プ

レート境界巨大地

震としばしば連動

する，アウターライ

ズ正断層地震の姿

を構造，地震活動な

どから明らかにし

つつあり，想定震源
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３．中長期目標，中長期計画，年度計画，主な評価軸，業務実績等，年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 
中長期目標 中長期計画 年度計画 

主な評価軸（評価の

視点），指標等 

法人の業務実績等・自己評価 
主務大臣による評価 

主な業務実績等 自己評価 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・  南海トラフや日本

海溝での地震再来計算とそ

れにもとづく地殻変動・強

震動・津波計算の高度化を

進める。また，地震発生予

測のための地殻変動や地震

活動の時空間変化に関する

理論・実験・解析研究を進

め，強震動・津波予測手法

の開発を行う。 

・  独立行政法人防災

科学技術研究所と協力し，

DONET データ等を用いた震

源決定を通じて，地震活動

度の時間変化や地殻変動の

観測を進めるとともに，こ

れらの解析を自動化，モニ

タリングできるシステムの

構築を進める。また，津波

モニタリングに関して

DONET2 を含めた津波増幅

率計算やシミュレーション

手法の技術開発を進める。

さらに，ブイによる新しい

リアルタイム観測研究を行

う。 

・  地震発生帯の地震

や津波の実態解明に資する

ため，巨大地震が発生した

海域及び発生が危惧されて

いる海域において，MCS や

OBS 等を用いた調査観測を

実施し，データ解析を進め，

構造研究を実施するととも

に，異なる海域間の比較研

究も行う。また，データ取

得方法や解析手法の高度化

を行う。 

関数解析などの評価を実施

し，予定通り達成した。 

・ 日本海溝および南海・琉球ト

ラフにおける調査観測によ

る地震波データの解析を実

施し，海溝・トラフ域の地震

活動の実態の把握や多様な

手法による地下のイメージ

ングなどの成果が順調に出

ており予定どおり達成した。 

・ 西太平洋域において地球物

理観測網の運用をおこない，

STS-1 型地震計の改修によ

る新たな計測システムを開

発やデータ公開システムを

再構築し，予定通り達成し

た。 

・ 海底近傍を伝わる新たな波

動現象など発見など海洋・海

域観測データを活用した研

究が予定通り達成している。 

・ 日本海溝震源域，琉球海溝に

おいて，調査航海を実施し，

地震履歴解析のため試料を

取得し，予定どおり達成し

た。高精度マッピングは，「か

いこう」１次ケーブルの不具

合により実施できず，代替と

して広域地形調査を実施し

た。取得データの解析・試料

の分析を進め，地形変動解析

値の精度の確認，地震履歴広

域対比の見通しを立てるこ

とができた。 

・ 過去の構造探査について，マ

ルチチャンネル反射法探査

データを 2 次元で 57,000 

㎞以上，3D で 7,400 平方 km 

モデルの構築に資

する。これは，津

波・浸水に関して大

きな被害が予想さ

れることこら，シナ

リオ上不可欠な地

震であり，社会への

波及効果も大きい。

南海トラフの調査

は，想定震源域の浅

部への拡張範囲を

構造の面から検証

するものであり，津

波の規模や発生域

を正確に見積もる

ことに繋がり，津波

対策への影響は大

きいと言える。 

 断層すべりの物

理 に 関 す る 理 論

的・実験的研究にお

ける現実的な断層

の物理モデルに関

しては，学際的コン

センサスを得た物

は存在しない。本年

得られた研究成果

を含めた同モデル

の現状の改善は，学

際的問題の解決へ

貢献するのみなら

ず，正しい挙動を示

すモデルに基づく

予測の改善に繋が

る。 

 上記のように，平

成 26 年度は計画を

達成し，社会的に価
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３．中長期目標，中長期計画，年度計画，主な評価軸，業務実績等，年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 
中長期目標 中長期計画 年度計画 

主な評価軸（評価の

視点），指標等 

法人の業務実績等・自己評価 
主務大臣による評価 

主な業務実績等 自己評価 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・  DONET 等のケーブ

ル観測網・海域機動観測・

海洋島観測データを駆使し

海域地震発生帯とその周辺

域の多様な地震活動の解析

と地下構造のイメージング

を進める。また，西太平洋

域において地球物理観測網

を開発・運用し海域地震活

動の遠隔モニタリングや大

気・海洋現象の観測研究を

行う。 

・  日本海溝震源域に

おいて調査航海により地震

履歴調査・高精度マッピン

グの実施，琉球海溝におい

て地震履歴調査を実施し，

地震発生帯の実態解明に向

け，取得したデータの解

析・試料の分析を進める。 

・  過去の構造探査結

果を収集し，日本海中部地

震や北海道南西沖地震など

大地震を発生させた日本海

を中心に断層のマッピング

を行い，断層の 3 次元的分

布と空間的な連続性把握を

進める。 

・  海 面 の Wave 

Glider 等を仲介として，海

底観測装置から陸上局へデ

ータ通信を行うシステムの

構築のため，実海域での試

験を実施する。また，津波

電磁気データの解析によ

り，観測記録から津波の発

生過程と津波伝播に関わる

情報を得るための手法を確

以上を取得，またシングルチ

ャンネル反射法探査データ

も 11 万 km 以上のデータを

取得，それらすべてのデータ

の QC を実施して，日本海全

体の断層マッピングを実施

した。断層の 3 次元分布と

空間的な連続性も把握でき

た。さらに，日本海全体の 3 

次元速度構造も構築した。 

・ 波浪グライダーを介してベ

クトル津波計データを陸上

へ連続伝送する実海域試験

を実施しチリ地震津波の観

測に成功した。津波電磁気学

の理論・観測論文を出版し

た。 

・ 房総沖地震活動の震源決定

からプレート境界を詳細に

推定した。 

・ 沈み込み帯構造モニタリン

グのために DONET データか

ら海洋重力波を検出した。 

・ フィリピン海での長期海底

電磁気観測を予定通り継続

するとともに，西太平洋地球

物理観測網（PACIFIC２１）

の運用・データ管理公開を実

施した。 

・ 海溝型巨大地震・津波早期警

戒システム構築のために必

要な解析手法の確立につい

ては，実験装置の高剛性化を

達成できた。 

・ 地震サイクル計算において

は，地震性パッチが内部でス

ロースリップイベント（SSE）

を起こす条件を明らかにし

値の高い研究成果

を上げることが出

来た。 

・ DONET データにつ

いては，気象庁・防

災科学技術研究所

との 3 者協定によ

りリアルタイムで

伝送され，津波警報

や緊急地震速報に

平成 27 年 3 月 31

日より利用されて

おり，社会に大きく

還元している。ま

た，平成 26 年 9 月

に気象庁一元化震

源協定が締結され，

これに参加する 16

機関へのリアルタ

イム伝送が実現済

みである。さらに，

協定に参加してい

ない研究者向けと

して，気象庁ホーム

ページからマグニ

チュード 4 以上，

USGS ではマグニチ

ュード 6 以上のデ

ジタルデータを公

開し，広く利用され

ている。その他，デ

ータ利用の依頼が

あった際にも適宜

デジタルデータの

提供を行っている。 

 即時津波予測は，

既に和歌山県，尾鷲

市防災センター，中
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３．中長期目標，中長期計画，年度計画，主な評価軸，業務実績等，年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 
中長期目標 中長期計画 年度計画 

主な評価軸（評価の

視点），指標等 

法人の業務実績等・自己評価 
主務大臣による評価 

主な業務実績等 自己評価 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

立する。さらに，東北日本，

西南日本に沈み込むプレー

トの構造とプレート境界で

発生する地震の起こり方の

関係を明らかにするため，

海底電磁気観測所による長

期海底観測を継続する。加

えて，西太平洋地球物理観

測網の運用とデータ公開を

行う。 

・  海溝型巨大地震・

津波早期警戒システム構築

のために必要な解析手法の

確立を行う。 

・  泥を圧力下で焼結

することで人工堆積岩を作

り，3 軸圧縮試験を行うこ

とで，断層と周囲母岩の流

体移動特性と力学特性を抽

出し，繰り返し変形実験を

行い，ガウジ⇔カタクレー

サイト遷移における断層岩

の「構造・摩擦特性」を見

出す。また，その実験から

得られるデータを用いた地

震サイクルの計算を行う。 

・  地質学的見地から

明らかになった仮説を地盤

工学的手法で実験・解析を

行い，より定量的な地質学

を構築するとともに，海底

地すべりや断層運動といっ

た地質学的ジオハザードを

工学的なアプローチから予

測する手法を構築する。 

・ アナログ実験・シミ

ュレーション・理論解析に

よって，様々な材料と境界

た。また，脆性-延性遷移を

考慮した地震サイクルモデ

ルにおいて，脆性-塑性遷移

を表現可能な断層構成則を

定式化し，「断層モデル」の

具体化に成功した。  

・ 地質と地盤工学の融合研究

では，地質学的見地から構築

したプレート境界断層深部

（2-4 km）における地質現象

とそれに伴う硬化現象につ

いて，工学実験によって実証

に成功した。このため，予定

通り達成できた。  

・ 破壊前変形の不安定化の規

模とタイミングのスケール

に関する理論構築では，断層

の摩擦応答に与える断層面

形状の影響を評価するため，

壁面粗さをコントロールし

た剪断プレートによる剪断

実験を行い，速度変化に対す

る摩擦抵抗および層厚の緩

和の規模が変化することを

見出した。  

・ 深海底地盤の強度評価につ

いては，改良型コーン貫入試

験機の設計の一部（貫入試験

時に最重要な部分である先

端のプローブ部分）を完了し

た。また，試験機に搭載予定

の各種計測機器が深海底で

正しく作動するかを確認す

るために，平成 27 年度研究

船利用公募に応募し，採択さ

れた。 

・ 3 月に「かいこう Mk-IV」に

より ACORK808孔のデータを

部電力浜岡原子力

研究所に実装済み

であり，実社会で役

立てられている。 

・ 情報基盤プラット

フォーム構築につ

いては，過去の構造

探査に関してマル

チチャンネル反射

法探査データを 2

次元で 57,000ｋm

以上，3D で 7,400

平方 km 以上を取

得，またシングルチ

ャンネル反射法探

査データも11万km

以上のデータを取

得し，すべてのデー

タの QC を実施しデ

ータベースを構築

した。特に沿岸に近

い部分の断層を複

数特定することが

でき，防災上のリス

ク検討における一

翼を担う成果を得

た。また，文部科学

省の地震調査研究

推進本部の津波評

価部会等へデータ

提供を行うシステ

ムを導入する検討

も進めており，試験

運用に向けて必要

な機能等の仕様を

検討した。これによ

り地震学，地質学，

テクトニクス，防
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中長期目標 中長期計画 年度計画 

主な評価軸（評価の

視点），指標等 

法人の業務実績等・自己評価 
主務大臣による評価 

主な業務実績等 自己評価 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

② 地震・津波の総合災害

ポテンシャル評価研究 

東日本大震災の教訓を踏

まえ，現実的な地震・津波

像に基づく地震・津波シミ

ュレーション研究を行い，

南海トラフ，南西諸島域及

び日本海溝等の日本列島

周辺海域における地震・津

波被害像の評価を進める

とともに，防災・減災対策

へ実装するため，平成 28

年度を目途に各種予測計

算等の準備を実施し，日本

海や南海トラフ周辺海域

等の地震・津波による被害

の軽減に向けた情報基盤

プラットフォームを構築

する。これらを活用し，海

域地殻変動や海底変動に

起因する災害ポテンシャ

条件下での破壊前変形の不

安定化の規模とタイミング

のスケールに関する理論を

構築する。 

・ これまで地盤工学

の対象となっていなかっ

た，深海底地盤の強度評価

に関する数理科学的手法を

明らかにする。 

・  南海トラフ付加体

先端部の孔内長期水理観測

システム（ACORK）のデータ

を回収し，掘削コアの浸透

率データ等と統合して地震

断層浅部の水理特性の理解

を進める。 

 

②地震・津波の総合災害ポ

テンシャル評価研究 

東日本大震災の教訓を踏ま

え，現実的な地震・津波像

に基づく地震・津波シミュ

レーション研究を行い，南

海トラフ，南西諸島域及び

日本海溝等の日本列島周辺

海域における地震・津波被

害像の評価を進めるととも

に，防災・減災対策へ実装

するため，地震・津波によ

る被害の軽減に向けた情報

基盤プラットフォームを構

築する。これらを活用し，

海域地殻変動や海底変動に

起因する災害ポテンシャル

の評価とそれに基づく地域

への影響評価を行う。この

ため，平成 26 年度は以下の

研究開発を実施する。  

回収した。天候不順のため

1173 孔のデータは回収でき

なかった。既往データから 

M2 潮汐応答を抽出したとこ

ろ，時間とともに複数深度で

振幅が減少するとともに，位

相が海底での値に比べて

徐々に先行していることが

判明した。 

・ 過去の構造探査について，マ

ルチチャンネル反射法探査

データを 2 次元で 57000 ㎞

以上，3D で 7400 平方 km 以

上を取得，またシングルチャ

ンネル反射法探査データも

11 万 km 以上のデータを取

得，それらすべてのデータの 

QC を実施して，データベー

スを構築した。特に沿岸に近

い部分の断層を複数特定で

き，防災上のリスクの検討の

一翼を担うものとなる成果

を得た。文部科学省の地震調

査研究推進本部の部会や分

科会への基礎資料とするた

めのデータ提供システムの

検討も進めており，プロジェ

クト最終年度の試験運用に

向けて必要な機能等の仕様

を検討した。これは，情報基

盤プラットフォームとして， 

防災科学技術研究所とも連

携して進めることになる。 

・ 地震発生予測システムを構

築するとともに，豊後水道

SSEや東北地方太平洋沖地震

前後を対象とした検証準備

を行った。逐次データ同化手

災・減災といった

様々な研究分野で

得られた成果を利

用されることにな

り，今後の科学的成

果が期待されると

ころである。 

 以上より，平成

26 年度は計画を達

成するだけでなく，

社会的価値が高く，

また，今後科学的に

重要となる可能性

のある成果を上げ

ることが出来た。 

・ 地震・津波による被

害と復興に関する

研究としては，これ

まで海図に示され

ていない沈船情報

を新たに得ること

ができ，第二管区海

上保安本部及び各

県に情報を提供し

た。また，ガレキが

周辺生物群に与え

る影響を明らかに

する海中ステレオ

視システムの開発

やバイオトラッキ

ングシステムを実

海域に展開した。 

 春先の冷水塊の

侵入など，水産業に

関係する海洋イベ

ントを把握し，アミ

ノ酸の窒素同位体

比に基づく食物連
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中長期目標 中長期計画 年度計画 

主な評価軸（評価の
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法人の業務実績等・自己評価 
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主な業務実績等 自己評価 

ルの評価とそれに基づく

地域への影響評価を行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・  他機関が実施した

構造探査結果を収集し，日

本周辺の構造探査データや

これらのデータを解釈した

断層分布のデータベースを

構築する。また，これらを

行われた地震動や津波のシ

ミュレーション研究の成果

も組み込める，災害ポテン

シャル評価につながる情報

基盤プラットフォーム構築

を行う。 

・  南海トラフを対象

にしたシナリオデータベー

ス及び日本列島周辺域にお

ける地殻変動観測データベ

ースの充実を図るととも

に，予測シミュレーション

結果の地域影響評価への活

用の検討を進める。 

・  地震活動から地震

の活発化や静穏化を評価す

る。また，同時に地殻変動

もモニタリングし，南海ト

ラフの東南海地震震源域で

の地震発生場の評価を進め

る。さらに，DONET データ

を用いて即時津波予測を行

うシステムを構築する。 

・  東北地方太平洋沖

地震にかかわる地震・津波

イベントに伴う物質輸送プ

ロセスの全体像の理解を目

標とし，浅海底の津波堆積

物から深海底のタービダイ

ト，海底地すべりの調査研

究を行う。また，その現地

観測結果を説明するモデル

法を改善する手法開発を行

った。大規模サイクル・動的

破壊コードの開発を進めた。

地震動・津波予測では，コー

ド開発等の準備を行うとと

もに，DONET データによる地

下構造改善に着手した。即時

解析ではイベントデータ解

析手法を改善するとともに，

トルコの地震研究所に即時

解析コードを導入した。被害

予測では，湛水分布・経路復

旧評価を行った。 

・ DONET データを用いた微小

地震の自動検知とマニュア

ルピックによる震源決定を

行い，マグニチュード 1.5 以

上の地震発生頻度変化をモ

ニタリングし，静穏化が 1年

以上継続していることを確

認した。同時に地殻変動が発

生したことを合わせて検知

し，地殻変動分布を説明する

断層モデルを絞り込み，分岐

断層に沿ってゆっくりした

変動が発生した可能性があ

ることを示した。DONET1 の

データを用いて即時津波予

測を行うシステムを構築し，

和歌山県庁，尾鷲市防災セン

ター，中部電力浜岡原子力研

究所に実装，長期運用を見込

んだシステムの安定性を検

証中である。さらに，現在の

システムの持つ精度を評価

し，DONET2 データを取り込

んだ即時津波予測の高度化

を図る手法を検討，評価し

鎖解析を行い，東北

沖生物群のトロフ

ィックレベルを明

らかにした。さら

に，PCB 濃度をモニ

タリングし，震災以

前と変わらない濃

度で推移している

ことを明らかにし

た。 

 東北海域の地形，

地質，海洋環境，生

物情報のデータを

GIS 用に整備し，計

画通りハビタット

マップ作成基礎と

なるデータベース

を作成した。東北マ

リンサイエンス拠

点形成事業の参画

機関から収集した

調査情報やデータ

を整理・蓄積・管理

し，構築したシステ

ムに適宜登録・公開

した。各種公開可能

な 情 報 は 適 宜 ，

i-TEAMS サイトや

「リアス」を通じて

公開を実施してい

る。また，事業関係

者が調査研究等に

関する情報や，生物

に関する出現情報

を蓄積・共有するた

めの環境を構築・整

備し，運用を開始し

た。 
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③ 地震・津波による生態

系被害と復興に関する研

究 

東北地方の太平洋岸では，

東日本大震災の津波・地震

によって引き起こされた

大量の瓦礫の堆積，藻場・

干潟の喪失及び岩礁への

砂泥の堆積等により，沿岸

域の漁場を含め海洋生態

系が大きく変化したこと

から，海洋生態系の回復と

漁業の復興が緊急かつ重

要な課題となっている。こ

のため，沖合底層での瓦礫

マッピング，生物資源の動

態の把握及び化学物質の

蓄積を含む沖合生態系を

中心とした長期モニタリ

ング等の展開により得ら

れた海底地形・海洋環境・

生物などの情報を取りま

とめ，平成 28 年度を目途

に地元自治体等への情報

提供を開始する。さらに，

地震・津波からの生態系の

回復過程についての理解

を前進させるとともに，生

態系等の海域環境変動評

価に基づくハビタットマ

ップとデータベースを構

築する。これらを活用し，

地震・津波が東北沿岸域の

を構築し，水路実験結果を

考慮し，物質輸送プロセス

と堆積過程について数理科

学的に理解する。 

 

③地震・津波による生態系

被害と復興に関する研究 

 

東日本大震災により，大き

く変化した海洋生態系の回

復と漁業の復興を目指し，

沖合底層での瓦礫マッピン

グ，生物資源の動態の把握

及び化学物質の蓄積を含む

沖合生態系を中心とした長

期モニタリング等の展開に

より得られた海底地形・海

洋環境・生物などの情報の

取りまとめを実施する。さ

らに，地震・津波からの生

態系の回復過程についての

理解を前進させるととも

に，生態系等の海域環境変

動評価に基づくハビタット

マップとデータベースを構

築する。このため，平成 26

年度は以下の研究開発を実

施する。  

・  東北日本沖合域の

海洋生態系擾乱とその回復

過程を引き続き研究する。

特に，瓦礫がもたらす新た

なハビタットとしての評価

に資する研究を行うととも

に，漁業活動が回復してき

た事によって新たに発生し

てきた海底の人為的擾乱の

把握とその評価を行う。 

た。平成 27 年度の DONET2 を

取り込んだ即時津波予測シ

ステムの改修予定を立てた。 

・ 仙台湾の浅海域において津

波堆積物調査航海を実施し，

津波形成に伴う浸食面と津

波堆積物を見いだした。また

津波遡上実験を実施し，津波

に特徴的な鉛直粒度分布を

再現でした。 

・ 水深約 1,000m～500m の範囲

について，精密地形調査を実

施し，海底地形図を作成し

た。今年度の地図は，宮城・

岩手県庁を通じて両県の漁

協に提供した。  

・ 宮城県から提供を受けたガ

レキ回収のフィールドノー

トに基づき，ガレキ分布マッ

プを作成し，ガレキの回収状

況，ガレキの構成の変化を解

析した。結果は，宮城県を通

じて漁業者に周知された。  

・ 小型船舶で運用可能な小型

ROV「クラムボン」へ 3D 画像

装置を新たに搭載し，映像か

ら，海底構造物や生物の大き

さや形を解析できるように

した。 

・ キチジについて，東北沖個体

群と網走沖個体群のハプロ

タイプ遺伝子解析を行い，震

災前後で群集組成が異なら

ないことを明らかにした。 

・ 深海生物の海底における行

動を追跡する目的でバイオ

ロギング装置を作成し，ズワ

イガニ，キチジにロギング装

 作成した海底地

形図は，関係する地

方自治体に提供し

ており，あらゆる海

洋政策に利用され

ることとなる。特

に，収集した大型瓦

礫情報については

関係する自治体な

どに周知しており，

安心・安全な漁業活

動に活かされてい

る。また，人間活動

（特に沖合底びき

漁業）が沖合生態系

に与える影響につ

いては，自治体との

情報共有を進めて

おり，今後，漁業政

策などの重要な判

断材料となる可能

性がある。 

 図化したデータ

に基づき，指標とな

る生物の分布や，生

態系機能に関する

推定が今後可能に

なった。また，推定

結果から重要な海

域を特定する方法

ができた。データの

収集が先行する沿

岸部については，す

でに生物の分布推

定図の試行的なも

のが作成されてい

る。今後は，東北マ

リンサイエンス拠
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３．中長期目標，中長期計画，年度計画，主な評価軸，業務実績等，年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 
中長期目標 中長期計画 年度計画 

主な評価軸（評価の

視点），指標等 

法人の業務実績等・自己評価 
主務大臣による評価 

主な業務実績等 自己評価 

海洋生態系に与えた影響

と回復過程についての科

学的知見を蓄積し，漁業等

の復興対策に貢献する。 

 他機関が取得したデータ

も含み，東北海域の地形，

地質，海洋，生物情報を蓄

積してデータベースを作成

し，ハビタットマッピング

を作成する基礎データとす

る。 

置を装着した。  

・ 2012 年以降，大槌沖，女川

沖測線について海洋観測を

行っている。春先の冷水塊の

侵入など，水産業に関係する

海洋イベントを把握した。  

・ アミノ酸の窒素同位体比に

基づく食物連鎖解析を行い，

東北沖生物群のトロフィッ

クレベルを明らかにした。ま

た，PCB 濃度をモニタリング

し，震災以前と変わらない濃

度で推移していることを明

らかにした。 

・ 東北海域の地形，地質，海洋

環境，生物情報のデータを 

GIS 用に整備し，ハビタット

マップ作成基礎となるデー

タベースを予定どおり作成

した。  

・ 東北マリンサイエンス拠点

形成事業（本事業）の調査観

測で得られる各種情報につ

いて，本事業に参画する各機

関関係者に対して取得デー

タの提出・公開を促すための

説明会を開催し，関係者の理

解と提出促進につなげるこ

とができた。  

・ データマネージメント連絡

会の運営を通じて各機関か

ら情報を提出してもらうた

めの体制を構築することで，

提出された各種情報の内容

確認などを円滑に実施し，そ

れらの保管・管理業務を着実

に行って，提出された情報の

公開を予定通り達成した。  

点形成事業の 5 年

間の評価にむけて，

深海域においても

生態系の状態を指

標するハビタット

マップが作成され

る。この結果は，生

産性が高い海域で

の漁業優先，あるい

は保全の必要性等，

漁業活動や行政施

策の検討資料とし

て参照されること

が期待される。研究

成果およびデータ

は，東北地方太平洋

側の県市町村のみ

ならず，首都圏やマ

スメディアを通じ

ても積極的に発信

しており，国民への

浸透と理解が深ま

っている。 

 以上より，平成

26 年度は計画通り

進捗されるだけで

なく，地方自治体を

はじめとした研究

成果の出口を見据

えた成果発信を行

うことが出来た。 
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３．中長期目標，中長期計画，年度計画，主な評価軸，業務実績等，年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 
中長期目標 中長期計画 年度計画 

主な評価軸（評価の

視点），指標等 

法人の業務実績等・自己評価 
主務大臣による評価 

主な業務実績等 自己評価 

・ また，収集した調査観測デー

タを公開するためのシステ

ムの運用管理を実施し，提出

された各種の公開可能な情

報を適宜，i-TEAMS サイト

や，「リアス」を通じて公開

できており，予定通り達成し

た。これらにより，ハビタッ

トマッピングを作成するた

めの基礎データの収集・整

理・蓄積を行う環境整備が整

えることができた。 

 

４．その他参考情報 
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様式２－１－４－１ 国立研究開発法人 年度評価 項目別評価調書（研究開発成果の最大化その他業務の質の向上に関する事項）様式 

 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅰ－１－(4) 海洋生命理工学研究開発 

関連する政策・施策 
政策目標９ 科学技術の戦略重点化 

施策目標９―７ 海洋分野の研究開発の推進 

当該事業実施に係る根拠（個

別法条文など） 

独立行政法人海洋研究開発機構法第十七条 

第一号 海洋に関する基盤的研究開発を行うこと。 

当該項目の重要度，難易

度 

 関連する研究開発評価，政策

評価・行政事業レビュー 
平成 27 年度行政事業レビューシート番号 0292 

 

２．主要な経年データ 

 主な参考指標情報  ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 

  基準値等 H26 年度 H27 年度 H28 年度 H29 年度 H30 年度  H26 年度 H27 年度 H28 年度 H29 年度 H30 年度 

       予算額（千円） 1,248,783     

       決算額（千円） 1,238,32     

       経常費用（千円） 1,587,724     

       経常利益（千円） ▲233     

 
  

    行政サービス実施コ

スト（千円） 
1,759,801     

        従事人員数 162     

注）予算額，決算額は支出額を記載。人件費については共通経費分を除き各業務に配賦した後の金額を記載 

３．中長期目標，中長期計画，年度計画，主な評価軸，業務実績等，年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 
中長期目標 中長期計画 年度計画 

主な評価軸（評価の

視点），指標等 

法人の業務実績等・自己評価 
主務大臣による評価 

主な業務実績等 自己評価 

 海洋の生物多様性の維

持とその持続的な利用

を推進するためには，海

洋生態系の構造と機能

及びその変動，さらに

は，その根幹となる生物

多様性を創出するプロ

セスとメカニズムを理

解する必要がある。ま

た，人類にとって未踏の

領域である深海や海底

下は，高圧・低温といっ

たユニークな環境に適

応した生物が存在する

極限環境生命圏であり，

生息する生物の中には，

社会にとって有用な機

我が国の周辺海域は生物

多様性のホットスポット

であるが，特に深海の環境

及び深海生物に関する情

報が不足している等，現代

においても未踏のフロン

ティアである。また，生態

系の保全という観点から，

生物多様性に関する条約

（CBD）及び生物多様性と

生態系サービスに関する

政府間科学政策プラット

フォーム（IPBES）に対し，

機構がこれまでに蓄積し

てきた観測データの提供

を通じた貢献が期待され

ている。そのため，機構は，

我が国の周辺海域は生物多

様性のホットスポットであ

るが，特に深海の環境及び深

海生物に関する情報が不足

している等，現代においても

未踏のフロンティアである。

また，生態系の保全という観

点から，生物多様性に関する

条約（CBD）及び生物多様性

と生態系サービスに関する

政府間科学政策プラットフ

ォーム（IPBES）に対し，機

構がこれまでに蓄積してき

た観測データの提供を通じ

た貢献が期待されている。そ

のため，機構は，極限環境生

命圏において海洋生物の探

海洋生態系の構造，

機能及びその変動，

さらにその創出プ

ロセスとメカニズ

ムを理解し，特有の

機能等を活かし将

来の産業化に向け

た取組みを行い，イ

ノベーションの創

出に貢献したか。 

・ 新規系統真核生物の探索・

解析では，新規嫌気性原生

生物 Cantina marsupialis

をはじめ複数の新規生物を

発見し培養株を確立した。

発見された新規系統から，

ミニサークル DNA 上に断片

化した遺伝子がコードされ

ているユニークなゲノム構

造を持つミトコンドリアが

見つかってきている。有孔

虫類の集団遺伝解析に用い

る新規遺伝子マーカーとし

てミトコンドリア 23S rRNA

遺伝子を検討したが，既存

の遺伝子マーカーより有効

である可能性は示されなか

Ｂ 

・ 平成 26 年度に掲げた

計画はすべて予定通

りに達成し，所期の成

果を得ることができ

た。超深海・海溝生命

圏に関する研究につ

いては，計画以上の進

捗があった。 

 海洋生物が独自に

発達させた生態系や

その進化過程，多様な

構造・機能についての

解析については，海洋

生態系の誕生から初

期進化を経て細胞生

理の大進化が起きた

評定 Ｂ 

＜評定に至った理由＞ 

・ 深海等における未踏の極限環

境生命圏を含む海洋を調査

し，科学的意義の高い種々の

発見，産業化に向けた開発，

世界初の実証等を行ってお

り，「研究開発成果の最大化」

に向けて成果の創出が認めら

れ，着実な業務運営がなされ

ている。 

＜今後の課題＞ 

 特になし。 

＜その他事項＞（審議会及び部会の意

見） 

・ 如何に社会に還元するかの視

点が徹底されており，狭い研
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３．中長期目標，中長期計画，年度計画，主な評価軸，業務実績等，年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 
中長期目標 中長期計画 年度計画 

主な評価軸（評価の

視点），指標等 

法人の業務実績等・自己評価 
主務大臣による評価 

主な業務実績等 自己評価 

能を有している可能性

がある。 

このため，機構は，深海

へのアクセスが可能で

ある世界最先端の研究

開発基盤を有する研究

機関として，研究船，有

人潜水調査船，無人探査

機等といった先端的な

観測技術を活用し，深海

等における未踏の極限

環境生命圏を含む海洋

を調査する。また，海洋

生態系の機能，地球環境

との相互作用，物理・化

学プロセスと生物の関

連を明らかにするとと

もに，海洋生物多様性を

生み出すメカニズムの

解明に資する研究成果

を創出する。さらに，ラ

イフサイエンス分野や

工学研究との融合や産

学官連携を強化するこ

とにより，将来の産業化

に向けた取組を行い，極

限環境下での海洋生物

特有の機能等を最大限

に活用したイノベーシ

ョンを創出する。 

生物学的特性や多様性

に関する情報の提供等

を通じ，IOC 及び IPBES

等の国際的な取組への

貢献も果たす。 

極限環境生命圏において

海洋生物の探査を行い，生

命の進化及び共生メカニ

ズムについて新たな科学

的知見を提示する。また，

極限環境生命圏には，高

圧・低温に適応した生物が

存在し，それらが持つ有用

な機能や遺伝子を利活用

できる可能性が秘められ

ていることから，探査によ

って得られた試料を利用

して理工学的なアプロー

チを実施し，深海・海洋生

物由来の有用な機能に関

する応用研究を行い，極限

環境下での海洋生物特有

の機能等を最大限に活用

したイノベーションを創

出する。 

 

① 海洋生態系機能の解析

研究 

海洋生物多様性を生み出

すメカニズムや，深海を含

む海洋における特殊な環

境への生物の適応過程を

明らかにするため，平成

28 年度までに真核生物の

新規系統群を見いだすと

ともに深海生態系の基礎

構造解析を実施し，海洋生

物が独自に発達させた生

態系やその進化過程，多様

な構造・機能に関する研究

を実施し，生物の進化につ

いて新たな科学的知見を

提示する。 

索を行い，生命の進化及び共

生メカニズムについて新た

な科学的知見を提示する。ま

た，極限環境生命圏には，高

圧・低温に適応した生物が存

在し，それらが持つ有用な機

能や遺伝子を利活用できる

可能性が秘められているこ

とから，探査によって得られ

た試料を利用して理工学的

なアプローチを実施し，深

海・海洋生物由来の有用な機

能に関する応用研究を行い，

極限環境下での海洋生物特

有の機能等を最大限に活用

したイノベーションを創出

する。 

 

 

 

 

①海洋生態系機能の解析研

究 

海洋生物多様性を生み出す

メカニズムや，深海を含む海

洋における特殊な環境への

生物の適応過程を明らかに

するため，海洋生物が独自に

発達させた生態系やその進

化過程，多様な構造・機能に

関する研究を実施し，生物の

進化について新たな科学的

知見を提示する。このため，

平成 26 年度は以下の研究開

発を実施する。  

・  深海や沿岸の還元

環境を中心に新規系統真核

生物の探索，真核生物におけ

った。また，サケ稚魚の胃

の中から，どの系統の動物

（門）にも合致しそうもな

い生物が発見され，今後系

統分類研究を予定してい

る。さらに，水平伝達共生

系二枚貝（シンカイヒバリ

ガイ類）において，生息環

境（水素濃度の高低など）

に適応するために，1 個体

宿主内に同一な共生細菌で

あるがエネルギー代謝遺伝

子群の有無がある集団があ

ることを発見した。 

・ トップ・プレデターに関す

る研究では，深海高次捕食

者候補種として深海ザメ

25 種を含む約 40 種の試料

採集とリスト作成，一部の

候補種については安定同位

体比解析を実施した。また，

バイオプシーシステムに関

してはバイオプシー用針の

試作や試験をふまえバイオ

プシー装置の概念設計を完

成させた。さらに，バイオ

トラッキングシステムにつ

いては軽量，小型，長寿命

のピンガーを試作した。加

えて，深海高次捕食者候補

種の予備解析から，これら

の種は栄養段階 3.5-4.5 の

間に集中しており，生態ピ

ラミッドの高さは深海でも

浅海でも類似したものであ

る可能性を示した。 

・ 極限環境生命圏探査研究に

おいては，中部沖縄トラフ

先カンブリア紀に焦

点を当て，全球凍結が

急激な CO2の減少で誘

因されたことを見い

だした。また，先カン

ブリア紀の海洋生態

系初期進化に鍵とな

る水素資化好熱性メ

タン菌の窒素固定や

メタン生成における

安定同位体分別／平

衡効果について新た

に体系化できた。さら

に原始海洋での化学

進化プロセス・初期微

生物代謝進化におい

て深海熱水硫化物沈

殿を介した電気化学

触媒反応が重要な役

割を果たす仮説を提

唱し，2本の論文を発

表した。 

 また，真核生物の新

規系統群の探索につ

いては，真核生物全体

の進化プロセスに関

する知見を得るため，

嫌気的環境から新規

な嫌気性原生生物の

単離/培養を行い，そ

の退化的ミトコンド

リアの代謝機能を推

定することで，真核生

物の嫌気環境適応に

おける進化の一端を

明らかにした。これは

ミトコンドリアの嫌

気環境への適応過程

究分野に閉じこもっていない

印象を強く受けた。 

・ 機構の調査・観測により得ら

れた極限環境下での海洋生物

特融の機能等を最大限に活用

したイノベーション創出に積

極に取り組んでいる。 

・ 研究者のユニークな発想と先

端的な技術開発に基づき，特

に深海の環境及び深海の生命

圏に関する重要な研究成果が

得られている。産業界との連

携やアウトリーチも効果的に

実施されている。 

・ 熱水生態系における生命の探

索研究を出発点として，産業

イノベーションの創出に繋が

る成果が挙げられている。産

学共同による基礎研究の深化

が，新たな産業利用に波及す

るという理想的な相乗作用を

実現している。 

・ 海洋生命理工学における発見

を，工業的な応用に結び付け

ようとする努力の跡が見られ

た。研究者が以前よりは出口

を意識するようになったので

あれば，好ましい動きである。 
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３．中長期目標，中長期計画，年度計画，主な評価軸，業務実績等，年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 
中長期目標 中長期計画 年度計画 

主な評価軸（評価の

視点），指標等 

法人の業務実績等・自己評価 
主務大臣による評価 

主な業務実績等 自己評価 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

る地域集団間の遺伝的関係

の把握を行うとともに，化学

合成共生者を保有する生物

における共生者の伝達及び

取り込みのメカニズムを解

析する。 

・  主に相模湾や駿河

湾の既存試料を用いたトッ

プ・プレデターの栄養段階測

定及び in-situ バイオプシ

ーシステムやバイオトラッ

キングシステムの開発に着

手する。また，これらにより

取得した情報は生物多様性

データベースの構築と統合

解析に貢献する。 

・  各極限環境生命圏

探査研究によって，微生物の

みならず，酸素欠乏環境，深

海底や海底下の未踏極限環

境生命圏において海洋生物

の探索を行い，生態系の構造

及び進化の過程，機能の解

明，生命の進化及び共生メカ

ニズムについて新たな科学

的知見を提示する。 

・  古細菌がもつアミ

ノ酸経由の脂質合成を解明

するために，黒海の古細菌マ

ットをケーススタディとし

て古細菌膜脂質とアミノ酸

の炭素同位体比の測定を行

う。また，底生有孔虫と共生

する脱窒菌の季節変化とそ

の窒素代謝における重要性

を定量化するために，同位体

ラベルした硝酸を用いた培

養実験を実施する。 

における資源探査の結果と

しての新しい熱水域の発見

(5 箇所）とその熱水(微)生

物生態系の基礎構造や分布

に関する詳細なレポートを

作成し，一部プレスリリー

スとして発表した。また，

IODP331 次掘削航海に伴う

熱水環境の擾乱と熱水化学

合成生態系の応答に関する

世界初の研究論文を発表し

た。さらに，マリアナ海溝

谷水塊における独自の微生

物生態系の分布，構造多様

性や機能，生態学的役割に

ついての論文を発表した。 

・ 古細菌がもつアミノ酸経由

の脂質合成の解明に関する

研究では，微量メタボロミ

クス法を用い，特定炭素位

を 13C-ラベル化した酢酸

などを基質として培養され

た微生物の代謝経路を明ら

かにした。また，底生有孔

虫と共生する脱窒菌の研究

では，15N-ソフトラベル化

した硝酸を用いた有孔虫の

現場培養実験により，共生

細菌をもつ有孔虫が海底面

の窒素循環をコントロール

していることを明らかにし

た。さらに，黒海のメタン

シープで採取された古細菌

マットを各層に分け，それ

ぞれに含まれるアミノ酸の

炭素同位体比から，古細菌

の細胞内でアミノ酸と脂質

が全く新しい生化学プロセ

における進化の解明

にむけた重要な知見

である。 

 特に，現場再現実験

設備を利用して，土星

衛星エンセラダスの

地下海に生命生息可

能な環境が存在する

ことを発見したこと

は，科学的インパクト

の強い成果として注

目された。本成果は

「Nature」に掲載さ

れ，，産経新聞や日テ

レ NEWS 等各種メディ

アにも取り上げられ，

科学的インパクトの

強い成果として注目

された。 

 JAMSTEC 外部との連

携は，例えば東大大気

海洋研究所による超

高解像度二次イオン

質 量 分 析 計

（NanoSIMS）利用，筑

波大学との分子系統

解析などを共同で進

めている。 

 生命進化・深海は，

一般国民の知的好奇

心を刺激するテーマ

であり，本サブ課題で

得られた成果も，積極

的にアウトリーチを

行い，国民の海洋・地

球科学研究に関する

理解増進に繋がった。 

・ 平成 26 年度に掲げた
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３．中長期目標，中長期計画，年度計画，主な評価軸，業務実績等，年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 
中長期目標 中長期計画 年度計画 

主な評価軸（評価の

視点），指標等 

法人の業務実績等・自己評価 
主務大臣による評価 

主な業務実績等 自己評価 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

② 極限環境生命圏機能の

探査，機能解明及びその利

活用 

機構が保有する探査シス

テム等を活用し，極限環境

生命圏の探査を行い，微生

・  有孔虫の成長に必

要なカルシウム濃度や pH な

どを十分に記述できる実験

に基づいたモデルを作るこ

とを目指す。また，上記モデ

ルを微分位相幾何等を用い

て解析することにより，有孔

虫の分類学を数学へと移行

させる。さらに，ネットワー

ク理論から，生態系の時間空

間変動についての数理科学

的研究を行う。 

・  先カンブリア紀地

質記録の「解読」のための精

密マップとして，生物機能と

安定同位体比平衡・分別シス

テマティックスを実験的に

同定することにより，生命の

進化及び共生メカニズムに

ついて新たな科学的知見を

提供する。 

・  先カンブリア紀の

地球海洋生命進化の再現実

験を行い，実験結果と理論実

験から導かれる大気−海水—

地殻の相互物理・化学・生物

プロセスの駆動原理を導き，

海洋生物が独自に発達させ

た生態系やその進化過程，多

様な構造・機能に関する理解

に資する。 

 

②極限環境生命圏機能の探

査，機能解明及びその利活用 

 

機構が保有する探査システ

ム等を活用し，極限環境生命

圏の探査を行い，微生物生態

スを経て合成されているこ

とを明らかにした。特に，

この現場再現実験設備を利

用して，土星衛星エンセラ

ダスの地下海に生命生息可

能な環境が存在することを

発見したことは大きな反響

があった。 

・ 生態系の数理モデル研究に

ついては，生物の生息域間

の移動様式のダイナミクス

を数値モデル化する多層ネ

ットワークにおける反応拡

散系についての安定性を評

価する手法の開発を行な

い，数値実験によりその有

用性を確かめた。今年度は，

連続媒質上において知られ

ている「移流による物質輸

送が系の不安定化」の有無

を，一般の構造を持った媒

質（ネットワーク系）で検

討するために，ネットワー

ク系における移流誘起不安

定化の理論を構築し，数値

実験で理論の正当性を確か

めた。 

・ 先カンブリア紀地質記録の

「解読」のための精密マッ

プとして研究している生物

機能と安定同位体比平衡・

分別システマティックスに

ついては，微生物学的メタ

ン 生 成 に お け る

H2-H2O-CO2-CH4 同位体シ

ステマティックスを支配す

る因子の具体例について研

究論文を発表した。また，

計画はすべて予定通

りに達成し，所期の成

果を得ることができ

た。乳化装置の開発に

ついては 27 年度の計

画を前倒しで行い，想

定以上に達成するこ

とができた。 

 世界最深の海であ

るマリアナ海溝チャ

レンジャー海淵内の

超深海（水深 6000m 以

深）水塊（水温や塩分

などの特性が比較的

均質な海水の広がり）

中に，上層に拡がる深

海層水塊とは明瞭に

異なる微生物生態系，

即ち，独自の超深海・

海溝生命圏が存在す

ることを明らかにし，

IF=9.809 の米国科学

ア カ デ ミ ー 紀 要

「Proceedings of the 

National Academy of 

Science」に掲載され

た。 

 また，現場環境再現

実験や長期飼育によ

って，沖縄トラフの深

海熱水噴出孔の周囲

一面に生息するゴエ

モンコシオリエビ（学

名 ： Shinkaia 

crosnieri）の外部共

生システムの機能解

析と栄養の受け渡し

に関する研究を行い，
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３．中長期目標，中長期計画，年度計画，主な評価軸，業務実績等，年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 
中長期目標 中長期計画 年度計画 

主な評価軸（評価の

視点），指標等 

法人の業務実績等・自己評価 
主務大臣による評価 

主な業務実績等 自己評価 

物生態系の構造や環境－

微生物－生物間における

共生システムの相互作用

及び生命の進化プロセス

に関して科学的知見を蓄

積する。これにより得られ

た試料や知見を用いて，極

限環境下での物理・化学プ

ロセスの理解を進めると

ともに，特有の機能に関す

る応用研究を展開し，更な

る生命機能の利用可能性

を示す。また，深海・海洋

生物が生産する有用な酵

素，生理活性物質等の機能

及び生産技術に関する研

究を実施し，新規の深海・

海洋生物由来の機能等を

最大限に活用したイノベ

ーションを創出する。 

系の構造や環境－微生物－

生物間における共生システ

ムの相互作用及び生命の進

化プロセスに関して科学的

知見を蓄積する。これにより

得られた試料や知見を用い

て，極限環境下での物理・化

学プロセスの理解を進める

とともに，特有の機能に関す

る応用研究を展開し，更なる

生命機能の利用可能性を示

す。また，深海・海洋生物が

生産する有用な酵素，生理活

性物質等の機能及び生産技

術に関する研究を実施する。

このため，平成 26 年度は以

下の研究開発を実施する。  

・  ホネクイハナムシ

のゲノム解析，遺伝子操作系

の確立に向けた研究を進め，

本生物のモデル生物化を行

う。また，骨組織の分解に関

わると推測される酵素群の

機能解析，共生菌に対する遺

伝子操作系の確立を進める。 

・  深海微生物の得意

な代謝系解明を目指す。ま

た，深海水塊及び堆積物生態

系等，低温高圧環境における

微生物生態系の構造やその

役割を明らかにする。 

・  海洋・深海に生息す

る生物の生存戦略に着目し，

それらの解明・工学利用（バ

イオミメティクス）に向けた

研究を新たに行う。また，極

限環境下での特異な物理・化

学プロセスを利用した新規

地球海洋生命進化の再現実

験について，24.5 億年前の

先カンブリア紀における岩

石の地質学・地球化学的解

析による原始地球大気およ

び海洋の二酸化炭素濃度の

定量化・全球炭素フラック

スの解読についての論文を

投稿した。さらに，原始海

底熱水チムニーにおける電

気化学的化学進化プロセス

の可能性についての論文を

発表した。 

・ 極限環境生命圏における微

生物生態系の構造及び共生

システムに関する研究を行

った。ホネクイハナムシの

ゲノム解析，遺伝子操作系

の確立に向けた研究では，

ゲノム・トランスクリプト

ーム解析は順調に進行し，

酵素群機能解析等について

は基盤整備を進めた。深海

微生物の代謝系解明研究に

おいて，海溝生命圏探査プ

ロジェクトでは，千島海溝

（MR14-04）・小笠原海溝

（KR15-01 航海）より，新

たに試料を採取し，既存の

日本海溝・小笠原海溝・マ

リアナ海溝水塊試料につい

て環境ゲノム解析を進め

た。本研究では，マリアナ

海溝より超深海生命圏を見

出した成果をまとめた。ま

た，日本海溝における微生

物マッピングを実施した。

海洋表層堆積物プロジェク

ゴエモンコシオリエ

ビが，自身の体毛に付

着する化学合成バク

テリアを食べて栄養

とする直接的な証拠

を得ることに成功し

た。これはゴエモンコ

シオリエビと外部共

生菌の関係性を世界

で初めて科学的に実

証した成果である。本

成果についても，

IF=9.267 のハイイン

パクトジャーナルで

あ る 「 The ISME 

Journal」に掲載され，

注目を浴びている。 

 さらには，本課題に

留まらず，全 JAMSTEC

のオープンイノベー

ションによる深海生

物資源開発に向けた

取り組みについて，平

成 26 年度からはオー

プンイノベーション

による深海生物資源

開発を一層加速する

ために，新たに深海か

ら採取した堆積物な

どのサンプルを外部

提供する仕組みの構

築を開始した。来年度

には体制整備が完了

し，試験提供を開始す

る予定である。 

 組織横断的な連携

としては，水塊中の微

生物生態研究につい
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３．中長期目標，中長期計画，年度計画，主な評価軸，業務実績等，年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 
中長期目標 中長期計画 年度計画 

主な評価軸（評価の

視点），指標等 

法人の業務実績等・自己評価 
主務大臣による評価 

主な業務実績等 自己評価 

な重合プロセスを確立し特

許出願する。さらに，深海生

物資源の開拓に資する，ナノ

テク技術開発を進める。 

・  抗 MRSA 剤生産菌の

探索，抗ウイルス活性物質ス

クリーニング系の構築に取

り組む。 

・  リグニンからバイ

オプラステッィクを試作す

ることに向けた検討を行う。

また，効率的バイオ燃料生成

に向けた有用酵素遺伝子を

捉える 

・  新型宿主ベクター

系を基盤とした有機溶媒系

バイオコンバージョン新シ

ステム構築を目指す。また，

抗生物質フリー系発現シス

テムを企業へ技術移転する。 

・  世界第１，２位の深

度を持つマリアナ，トンガ海

溝から過去に採取した生物

試料と環境データを解析し，

海溝生態系の動態，機能，生

物地理について検討する。ま

た，日本海溝，ケルマデック

海溝など，ほかの海溝生態系

についても解析をすすめる。 

・  マリアナ海域にお

いて未到極限環境である新

たな化学合成生物群集を探

査する。また，同海域のユニ

ークな化学合成生物群集に

ついて，環境因子と生物の分

布パターンの関係，遺伝的多

様性，生物分散に関する知見

を得る。さらに，化学合成生

トでは，多様な海洋表層堆

積物中を対象とした分子生

態解析が順調に進行してい

る。代謝プロジェクトでは，

微量メタボローム技術を用

い，菌体収量の極めて小さ

な 好 熱 性 水 素 酸 化 菌

Thermosulfidibacter に，

可逆的な新規 TCA 回路が存

在することを証明した。 

・ 海洋・深海生物を模倣した

バイオミメティクス研究で

は，研究開発方針を決定し

た。また，極限環境下での

特異な物理・化学プロセス

を利用した新規の重合プロ

セスを確立し，特許出願を

行った。さらに，ナノバイ

オテクノロジーを用いた酵

素活性センシング技術に関

する論文をまとめた。 

・ 抗 MRSA 剤生産菌に関する

研究では，「新薬リード化合

物探索」研究に於いて抗

MRSA 活性物質生産菌を発

見した。また，「未利用バイ

オマス有効利用」研究にお

いては，天然リグニンから

の選択的フェノール性モノ

マーの回収技術が進捗し，

18 企業から問い合わせを

受けた。 

・ 有機溶媒系バイオコンバー

ジョン新システム構築に関

しては，魚類細胞の培養細

胞化に関する論文 2 報がま

とめられた。また，製品化

（試薬酵素：ニッポンジー

て地球レベルでの気

候・環境変動を考える

上で，十分に考慮され

てこなかった海洋に

おける「窒素循環」と

密接に関連している

ことから，その推進の

ために「海洋・地球環

境変動研究開発」とも

研究開発体制を構築

中である。そのための

取り組みとして，北太

平洋亜寒帯域の海洋

循環観測を主要課題

とする海洋地球研究

船「みらい」での航海

に参画するとともに，

所内での情報共有・連

携促進を目的に，外部

講師も招いた「海洋窒

素循環研究放談会」，

ならびに「アイソトポ

マー・同位体標識を使

った代謝・生態解析」

ワークショップを開

催した。超深海生態系

に関する研究では，外

部機関も含めた共同

研究体制が構築され

つつあり，科学研究費

補助金 新学術領域

研究提案を，申請中で

ある。加えて JAMSTEC

所外との連携のさら

なる強化のために，外

部から講師を招いた

セミナーを計９回開

催した。 
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３．中長期目標，中長期計画，年度計画，主な評価軸，業務実績等，年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 
中長期目標 中長期計画 年度計画 

主な評価軸（評価の

視点），指標等 

法人の業務実績等・自己評価 
主務大臣による評価 

主な業務実績等 自己評価 

物群集を構成する動物の適

応について，熱・光・酸化ス

トレス応答を主体に生理メ

カニズムを解析する。加え

て，還元環境域を中心に新規

真核生物の探索，化学合成共

生者を保有する生物おける

共生者の伝達及び取り込み

のメカニズムを解析する。 

・  マリアナ海溝－前

弧域，沖縄トラフ伊平屋北熱

水複合域，南海トラフ沈み込

み帯海底下微生物圏につい

て，調査航海を行い，探査と

概要把握を行う。また，マリ

アナ海溝の水塊—海底堆積物

における構成微生物群集と

窒素循環を軸とした生理・機

能・遺伝因子・物質循環相互

作用について包括的理解を

進める。 

・  極限環境から得ら

れた試料を用いて，多様な培

養法によって得られた個々

の難培養性微生物の分類学

的，生理学的特性の決定及び

特徴的な機能の特定を行う。

また，遺伝因子ベクター，ウ

イルスやファージについて，

特徴的な極限環境から遺伝

因子を分離・取得し，生態学

的役割やその機能応用につ

いての解析を進める。 

 「ちきゅう」等により採取

された海底堆積物試料から

環境ゲノムライブラリーを

構築し，難分解性有機物など

の基質を用いた遺伝子発現

ン社）されている深海微生

物由来の耐熱性アガラーゼ

の立体構造が解析され，耐

熱機構が解明できた。 

・ 海溝生態系の研究では，活

動的大陸縁辺海域（：東北

日本，マリアナ，トンガ，

ケルマディック弧）におい

て採集した試料・酸素プロ

ファイルデータを分析し，

国際学会で発表し，論文化

した。非活動的大陸縁辺海

域（：アラビア海 OMZ，ブ

ラジル沖南大西洋）におい

て採取した試料，データを

分析し，国際会議で発表し，

論文化を進めている。また，

アラビア海 OMZ 研究は

Biogeosciences に特集さ

れている。さらに，ブラジ

ル沖南大西洋海洋生態系に

ついては，2015 年 3 月にポ

ストクルーズ会合を開催

し，報告をまとめていく予

定である。 

・ マリアナ海域の新たな化学

合成生物群集に関しては，

熱水性動環形動物で，極限

環境に適応するために細胞

内外に特殊な防御機構（細

胞ラッピング構造，顆粒リ

ッチなミトコンドリアな

ど）があることを発見し，

熱水性フジツボ類の生物地

理と進化プロセスの総説を

公表した。また，水平伝達

共生系二枚貝（シンカイヒ

バリガイ類）において，水

 また，海洋生命理工

学研究開発課題を通

じて，研究体制の構築

や改変をする際，研究

現場の実態と経営陣

の戦略の間にズレが

あり，それを修正する

ため，双方が努力し，

適切な体制に近づけ

るよう注力した。本中

期目標を達成するた

めには，研究現場の問

題点や実態を経営陣

に把握してもらい，引

き続き双方が密に連

携を取り合い，運用を

して行くことが重要

であるため，来年度以

降さらに注力してい

きたい。 

 産業界との連携で

は，民間企業との共同

研究を 10 件進めると

ともに，BioJapan 2014

等の機会を積極的に

利用し技術紹介を行

った。 

 さらには，連携大学

院などを通した研究

生の受け入れ 16 名，

学振特別研究員の受

け入れ 3名，その他研

究員 34 名など，若手

人材の育成にも務め

た。さらにメディア対

応等へのアウトリー

チを 264 件（117 件の

取材対応，8件のプレ
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３．中長期目標，中長期計画，年度計画，主な評価軸，業務実績等，年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 
中長期目標 中長期計画 年度計画 

主な評価軸（評価の

視点），指標等 

法人の業務実績等・自己評価 
主務大臣による評価 

主な業務実績等 自己評価 

解析による新規遺伝子断片

のスクリーニング及び機能

推定を行う。 

素濃度の低環境に適応する

ために，同一な共生細菌種

内において水素代謝遺伝子

群の有無があることを発見

した。平成 26 年度に探査し

たマリアナ海溝域の生物相

については，熱水生物の生

理生態，東北地震津波によ

る生態系への影響評価にも

波及していくものである。 

・ 海底下微生物圏の研究で

は，中部沖縄トラフにおけ

る資源探査の結果として新

しい熱水域の発見（5箇所）

とその熱水化学や微生物生

態系の存在様式に関する詳

細なレポートを作成した。

また，IODP331 次掘削航海

において明らかになった緩

やかな海底下熱水混合域に

おける海底下微生物生態系

に関する研究論文を発表し

た。さらに，メタン濃度セ

ンサ導入し，その分析系を

確立した。加えて，マリア

ナ海溝谷水塊における独自

の微生物生態系の分布，構

造多様性や機能，生態学的

役割についての論文を発表

した。 

・ 多様な培養法によって，こ

れまで培養の難しかった極

限環境の難培養性微生物の

分離培養をその分類学的，

生理学的特性の決定及び特

徴的な機能の特定に関する

論文をまとめた。現場環境

再現実験や長期飼育に基づ

スリリースなど）行っ

た。 
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３．中長期目標，中長期計画，年度計画，主な評価軸，業務実績等，年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 
中長期目標 中長期計画 年度計画 

主な評価軸（評価の

視点），指標等 

法人の業務実績等・自己評価 
主務大臣による評価 

主な業務実績等 自己評価 

いたゴエモンコシオリエビ

外部共生システムの機能解

析と栄養の受け渡しに関し

て包括的理解を深め，論文

としてまとめた。 

・ 新規遺伝子断片のスクリー

ニング及び機能推定に関す

る研究では，海底堆積物試

料においてアルカリ条件下

加熱を用い，溶菌率 60%を

超える新規極限環境ゲノム

抽出法を実現した。また，

新規環境ゲノム抽出法に関

する成果を論文として発表

した。さらに，トポイソメ

ラーゼ修飾を施した新規プ

ラスミドベクターにより，

ゲノム断片の導入効率 50%

以上を達成した。加えて，

嫌気条件下で蛍光状態に成

熟可能な蛍光タンパク質

（evoglow）を組み込んだ新

規遺伝子発現ベクターを構

築し，好気・嫌気の両方の

条件下で有効な基質誘導型

遺伝子発現解析法を構築し

た。 

 

 

４．その他参考情報 
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様式２－１－４－１ 国立研究開発法人 年度評価 項目別評価調書（研究開発成果の最大化その他業務の質の向上に関する事項）様式 

 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅰ－１－(5) －① 
先端的基盤技術の開発及びその活用 

先端的掘削技術を活用した総合海洋掘削科学の推進 

関連する政策・施策 
政策目標９ 科学技術の戦略重点化 

施策目標９―７ 海洋分野の研究開発の推進 

当該事業実施に係る根拠（個

別法条文など） 

独立行政法人海洋研究開発機構法第十七条 

第一号 海洋に関する基盤的研究開発を行うこと。 

当該項目の重要度，難易

度 

 関連する研究開発評価，政策

評価・行政事業レビュー 
平成 27 年度行政事業レビューシート番号 0292 

 

２．主要な経年データ 

 主な参考指標情報  ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 

  基準値等 H26 年度 H27 年度 H28 年度 H29 年度 H30 年度  H26 年度 H27 年度 H28 年度 H29 年度 H30 年度 

       予算額（千円） 1,074,701     

       決算額（千円） 1,058,489     

       経常費用（千円） 1,514,265     

       経常利益（千円） ▲230     

 
  

    行政サービス実施コ

スト（千円） 
1,777,706     

        従事人員数 160     

注）予算額，決算額は支出額を記載。人件費については共通経費分を除き各業務に配賦した後の金額を記載 

３．中長期目標，中長期計画，年度計画，主な評価軸，業務実績等，年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 
中長期目標 中長期計画 年度計画 

主な評価軸（評価の

視点），指標等 

法人の業務実績等・自己評価 
主務大臣による評価 

主な業務実績等 自己評価 

 海洋の調査研究，開発に

おいて各種データ等を取

得するための船舶，海洋

観測網，観測機器等を高

度化することは，広大な

海洋空間を総合的に理解

する上で必要不可欠であ

り，我が国の海洋科学技

術を推進する上で極めて

重要である。このため，

未踏のフロンティアへの

挑戦，新たな分野の開拓

を可能にする先端的基盤

技術を開発するととも

に，それらを最大限に活

用することで，上記（１）

海洋掘削の技術開発は，

海底下という未踏のフ

ロンティアへのアプロ

ーチを可能なものとし，

その結果，多数の研究課

題が生まれている。それ

らを解決するため，国際

深 海 科 学 掘 削 計 画

（IODP）を推進し，「ち

きゅう」等による海洋掘

削を行うとともに，地球

を構成する物質の直接

採取，分析及び現場観測

を実施し，数値解析手法

やモデリング手法等を

用いることで，海洋・地

海洋掘削の技術開発は，海底

下という未踏のフロンティ

アへのアプローチを可能に

し，その結果，多数の研究課

題が生まれている。それらを

解決するため，国際深海科学

掘削計画（IODP）を推進し，

「ちきゅう」等による海洋掘

削を行うとともに，地球を構

成する物質の直接採取，分析

及び現場観測を実施し，数値

解析手法やモデリング手法

等を用いることで，海洋・地

球・生命を関連させた全地球

内部ダイナミクスモデルの

構築とその理解の推進を図

国際深海科学掘削

計画（IODP）を推進

し「ちきゅう」等に

よる海洋掘削を行

い，全地球内部ダイ

ナミクスモデルの

構築とその理解の

推進を図り，掘削科

学の新たな可能性

を切り拓くことに

貢献したか。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ｂ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

評定 Ｂ 

＜評定に至った理由＞ 

・ 国際深海科学掘削計画（IODP）

に対する国際的な連携・協力

に加え，海底下深部において

新たな知見を得ており，「研究

開発成果の最大化」に向けて

成果の創出が認められ，着実

な業務運営がなされている。 

＜今後の課題＞ 

 特になし。 

＜その他事項＞（審議会及び部会の意

見） 

 特になし。 
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３．中長期目標，中長期計画，年度計画，主な評価軸，業務実績等，年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 
中長期目標 中長期計画 年度計画 

主な評価軸（評価の

視点），指標等 

法人の業務実績等・自己評価 
主務大臣による評価 

主な業務実績等 自己評価 

から（４）までの研究開

発課題に積極的かつ組織

横断的に取り組む。 

具体的には，地球深部探

査船「ちきゅう」等によ

る海洋掘削により，これ

まで人類が到達できなか

った海底下深部において

得られた知見を最大限に

活用し，新たな科学的命

題を解決するための研究

開発を行い，国際深海科

学 掘 削 計 画

（ International Ocean 

Discovery Program ：

IODP）の科学プランの達

成に重要な役割を果た

す。 

また，シミュレーション

科学技術は，理論，実験

と並び，我が国の国際競

争力をより強化するため

に必要不可欠な先端的基

盤技術である。「地球シミ

ュレータ」等を最大限に

活用し，これまで培って

きた知見に基づき，海洋

地球科学の推進のために

必要な先端的な融合情報

科学に関する研究開発や

新たなモデリング手法・

シミュレーション技術等

に関する数理的研究開発

を行う。 

さらに，有人潜水調査船，

無人探査機等の深海調査

システムは，海洋のフロ

ンティアを切り拓くため

球・生命を関連させた全

地球内部ダイナミクス

モデルの構築とその理

解の推進を図り，多様な

探査と地球深部への掘

削により掘削科学の新

たな可能性を切り拓く。

さらに，海洋掘削に関す

る総合的な知見に基づ

き，今後需要が増すと見

込まれる超深度掘削技

術の発展に寄与する。 

 

(イ) 掘削試料・掘削孔

を利用した地殻活動及

び物質循環の動態解明 

スケールの異なる各種

試料やデータを高精

度・高分解能で分析でき

る手法を構築するとと

もに，掘削科学の推進に

不可欠な掘削技術・計測

技術，大深度掘削を可能

とする基盤技術を開発

する。また，海底観測や

広域地球物理探査等に

よって得られるデータ

に，掘削孔内において取

得される多様なデータ

や現場実験結果を加え

ることにより，海底下の

構造や性質を立体的に

把握し，それらの変動機

構の理解につながる仮

説を構築する。さらに，

仮説の有効性を確認す

るために，得られたデー

タ等を用いた数値シミ

り，多様な探査と地球深部へ

の掘削により掘削科学の新

たな可能性を切り拓く。さら

に，海洋掘削に関する総合的

な知見に基づき，今後需要が

増すと見込まれる超深度掘

削技術の発展に寄与する。 

 

 

 

 

 

 

（イ）掘削試料・掘削孔を利

用した地殻活動及び物質循

環の動態解明 

スケールの異なる各種試料

やデータを高精度・高分解能

で分析できる手法を構築す

るとともに，掘削科学の推進

に不可欠な掘削技術・計測技

術，大深度掘削を可能とする

基盤技術を開発する。また，

海底観測や広域地球物理探

査等によって得られるデー

タに，掘削孔内において取得

される多様なデータや現場

実験結果を加えることによ

り，海底下の構造や性質を立

体的に把握し，それらの変動

に関する理解を進める。さら

に，得られたデータ等を用い

た数値シミュレーションを

実施し，地殻変動や物質循環

等の変動プロセスに関する

理解を進める。このため，平

成 26 年度は以下の研究開発

を実施する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（イ）掘削資料・掘削孔を利

用した地殻活動及び物質循環

の動態解明 

・ 掘削情報を科学目的に使

用するためのデータ加工

法の検討を進めるととも

に，カッティングス・泥水

検層の高度利用法の検討，

それらに係わる機器開発

を行った。具体的には，「ち

きゅう」による掘削のリア

ルタイムモニタリングの

最適化や基幹技術として

の掘削体積比エネルギー

データの分析・利用法開

発，リアルタイム掘削デー

タによる岩盤物性把握の

ための試験を IODP へ提案

した。また，カッティング

ス／コア試料，検層，地震

波のデータを統合的に用

いたミリメートルからキ

ロメートルスケールのデ

ータ解釈に向けたデータ

処理・解析法開発を

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（イ）掘削資料・掘削孔を

利用した地殻活動及び物質

循環の動態解明 

・ 全体として，計画通り

に進捗しており，特に

同位体分析や高機能コ

アバーレルの開発等に

ついては論文掲載やプ

レスリリース等で顕著

な成果が上がってい

る。一方，大深度掘削

を目指す技術開発につ

いては多方面からのア

プローチにより進めら

れているが，多くの時

間が掛かることが予想

され，科学的成果に結

びつくまでにはまだ時

間が必要と考えられ

る。 

・ 研究実施体制について

は，大学をはじめとし

た外部関係組織や機構

内の各研究部門が連携

して取り組んでいる
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３．中長期目標，中長期計画，年度計画，主な評価軸，業務実績等，年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 
中長期目標 中長期計画 年度計画 

主な評価軸（評価の

視点），指標等 

法人の業務実績等・自己評価 
主務大臣による評価 

主な業務実績等 自己評価 

の研究開発に不可欠な先

端的基盤技術であるた

め，これらを高度化し，

必要な要素技術の開発を

行うとともに，観測や調

査等をより効率的・効果

的に推進するため，各シ

ステムの運用技術を確立

する。 

ュレーションを実施す

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・  掘削情報を科学目

的に使用するためのデータ

加工法の検討を進めるとと

もに，カッティングス・泥水

検層の高度利用法を検討す

る。また，孔内温度を正確に

計測するための機器開発作

業を実施する。これらのほ

か，掘削試料・掘削孔情報を

統合する手法開発を進める。 

・  高精度同位体分析

開発研究として，MC-ICP-MS

法による局所高精度鉛同位

体測定法及び岩石の高精度

ホウ素同位体分析法，TIMS

法による超高精度 Nd 安定同

位体分析法を開発する。ま

た，高分解能同位体分析開発

研究として，高空間分解能二

次 イ オ ン 質 量 分 析 計

（NanoSIMS）による微生物試

料の分析法開発を実施する

とともに，高精度酸素同位体

局所分析法の開発，走査透過

型電子顕微鏡（TEM）試料作

成 の ル ー チ ン 化 ，

TEM-NanoSIMS を併用した鉱

物学的・同位体的研究開発を

行う。 

・  地球深部探査船「ち

きゅう」が所期の研究成果を

挙げるための科学掘削等を，

安全かつ効率的に実施する

ための運用及び機器・システ

ムに係る技術開発を行うと

ともに，船体を含むシステム

全体の効率的な維持・管理に

資する知見を蓄積する。具体

NanTroSEIZE データへの

適用に向けて行った。その

他，大水深／大深度掘削

（IBM 島弧掘削，マントル

掘削等）に向けた各種試験

や技術的なフィジビリテ

ィー研究等を掘削関連業

界，関連研究機関と協働し

て行った。 

・ 掘削試料を用いた地震断

層・地球環境変動・マグマ

等諸過程における物質循

環・素過程の解析手法の構

築を目的として，高精度同

位体分析法と高分解能同

位体分析法の開発を行っ

た。前者では，マルチコレ

クターICP 質量分析計

（MC-ICP-MS）等を用い，

海洋酸性化や流体岩石相

互作用研究に有効なホウ

素同位体の高精度迅速分

析や局所鉛同位体高精度

分析の基礎技術を確立す

るとともに，高精度銅同位

体分析を用いた海洋大循

環の新指標を開発した。後

者では，サブミクロンまで

の空間領域をシームレス

にカバーする尖鋭的微小

領域分析システム構築に

向けた新規導入分析機器

の立ち上げおよび，超高解

像度二次イオン質量分析

計（NanoSIMS）を用いた同

位体イメージング技術開

発を行った。 

・ 地球深部探査船「ちきゅ

が，さらに国内の石油

開発産業界等との連携

により我が国の技術者

全体のレベルアップが

望める。今後はこの連

携を技術開発項目全体

に拡げ，進めていきた

い。 

・ 得られた研究成果のイ

ンパクトは，同位体分

析手法等の個々の技術

は関連する地球科学分

野に広く貢献すると考

えられる。今後は「総

合海洋掘削科学」全体

の評価につながる具体

的な成果を挙げていき

たい。 

・ 社会への貢献という面

からは，本課題で用い

ている分析法や解析法

を大学院生や若手研究

者向けにJ-DESCコアス

クールや連携大学院を

通して教育・人材育成

しており，貢献してい

る。掘削関連の技術や

データ統合に関する研

究においては，今後産

業界へ貢献していく事

が期待できる。 
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３．中長期目標，中長期計画，年度計画，主な評価軸，業務実績等，年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 
中長期目標 中長期計画 年度計画 

主な評価軸（評価の

視点），指標等 

法人の業務実績等・自己評価 
主務大臣による評価 

主な業務実績等 自己評価 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(ロ) 海洋・大陸のプレ

ート及びマグマの生成

並びにそれらの変遷過

程の解明 

活動的なプレート境界

である日本列島周辺海

域等において，プレート

が生成されてから地球

内部に向けて沈み込む

までの構造及びプレー

ト自体の変遷や挙動，沈

み込み帯を中心とした

的には，超硬岩層や高温域等

のコアを高品質で採取する

のに適した泥水駆動型等の

高機能コアバーレルの実用

化に向けた開発を推進する。

また，超大深度での適用に向

け，ドリルパイプの高強度化

に向けた開発を推進する。さ

らに，超大水深ライザーシス

テムの開発に関連して，新素

材を用いた軽量ライザーの

構成及び強流下におけるよ

り高精度の疲労寿命評価法

を検討する。加えて，「ちき

ゅう」等の掘削孔に設置し，

地震等の地殻変動等海底下

の変動を直接観測するため，

C0006/C0007，C0010 用長期

孔内観測システムの設置に

向けた資機材を準備する。 

 

 

 

 

 

 

（ロ）海洋・大陸のプレート

及びマグマの生成並びにそ

れらの変遷過程の解明 

 

活動的なプレート境界であ

る日本列島周辺海域等にお

いてプレートが生成されて

から地球内部に向けて沈み

込むまでの構造及びプレー

ト自体の変遷や挙動，沈み込

み帯を中心としたプレート

と断層の運動に伴い発生す

う」が所期の研究成果を挙

げるために科学掘削等を

安全かつ効率的に実施す

るための運用及び機器・シ

ステムに係る技術開発及

び船体を含むシステム全

体の効率的な維持・管理に

資する知見の蓄積を行っ

た。具体的には超硬岩層や

高温域掘削に向けた泥水

駆動型高機能コアバーレ

ルの耐久性向上と性能評

価を行い実海域試験が可

能な段階に到達させたほ

か，超大深度掘削に向けた

アルミ製ドリルパイプの

強度データ取得と設計ツ

ール製作，超大水深ライザ

ー掘削に向けた新素材を

用いた軽量ライザー管の

小スケール試験体試作と

性能評価，南海トラフ掘削

孔の長期孔内観測システ

ム構築に向けた資機材準

備と陸上試験を行った。 

 

（ロ）海洋・大陸のプレート

及びマグマの生成並びにそれ

らの変遷過程の解明 

 

・ 太平洋プレートの日本海

溝アウターライズやシャ

ツキーライズ近海におい

て，MCSOBS 調査観測を実

施し，海洋プレートの進化

過程解明に向けて，簡易解

析による構造の特徴を抽

出し，学会などで報告し

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（ロ）海洋・大陸のプレー

ト及びマグマの生成並びに

それらの変遷過程の解明 

 

・ 全体として計画を上回

る進捗と判断される。

今後はIODPにおける掘

削の実施，大規模な計

測，シミュレーション，

試料の観察などを通し

て科学的な成果を蓄積

し，将来的に社会へ貢
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３．中長期目標，中長期計画，年度計画，主な評価軸，業務実績等，年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 
中長期目標 中長期計画 年度計画 

主な評価軸（評価の

視点），指標等 

法人の業務実績等・自己評価 
主務大臣による評価 

主な業務実績等 自己評価 

プレートと断層の運動

に伴い発生する諸現象

及びプレート・地球内部

のマグマ生成，マントル

対流とプレートとの関

連等の解明に貢献する

研究開発を IODP 等とも

連携しつつ推進する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

る諸現象及びプレート・地球

内部のマグマ生成，マントル

対流とプレートとの関連等

の解明に貢献する研究開発

を IODP 等とも連携しつつ推

進する。このため，平成 26

年度は以下の研究開発を実

施する。 

・  海洋プレートの構

造，変遷・挙動の解明に向け

て，MCSOBS 調査等を海洋プ

レートにて実施し，データ解

析を進め，構造研究を行う。 

・  平成 25 年度までに

南海トラフ等で実施された

沈み込み帯掘削で取得され

たデータの解析，試料の分

析・実験を進める。また，沈

み込み帯における新規掘削

提案書作成のための事前調

査研究を進める。 

・ IODP計画の伊豆小笠

原マリアナ弧掘削航海を実

施し，取得されたデータの解

析，試料の分析を行う。また，

沈み込み帯のマグマ活動に

関する国内及び国際研究を

企画し，新機軸の研究を先導

する。 

・  フィリピン海プレ

ートを伝わる地震波を解析

し，海洋プレート内部の不均

質構造のサイズ・分布など実

態を推定し，不均質の起源を

同定する。また，フィリピン

海下マントルウェッジにつ

いて 3 次元電気伝導度構造

を求め，フィリピン海下の温

た。また，過年度の地震発

生帯データを含めた研究

を行い，アウターライズ掘

削のプレ・プロポーザル提

出準備を実施した。 

・ 実施済みの IODP 掘削プロ

ジェクトについてはデー

タの解析等，研究を進展さ

せ成果をまとめた。特に日

本海溝掘削での成果を解

析することによって，掘削

面の摩擦トルクを算出す

ることが可能になり，高速

剪断強度断面を作成する

ことが可能となった。プレ

ート構造と変遷等を解明

するため，太平洋プレート

上の堆積層の厚さや，折れ

曲がり断層の分布・比高な

どと断層帯の発達が関連

している日本海溝の海溝

軸先端部変形構造の発達

について，東北沖地震の最

浅部と，昭和三陸地震の震

源域についてマッピング

した。これらの成果に基づ

き，断層初期物質の特性解

明，海溝軸掘削による地震

履歴の解明，断層の広域的

広がりの確認を目的とし

て，新規掘削提案 JTRACK

を IODP へ提出した。 

・ 島弧進化の総合的理解と

大陸地殻成因の解明につ

いては，IODP 計画の伊豆

小笠原マリアナ（IBM）弧

掘削航海において，ジョイ

デスレゾリューション

献していく事が期待さ

れる。 

・ 中期計画および年度計

画に対する進捗は，6

カ月に及ぶ伊豆小笠原

マリアナ弧（IBM）掘削

航海を予定通り実施し

て，目標とするコア採

取，検層などを達成し，

参加する研究グループ

の多くが成果を得た。

また，新たな掘削プロ

ポーザルを提案し，計

画以上に進捗したと評

価した。 

・ 研究実施体制について

は，日本周辺域での多

様な研究テーマに対し

大学と協働体制で取り

組んでいる。 

・ 得られた研究成果のイ

ンパクトは，特に IBM

掘削航海の研究成果に

ついて解析等を進める

ことで次年度以降に成

果が出てくることが期

待される。 

・ 成果の外部発信は，

IODP に対し掘削提案を

実施することや，論文

発表，講演，メディア

への協力等，成果発信

は着実に行われた。IBM

掘削航海の成果につい

ても，今後広く普及し

ていきたい。 

・ 社会への貢献として

は，地震時の断層変
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３．中長期目標，中長期計画，年度計画，主な評価軸，業務実績等，年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 
中長期目標 中長期計画 年度計画 

主な評価軸（評価の

視点），指標等 

法人の業務実績等・自己評価 
主務大臣による評価 

主な業務実績等 自己評価 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

度や水など組成についての

分布を求める。さらに，中国

大陸下マントル遷移層に滞

留する太平洋プレートの微

細構造を求める。加えて，プ

レート沈み込み帯の構造生

成の起源を明らかにするた

め，水の輸送・火成活動を取

り入れたマントル対流シミ

ュレーションを実施する。 

・  海洋・大陸のプレー

ト及びマグマの生成過程の

解明を目指し，プレートが生

成されてから地球内部に向

けて沈み込むまでの構造と

地球内部のマグマ生成，マン

トル対流との関連に関する

理解を前進させる。そのた

め，ユーラシア大陸東縁にお

ける沈み込み帯とその背弧

領域，特に，IBM 国際プロジ

ェクトによる掘削試料を含

む日本－伊豆－ボニン－マ

リアナ弧からの火成岩試料

の採取と岩石学的記載を行

う。また，これらの島弧の背

弧領域における火成岩の岩

石学的解析も進め，プレート

の構造及びプレートの沈み

込みに伴う物質循環，マグマ

生成，マントル対流の理解を

前進させる。 

・  断層のすべり特性

を決定する断層岩の物理・化

学性質を総合的に解明する

ために，沈み込み帯掘削のコ

ア試料等の摩擦・力学挙動や

流体移動・拡散特性の実験的

（JR）号による三つの掘削

航海（EXP350，351，352）

を計 6ヶ月かけて実施し，

目的とするコアの採取や

検層を実施した。本掘削プ

ロジェクトは 10 年以上を

かけて実現したプロジェ

クトであり，今後世界に与

えるインパクトは大きく，

顕著な成果が得られたと

いえる。特筆すべき活動と

しては，地球における大陸

のでき方について，大陸は

海で出来ているという新

仮説を提唱し，これを検証

するため，西之島たいりく

プロジェクトを始動した。

本プロジェクトにおいて

東京海洋大学と共同で無

人調査艇を作成し，西之島

の溶岩を採取するための

準備を進めた。 

・ フィリピン海プレートを

伝わる地震波を解析する

ことで，プレート内不均質

についてプレートの年代

に関わらずプレート全体

に分布していることが明

らかとなった。フィリピン

海下マントルウェッジに

ついては，3次元電気伝導

度構造を求め，温度や水等

の組成についての分布を

求めた。さらに，中国大陸

下マントル遷移層に滞留

する太平洋プレートの微

細構造について解析した

結果，プレートの一部に穴

位・斜面崩壊や津波の

予測など防災政策に役

立つものが含まれてお

り，さらなる高度化が

期待されていると考え

る。 
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３．中長期目標，中長期計画，年度計画，主な評価軸，業務実績等，年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 
中長期目標 中長期計画 年度計画 

主な評価軸（評価の

視点），指標等 

法人の業務実績等・自己評価 
主務大臣による評価 

主な業務実績等 自己評価 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

研究と構造解析・化学分析を

行うとともに，沈み込み帯の

応力状態の時空間分布を解

明する目的の掘削コア試料

等による応力測定を実施す

る。また，東北地方太平洋沖

地震調査掘削(JFAST)試料等

の金属微量元素・同位体分析

により地震時の断層内物理

化学過程や地球内部元素循

環を評価する。 

・  大規模計算が可能

な数値アルゴリズムを新規

開発することにより，地球の

形成過程から地球内部ダイ

ナミクスの進化過程を統一

的に取り扱う「数値惑星」の

実現を目指す。また，鉱物物

理化学反応を考慮した地球

型惑星における地球の位置

づけをコア熱進化の観点か

ら明らかにするため，陰解法

ソルバ，高粘性粒子解法の研

究開発とその応用を行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

が空いていることがわか

った。 

・ IBM 国際プロジェクトに

おける掘削・試料採取が成

功し，また日本列島におけ

る流体循環解析結果につ

いて論文としてまとめた。

特に，有馬型塩水がスラブ

由来流体である可能性を

初めて示したことは顕著

な成果である。 

・ 断層すべり特性の総合的

解明については，コア試料

等を用いて摩擦・力学挙動

や流体移動・拡散特性の実

験的研究と構造解析・化学

分析を行うとともに，沈み

込み帯の応力状態の時空

間分布を解明する研究を

実施した。また，コア試料

の拡散実験やカッティン

グス試料を使った力学物

性の評価などの新規実験

技術の開発を開始した。断

層岩の微量元素・同位体分

析及びデータの解析技術

開発を行うことで，南海ト

ラ フ 巨 大 分 岐 断 層

（NanTroSEIZE），日本海溝

プ レ ー ト 境 界 断 層

（JFAST），中央構造線等に

おける断層内流体過程と

温度条件に制約を与える

ことができた。ライザー掘

削カッティング試料から，

レオロジーを解析する上

で必要不可欠な応力-歪み

曲線や，強度・弾性係数な
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３．中長期目標，中長期計画，年度計画，主な評価軸，業務実績等，年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 
中長期目標 中長期計画 年度計画 

主な評価軸（評価の

視点），指標等 

法人の業務実績等・自己評価 
主務大臣による評価 

主な業務実績等 自己評価 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

どの物理特性を測定でき

るシステムの開発に成功

した。さらに，高周波圧電

素子と高電圧パルサーを

組み込んだ弾性波速度測

定システムを構築するこ

とによって，弾性波速度を

測定することに成功した。

南海トラフ地震発生帯掘

削（NanTroSEIZE）で発見

された巨大分岐断層滑り

帯では地震滑りによる摩

擦熱の発生が確認されて

いるが，温度条件について

は議論が分かれている。こ

れを明らかにするため，微

量元素・同位体分析と平衡

モデル計算，反応速度論的

計算を組み合わせた解析

法を開発した。その結果，

地震時の断層内流体岩石

相互作用は 250℃以下の

条件であったことが推定

された。 

・ マントル含水鉱物内にお

ける水輸送過程のモデル

化を行い，水によるマント

ルの粘性減少によって，海

洋底熱流量の観測データ

と同程度の熱流量が実現

されることをつきとめた。

さらに，地球外核最上部数

100km から 1000km に知

られている低速度層を熱

的成層としてモデル化し

た地球ダイナモ計算を行

った。その結果，熱的成層

では地球ダイナモによる
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３．中長期目標，中長期計画，年度計画，主な評価軸，業務実績等，年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 
中長期目標 中長期計画 年度計画 

主な評価軸（評価の

視点），指標等 

法人の業務実績等・自己評価 
主務大臣による評価 

主な業務実績等 自己評価 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(ハ) 海底下の生命活動

と水・炭素・エネルギー

循環との関連性の解明 

生命の誕生と初期進化

や現世における生物学

的な元素循環において，

重要と考えられる海底

下の生命活動と水・炭

素・エネルギー循環の関

わりについて，生命活動

と同位体分別効果との

関わりを詳細に理解す

るため，平成 27 年度を

目途に，現場の物理化学

的条件を再現した熱水

試験を実施する。さら

に，海底掘削試料等を用

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（ハ）海底下の生命活動と

水・炭素・エネルギー循環と

の関連性の解明 

生命の誕生と初期進化や現

世における生物学的な元素

循環において，重要と考えら

れる海底下の生命活動と

水・炭素・エネルギー循環の

関わりについて，生命活動と

同位体分別効果との関わり

を詳細に理解するため，海底

掘削試料等を用いて，海底下

の環境因子と生命活動との

関係，海底下微生物の生理・

生態や遺伝子機能の進化に

関する分析研究を実施する。

このため，平成 26 年度は以

地球磁場生成を説明する

ことが難しいことがわか

った。 

・ 房総半島および種子島に

て，それぞれ沈み込み帯の

浅部，深部の陸域アナログ

研究を実施した。今年度は

特に，房総半島において

「ちきゅう」が掘削ターゲ

ッ ト と し て い る

Out-of-sequence thrust 

を発見し，摩擦熔融を確認

し，地震性すべりが海底面

付近まで伝播したことが

明らかになった。また，プ

レート境界の断層運動に

よる剪断強度増加と肥大

化について，地質と地盤工

学研究の融合から実証に

成功した。 

 

（ハ）海底下の生命活動と

水・炭素・エネルギー循環と

の関連性の解明 

・ 日本海溝海底下生命圏と

地震流体移流域への掘削

試料については，統合国際

深海掘削計画（IODP）第

343 次研究航海や「よこす

か」「しんかい６５００」

による潜航調査等と得ら

れた試料を用いて，地殻コ

ア間隙流体の物理・化学特

性およびコア試料中の微

生物群集の解析を進め，沈

み込み帯海底下環境の地

質学的セッティング，深部

地殻内流体循環系の推定，

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（ハ）海底下の生命活動と

水・炭素・エネルギー循環

との関連性の解明 

・ 全体として，技術開発

や様々な生命圏に関す

る理解が進み，特に超

低栄養生命圏の発見は

世界的にインパクトが

ある成果であったと考

えられることから，顕

著な成果の創出があ

り，計画を上回る進捗

と判断した。 

 中期計画及び年度計

画に対する進捗は，全

体としては予定通りの

進捗と判断される。新
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３．中長期目標，中長期計画，年度計画，主な評価軸，業務実績等，年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 
中長期目標 中長期計画 年度計画 

主な評価軸（評価の

視点），指標等 

法人の業務実績等・自己評価 
主務大臣による評価 

主な業務実績等 自己評価 

いて，海底下の環境因子

と生命活動との関係，海

底下微生物の生理・生態

や遺伝子機能の進化に

関する分析研究を実施

する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

下の研究開発を実施する。  

・  南海トラフ沈み込

み帯海底下微生物圏，日本海

溝海底下生命圏と地震流体

移流域への掘削試料を用い

て，地殻コア間隙流体や湧

水，あるいは人工湧水の物

理・化学・微生物学的特性の

解析から，沈み込み帯海底下

環境の地質学的セッティン

グ，深部地殻内流体循環系の

推定，海底下微生物生態系の

存在様式や機能などを明ら

かにする。 

・  南海トラフ沈み込

み帯海底下微生物圏，下北沖

海底下生命圏，日本海溝海底

下生命圏と地震流体移流域

の掘削試料から培養される

極限微生物の生物機能や相

互作用，物理・化学プロセス

の研究を進める。 

・  海底掘削試料中の

微量有機物や炭酸塩の炭

素・窒素・酸素安定同位体比

を測定するため，同位体測定

技術の微量化を進める。特

に，製作中の赤外線レーザー

を用いた二酸化炭素の同位

体比測定装置の最適化（特に

温度制御に関して）を行い，

実際の試料に応用できる体

制を整える。 

・  初期地球における

原始地殻と海洋環境を高温

高圧実験で再現する。非生命

分子進化から生命進化の共

通な生体分子統計力学量の

海底下微生物生態系の存

在様式や機能についての

極めて画期的な知見を得

た。 

・ 下北沖海底下生命圏への

掘削科学によるアプロー

チは，統合国際深海掘削計

画（IODP）第 337 次研究航

海「下北八戸沖石炭層生命

圏掘削」の試料を用いた連

続フローリアクター培養

法による海底下メタン菌

の培養を行い，海底下に活

発なメタン生成活性なら

びにメタン菌ポピュレー

ションが存在しているこ

とを明らかにした。 

・ 海底掘削試料中の微量有

機物や炭酸塩の炭素・窒

素・酸素安定同位体比を測

定するため，地中海におけ

る海底下の岩塩掘削を実

施すべく，IODP プロポ―

ザルを提出した。 

・ 細胞内の高濃度生体高分

子系についての統計力学

的マクロ量について，平均

分子数，その分散の理論的

解析を進めた。高圧細胞統

計力学実験はについては，

分子数平均値の増加，分散

値の減少結果を得た。  

・ 地殻・マントルにおける水

流体の分布を支配する水

量とその幾何学パラメー

タを同時推定する MRF 法

を開発し日本列島下に適

用した。  

たな掘削提案が高い評

価を得たことは，計画

の進捗の面からも評価

できる。 

 研究実施体制につい

ては，IODP に関わる国

外機関や国内機関との

共同研究を実施し，「ち

きゅう」や「しんかい

6500」及び調査船とい

った JAMSTEC のリソー

スを用いた観測航海を

行った。地下生命圏研

究については大学等と

の連携を推進すること

でより一層今後発展し

ていくと考えられる。 

 得られた研究成果に

ついては，海底下生命

圏や元素循環の全体像

が明らかになりつつあ

り，大きなインパクト

を持つと考えられる

が，特に外洋堆積物中

における酸素と超低栄

養生命圏の発見は

Nature Geoscience に

掲載されるなど世界的

に影響のある成果であ

った。 

 成果の外部発信は，

論文，プレスリリース，

掘削提案の作成など，

外部・メディアに対し

て十分な発信がなされ

ている。今後，海底下

の生命活動に関する研

究分野に対する一般へ
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３．中長期目標，中長期計画，年度計画，主な評価軸，業務実績等，年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 
中長期目標 中長期計画 年度計画 

主な評価軸（評価の

視点），指標等 

法人の業務実績等・自己評価 
主務大臣による評価 

主な業務実績等 自己評価 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

推定法手法を試行する。高温

高圧における生体分子挙動

を実験できる装置の開発を

行う。 

・  掘削試料や岩石試

料を用いて，地球大気及び海

洋の二酸化炭素濃度の定量

化・全球炭素フラックスの算

定の論文化及び初期太古代

の地球大気及び海洋の二酸

化炭素濃度変化をまとめる。 

・  先カンブリア紀の

地球海洋生命進化の再現実

験から得られる実験結果と

掘削試料の分析から得られ

る観察を合わせ，大気−海水—

地殻の相互物理・化学・生物

プロセスを理解する最も重

要な原理を見出し，海底下の

環境因子と生命活動との関

係，海底下微生物の生理・生

態や遺伝子機能の進化に関

する理解を進める。 

・  下北八戸沖から採

取された掘削コア試料等を

用いて，海底下生命圏の限界

や規定要因を明らかにする。 

・  世界各地の海洋底

より採取された堆積物コア

試料から網羅的に環境ゲノ

ム DNA を抽出・生成し，デジ

タル PCR 法による特定系

統・代謝機能遺伝子の定量及

び次世代シーケンサーを用

いた遺伝子解読による多様

性・群集構造解析等を行い，

堆積物の年代・間隙水化学組

成・物理特性などのデータや

・ 微生物学的メタン生成に

おける H2-H2O-CO2-CH4 同

位体システマティックス

を支配する因子の具体例

について成果をまとめた。 

・ 24.5 億年前の先カンブリ

ア紀における岩石の地質

学・地球化学的解析によ

り，原始地球大気および海

洋の二酸化炭素濃度の定

量化・全球炭素フラックス

の解読を行い，成果をまと

めた。  

・ 原始海底熱水チムニーに

おける電気化学的化学進

化プロセスの可能性につ

いて理解を進め報告をま

とめた。 

・ 下北沖石炭層生命圏掘削

調査において，石炭を含む

浅海・湖沼性の堆積環境か

ら深海性の堆積環境への

トランジションに対応し

た明瞭な微生物群集構造

の変化が確認された。本現

象は，堆積物内での微生物

細胞の拡散や能動的移動

が起こらず，堆積環境に由

来する微生物（あるいはそ

の子孫）が残存しているこ

とを示唆している。現在，

下北沖のコア試料以外に

も，IODP によりバルト海

や日本海で掘削採取され

たコア試料を用いて，高精

度な細胞計数のプロファ

イルや真核細胞（古代カビ

等）の分取，分子生物学的

の認知度をさらに高め

ていくことが必要と考

える。 

 社会貢献としては，

本課題に関する一般向

けの解説文や過去10年

間の統合国際深海掘削

計画における科学的成

果の総説本等の公表，

プレスリリースや一般

向け講演会といった国

民との対話・アウトリ

ーチ活動を通じて，広

く研究成果を普及する

ことで効果が上げられ

たと考える。今後，企

業との連携を推進する

ことや，農学と地球科

学を融合する試みも重

要と考えるところであ

る。 
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３．中長期目標，中長期計画，年度計画，主な評価軸，業務実績等，年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 
中長期目標 中長期計画 年度計画 

主な評価軸（評価の

視点），指標等 

法人の業務実績等・自己評価 
主務大臣による評価 

主な業務実績等 自己評価 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(ニ) 堆積物記録による

地球史に残る劇的な事

象の解明 

巨大海台及びその周辺

海域の物理・化学・地質

探査を平成 27 年度を目

途に実施し，IODP や国際

陸 上 科 学 掘 削 計 画

（ICDP）等で得られた試

料の分析，観測及び数値

シミュレーションを組

み合わせることにより，

数百万年から数億年程

度前からの古環境を高

時空間分解能で復元し，

地球内部活動が表層環

境へもたらす影響を評

価する。 

 

 

 

 

海洋学的条件との統計学的

比較分析及び地理的空間分

布のマッピングを行う。 

・  地球深部生命の単

一細胞・単一系統細胞の選択

分取・濃縮技術・遺伝子解析

手法及び NanoSIMS などの高

空間分解能質量分析機器を

用いた元素組成・代謝活性分

析手法に関する研究開発を

行う。 

・  大陸沿岸の堆積物

コア試料を用いて，古環境変

動と海底下生命圏との関わ

りに関する研究に着手する。 

 

（ニ）堆積物記録による地球

史に残る劇的な事象の解明 

 

IODP や国際陸上科学掘削計

画（ICDP）等で得られた試料

の分析，観測及び数値シミュ

レーションを組み合わせる

ことにより，数百万年から数

億年程度前からの古環境を

高時空間分解能で復元し，地

球内部活動が表層環境へも

たらす影響を評価する。この

ため，平成 26 年度は以下の

研究開発を実施する。  

・  水月湖掘削計画等

によって取得されたコア試

料で得られた研究成果を海

洋底堆積物に応用するため

の準備作業を行う。水月湖堆

積物に見られた「年縞」と呼

ばれる季節変動が海洋底堆

積物に記録される可能性と

な手法等による古環境変

動と遺伝子進化に関わる

研究に着手しており，古環

境変動を一つの環境規定

因子とした海底下生命圏

とのリンケージが見えつ

つある。 

・ 海底下の限界生命圏の解

明を目標とした新たな掘

削プロジェクトを提案し，

審査において高い評価を

得た。 

 

 

 

 

（ニ）堆積物記録による地球

史に残る劇的な事象の解明 

 

・ 水月湖掘削計画で得られ

た研究成果を海洋底堆積

物に応用するための準備

を進め，今後の研究対象や

研究手法の方向性を見極

めることができた。 水月

湖で得られた過去数万年

の堆積物記録を同時代の

海洋底堆積物に対比する

研究を行ったことで，海洋

底堆積物に年縞がなくて

も水月湖の高分解能年代

軸を挿入することが可能

となり，気候変動のタイミ

ングが比較できることと

なる。 

・ 古地磁気測定では，北西オ

ーストラリア，ピルバラ地

域花崗岩の磁性に関する

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（ニ）堆積物記録による地

球史に残る劇的な事象の解

明 

・ 本課題では，IODP にお

いて要度が高いと考え

る 3 つの掘削提案の立

案を推進しており，そ

れらのプロポーザルが

順調に進んでおり，計

画通りの進捗であると

判断した。まだ実際に

掘削を実施するまでに

は時間が必要と予想さ

れるが，国内の科学者

コミュニティを一層巻

き込んでいきたい。 

・ 中期計画及び年度計画

に対する進捗は，水月

湖掘削の成果活用につ

いては準備段階であり

十分に進捗していない

が，3つの掘削提案を実
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３．中長期目標，中長期計画，年度計画，主な評価軸，業務実績等，年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 
中長期目標 中長期計画 年度計画 

主な評価軸（評価の

視点），指標等 

法人の業務実績等・自己評価 
主務大臣による評価 

主な業務実績等 自己評価 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

その場所について検討を行

い，その試料を回収するため

に必要な技術項目の抽出を

行う。また，これらの検討に

必要な堆積物試料の予備分

析・追加分析作業を実施す

る。さらに，これらを通じて，

「ちきゅう」を用いた高解像

度堆積情報掘削計画に関す

る科学計画立案に貢献する。 

・  古地磁気測定では，

微小試料磁気測定手法を高

感度化し，白亜紀（１億年前）

及びペルム紀（2.5 億年前）

スーパークロン等の大規模

磁場変動史を，岩石中の変質

していない鉱物試料を用い

ることで高精度に復元する。

また，液体金属を用いた熱対

流実験では，液体金属の対流

パターンの自発的逆転現象

について，印可磁場及び回転

依存性を分析し，その発現メ

カニズムを明らかにし，地磁

気逆転等の観測される磁場

変動の起源解明に貢献する。

さらに，地球表層で起こる気

候変動，地球回転変動と地球

中心部で生成維持されてい

る磁場変動との相関の起源

を解明するため，地震学的に

内核・外核境界構造を精査

し，高精度地球ダイナモシミ

ュレーションを継続する。 

・  太平洋の広域から

採取された海底堆積物コア

試料の化学成分分析を進め，

独立成分分析により，海嶺玄

論文を発表した。磁場中で

の液体金属の熱対流パタ

ーン変動について，実験結

果を数値シミュレーショ

ンで再現することによっ

て，対流パターンの逆転現

象を詳細に調べることが

できた。外核最上部地震学

的構造推定について，マン

トル構造不均質の影響を

評価して，論文に発表し

た。  

・ 掘削試料を用いた研究は，

太平洋の海底堆積物の化

学組成に関する総合的解

析，水月湖掘削のための準

備，長期的な気候変動に影

響を与える地球内部活動

について実施した。 

・ 太平洋の広域に分布する

海底堆積物組成について，

化学分析および組成統計

解析を実施し，独立成分を

抽出できたため，予定どお

り達成したといえる。 

・ 地球内部活動が表層環境

へもたらす影響を評価す

るために必要な掘削調査

の一つである地中海掘削

に関しては，傘下プロポー

ザルである Gold を完成・

提出し，フル・プロポーザ

ルの作成が認められた。ま

た，岩塩堆積物／微生物傘

下プロポーザルを提出す

るために日欧の研究者が

集うワークショップを開

催した。 

現に向けて進めてお

り，中期計画達成に向

けた進捗としては順調

であると判断した。 

・ 研究実施体制について

は，国内外の研究機関

と共同し，JAMSTEC のリ

ソ ー ス に 加 え ，

Spring-8 などを活用し

て取り組んだ。 

・ 得られた研究成果で

は，掘削試料に基づく

海底堆積物の組成の多

様性や海洋環境変動な

どについて論文として

公表された。今後はこ

れらの成果の意義につ

いても対外的にアピー

ルしていきたい。 

・ 成果の外部発信につい

ては，論文発表が多数

されている他，プレス

発表，講演などの形で

も適切に外部発信を行

った。 

・ 社会への貢献は，黒色

頁岩の形成解明につい

ては石油開発産業に貢

献する可能性があるな

ど，産業界への影響も

今後出てくると期待さ

れるところである。 
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３．中長期目標，中長期計画，年度計画，主な評価軸，業務実績等，年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 
中長期目標 中長期計画 年度計画 

主な評価軸（評価の

視点），指標等 

法人の業務実績等・自己評価 
主務大臣による評価 

主な業務実績等 自己評価 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

武岩－熱水成分等のマント

ル由来成分の抽出を行う。こ

れらの結果，特に，地表の風

化・浸食・生物源起源の成分

とマントル由来成分の割合

に注目し，地球内部活動が海

底堆積物の形成に与える影

響評価を行う。 

・  地中海における海

底下の岩塩掘削を見越した

うえで，陸上で採取された岩

塩堆積物の鉱物組成及び微

量元素の同位体比分析を行

い，IODP プロポーザルの改

訂に貢献する。また，地球深

部ダイナミクス研究分野な

どと協力して，白亜紀中期に

起きた巨大火成岩岩石区の

形成にともなう地球表層環

境変動をケーススタディと

して，既存データをコンパイ

ルする。 

・  炭酸塩試料等の高

精度同位体分析により，大気

－海洋－地殻での元素循環

と地球環境変動の研究を行

う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・ 南豪(Bight Basin)におけ

る白亜紀無酸素事変をタ

ーゲットとした掘削も，プ

レ・プロポーザルを完成・

IODP へ提出し，科学提案

諮問部会（SEP）の議論を

経て改訂プロポーザルを

再提出した。地球生命史の

解明等を目的としたオー

ストラリアのロードハウ

ライズ掘削については，プ

レ・プロポーザルを提出

し，平成 27 年度に開催さ

れるワークショップにて

その科学的意義を議論す

る予定である。 

・ 炭酸塩試料等の高精度同

位体分析から地球環境変

動研究を行う試みでは，

TIMS 法により，IODP タヒ

チ掘削で得られたサンゴ

骨格試料について世界最

高レベルの高精度ホウ素

同位体分析に成功した。ホ

ウ素同位体比から復元さ

れた海水の pH 変動に基

づき，最終退氷期における

中央赤道太平洋の海洋酸

性化・炭素循環についての

新知見を得ることができ，

計画以上に達成した。この

他，コア試料を用いた研究

方法の開発として，中赤外

レーザーによる微量気

体・同位体測定法，重元素

同位体高精度分析法など

多様な新しい方法論の開

発を進めた。 
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３．中長期目標，中長期計画，年度計画，主な評価軸，業務実績等，年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 
中長期目標 中長期計画 年度計画 

主な評価軸（評価の

視点），指標等 

法人の業務実績等・自己評価 
主務大臣による評価 

主な業務実績等 自己評価 

 

(ホ) 掘削科学による新

たな地球内部の動態解

明 

海底掘削試料等の精密

化学分析により提唱さ

れ始めた新たな地球内

部の構造の存在につい

て，マントル・コアの精

密な物理・化学・地質探

査を実施し，平成 28 年

度を目途にその構造の

概要を把握する。また，

マントル運動及びプレ

ート運動等に与える影

響を分析し，観測及び数

値シミュレーションを

組み合わせることによ

り，地球表層及びマント

ルの大規模運動を評価

する。 

 

 

（ホ）掘削科学による新たな

地球内部の動態解明 

 

海底掘削試料等の精密化学

分析により提唱され始めた

新たな地球内部の構造の存

在について，その構造の把握

に向けた研究開発を実施す

る。さらに，マントル運動及

びプレート運動等に与える

影響を分析し，観測及び数値

シミュレーションを組み合

わせることにより評価する。

このため，平成 26 年度は以

下の研究開発を実施する。 

・  IODP プロポーザル

で示した 3 か所のマントル

掘削候補地点の中で，ハワイ

沖の掘削候補地点の事前調

査を行う。そのため，ハワイ

沖の海底下の物理探査を行

い，モホ面を含めた海洋プレ

ートの物理構造を明らかに

する。また，海洋プレートの

化石である陸上のオフィオ

ライト岩体の地質調査を行

い，岩石層序を明らかにし

て，掘削で得られるサンプル

との対比ができるように準

備する。さらに，海洋プレー

トとその直下のマントルを

構成する物質の地震波速度，

電気伝導度，レオロジー特

性，磁気的性質などを明らか

にする物性研究を，室内実験

や理論計算を駆使し，探査デ

ータとの比較を行い，得られ

 

（ホ）掘削科学による新たな

地球内部の動態解明 

 

・ ハワイ沖の掘削候補地点

の事前調査については，ア

メリカ国内法の規制のた

め，調査が中止となった。

このサンプルと比較する

ため，オマーンにおいて陸

上のオフィオライト岩体

の地質調査を新潟大学と

連携して実施した。マント

ルを構成する物質の物性

研究については室内実験

装置の開発を行い，その装

置を用いた研究成果が得

られた。なお，マントル掘

削国際コミュニティとの

連携については，ハワイ沖

調査の中止を受けて，プロ

ジェクトのスケジュール

修正を行い，また，新たな

プロジェクトとしてアウ

ターライズ掘削を提案し

た。 

・ 大陸移動を考慮したマン

トル対流シミュレーショ

ンをおこない，過去 2 億年

の大陸移動がマントル対

流によって駆動されてい

ることを明らかにした。海

底地震・電磁気観測によっ

てタヒチ・ホットスポット

におけるマントル上昇流

の電気伝導度構造・地震学

的構造を求め，ホットスポ

ットの下に高伝導度・高温

 

（ホ）掘削科学による新た

な地球内部の動態解明 

 

本課題では，地球内部の構

造や物質・エネルギーに関

する知見が得られており，

計画以上の進捗があったと

判断した。 

中期計画及び年度計画に対

する進捗としては，事前調

査航海の中止は発生した

が，代替プロジェクトを進

めており全体として順調に

進捗していると考えた。こ

の他，東西組成半球構造に

より大陸移動のダイナミッ

クスに関する新しい理論を

提唱するなど，計画以上の

成果を上げている。 

研究実施体制については，

国内外の研究者と共に機構

の船舶を用いた調査，高温

高圧実験，数値シミュレー

ション等を実施し，ターゲ

ットを絞った研究を行っ

た。 

得られた研究成果のインパ

クトとして，マントル同位

体マッピングによる半球分

割モデルやマントルシミュ

レーションなどは，地球科

学全体に対して大きなイン

パクトを与えた成果である

と言える。 

成果の外部発信は，多数の

論文発表に加え，プレスリ

リース，一般向け雑誌や書
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３．中長期目標，中長期計画，年度計画，主な評価軸，業務実績等，年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 
中長期目標 中長期計画 年度計画 

主な評価軸（評価の

視点），指標等 

法人の業務実績等・自己評価 
主務大臣による評価 

主な業務実績等 自己評価 

たハワイ沖の海洋プレート

の物理構造の解明を進める。

そして，調査航海で得られた

物理探査データを利用して，

マントル掘削国際コミュニ

ティと協調して，掘削の可能

性の可否を検討する。 

・  有限波長地震波ト

モグラフィー手法を用いて，

全地球マントル不均質構造

を推定し，マントル構造と地

球化学的不均質とを比較す

る。また，地震学的に内核・

外核境界構造を推定する。実

際の大陸形状を考慮した大

陸地殻とプレートを持つ対

流モデルによって，超大陸の

形成と分裂の歴史を復元す

る。さらに，地球サイズを可

変パラメーターとしたマン

トル対流シミュレーション

により，地球にプレート運動

が存在する条件範囲を推定

する。加えて，オントンジャ

ワ海台起源解明のため総合

的海底地球物理学調査を行

う。 

 日本列島-カムチャッカ半

島での火山岩の調査・分析及

び全地球的な（第四紀または

それに準ずる）若い火山岩組

成データベースの構築を行

う。これらのデータに基づ

き，組成空間を張る独立成分

の抽出と，それに基づく半球

構造のキャラクタリゼーシ

ョンを進める。 

の異常があることを見出

した。オントンジャワ海台

起源解明のため，トライト

ンブイ航海と合同の航海

を実施し，海底・海洋島地

球物理学調査を開始した。

惑星サイズを変えてマン

トル対流構造に与える影

響を地球の場合と比較し，

プレート運動の存在条件

を調べた。有限波長地震波

トモグラフィー手法によ

るマントル不均質構造推

定について，定常観測網や

海底地震計データを収集，

波形解析を行った。  

・ 火山岩の調査・分析，全球

的玄武岩組成データベー

ス構築を行い，半球構造の

キャラクタリゼーション

を実施した。さらに，半球

構造の予察的成因モデル

を提出し，計画以上の達成

となった。 

 

 

籍での成果公表があり，十

分に実績があると判断し

た。 

社会への貢献としては，マ

ントル対流の理解進化が長

期的環境変化の鍵を担うと

考えられており，社会へ与

える影響も今後大きくなる

と考えられる。 
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４．その他参考情報 
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様式２－１－４－１ 国立研究開発法人 年度評価 項目別評価調書（研究開発成果の最大化その他業務の質の向上に関する事項）様式 

 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅰ－１－(5) －② 
先端的基盤技術の開発及びその活用 

先端的融合情報科学の研究開発 

関連する政策・施策 
政策目標９ 科学技術の戦略重点化 

施策目標９―７ 海洋分野の研究開発の推進 

当該事業実施に係る根拠（個

別法条文など） 

独立行政法人海洋研究開発機構法第十七条 

第一号 海洋に関する基盤的研究開発を行うこと。 

当該項目の重要度，難易

度 

 関連する研究開発評価，政策

評価・行政事業レビュー 
平成 27 年度行政事業レビューシート番号 0292 

 

２．主要な経年データ 

 主な参考指標情報  ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 

  基準値等 H26 年度 H27 年度 H28 年度 H29 年度 H30 年度  H26 年度 H27 年度 H28 年度 H29 年度 H30 年度 

       予算額（千円） 2,230,321     

       決算額（千円） 2,177,676     

       経常費用（千円） 2,364,598     

       経常利益（千円） ▲244     

 
  

    行政サービス実施コ

スト（千円） 
2,076,279     

        従事人員数 156     

注）予算額，決算額は支出額を記載。人件費については共通経費分を除き各業務に配賦した後の金額を記載 

３．中長期目標，中長期計画，年度計画，主な評価軸，業務実績等，年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 
中長期目標 中長期計画 年度計画 

主な評価軸（評価

の視点），指標等 

法人の業務実績等・自己評価 
主務大臣による評価 

主な業務実績等 自己評価 

 海洋の調査研究，開発

において各種データ

等を取得するための

船舶，海洋観測網，観

測機器等を高度化す

ることは，広大な海洋

空間を総合的に理解

する上で必要不可欠

であり，我が国の海洋

科学技術を推進する

上で極めて重要であ

る。このため，未踏の

フロンティアへの挑

戦，新たな分野の開拓

を可能にする先端的

基盤技術を開発する

シミュレーション科学技術

は，理論，実験と並んで我が

国の国際競争力をより強化

し，国民生活の安全・安心を

確保するために必要不可欠

な科学技術基盤である。ま

た，第 4期科学技術基本計画

では，シミュレーション科学

技術，数理科学やシステム科

学技術等，複数の領域に横断

的に活用することが可能な

複合領域の科学技術に関す

る研究開発が重要課題とし

て設定されている。そのた

め，我が国のフラッグシップ

機を補完し，地球科学分野で

シミュレーション科学技術

は，理論，実験と並んで我が

国の国際競争力をより強化

し，国民生活の安全・安心を

確保するために必要不可欠

な科学技術基盤である。ま

た，第 4期科学技術基本計画

では，シミュレーション科学

技術，数理科学やシステム科

学技術等，複数の領域に横断

的に活用することが可能な

複合領域の科学技術に関す

る研究開発が重要課題とし

て設定されている。そのた

め，我が国のフラッグシップ

機を補完し，地球科学分野で

国 民 生 活 の 安

全・安心を確保す

るため「地球シミ

ュレータ」を最大

限活用し，海洋地

球科学における

先端的な融合情

報科学を推進し

たか。 
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評定 Ｂ 

＜評定に至った理由＞ 

・ 「地球シミュレータ」を最大

限に活用した研究開発による

直接的な成果の創出に加え，

他機関との連携・協力や成果

の実用化が認められ，「研究開

発成果の最大化」に向けた着

実な業務運営がなされてい

る。 

＜今後の課題＞ 

 特になし。 

＜その他事項＞（審議会及び部会の意

見） 

 特になし。 
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３．中長期目標，中長期計画，年度計画，主な評価軸，業務実績等，年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 
中長期目標 中長期計画 年度計画 

主な評価軸（評価

の視点），指標等 

法人の業務実績等・自己評価 
主務大臣による評価 

主な業務実績等 自己評価 

とともに，それらを最

大限に活用すること

で，上記（１）から（４）

までの研究開発課題

に積極的かつ組織横

断的に取り組む。 

具体的には，地球深部

探査船「ちきゅう」等

による海洋掘削によ

り，これまで人類が到

達できなかった海底

下深部において得ら

れた知見を最大限に

活用し，新たな科学的

命題を解決するため

の研究開発を行い，国

際深海科学掘削計画

（ International 

Ocean Discovery 

Program：IODP）の科

学プランの達成に重

要な役割を果たす。 

また，シミュレーショ

ン科学技術は，理論，

実験と並び，我が国の

国際競争力をより強

化するために必要不

可欠な先端的基盤技

術である。「地球シミ

ュレータ」等を最大限

に活用し，これまで培

ってきた知見に基づ

き，海洋地球科学の推

進のために必要な先

端的な融合情報科学

に関する研究開発や

新たなモデリング手

法・シミュレーション

の世界トップレベルの計算

インフラである「地球シミュ

レータ」を最大限に活用し，

これまで培ってきた知見を

領域横断的にとらえ，海洋地

球科学における先端的な融

合情報科学を推進する。 

 

(イ) 先進的プロセスモデル

の研究開発 

様々なスケールの諸現象を

高精度に予測するため，数理

科学を基盤とした領域横断

的アプローチにより個別問

題を統合問題としてとらえ，

平成 28 年度を目途に基盤と

なる手法を開発し，先端的な

数理・物理モデルやシミュレ

ーション手法を開発する。そ

れらを用いて数値実験を行

い，諸プロセスの再現性を実

証的に評価してモデルの信

頼性を向上させる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

の世界トップレベルの計算

インフラである「地球シミュ

レータ」を最大限に活用し，

これまで培ってきた知見を

領域横断的にとらえ，海洋地

球科学における先端的な融

合情報科学を推進する。 

 

（イ）先進的プロセスモデル

の研究開発 

様々なスケールの諸現象を

高精度に予測するため，数理

科学を基盤とした領域横断

的アプローチにより個別問

題を統合問題としてとらえ，

先端的な数理・物理モデルや

シミュレーション手法を開

発する。それらを用いて数値

実験を行い，諸プロセスの再

現性を実証的に評価してモ

デルの信頼性を向上させる。

このため，平成 26 年度は以

下の研究開発を実施する。 

・  全球雲解像モデル

（NICAM）におけるスケール

間相互作用や現象の予測精

度の向上を目指し，物理過程

の検討や改良など基盤的研

究開発を行う。また，雲微物

理過程モデルに関して，素過

程だけのモデル間比較及び

観測との比較を行い，その再

現性を実証的に評価してモ

デルの信頼性を向上させる。

さらに，放射モデルに関し

て，大気の３次元放射エネル

ギー収支の見積もりを目指

して，３次元大気放射モデル

 

 

 

 

 

 

 

 

（イ）先進的プロセスモデル

の研究開発 

・ 全球雲解像モデル（NICAM）

の基盤的研究開発におい

ては，雲微物理スキーム等

の物理過程の検討と感度

実験を実施し，現象の予測

精度向上につながる良好

な結果を得た。マッデン・

ジュリアン振動等のスケ

ール間相互作用の改善に

向けてカップラーの開発

を推進し，低解像度（MJO）

モデルを用いた結合実験

を実施して問題点の洗い

出しを行った。 

・ 一方，さらによりよい大気

海洋結合モデルを目指し

た開発をスタートし，当初

は，大気，海洋，カップラ

ーの各要素モデルの調査，

開発プロポーザルを想定

アウトプットとして記入

していたが，実際には力学

的な結合作業を行って

ES2 での動作試験ランを

実行することが出来た。試

験的な結合計算１ヶ月分

を完了させている。 

・ 高精度エアロゾルモデル

 

 

 

 

 

 

 

 

（イ）先進的プロセスモデ

ルの研究開発 

・ 年度計画及び中期計画

に対する進捗状況につ

いては，プロセスモデ

ル，基盤モデルともに

開発と評価を完了し，

今期予定していなかっ

た応用にまで到達する

ことができた。また，

ＨＰＣアプリケーショ

ンのチューニング技術

に関しては，予定を完

了し実際に自動チュー

ニング作業に入った。

よって，全体として計

画以上の進捗を達成し

た。 

・ 得られた成果の科学的

意義については，乱流

及び３次元熱放射プロ

セスを詳細に考慮した

熱・風シミュレーショ

ン法を開発し，地球流

体の位相同期現象の理

解につながる理論を構

築するなど，関係学会

等に大きなインパクト

を与える成果を残し

た。 
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３．中長期目標，中長期計画，年度計画，主な評価軸，業務実績等，年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 
中長期目標 中長期計画 年度計画 

主な評価軸（評価

の視点），指標等 

法人の業務実績等・自己評価 
主務大臣による評価 

主な業務実績等 自己評価 

技術等に関する数理

的研究開発を行う。 

さらに，有人潜水調査

船，無人探査機等の深

海調査システムは，海

洋のフロンティアを

切り拓くための研究

開発に不可欠な先端

的基盤技術であるた

め，これらを高度化

し，必要な要素技術の

開発を行うとともに，

観測や調査等をより

効率的・効果的に推進

するため，各システム

の運用技術を確立す

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

の計算効率を高めるための

放射伝達近似解法の開発を

行う。加えて，最新の観測・

実験データを導入すること

で雲，エアロゾル，ガス等の

各種光学モデルを高度化し，

放射収支解析や衛星観測に

応用可能な汎用１次元放射

モデルの構築を行う。 

・  観測データを用い

たプロセスベースエアロゾ

ルモデル ATRAS の検証及び

高度化を進める。また，全球

非静力モデル NICAM 等への

移植のため簡略版 ATRAS の

開発に着手し，被覆状態等に

関する感度実験等を行う。さ

らに，フラックス観測データ

等を用いた陸域－大気間の

物質交換に関する検証を行

い，陸域植生モデル VISIT 及

び大気化学輸送モデル ACTM

における陸域－大気間物質

交換の精緻化を進める。加え

て，領域化学輸送モデルCMAQ

及び WRF/Chem における海洋

大気中での光化学反応等の

表現改善に向け，福江島等で

のオゾン観測結果等を用い

た検証を進める。 

 

 

・  大規模な運動論磁

気リコネクションのシミュ

レーションを行い，複数の階

層にまたがった磁気エネル

ギー解放メカニズムの解明

を目指す。 

ATRAS の地表観測などを

用いた検証については当

初計画を上回るペースで

進め，新規導入した過程の

有用性について２本の論

文に成果を取りまとめた。

また簡略版 ATRAS につい

ても開発に着手し，被覆状

態等に関する感度実験な

どを計画通り行った。 

・ 陸域-大気間物質交換につ

いて，窒素及び酸素同位体

を大気化学輸送モデル

（ACTM）に導入し，生態系

モデル（VISIT）を用いた

放出量推定結果などを第

一推定値として長期観測

データ等と比較を行い，放

出量推定を行った。 

・ 化学輸送モデルでの夏季

海洋大気中における対流

圏オゾンの過大評価の原

因を調べるため，海表面へ

の沈着速度及びハロゲン

によるオゾン消失速度に

関する感度実験を実施し

た。 

・ シアリングボックス計算

においては，数値シミュレ

ーションコードの開発が

予定の見込みよりも順調

に進んだため，当初平成

27 年度実施予定の現実的

な熱力学を考慮したシア

リングボックス計算も実

施することができた。 

・ 磁気回転不安定性研究に

おいて，飽和レベルが磁気

・ JAMSTEC 内では 4 つの

部署で連携し，国のプ

ロジェクト（HPCI 戦略

プログラム，CREST 等）

と連携して研究を推進

するとともに，国内外

の大学，研究機関との

連携を実施した。 

・ また，多数の論文発表

及び学会発表を行い，

樹木の冷却効果に関す

るプレスリリースを行

うとともに，都市熱・

風シミュレーションに

関して日本学術会議に

よる提言書の作成協力

等を実施しており，着

実に外部発信を行っ

た。この成果は社会的

にも関心の高い都市に

おける樹木の効果等の

解明に資する成果であ

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



69 
 

３．中長期目標，中長期計画，年度計画，主な評価軸，業務実績等，年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 
中長期目標 中長期計画 年度計画 

主な評価軸（評価

の視点），指標等 

法人の業務実績等・自己評価 
主務大臣による評価 

主な業務実績等 自己評価 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・  雲生成，放射，河川

等の物理的プロセスの数理

モデルの開発を進める。ま

た，非静力学・大気海洋結合

モデル(MSSG)や雲解像大気

モデル(NICAM)の予測精度向

上のための検討を行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

プラントル数に鋭敏であ

ることを明らかにした。ま

た，磁気回転不安定性は 2

次テアリングモードによ

って飽和することを示す

ことができた。さらに，定

式化及び位相同期現象を

解析し，階層的に結合した

振動子系が示す非自明な

振る舞いを集団位相記述

法にから解析した。 

・ 物理プロセスとして，具体

的には雲乱流プロセス，3

次元放射プロセス，大気海

洋結合プロセス，河川浸食

プロセスを対象とした。 

・ 乱流プロセスを対象とし

た研究では，乱流中での微

小水滴粒子の運動をラグ

ラジアン的に追跡し，その

衝突成長を計算する混相

乱流計算手法を確立した。

これは新たな気象研究ツ

ールの誕生を意味してい

る。 

・ ３次元放射プロセスを対

象とした研究では，レーダ

ー反射強度に及ぼす雲粒

子の乱流偏在現象の影響

を解明しただけでなく，都

市街区を対象として３次

元熱放射プロセスを考慮

した超高解像度熱・風計算

を行った。これにより，臨

海都市東京における暑熱

環境を定量的に評価する

ことが可能となった。 

・ 混相プロセスの高精度シ
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３．中長期目標，中長期計画，年度計画，主な評価軸，業務実績等，年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 
中長期目標 中長期計画 年度計画 

主な評価軸（評価

の視点），指標等 

法人の業務実績等・自己評価 
主務大臣による評価 

主な業務実績等 自己評価 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(ロ) 先端情報創出のための

大規模シミュレーション技

術の開発 

海洋地球科学についての統

合知識情報を創出し，社会に

利活用可能な情報とするた

めに必要となる観測データ

等を平成 28 年度までに整備

し，これらを活用した大規模

数値シミュレーション技術

及び統合データ処理・解析技

術を開発する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（ロ）先端情報創出のための

大規模シミュレーション技

術の開発 

海洋地球科学についての統

合知識情報を創出し，社会に

利活用可能な情報とするた

めに必要となる観測データ

等を活用した大規模数値シ

ミュレーション技術及び統

合データ処理・解析技術を開

発する。このため，平成 26

年度は以下の研究開発を実

施する。  

・  水面の砕波や海氷

などの諸物理過程が大気海

洋間の運動量・熱フラックス

に与える影響に着目し，大

気・海洋・波浪結合 LES モデ

ミュレーション法の開発

のために，新たな VOF 法の

開発を行った。また，海

洋・大気・地下水を陽に考

慮した水大循環シミュレ

ーション法の開発のため

の第一歩として河川浸食

堆積の理想実験を行い，河

川と地下水・地形の相互関

係の一端を明らかにした。 

・ 大気海洋結合プロセスの

研究では，非静力学・大気

海洋結合モデル（MSSG）を

用いた高解像度全球大気

海洋シミュレーションに

よって MJO を再現し，その

再現の中での大気海洋結

合プロセスの役割の一端

を明らかにした。 

 

（ロ）先端的情報創出のため

の大規模シミュレーション技

術の開発 

・ 従来の研究の中間スケー

ルを狙った波浪境界層

LES モデルを開発するた

め，風波の砕波と乱流に関

する理論的な考察を行い，

風の運動量が気側の擾乱

に渡される機構と砕波の

役割を明らかにした。ま

た，波浪の理論を応用して

大スケールの波が運動量

を輸送する過程を明らか

にした。加えて，雲解像モ

デルに基づいた新対流ス

キーム及び波浪の短周期

成分のモデリングを行っ

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（ロ）先端的情報創出のた

めの大規模シミュレーショ

ン技術の開発 

・ 年度計画及び中期計画

に対する進捗状況につ

いては，当初計画通り

に達成したうえで，2

週間先程度までの台風

発生予測可能性を示し

多数の新聞やＷｅｂメ

ディアに取り上げられ

るなど，画期的な成果

が得られており，期首

における想定以上の成

果が得られている。 

・ また，国際誌を中心と

した論文発表(31 件)，

学会発表(72 件)を精力
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３．中長期目標，中長期計画，年度計画，主な評価軸，業務実績等，年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 
中長期目標 中長期計画 年度計画 

主な評価軸（評価

の視点），指標等 

法人の業務実績等・自己評価 
主務大臣による評価 

主な業務実績等 自己評価 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ル の 開 発 を 行 う 。

Terra-Incognita-LES（従来

のプロセス研究では未開拓

であった双補完的スケール

の LES）の概念を波浪境界層

に応用した結合手法を開拓

する。 

・  林床から地中にお

ける空間的－時間的連続温

度分布観測を強化・継続し，

サブグリッドスケールでの

温度分布の統計的な挙動・性

質と積雪や水文状況，植生と

の関連を把握した上で，得ら

れた知見とデータに基づい

て ESM の寒冷圏陸域過程を

高度化する。また，ESM の実

験結果を解析することによ

り，10 年規模時間スケール

の地球環境変動メカニズム

を解明する。さらに，乱流運

動などを解像する下層雲の

数値シミュレーションを行

い，雲の形成に重要となる素

過程の理解向上を行う。 

・  要素モデルの出力

と観測データや他モデルと

の比較を通じ，不確実性の評

価・低減，モデルの高度化を

目指して，ESMに含まれる（あ

るいは将来含まれる可能性

がある）プロセスの理解を進

める。 

・  高解像度計算を実

施し，防災減災の基盤的情報

となる極端現象の予測可能

性や将来気候における変化

の解析を行う。 

た。 

・ 常緑疎林域 30m 四方区画

において（地表面及び

20cm の深さに）新たにセ

ンサを敷設し測定を開始

した。（現地直接観測及び

航空・衛星データ，GPS を

用いて）ケーブル位置や開

空度(canopy gap) 分布を

特定し，キャノピー・積雪

と温度の時空間分布との

特性評価の基礎資料を整

備した。地中温度過程にお

ける高度化コードを動作

確認中である。また，地球

システムモデル（ESM）の

実験結果を解析し，近年の

温暖化停滞傾向のメカニ

ズムが自然変動による地

上気温の揺らぎに起因し

ていることを明らかにし

た。さらに，乱流運動等を

解像する下層雲の数値シ

ミュレーションを実施し

その形成に重要となる過

程を明らかにした。 

・ 高緯度における物理・生態

系観測値ベースで駆動し

た（MATSIRO，SEIB-DGVM

を含む）計 16 の陸面モデ

ルの熱・水・炭素循環過程

の出力結果を収集し，不確

実性要因の抽出のため各

過程及び過程間における

バラツキ・連関の解析を開

始した。また，同地域にお

ける陸面物理・生態系過程

に関する広域数値計算の

的に行っており，科学

的意義の高い研究成果

が創出できている。主

要な長寿命温室効果気

体の一つである一酸化

二窒素の放出に関する

成果を例にとれば，高

精度観測との組み合わ

せによるその動態の解

明を通してIPCCの活動

に貢献するとともに，

気候変動予測精度の向

上や，地球表層におけ

る物質循環変動に人間

活動が与える影響の評

価にもつながってい

る。 

・ 機構の第 2 部会（地球

環境）に関係する部署

とはモデル開発や数値

実験の実施に関して協

力を進めている。機構

内で開発されている複

数のモデルは使用目的

が異なるものの，共通

する出力については機

構内でのモデル結果相

互比較などを行い，モ

デルの高度化に役立て

ている。機構外では，

東京大学大気海洋研究

所，国立環境研究所，

気象庁気象研究所をは

じめ，国内主要研究機

関と共同でモデル開発

にあたっており，準定

期的な研究集会の開

催，Wiki を通じた情報
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３．中長期目標，中長期計画，年度計画，主な評価軸，業務実績等，年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 
中長期目標 中長期計画 年度計画 

主な評価軸（評価

の視点），指標等 

法人の業務実績等・自己評価 
主務大臣による評価 

主な業務実績等 自己評価 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・  鉄道のバラスト軌

道，ポーラス顆粒の圧縮成形

などの産業利用等，非常に多

岐にわたる目的で用いられ

ている粒子シミュレーショ

ンソフトウエアのさらなる

改良によって，より高精度な

シミュレーションを可能と

し，研究成果の社会還元を促

進する。 

・  高度可視化技術を

応用した EXTRAWING の開発

を推進し，観測分野への応用

を検討する。また，流速ベク

トル場及び温度場等の流体

構造情報を統合したデータ

処理技術の開発を進める。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

結果について，(MIROC-ESM

を含む)国際的なマルチモ

デル比較を行い，その解析

結果が共著論文として投

稿された。また，アジアの

乾燥地を対象とした国際

的な植生・陸面モデル比較

プロジェクトにおいて，陸

域生態系モデルの重要出

力変数についてモデル間

の出力比較・観測値との比

較を主導し，国際学会で発

表した。 

・ 高解像度 NICAM を用いた

アンサンブル実験の結果

を解析し，1月程度のマッ

デン・ジュリアン振動の予

報，及び 2週間程度の台風

発生予報の可能性につい

てそれぞれ論文発表とプ

レスリリースを行った。高

解像度 NICAM としては初

の現在・将来気候実験を完

了し，現在気候の基本場，

変動場の再現性を解析し

て論文にまとめた。台風等

の将来変化についての解

析を開始した。 

・ 季節内擾乱のうち台風の

マルチモデル計算の仕様

検討を達成した。また，

U.S.CLIVAR ハリケーン部

会との連携研究として，

NICAM 計算データを活用

した熱帯低気圧の追跡手

法と変化解析に関する共

著論文 2本を出版した。 

・ EXTRAWING 可視化ソフト

交換などにより密に連

携をとっている。 

・ さらに，全球雲解像モ

デル（NICAM）等による

気候実験のデータは気

候変動リスク情報創生

プログラム等，内外の

研究者への提供を開始

しており，地球温暖化

情報の創出に貢献して

いる。また可視化ソフ

トウエア VDVGE を公開

し，大学，研究機関で

利用されるなど，着実

に外部発信を行ってい

る。加えて，温暖化予

測とそのリスク評価に

ついて，9月に一般向け

公開シンポジウム，11

月に専門家向けの国際

ワークショップを主催

するなど，成果広報に

も注力している。 

・ 高解像度 NICAM を用い

た数値実験からマッデ

ン・ジュリアン振動，

さらには台風の予測可

能性も明らかにされる

などの社会的にも価値

のある成果を創出して

いる。また領域データ

同化システムの開発と

その検証では，気象庁

からの要望事項に関連

したデータ同化手法の

比較を行うなど，気象

庁現業開発部門と密な

情報交換を行うように
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３．中長期目標，中長期計画，年度計画，主な評価軸，業務実績等，年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 
中長期目標 中長期計画 年度計画 

主な評価軸（評価

の視点），指標等 

法人の業務実績等・自己評価 
主務大臣による評価 

主な業務実績等 自己評価 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(ハ) データ・情報の統融合

研究開発と社会への発信 

科学的に有益な統合情報に

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（ハ）データ・情報の統融合

研究開発と社会への発信 

科学的に有益な統合情報に

ウェア VDVGE にバッチ処

理機能を追加し，大型計算

機（SC）システム上での可

視化処理を自動化した。本

機能は他機関における観

測システムの可視化プロ

セスにも採用された。 

・ 流体構造情報を統合した

データ処理技術として，多

変量データからの視覚的

な特徴抽出と可視化表現

を可能にする可視化手法

を開発した。開発手法を用

い，海流の視覚的な抽出，

特徴分類及び可視化に成

功した。 

・ 海洋流れのストリーム分

割手法を開発した。3 次元

可視化におけるクラッタ

リングを回避するために

安定度の高い海流を判定

する方法を検討し，「場」

ごとのスケールを自動決

定する手法を開発した。さ

らに漁場データ分析に向

けて本手法の適用及び拡

張を行った。漁場形成に寄

与する植物プランクトン

の生成・集積過程に注目

し，複数パラメータの類似

性を考慮したストリーム

分割を行い，一連の流れの

構造を捉えることに成功

した。 

 

（ハ）データ・情報の統融合

研究開発と社会への発信 

・ 実験的リアルタイム海

努めている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（ハ）データ・情報の統融

合研究開発と社会への発信 

・ 年度計画及び中期計画
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３．中長期目標，中長期計画，年度計画，主な評価軸，業務実績等，年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 
中長期目標 中長期計画 年度計画 

主な評価軸（評価

の視点），指標等 

法人の業務実績等・自己評価 
主務大臣による評価 

主な業務実績等 自己評価 

加え，社会に利活用可能な付

加価値情報を創出するため，

データ同化手法及び可視化

手法を始めとする実利用プ

ロダクトに必要な技術の研

究開発を行う。また，観測，

シミュレーション及び予測

等の統融合データと付加価

値情報を，広く，わかりやす

く，効果的に社会に還元する

具体的な方法について平成

28 年度を目途に基本検討を

行った上で，地球環境情報基

盤を構築し，発信する。 

加え，社会に利活用可能な付

加価値情報を創出するため，

データ同化手法及び可視化

手法を始めとする実利用プ

ロダクトに必要な技術の研

究開発を行う。また，観測，

シミュレーション及び予測

等の統融合データと付加価

値情報を，広く，わかりやす

く，効果的に社会に還元する

具体的な方法について基本

検討を行う。このため，平成

26 年度は以下の研究開発を

実施する。  

・  極端な気象現象や

異常気象等の自然現象等を

生み出す要因となる季節内

から十年規模の気候変動の

発生メカニズムの理解を深

め，それに基づいた実験的リ

アルタイム海洋・大気変動予

測を実施し，予測情報を社会

に発信するとともに，その精

度 を 検 証 す る 。 ま た ，

SINTEX-F1，F2 モデル等を用

いたマルチモデル予測シス

テムの構築，試行を行い，同

化システムの改善を行う。さ

らに，不確実性の情報まで含

んだ実験的アンサンブル大

気再解析データを逐次公開

する。海流予測については特

に黒潮流軸再現性の精度を

検証し，その精度向上方法を

検討する。 

・  大気微量成分の全

球 4 次元データ同化システ

ム シ ス テ ム を 拡 張 し ，

洋・大気変動予測を継続的

に実施し，ウェブページ上

で一般向けの解説も加え

て公表した。特に，太平洋

熱帯域で今冬に発生した

El Nino Modoki を昨年夏

から予測することに成功

し，同時期に生じた黒潮流

路の接岸流路から離岸流

路への移行も予測できた。

また，マルチモデル予測シ

ステムの構築，試行を進め

るとともに，実験的アンサ

ンブル大気再解析データ

の作成と公開を実施した。

海流予測システムに流速

データを同化する手法を

開発し，黒潮流軸表現の精

度向上を確認した。さら

に，予測情報の社会発信方

法を高度化するために，情

報利用者との連携を深め

る準備を進めた。具体的に

は高知県宿毛市の漁業関

係者との交流会議を開催

し，一方で，東南アジア・

東アジアの縁辺海を広く

対象に情報利用者との連

携を目指す SIMSEA 計画の

準備を進めた。 

・ 大気微量成分の全球四次

元データシステムについ

て，これまで用いてきた化

学輸送モデル CHASER に加

え て 統 合 モ デ ル

MIROC-ESM などを適用可

能とするよう拡張した。ま

た異なるモデルを用いた

に対する進捗状況につ

いては，当初予定を着

実に達成するととも

に，領域予報システム

のプレス発表や情報発

信の高度化・成果の社

会への還元の推進など

予定以上成果を達成し

た。 

・ 得られた成果の科学的

意義については，大気

微量成分のデータ同化

システムの確立，大気

海洋結合予測システム

による El Nino Modoki

の予測成功など，デー

タ統融合に関して成果

をあげた。また，統融

合データの利活用につ

いても水産分野への利

用においてアカイカ資

源変動メカニズムを解

明するなどの成果をあ

げた。 

・ また，国のプロジェク

ト（RECCA，SIP 等）と

連携して研究を推進す

るとともに，高知県や

青森県の漁業関係者

や，富山県，長野県と

の連携，大学，研究機

関と連携することによ

り研究を実施した。 

・ さらに，実験的リアル

タイム海洋・大気変動

予測を Web ページで提

供するとともに，研究

成果のプレスリリース
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３．中長期目標，中長期計画，年度計画，主な評価軸，業務実績等，年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 
中長期目標 中長期計画 年度計画 

主な評価軸（評価

の視点），指標等 

法人の業務実績等・自己評価 
主務大臣による評価 

主な業務実績等 自己評価 

GEOS-Chem等の大気化学輸送

モデルへの適用を行い，異な

るモデルを用いた解析結果

の比較等を行う。また，大気

微量成分のモデルプロダク

トの可視化手法に関する改

良を進める。さらに，Google 

Earth API 等を用いた Web イ

ンターフェースによる分か

りやすい情報発信システム

の構築を行う。 

・  全球雲解像モデル

（NICAM）の計算データを活

用して，可視化手法の適用可

能性を検証するとともに，必

要なアルゴリズムや基盤技

術の検討を行う。また，領域

雲解像モデルに適用する同

化システムの開発を継続す

るとともに，豪雨事例等の雲

解像データ同化実験を行う。

さらに，全球気候モデルの将

来予測結果をもとに領域気

候モデルを用いて地域気候

変化予測を行う。加えて，そ

こから得られた降水量や積

雪量，気温などの予測結果を

もとに，気象災害や観光産

業，水資源の観点から，分か

りやすく効果的な情報を政

策決定者に提供する。 

 アンサンブル同化システム

を活用した同化シミュレー

ション及び可視化技術を活

用した情報表現法について

の調査を行い，シミュレーシ

ョン，観測，予測データ等を

統合した情報発信手法と応

解析結果の比較等につい

て成果を取りまとめつつ

ある。CHASER を用いたデ

ータ同化システムを用い

た検証についても並行し

て行い，MIROC-ESM などに

も用いられている雷 NOx

パラメタリゼーションに

ついて，とくに海洋上での

表現について再考の必要

性を示唆した。 

・ また，大気微量成分の可視

化及び情報発信システム

の高度化についても継続

して行い，Web インタフェ

ース上での同化データセ

ットの可視化等を行える

ようなシステム構築を行

った。 

・ 雲の抽出，分類及びその可

視化に関するアルゴリズ

ム開発及び実装を行い，時

間発展の追跡手法を検討

した。 

・ また，気象庁領域非静力学

モデル(NHM)に基づくハイ

ブリッド 4 次元変分法同

化システムや LETKF 解析

予測システムの開発を進

めた。大島豪雨や広島豪雨

の超高解像度数値予報実

験を行い，高解像度化の効

果を確認した。NHM と海洋

混合層モデルを結合した

領域予報システムを開発

し台風強度予測が改善さ

れることを示した（米国気

象学会誌に共著論文受理，

など一般への情報展開

を実施しており，着実

に外部発信を行った。 

・ 加えて，RECCA の成果が

青森県，富山県，長野

県などの温暖化適応策

の策定に役立てられて

いるのに加え，アカイ

カ漁場予測システムは

青森県の事業として引

き継がれることとなる

など，成果の社会還元

が進んでいる。 



76 
 

３．中長期目標，中長期計画，年度計画，主な評価軸，業務実績等，年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 
中長期目標 中長期計画 年度計画 

主な評価軸（評価

の視点），指標等 

法人の業務実績等・自己評価 
主務大臣による評価 

主な業務実績等 自己評価 

用展開を検討する。 プ レ ス 発 表 多 数 ）。

NHM-LETKF に結合したビ

ル解像モデルによる海風

前線構造の超高解像度再

現実験に関する共著論文

2 編が米国気象学会誌に

受理された。世界気象機関

（WMO）の福島原発事故に

関する気象解析タスクチ

ーム活動に関する主著者

論文一編と共著論文 2 編

を欧州の専門誌に出版し

た。 

・ さらに，領域気候モデル

WRF によるダウウンスケ

ール手法により，CMIP5 の

全球大気海洋結合モデル

のうち 5 つの CGCM による

2030 年代のダウンスケー

ルを実施し，それらの結果

を比較するとともに，気象

庁が発表した地球温暖化

情報第 8 巻とも比較検討

した。また，その研究成果

を富山県の連携機関と共

同でホームページを開設

して情報発信を行ってい

る。 

・ 大気・海洋物理・海洋生態

系結合データ同化システ

ムを用いて，平成 22 年か

ら平成 26 年の統合プロダ

クトを作成しその性能評

価を行った。また，得られ

たデータ同化プロダクト

を用いてアカイカ資源変

動のメカニズム解明を行

った。さらに，大規模デー
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３．中長期目標，中長期計画，年度計画，主な評価軸，業務実績等，年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 
中長期目標 中長期計画 年度計画 

主な評価軸（評価

の視点），指標等 

法人の業務実績等・自己評価 
主務大臣による評価 

主な業務実績等 自己評価 

タセットの公開のための

インタフェース調査，メタ

データ作成支援ツールの

開発を行った。 

・ 可視化技術を活用した情

報表現法について，下向き

短波放射データを用いた

雲の写実表現法を開発し，

立体的でリアルな雲の表

現を Google Earth 上で実

現した。 

 

 

４．その他参考情報 
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様式２－１－４－１ 国立研究開発法人 年度評価 項目別評価調書（研究開発成果の最大化その他業務の質の向上に関する事項）様式 

 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅰ－１－(5) －③ 
先端的基盤技術の開発及びその活用 

海洋フロンティアを切り拓く研究基盤の構築 

関連する政策・施策 
政策目標９ 科学技術の戦略重点化 

施策目標９―７ 海洋分野の研究開発の推進 

当該事業実施に係る根拠（個

別法条文など） 

独立行政法人海洋研究開発機構法第十七条 

第一号 海洋に関する基盤的研究開発を行うこと。 

当該項目の重要度，難易

度 

 関連する研究開発評価，政策

評価・行政事業レビュー 
平成 27 年度行政事業レビューシート番号 0292 

 

２．主要な経年データ 

 主な参考指標情報  ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 

  基準値等 H26 年度 H27 年度 H28 年度 H29 年度 H30 年度  H26 年度 H27 年度 H28 年度 H29 年度 H30 年度 

       予算額（千円） 4,012,793     

       決算額（千円） 3,987,499     

       経常費用（千円） 3,314,537     

       経常利益（千円） ▲50     

 
  

    行政サービス実施コ

スト（千円） 
3,300,385     

        従事人員数 35     

注）予算額，決算額は支出額を記載。人件費については共通経費分を除き各業務に配賦した後の金額を記載 

３．中長期目標，中長期計画，年度計画，主な評価軸，業務実績等，年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 
中長期目標 中長期計画 年度計画 

主な評価軸（評価

の視点），指標等 

法人の業務実績等・自己評価 
主務大臣による評価 

主な業務実績等 自己評価 

 海洋の調査研究，開発に

おいて各種データ等を

取得するための船舶，海

洋観測網，観測機器等を

高度化することは，広大

な海洋空間を総合的に

理解する上で必要不可

欠であり，我が国の海洋

科学技術を推進する上

で極めて重要である。こ

のため，未踏のフロンテ

ィアへの挑戦，新たな分

野の開拓を可能にする

先端的基盤技術を開発

するとともに，それらを

最大限に活用すること

海洋基本計画に掲げられ

た科学的知見を創出する

ため，機構は国家の存立基

盤に関わる技術や，広大な

海洋の総合的な理解に必

要な技術を開発する。ま

た，人類未踏の領域を拓く

萌芽的な研究基盤システ

ムやそれに資する基礎的

技術の研究開発を行う。 

 

(イ) 先進的な海洋基盤技

術の研究開発 

高精度で効率的な観測・探

査システムの構築を推進

するため，音響通信・複合

海洋基本計画に掲げられた科

学的知見を創出するため，機

構は国家の存立基盤に関わる

技術や，広大な海洋の総合的

な理解に必要な技術を開発す

る。また，人類未踏の領域を

拓く萌芽的な研究基盤システ

ムやそれに資する基礎的技術

の研究開発を行う。 

 

 

（イ）先進的な海洋基盤技術

の研究開発 

高精度で効率的な観測・探査

システムの構築を推進するた

め，音響通信・複合通信シス

船舶，海洋観測

網，観測機器等を

高度化すること

で広大な海洋の

総合的な理解に

必要な技術の開

発は行われたか。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（イ）先進的な海洋基盤技術の

研究開発 

・ 環境計測を行うシステムの

開発は，調査や観測のための

小型ランダーの開発を目指

Ｂ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（イ）先進的な海洋基盤

技術の研究開発 

・ 中期計画の初年度で

あるものの，先進的

要素技術の研究開発

評定 Ｂ 

＜評定に至った理由＞ 

・ 海洋のフロンティアを切り拓

くための研究開発に不可欠な

深海調査システムとして，無

人探査機（ROV）推進システム

の高度化，自律型無人探査機

（AUV）の複数機運用技術の開

発等先進的な海洋基盤技術の

研究開発を行い，「研究開発成

果の最大化」に向けた着実な

業務運営がなされている。 

＜今後の課題＞ 

 特になし。 

＜その他事項＞（審議会及び部会の意

見） 
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３．中長期目標，中長期計画，年度計画，主な評価軸，業務実績等，年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 
中長期目標 中長期計画 年度計画 

主な評価軸（評価

の視点），指標等 

法人の業務実績等・自己評価 
主務大臣による評価 

主な業務実績等 自己評価 

で，上記（１）から（４）

までの研究開発課題に

積極的かつ組織横断的

に取り組む。 

具体的には，地球深部探

査船「ちきゅう」等によ

る海洋掘削により，これ

まで人類が到達できな

かった海底下深部にお

いて得られた知見を最

大限に活用し，新たな科

学的命題を解決するた

めの研究開発を行い，国

際深海科学掘削計画

（International Ocean 

Discovery Program ：

IODP）の科学プランの達

成に重要な役割を果た

す。 

また，シミュレーション

科学技術は，理論，実験

と並び，我が国の国際競

争力をより強化するた

めに必要不可欠な先端

的基盤技術である。「地

球シミュレータ」等を最

大限に活用し，これまで

培ってきた知見に基づ

き，海洋地球科学の推進

のために必要な先端的

な融合情報科学に関す

る研究開発や新たなモ

デリング手法・シミュレ

ーション技術等に関す

る数理的研究開発を行

う。 

さらに，有人潜水調査

船，無人探査機等の深海

通信システム，計測・セン

シング，測位，検知・探知，

モニタリング，試料回収，

分析等に係る先進的要素

技術，探査・観測システム

等の長期運用に必要とな

るエネルギーシステム，深

海底での調査や観測のた

めのセンサや観測プラッ

トフォーム設置に係る技

術等について，先進的な研

究開発を行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

テム，計測・センシング，測

位，検知・探知，モニタリン

グ，試料回収，分析等に係る

先進的要素技術，探査・観測

システム等の長期運用に必要

となるエネルギーシステム，

深海底での調査や観測のため

のセンサや観測プラットフォ

ーム設置に係る技術等につい

て，先進的な研究開発を行う。

このため，平成 26 年度は以下

の研究開発を実施する。  

・  深海，還元環境，実

験水槽などにおける環境計測

システム（ランダーや各種セ

ンサ）整備や生物実験サンプ

ルの供給を目指して環境再現

飼育培養系を開発・洗練化す

る。 

・  大型生物から非致死

的に生体サンプルを取得する

in-situ バイオプシーシステ

ムや，行動を追跡するバイオ

トラッキングシステムの開発

に着手する。 

・  ISSBL，海中レーザ

ー，新通信手段の研究開発等，

音波・電磁波等を用いた次世

代技術の研究開発を行う。ま

た，画像装置，フロー式分析

装置，CO2 自動測定装置等，先

進的現場計測技術の研究開発

を行う。さらに，画像技術の

研究，数値解析によるデータ

処理の検討等，高度情報技術

の研究開発を行う。加えて，

海洋・深海エネルギー技術の

研究開発として，波力発電，

して，9000m を超える深海底

で複数回使用可能かつ消費

電力が少ない深海 LED ライ

トの試作を行ったほか，各種

センサ等の開発を行った。海

洋・海底下環境における網羅

的な現場計測として，メタン

濃度センサを導入した。 

・ 環境再現飼育培養系は，硫化

水素を添加した室内飼育法

を開発し，シロウリガイの

129 日間維持に成功した。さ

らなる長期飼育には圧力の

違いなどが影響していると

いった，今後の課題を抽出し

た。 

・ in-situバイオプシーシステ

ムに関しては，大型生物から

非致死的に生体サンプルを

取得するため，針先の形状選

定や組織サンプラーの設計

など開発を開始した。バイオ

トラッキングシステムにつ

いては，ピンガーの試作を行

った。 

・ 音波・電磁波を用いた次世代

技術研究開発に関しては，音

響ソーストラッキング技術

における解析用プログラム

の検討を行うとともに実験

機材の準備に着手した。 

・ 先進的現場計測技術の研究

開発は，標準化まで見越した

ハイブリッド pH-CO2 センサ

の開発を進めた。また，画像

処理による海中生物認識手

法の開発については，底生生

物ハビダットマッピング手

やセンサ及び観測プ

ラットフォーム設置

に関する研究開発，

地震津波観測監視シ

ステムの開発など，

それぞれの実施事項

に着手，順調に進展

させている。 

・ ハイブリッド pH セ

ンサなど，実海域で

データを取得するこ

とにも成功してお

り，研究活動への貢

献も有している。 

・ 研究実施体制につい

ては，研究者，技術

者それぞれの分野を

横断しつつ，かつ機

構外の研究関連機関

とも連携しながら取

り組んだ。 

・ 成果の外部発信とし

ては，学会発表や論

文発表により発信を

行っている。特に，

企業と共同開発した

ハイブリッド pH セ

ンサは，海洋酸性化

の調査研究に使われ

る海水用 pH センサ

の国際コンペティシ

ョンである「XPrize」

に参加することで，

メディア等にも多く

取り上げられ，研究

やその技術の世界的

認知度向上に貢献し

ている。 

・ 予算制約の中工夫しながら効

率的運用を実施しており，ま

た成果をあげている点を評価

する。 

・ AUV 及び ROV の成果の一部が

応用され，資源開発にも活用

されることを期待する。 

・ 海洋酸性化研究や海底鉱物資

源探索に有用な化学センサー

の開発において，国際コンペ

ティションの決勝に進出して

いることは高く評価される。 

・ クローラーへのアラウンドビ

ューモニター技術の導入や新

規大型耐圧容器材料の開発な

ど，企業との共同研究成果を

着実に創出していることは重

要である。 

・ 高精度で効率的な海洋観測，

各種の先端的探査システムの

開発技術の維持・発展は，

JAMSTEC が世界最先端の海洋

研究機関であり続けるために

不可欠な要素である。国内，

あるいは今後は海外の民間調

査研究機関等との共同事業の

拡充をはかるなど，一層の推

進により発展が可能なのでは

ないか。 

・ 装置は目的ではなく手段であ

る，ということはその通りだ

が，高い性能の装置を持つこ

とで内外の優秀な研究者を惹

きつけることにつながるとい

うのは事実だと思う。やはり

JAMSTEC の重要なアセットと

して，投資を続けるべきであ

ろう。 
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３．中長期目標，中長期計画，年度計画，主な評価軸，業務実績等，年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 
中長期目標 中長期計画 年度計画 

主な評価軸（評価

の視点），指標等 

法人の業務実績等・自己評価 
主務大臣による評価 

主な業務実績等 自己評価 

調査システムは，海洋の

フロンティアを切り拓

くための研究開発に不

可欠な先端的基盤技術

であるため，これらを高

度化し，必要な要素技術

の開発を行うとともに，

観測や調査等をより効

率的・効果的に推進する

ため，各システムの運用

技術を確立する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

海中充放電関連技術の検討，

次世代プラットフォームの要

素技術の研究開発として，長

尺セラミックス，表面処理技

術，流体形状と推進性能検討

及び新着水揚収性能の評価，

海洋システム信頼性高度化技

術の開発としてシステム標準

化の検討を実施する。 

・   高温対応型データ

伝送システムの構成部品とし

て，光伝送装置の高温特性に

ついて検討を進     

める。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

法開発に着手し，システム設

計と製作準備を行ったほか，

ビデオカメラ映像測位によ

る ROV 海底航法の基礎技術

調査，及びサンプル映像の解

析により今後の課題を抽出

した。 

・ 海洋・深海エネルギー技術の

研究開発に関して，ブイに搭

載する小型波力発電システ

ムにおける模型実験を行い，

空気室内波高などの基本特

性把握を行った。次世代プラ

ットフォームの要素技術に

ついては，作業型 AUV「おと

ひめ」をモデルとした模型に

よる機体特性の基礎データ

を取得し，実機の海域試験デ

ータを計測した。また，セラ

ミックス耐圧容器の開発と

して圧縮強度の体積非依存

性を確認するとともに，非線

形 FEM 解析に着手した。これ

らを進めるにあたり，民間の

研究機関などと連携して行

った。 

・ 海洋システム信頼性高度化

技術の開発として，品質管理

標準の策定に向けて実例の

ヒアリングを行うとともに，

電気・機械設計の CAD 標準化

を行った。 

・ 深海底での観測プラットフ

ォームである地震津波観測

監視システム（DONET）は，

効率的に構築するため，展張

ケーブルの自動敷設技術や

海底ケーシングの効率的な

・ 成果の社会還元・貢

献としては，セラミ

ック耐圧容器の開発

において，海底地震

計に採用されること

で防災・減災へ貢献

したことが挙げられ

る。 
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３．中長期目標，中長期計画，年度計画，主な評価軸，業務実績等，年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 
中長期目標 中長期計画 年度計画 

主な評価軸（評価

の視点），指標等 

法人の業務実績等・自己評価 
主務大臣による評価 

主な業務実績等 自己評価 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(ロ) 高精度・高機能観測

システムの開発 

未知の領域を効率的・効果

的に探査，利活用するため

の海中・海底探査システム

及びそれらに関連するサ

ブシステム並びに長期に

わたり広範囲な３次元空

間を高精度で観測するた

めの観測システム開発を

行う。また，プロファイリ

ングフロート等の新たな

観測インフラ，センサ及び

測定機器等についても開

発を進める。開発が完了し

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（ロ）高精度・高機能観測シ

ステムの開発 

未知の領域を効率的・効果的

に探査，利活用するための海

中・海底探査システム及びそ

れらに関連するサブシステム

並びに長期にわたり広範囲な

３次元空間を高精度で観測す

るための観測システム開発を

行う。また，プロファイリン

グフロート等の新たな観測イ

ンフラ，センサ及び測定機器

等についても開発を進める。

開発が完了したものについて

は，実用化を加速させるため

設置手法，固い地盤への海底

ケーシングを可能とする油

圧ハンマー等の開発を進め，

効率的に観測点構築の実施

環境を整備した。 

・ 高温対応型データ伝送シス

テムについては，孔内テレメ

トリ開発に向けて光伝送モ

ジュールについて試験環境

を設営した。高温試験用の孔

内観測システムを設置予定

である２つの観測点（C0010, 

C0006）用の設置準備を進め，

神岡鉱山でのセンサ安定度

試験や資材の組み立て試験

等を実施した。また，海底や

孔内に設置する水圧計の精

度向上のための技術開発を

進め，実験室における検証

で，これまでの水深 10cm 相

当から水深 1.3cm 相当まで

再現性の向上を確認した。 

 

（ロ）高精度・高性能観測シス

テムの開発 

・ AUV搭載センサの要素技術開

発は，20m 先の物体を 2㎝以

下の解像度で視認すること

を目標として海中 3D レーザ

ースキャニング装置の開発

を行っている。平成 26 年度

は試作機の海域試験を石垣

島サンゴ礁のイメージング

作成によって行い，映像の取

得を確認した。このほか長距

離の音響通信技術や 3 次元

空間を高精度で観測するた

めのシステムとして深海用

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（ロ）高精度・高性能観

測システムの開発 

・ 年度計画に基づき，

深海用燃料電池や熱

帯域水中観測用の簡

易フロートなどの開

発を実施した。開発

に当たっては，研究

者ニーズを踏まえつ

つ，他の研究機関や

民間企業との協力も

得ながらシステム開

発を進めた。 

・ 科学的意義の面から

は，例えばAUVや ROV
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３．中長期目標，中長期計画，年度計画，主な評価軸，業務実績等，年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 
中長期目標 中長期計画 年度計画 

主な評価軸（評価

の視点），指標等 

法人の業務実績等・自己評価 
主務大臣による評価 

主な業務実績等 自己評価 

たものについては，実用化

を加速させるために逐次

運用段階へ移行する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

に逐次運用段階へ移行する。

このため，平成 26 年度は以下

の研究開発を実施する。  

・  高精度観測に供する

ための AUV 搭載センサの要素

技術開発，長期の海中計測を

可能とする大容量海中動力源

のプロトタイプ開発等を実施

する。 

・  未知の領域を効率的

に探査，調査するため ROV の

次世代送電ケーブル技術や超

大深度における超高強度浮力

部材に関する技術開発を行

う。 

・  長距離の音響通信に

関する技術開発を行う。 

・  長期定域観測用水中

フロート及び熱帯域水中観測

用の簡易フロートの実用化，

強潮流域係留系の性能向上に

向けた技術開発を行う。 

・  ３次元空間を高精度

で観測する観測システムやセ

ンサに関する技術開発を行

う。 

・  水中レーザーによる

超高精度連続測量網システム

を開発する。 

・  海底の地盤強度の測

定を簡易に，多点で，広域的

に実施できる手法を開発する

ことにより，海底地すべりな

どの防災研究や，海底プラッ

トフォーム建造の際の地盤評

価に貢献する。 

・  光ファイバーケーブ

ルを利用して，海底の状況を

小型慣性航法装置の高精度

化を行うとともに，各種セン

サ類の開発も進めた。 

・ ROVの要素技術の高度化につ

いて，次世代送電ケーブルの

開発に向けて，長尺ケーブル

の温度特性，電圧降下特性な

どの各種評価試験を実施し，

ケーブル温度特性モデルを

構築し評価した。また，ROV

に搭載する多点コアリング

システムは陸上にて試験掘

削を行い，データを取得し

た。さらに，推進システム及

びアラウンドビューモニタ

ーシステムについては陸上

試験を実施し今後の改良点

等を確認した。 

・ 大深度における超高強度浮

力材の開発に向けては，サン

プルの耐圧試験を実施し，実

用性を確認した。 

・ 長期定域観測用水中フロー

トは海域試験を行い，方位制

御等の性能を確認した。ま

た，熱帯域水中観測用の簡易

フロートは，小型浮上エンジ

ンの評価や各部の要素ごと

の耐圧試験を実施し，基本的

な要素機能の確認を実施し

た。この簡易フロート向けに

民間企業と共同で実施した

チタン製耐圧容器の低価格

での製造可能な「ロストワッ

クス精密鋳造法によるチタ

ン合金製の耐圧容器の開発」

が第 30 回素形材産業技術表

彰奨励賞を受賞した。強潮流

の要素技術の高度化

により，活動範囲の

拡大やペイロードス

ペースの増加が図ら

れ，研究を一層推進

させることが可能と

なるため，その意義

は大きい。 

・ 成果の外部発信とし

て，国際学会などで

の発表を行うととも

に，展示会等での出

展を積極的に行って

いる。特に深海用燃

料電池は，国際的に

も開発に苦労してい

る分野であり注目度

が高いため，その発

信成果は大きなもの

である。 

・ 社会還元・貢献とし

ては，民間企業と共

同で行った開発が外

部から受賞したなど

が挙げられる。実施

体制については，機

構内での横断的連携

体制のみならず，外

部の研究機関やメー

カーからの協力も得

て進めている。 
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３．中長期目標，中長期計画，年度計画，主な評価軸，業務実績等，年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 
中長期目標 中長期計画 年度計画 

主な評価軸（評価

の視点），指標等 

法人の業務実績等・自己評価 
主務大臣による評価 

主な業務実績等 自己評価 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(ハ) オペレーション技術

の高度化・効率化 

観測や探査・調査等をより

効率的・効果的に推進する

ため，AUV 及び ROV の機能

や複数機同時運用等の運

用技術の高度化，これらを

用いた海底ケーブルネッ

自動判断する技術を構築す

る。また，この技術により，

暴浪イベント時の海底面の変

動過程を遠隔地から連続計測

を可能とする。さらに，この

測定データをもとに，海底状

況の変動過程の精緻なモデル

を構築し，海底状況の変動予

測に役立てる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（ハ）オペレーション技術の

高度化・効率化 

観測や探査・調査等をより効

率的・効果的に推進するため，

AUV 及び ROV の機能や複数機

同時運用等の運用技術の高度

化，これらを用いた海底ケー

ブルネットワークの効率的な

域係留系の性能向上につい

ては，潮流による抵抗低減の

ため，通信線入り新型ワイヤ

ーロープを試作した。 

・ 水中レーザーによる超高精

度連続測量網システムの開

発は，前年度の実験データを

まとめ国際学会に発表する

とともに改定の地盤強度の

測定などへの応用に向けた

システム検討を行った。 

・ 光ファイバーケーブルを利

用した海底状況の連続モニ

タリング技術の開発とその

データをもとにした変動モ

デルの構築については，海底

面変動を連続モニタリング

する計測システムの製作及

び設置を行い，暴浪時の海底

面変動のリアルタイム計測

に成功した。 

・ 長期海中計測を可能とする

ため，深海における動力源で

ある深海用燃料電池のプロ

トタイプ開発と深海での試

運用を目標としており，平成

26年度は HEML 型 2kW 燃料電

池の開発を行い，海中試験に

向けて準備を行った。 

 

（ハ）オペレーション技術の高

度化・効率化 

・ AUV に関しては，「ゆめいる

か」及び「おとひめ」の海域

試験および性能確認試験を

実施し，オペレーション技術

の向上と実用化に向けた取

組みを行った。また，複数機

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（ハ）オペレーション技

術の高度化・効率化 

・ 平成26年度はAUVや

ROV をはじめ，各種

探査機の海域試験や

実運用により機器の

高度化・運用の効率

化に取り組んでお
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３．中長期目標，中長期計画，年度計画，主な評価軸，業務実績等，年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 
中長期目標 中長期計画 年度計画 

主な評価軸（評価

の視点），指標等 

法人の業務実績等・自己評価 
主務大臣による評価 

主な業務実績等 自己評価 

トワークの効率的な構築

や運用保守技術の開発，水

中グライダーや新型プロ

ファイリングフロート等

の新たな観測システムに

ついては，平成 27 年度を

目途に一部について運用

を開始し，これらを加えた

統合的な調査・観測システ

ムを効率的に運用するた

めの基本技術を構築する。 

構築や運用保守技術の開発，

水中グライダーや新型プロフ

ァイリングフロート等を加え

た統合的な調査・観測システ

ムを効率的に運用するための

基本技術を構築する。このた

め，平成 26 年度は以下の研究

開発を実施する。  

・  「ゆめいるか」，「お

とひめ」の各種試験による性

能評価及び改良により，オペ

レーション性能を向上と実用

化を加速するための技術開発

を行う。また，ROV に関しては

「かいこう Mk-IV」の大深度で

の試験を実施し，その性能を

確認するとともに運用に供す

るための評価を行う。さらに，

要素技術の高機能化を行う。 

・  既存海洋観測ブイネ

ットワークの運用を維持しな

がら効率化を推進する。世界

標準に合致した計測体系構築

に向けた，トレーサビリティ

体系の確立を進める。また，

一部の海洋観測ブイの代替手

段として，フロートやフラッ

クス計測グライダーなどを利

用した運用に向けた基本技術

の構築を行う。 

・  「じんべい」の可搬

式着揚収システムの全船実用

化を確立するため，試験・訓

練を実施する。また，今後の

実運用に備え，保守整備を含

む運用基準の検討，作成を行

う。 

 回転する超長尺ドリルがも

同時運用に向けて，洋上中継

器の試作機を製作し海域試

験を行った。「じんべい」に

ついては 3 回の海域試験を

行い，機構船舶以外での運用

を可能とすべく可搬型の着

水揚収システムの実運用化

に向けた試験や訓練を実施

した。 

・ ROV は，「かいこう Mk-IV」に

よる拓洋第 5 海山でのマン

ガンクラスト調査の他，2航

海を実施し，性能を確認し

た。高機能化のためロータリ

ーカッターを装備した試験

を行う等，実運用に向けた準

備を行った。 

・ 海洋観測ブイについては運

用を維持しつつ，ブイ本体や

センサのメンテナンス等に

ついて見直しを行った他，水

温トレーサビリティ体系の

確立に着手した。代替となる

観測ブイについては，ウエー

ブグライダーを検討するな

ど新技術を進展させている。 

・ 超長尺ドリルに関しては，

「ちきゅう」のコアリング作

業において大深度掘削の安

全性，効率性の向上を図るた

め，回転する超長尺ドリルが

もたらす動的不安定現象の

解明に向けて，カッティング

スと泥水の混合流体につい

て3次元SPHシミュレーショ

ンコードを開発し，ライザー

パイプ内循環を数値的に再

現することに成功した。ま

り，年度計画は達成

した。 

・ トライトンブイや深

海探査機で得られた

データは，機構内研

究者はもとより，外

部研究者にも利用さ

れ解析されるなど，

本取組で得られる科

学的意義は高いもの

である。ブイのデー

タは米国 NOAA が展

開しているブイのデ

ータと共に，引き続

き，エルニーニョ/

ラニーニャ現象の監

視・予測等に用いら

れており，科学的意

義は高い。 

・ 研究実施体制につい

て，プラットフォー

ムの開発は実用化を

見据え進捗してお

り，運用部門や運用

を担当する企業等と

連携して行ってい

る。また，必要に応

じて研究部門と共に

海域試験を行って確

認するなど，機構内

の横断的な連携によ

る実施体制を構築し

ている。 

・ 成果に関しては，論

文発表や学会，シン

ポジウム等にて外部

に向けた発表を行っ

ている。 



85 
 

３．中長期目標，中長期計画，年度計画，主な評価軸，業務実績等，年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 
中長期目標 中長期計画 年度計画 

主な評価軸（評価

の視点），指標等 

法人の業務実績等・自己評価 
主務大臣による評価 

主な業務実績等 自己評価 

たらす動的不安定現象が船体

に及ぼす被害について，数理

モデルを用いた解析により規

模を予測し，被害を未然に防

ぐ方策を考案する。 

た，同様に現実の場をシミュ

レーションにより再現する

手法を用いて行った鉄道バ

ラストの沈下挙動の大規模

シミュレーションは日本計

算工学会よりグラフィック

スアワード特別賞を受賞し

た。 

 

 

 

４．その他参考情報 
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様式２－１－４－１ 国立研究開発法人 年度評価 項目別評価調書（研究開発成果の最大化その他業務の質の向上に関する事項）様式 

 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅰ－２－(1) 船舶・深海調査システム等 

関連する政策・施策 
政策目標９ 科学技術の戦略重点化 

施策目標９―７ 海洋分野の研究開発の推進 

当該事業実施に係る根拠（個

別法条文など） 

独立行政法人海洋研究開発機構法第十七条 

第三号 大学及び大学共同利用機関における海洋に関する学術研究に関し，船

舶の運航その他の協力を行うこと。 

当該項目の重要度，難易

度 
 

関連する研究開発評価，政策

評価・行政事業レビュー 
平成 27 年度行政事業レビューシート番号 0292，0294 

 

２．主要な経年データ 

 主な参考指標情報  ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 

  基準値等 H26 年度 H27 年度 H28 年度 H29 年度 H30 年度  H26 年度 H27 年度 H28 年度 H29 年度 H30 年度 

       予算額（千円） 22,687,078     

       決算額（千円） 20,190,079     

       経常費用（千円） 17,407,067     

       経常利益（千円） ▲468,677     

 
  

    行政サービス実施

コスト（千円） 
16,431,314     

        従事人員数 108     

注）予算額，決算額は支出額を記載。人件費については共通経費分を除き各業務に配賦した後の金額を記載 

３．中長期目標，中長期計画，年度計画，主な評価軸，業務実績等，年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 
中長期目標 中長期計画 年度計画 

主な評価軸（評価

の視点），指標等 

法人の業務実績等・自己評価 
主務大臣による評価 

主な業務実績等 自己評価 

 機構は，海洋科学技術分

野における国家基幹技

術たる世界最先端の研

究開発基盤を有する世

界トップレベルの研究

開発機関として，研究

船，深海調査システム，

「地球シミュレータ」等

の施設・設備を自ら使用

するとともに，機構の研

究開発業務の遂行に支

障がない範囲で，海洋科

学技術をはじめとする

科学技術の推進のため

外部の利用に供する。ま

た，東京大学大気海洋研

機構が保有する「ちきゅ

う」を除く研究船，有人

及び無人深海調査シス

テム等について，自らの

研究開発に効率的に使

用するとともに，各研究

船の特性に配慮しつつ，

科学技術に関する研究

開発等を行う者の利用

に供する。また，大学及

び大学共同利用機関に

おける海洋に関する学

術研究に関し，船舶の運

航等の協力を行う。 

「ちきゅう」について

は，IODP の枠組みの下，

 機構が保有する「ちきゅう」

を除く研究船，有人及び無人深

海調査システム等について，自

らの研究開発に効率的に使用

するとともに，各研究船の特性

に配慮しつつ，科学技術に関す

る研究開発等を行う者の利用

に供する。各船の運航業務につ

いては，大学及び大学共同利用

機関における海洋に関する学

術研究への協力にも配慮しつ

つ，研究開発に必要な運航日数

を確保する。「白鳳丸」と「新

青丸」については，研究船共同

利用運営委員会事務局である

東京大学大気海洋研究所との

各船舶及び深海

調査システムは

学術研究に関す

る協力を行いつ

つ，効率的に運

用・共用された

か。 

 

・ 船舶の運用・供用に関して，

研究調査船（「白鳳丸」，

「新青丸」及び「ちきゅう」

を除く 5 船）は，主に外部

有識者からなる「海洋研究

推進委員会」が選考した研

究船利用公募課題及び機構

が自ら実施する所内利用課

題を基に運航計画を策定し

効率的に運用した。 

・ 学術研究船（「白鳳丸」及

び「新青丸」）は東京大学大

気海洋研究所が事務局を務

める研究船共同利用運営委

員会が策定する運航計画を

Ｂ 

・ 船舶の運用・供用につ

いては，効率的な運航

計画の作成，安全確保，

大学をはじめ関係機関

との連携の取り組みが

有効に機能しており，

適切に行うことができ

た。 

・ 船舶の運航について

は，受託航海等を確保

することにより前年度

を上回る航海日数を確

保することができた。

また，適切な運航計画

策定，維持管理，安全

評定 Ｂ 

＜評定に至った理由＞ 

・ 他機関との連携・協力をはか

りつつ，効率性や安全を確保

した船舶及び深海調査シス

テムの運用が実現されてお

り，また戦略的イノベーショ

ン創造プログラム（SIP）に

地球深部探査船「ちきゅう」

を供用する等「研究開発成果

の最大化」に向けた着実な業

務運営がなされている。 

＜今後の課題＞ 

 特になし。 

＜その他事項＞（審議会及び部会の意

見） 
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３．中長期目標，中長期計画，年度計画，主な評価軸，業務実績等，年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 
中長期目標 中長期計画 年度計画 

主な評価軸（評価

の視点），指標等 

法人の業務実績等・自己評価 
主務大臣による評価 

主な業務実績等 自己評価 

究所等との緊密な連携

協力の下，学術研究の特

性に配慮した運航計画

に基づいて研究船の運

航等を行い，大学及び大

学共同利用機関におけ

る海洋に関する学術研

究に関し協力を行う。 

地球深部探査船「ちきゅ

う」については，IODP

の枠組みの下，ちきゅう

IODP 運用委員会（CIB）

を通じて国際的な運用

に供する。また，機構の

業務や同計画の円滑な

推進に支障がない範囲

で，掘削技術を蓄積する

ため，外部機関からの要

請に基づく掘削のため

に供用する。 

「地球シミュレータ」に

ついては，中期目標期間

中に更新時期となるこ

とから，国内外の地球科

学分野における科学技

術動向や大型計算機の

整備状況等を踏まえ整

備を進める。 

ちきゅう IODP 運用委員

会（CIB）による検討及

び助言を受けて機構が

策定した科学掘削計画

に基づき運用する。ま

た，我が国が推進するプ

ロジェクト等に活用す

る。さらに，「ちきゅう」

の運用に資する技術を

より一層，蓄積させるこ

とを目的に，科学掘削の

推進に支障のない範囲

で，海洋科学技術の推進

に資すると認められる

場合において，外部資金

による掘削等を実施す

る。 

緊密な連携・協力により，学術

研究の特性に配慮した運航計

画に基づいて運航等を行う。こ

のため，東京大学大気海洋研究

所と機構において，定期的に

「学術研究船運航連絡会」を開

催し，調整を行う。その他，必

要に応じ，大学及び大学共同利

用機関における海洋に関する

学術研究に関し協力を行う。ま

た，新たに建造した AUV 及び

ROV については，本格運用に向

けた海域試験を実施する。さら

に，海底広域研究船の建造を進

める。加えて，トライトンブイ

網，RAMA ブイ網(インド洋)を効

率的に運用するとともに，長期

観測に関する各種機器やプラ

ットフォームの機能向上・開発

を進める。 

「ちきゅう」については，IODP

の枠組みの下，ちきゅう IODP

運用委員会（CIB）による検討

及び助言を受けて機構が策定

した科学掘削計画に基づき運

用する。また，我が国が推進す

るプロジェクト等に活用する。

さらに，「ちきゅう」の運用に

資する技術をより一層，蓄積さ

せることを目的に，科学掘削の

推進に支障のない範囲で，海洋

科学技術の推進に資すると認

められる場合において，外部資

金による掘削等を実施する。 

基に大学等に供用した。ま

た，東京大学大気海洋研究

所と緊密な連携・協力を行

うため「学術研究船運航連

絡会」を定期的に開催し，

学術研究船の保守整備や運

航等に関する情報交換を行

った。 

・ 船舶の運航については，燃

料費の高騰等により運航コ

ストが増加する中，受託航

海等を確保することによ

り，研究調査船の年間総運

航日数 1,353 日（約 270 日/

船）を達成した。これは当

初計画日数1,041日（約208

日/船）に対しても約 2割の

向上であり，平成 25 年度の

運航日数 1,297 日(約 260

日/船)を上回ることができ

た。 

・ 船舶の運航に際しては地元

漁業者との海域調整業務を

行い，海洋科学研究への理

解増進に努めた。 

・ これらの船舶を用いた研究

成果や運航技術を外部発信

するため，「ブルーアースシ

ンポジウム」を開催した。

また，新たに国内外の大

学・研究機関が参加する総

合的な遠距離・長期研究航

海に向けて「大型研究航海

ワークショップ」を開催し

た。 

・ 新たに建造した AUV 及び

ROV については，「じんべ

い」において母船からの着

教育により，長年に渡

り無事故運航を実現し

たことは評価に値する

と考える。 

・ 新たに建造した AUV や

ROV については，本格運

用に向け着実に訓練・

試験を実施している。

海底広域研究船につい

ては，計画通り建造を

進めており，平成 27 年

度末に完成を予定して

いる。 

・ さらに，これらの船舶

運航については，国内

外の大学・研究機関が

参加する総合的な遠距

離・長期研究航海に向

けた「大型研究航海ワ

ークショップ」を開催

するなど日本における

海洋研究開発の中心的

な役割を担う取り組み

も進めている。 

・ 「ちきゅう」について

は，「ちきゅう」IODP

運用委員会から今後の

南海掘削計画について

助言を受け，IODP の一

層の推進が期待されて

いる。 

・ SIP での沖縄トラフ掘

削においては，近年注

目されている海洋資源

に関する調査技術の向

上が図られただけでな

く，我が国の科学技術

プロジェクト推進の面

・ 船舶・深海調査システム，地

球シミュレータ，データ及び

サンプルの提供促進は，いず

れも，他の機関には追随でき

ない研究開発基盤運用であ

り，今後もいっそう推進すべ

き事業である。 

・ 交付金減少に伴う運航日数

削減という課題を有する中，

受託航海の確保，大学等への

学術研究船供用などの工夫

をされている。重要な工夫で

あり，今後もそうした検討の

必要性が高まるものと予想

される。 

・ 長年にわたる，日本企業と

JAMSTECの技術の蓄積が生ん

だ，最先端の深海探査技術に

感銘を受けた。 
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３．中長期目標，中長期計画，年度計画，主な評価軸，業務実績等，年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 
中長期目標 中長期計画 年度計画 

主な評価軸（評価

の視点），指標等 

法人の業務実績等・自己評価 
主務大臣による評価 

主な業務実績等 自己評価 

揚収等実運用に向けた慣熟

訓練，「かいこう Mk-IV」

においてはマンガンクラス

トのサンプル採取等試験運

用を実施した。また，「う

らしま」においては海底資

源研究を推進するため，新

たな観測センサ（合成開口

インターフェロメトリーソ

ナー）を搭載し，各種計測

試験を実施した。「しんか

い 6500」については研究ニ

ーズに合わせ耐圧殻内のレ

イアウト変更や灯光器の

LED 化等機能向上を行っ

た。さらに研究者からの要

望によりカメラ搭載の新し

い深海曳航システムの製作

等を実施した。 

・ 船舶や探査機の安全運航の

ため，確実な保守整備行う

とともに研究安全委員会を

開催し運航計画やその内容

の審査を行った。この他，

船舶運航を外部委託してい

る各社との意見交換会，安

全運航セミナー等を開催

し，安全意識の共有に努め

た。これらにより無事故運

航を実現した。 

・ 「白鳳丸」については，長

年に渡り航行安全のための

海洋データ提出を行った功

績に対し，海上保安庁長官

から感謝状が贈呈されると

ともに，同船の労働災害防

止の実績により国土交通省

海事局船員労政課長から船

からも大きな貢献であ

ると考えられる。  

・ インド共和国における

掘削では，大水深域で

の掘削技術やメタンハ

イドレード分析技術の

経験と蓄積に加えて，

機構の研究者が，イン

ド共和国の研究者・技

術者の指導・支援を行

うことで，日本の科学

技術外交上においても

貢献された。  
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３．中長期目標，中長期計画，年度計画，主な評価軸，業務実績等，年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 
中長期目標 中長期計画 年度計画 

主な評価軸（評価

の視点），指標等 

法人の業務実績等・自己評価 
主務大臣による評価 

主な業務実績等 自己評価 

員労働災害防止優良事業者

（１級）認定を受けた。 

・ 海底広域研究船の建造につ

いては，引き続き詳細設計

を行い，平成 26 年 10 月よ

り建造を開始した。計画通

り建造を進めており，平成

27 年 6 月に進水し，平成 27

年度末に完成する予定であ

る。 

 

「ちきゅう」については IODP

の枠組みの下，科学掘削を実施

するために「ちきゅう IODP 運

用委員会（CIB）」を開催し，

助言を受けた。 

我が国の推進するプロジェ

クトへの活用として，平成 26

年7月に内閣府が推進する戦略

的イノベーション創造プログ

ラム（SIP）の「次世代海洋資

源調査技術」において，沖縄・

伊平屋北海丘における沖縄ト

ラフ熱水性堆積物掘削に「ちき

ゅう」を供用した。 

外部資金による掘削として

は，日本原燃株式会社による下

北半島東部における海上ボー

リング調査の実施や，インド共

和国 ONGC 社が実施する資源開

発に関連した調査を日本海洋

掘削株式会社（JDC）が受託し，

機構はJDCとの資源掘削契約に

基づき，「ちきゅう」を供用し

た。 
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４．その他参考情報 
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様式２－１－４－１ 国立研究開発法人 年度評価 項目別評価調書（研究開発成果の最大化その他業務の質の向上に関する事項）様式 

 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅰ－２－(2) 「地球シミュレータ」 

関連する政策・施策 
政策目標９ 科学技術の戦略重点化 

施策目標９―７ 海洋分野の研究開発の推進 

当該事業実施に係る根拠（個

別法条文など） 

独立行政法人海洋研究開発機構法第十七条 

第四号 機構の施設及び設備を科学技術に関する研究開発又は学術研究を行

う者の利用に供すること。 

当該項目の重要度，難易

度 
 

関連する研究開発評価，政策

評価・行政事業レビュー 
平成 27 年度行政事業レビューシート番号 0292 

 

２．主要な経年データ 

 主な参考指標情報  ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 

  基準値等 H26 年度 H27 年度 H28 年度 H29 年度 H30 年度  H26 年度 H27 年度 H28 年度 H29 年度 H30 年度 

       予算額（千円） 4,483,704     

       決算額（千円） 4,447,309     

       経常費用（千円） 5,057,504     

       経常利益（千円） ▲191,303     

       行政サービス実施コ

スト（千円） 
8,920,607     

        従事人員数 76     

注）予算額，決算額は支出額を記載。人件費については共通経費分を除き各業務に配賦した後の金額を記載 

３．中長期目標，中長期計画，年度計画，主な評価軸，業務実績等，年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 
中長期目標 中長期計画 年度計画 

主な評価軸（評価

の視点），指標等 

法人の業務実績等・自己評価 
主務大臣による評価 

主な業務実績等 自己評価 

 機構は，海洋科学技術分

野における国家基幹技

術たる世界最先端の研

究開発基盤を有する世

界トップレベルの研究

開発機関として，研究

船，深海調査システム，

「地球シミュレータ」等

の施設・設備を自ら使用

するとともに，機構の研

究開発業務の遂行に支

障がない範囲で，海洋科

学技術をはじめとする

科学技術の推進のため

外部の利用に供する。ま

た，東京大学大気海洋研

「地球シミュレータ」を効

率的に運用し，システム運

用環境の改善を進めるこ

とで利便性を向上させ，円

滑な利用環境を整備する

とともに，利用者に対して

は利用情報及び技術情報

を適宜提供する。また，「地

球シミュレータ」を民間企

業，大学及び公的機関等の

利用に供し，これらの利用

者との共同研究を推進す

る。 

利用者の利便性を向上させる

ため，大容量ストレージの供

用を進めるほか，利用情報や

技術情報の提供を行う。また，

「次期地球シミュレータ」へ

のシステム更新，データ，プ

ログラムの移行及び利用者へ

の技術情報提供を進める。さ

らに，「地球シミュレータ」を

民間企業，大学及び公的機関

等の利用に供する。 

「地球シミュレ

ータ」は効率的に

運用・共用され，

利用者と共同研

究が推進された

か。 

 

・ 地球シミュレータの本年度

の公募課題は，地球科学分野

の 21 課題が採択された。特

定課題はリスク情報創生プ

ロジェクトの 3 課題と産業

戦略利用の 12 課題となっ

た。機構課題は機構の主導す

る 16 課題を割当てた。今年

度の計画保守を除くノード

停止時間は 1.54%に抑えら

れ，90%以上がシミュレーシ

ョン研究に用いられた。 

・ 後継機は，平成 26 年 5 月に

開札が行われ，NEC 社製

SX-ACE の導入が決定した。

Ａ 

・ 地球シミュレータは

年間 1,191,667ノー

ド時間の計算資源提

供を予定し，実際は

96.25%  1,238,160

ノード時間が提供で

きた。運用における

スケジューリングロ

スを除いた純利用で

は，予定の 92.53％

の高い利用率が達成

できた。 

・ 競争原理を働かせる

戦略的な調達の結

果，当初見積価格の

評定 Ａ 

＜評定に至った理由＞ 

・ 「地球シミュレータ」は，第

２期中期計画においては気候

変動に関する政府間パネル

（IPCC）含め，国際的に地球

環境変動研究に貢献し，第３

期中期計画の第１事業年度目

においてもシミュレーション

研究から情報発信まで行う海

洋情報サービスをパッケージ

化し，研究成果を社会実装す

るといった成果を創出してい

る。 

・ 次期「地球シミュレータ」の

導入にあたっては，昨今のデ
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３．中長期目標，中長期計画，年度計画，主な評価軸，業務実績等，年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 
中長期目標 中長期計画 年度計画 

主な評価軸（評価

の視点），指標等 

法人の業務実績等・自己評価 
主務大臣による評価 

主な業務実績等 自己評価 

究所等との緊密な連携

協力の下，学術研究の特

性に配慮した運航計画

に基づいて研究船の運

航等を行い，大学及び大

学共同利用機関におけ

る海洋に関する学術研

究に関し協力を行う。 

地球深部探査船「ちきゅ

う」については，IODP

の枠組みの下，ちきゅう

IODP 運用委員会（CIB）

を通じて国際的な運用

に供する。また，機構の

業務や同計画の円滑な

推進に支障がない範囲

で，掘削技術を蓄積する

ため，外部機関からの要

請に基づく掘削のため

に供用する。 

「地球シミュレータ」に

ついては，中期目標期間

中に更新時期となるこ

とから，国内外の地球科

学分野における科学技

術動向や大型計算機の

整備状況等を踏まえ整

備を進める。 

政府調達手続に則るととも

に，競争原理が活発に働くよ

うにアプリケーション性能

を重視した競争的な調達を

戦略的に実施したことによ

って，当初予定価格の約 66%

で，導入ベンチマークでは性

能要求(現行の 8 倍）を上回

る現行の 10 倍以上の実効性

能を有したシステムを導入

することができ，また，水冷

方式の導入などで現行の

1/10（性能比）の低消費電力

化が達成された。導入決定

後，詳細設計，ユーザデー

タ・プログラムの移行作業を

行い，予定通り 3月から稼働

を開始した。 

・ 本入札手続きの評価を依頼

した株式会社ソフテックか

らは，稀に見る「オープンか

つ合理的な仕様」，「公平な手

続き」で競争原理が十分に働

いたとの評価を得た。 

・ 計算技術と運用の両面で ES

利用のサポートを実施して

おり，本年度は 160 件に対応

した。多くの計算モデル使わ

れているライブラリの移植

や，プログラムチューニング

を行った。また，下半期では

ES 後継機において実施され

ることとなった特別推進課

題（平成 27 年 3 月～5 月期

実施）における研究成果の確

実な創出に寄与するべく重

点的な技術サポートを実施

した。 

約 2/3 で計画上の性

能要求を 25%以上上

回る後継機の導入が

実現され，平成 27 年

3 月から予定通り稼

働を開始した。 

・ 公募課題は外部有識

者による課題選定が

行われ，日本の地球

科学のシミュレーシ

ョン研究を推進する

研究に対して適切に

計算資源を提供する

ことができている。

また，リスク情報創

生プロジェクト，産

業戦略利用プログラ

ムの利用や，機構の

主導する研究利用に

おいても当初の目的

に則した利用課題が

選定・採択されてい

る。 

・ 産業利用は，今年度

から供用を開始した

大型共有メモリ型サ

ーバ UV2000 の利用

推進も寄与した。地

球シミュレータ産業

戦略利用プログラム

では 12 課題，成果占

有型有償利用は 11

件，金額で目標の 2

千万円を上回り，特

定の課題の大規模利

用の無かった前々年

の H24 年度と比較す

ると，22%の増額とな

ータ自体の増大や予測情報の

精度の向上の必要性に伴うよ

り高度な計算能力が求められ

る中で，現行の 10 倍以上の実

効性能を有したシステムを調

達するとともに，平成 27 年度

に向けたスムーズな移行・運

用体制を早急に構築し，かつ，

これを当初予定価格の約 66%

で実現できたことは，「研究開

発成果の最大化」に向けて将

来的に顕著な成果の創出への

期待等が認められる。 

＜今後の課題＞ 

 特になし。 

＜その他事項＞（審議会及び部会の意

見） 

・ 船舶・深海調査システム，地

球シミュレータ，データ及び

サンプルの提供促進は，いず

れも，他の機関には追随でき

ない研究開発基盤運用であ

り，今後もいっそう推進すべ

き事業である。 

・ 次期地球シミュレータの導入

において，要求性能を上回る

実行性能を達成したことは高

く評価される。 

・ 地球シミュレータが，自己評

価で A とされている。その理

由は調達に競争原理がはたら

いて，予定価格を大きく下回

ったこと，省電力化による維

持費削減見込，非常に高い稼

働率，及び民生需要の開拓が

根拠であり，問題はないと思

う。 

・ 次期地球シミュレータを含め
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３．中長期目標，中長期計画，年度計画，主な評価軸，業務実績等，年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 
中長期目標 中長期計画 年度計画 

主な評価軸（評価

の視点），指標等 

法人の業務実績等・自己評価 
主務大臣による評価 

主な業務実績等 自己評価 

・ 「地球シミュレータ産業戦

略利用プログラム（補助金事

業）」では，社会貢献を目指

した環境負荷を低減する技

術開発および安全・安心な社

会を実現する技術開発の２

分野において課題募集を行

い，12 課題を採択した。ま

た，成果専有型有償利用の申

請件数は 11 件であり，利用

料収入は 28,552 千円（見込）

となった。西川 憲明 特任技

術研究員が日本計算工学会

の「論文賞」を受賞した。受

賞論文：「選択的補間多項式

による埋め込み境界法」 日

本計算工学会論文集 No. 

20120018（2012） 

・ 国内外の機関との連携では，

SC14（米ニューオーリンズ）

へ の 出 展 ， Workshop on 

Sustained Simulation 

Performance (WSSP)の開催

（仙台，東北大との連携）の

他，海外のセンター（DKRZ，

ECMWF，Kiel 大，NASA Ames）

を訪問し，意見交換などをお

こなった。 DKRZ とは共同研

究に向けて協議をおこなっ

た。国内機関（IFERC，阪大

CMC，東北大 CSC，RIST，FOCUS

他）とも交流を進めた。 

った。 

・ 国内外の機関との連

携も活発に行われ，

DKRZとの共同研究の

準備も進んでいる。 

・ これまでの地球シミ

ュレータの利用者や

利用状況のさらなる

分析を行い，機構内

外の利用者の属性の

分布とその変化等の

分析を進め，それを

元に利用者に積極的

な働きかけをするな

どして，さらなる需

要の開拓を行ってい

くことが重要である

と認識している。 

 

て，地球シミュレータの存在

感が薄いように感じる。もっ

と広く知ってもらうための方

策が必要ではないか。 

・ 「地球シミュレータ」を「Ａ」

と自己評価をした。これまで

と比べて，どういう点で優れ

た成果を出したと評価したの

かを知りたい。 

 

 

４．その他参考情報 
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様式２－１－４－１ 国立研究開発法人 年度評価 項目別評価調書（研究開発成果の最大化その他業務の質の向上に関する事項）様式 

 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅰ－２－(3) その他の施設設備の運用 

関連する政策・施策 
政策目標９ 科学技術の戦略重点化 

施策目標９―７ 海洋分野の研究開発の推進 

当該事業実施に係る根拠（個

別法条文など） 

独立行政法人海洋研究開発機構法第十七条 

第一号 海洋に関する基盤的研究開発を行うこと。 

当該項目の重要度，難易

度 

 関連する研究開発評価，政策

評価・行政事業レビュー 
平成 27 年度行政事業レビューシート番号 0292 

 

２．主要な経年データ 

 主な参考指標情報  ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 

  基準値等 H26 年度 H27 年度 H28 年度 H29 年度 H30 年度  H26 年度 H27 年度 H28 年度 H29 年度 H30 年度 

       予算額（千円） 552,642     

       決算額（千円） 549,642     

       経常費用（千円） 631,456     

       経常利益（千円） ▲3,119     

 
  

    行政サービス実施コ

スト（千円） 
734,074     

        従事人員数 19     

注）予算額，決算額は支出額を記載。人件費については共通経費分を除き各業務に配賦した後の金額を記載 

３．中長期目標，中長期計画，年度計画，主な評価軸，業務実績等，年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 
中長期目標 中長期計画 年度計画 

主な評価軸（評価

の視点），指標等 

法人の業務実績等・自己評価 
主務大臣による評価 

主な業務実績等 自己評価 

 機構は，海洋科学技術分

野における国家基幹技術

たる世界最先端の研究開

発基盤を有する世界トッ

プレベルの研究開発機関

として，研究船，深海調

査システム，「地球シミュ

レータ」等の施設・設備

を自ら使用するととも

に，機構の研究開発業務

の遂行に支障がない範囲

で，海洋科学技術をはじ

めとする科学技術の推進

のため外部の利用に供す

る。また，東京大学大気

海洋研究所等との緊密な

連携協力の下，学術研究

高圧実験水槽等の施設・設

備について，自らの研究開

発に効率的に使用すると

ともに，研究開発等を行う

者の利用に供する。 

高圧実験水槽等の施設・設備

について，自らの研究開発に

効率的に使用するとともに，

研究開発等を行う者の利用

に供する。 

高圧実験水槽等

の施設について，

効率的に運用・共

用されたか。 

 

・ 高圧実験水槽（使用日数

124 日），多目的実験水槽

（使用日数 95 日）及び電界

放射型走査電子顕微鏡（使

用日数 200 日）については，

自主点検・整備を行い，有

人潜水調査船や深海探査

機，及び海洋観測機器等の

試験・実験をはじめとした

機構内及び外部の研究開発

に利用した。また，潜水訓

練プール棟，潜水シミュレ

ータ及び救急再圧訓練装置

については，法定点検の他，

自主点検・整備，水質の維

持管理を適切に行い，潜水

Ｂ 

・ 研究施設・設備につい

て，計画的に維持管理

し，効率的に研究開発

を行う研究者等に供

用した。 

・ 高知コア研究所のコ

ア保管庫においては，

機構における研究の

みならず，外部の研究

機関にもコア資料を

適切に提供し，その研

究促進に貢献した。 

 

評定 Ｂ 

＜評定に至った理由＞ 

・ 機構内外の研究者に対してコ

ア試料を４万点以上提供する

等，「研究開発成果の最大化」

に向けた着実な業務運営がな

されている。 

＜今後の課題＞ 

 特になし。 

＜その他事項＞（審議会及び部会の意

見） 

 特になし。 
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３．中長期目標，中長期計画，年度計画，主な評価軸，業務実績等，年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 
中長期目標 中長期計画 年度計画 

主な評価軸（評価

の視点），指標等 

法人の業務実績等・自己評価 
主務大臣による評価 

主な業務実績等 自己評価 

の特性に配慮した運航計

画に基づいて研究船の運

航等を行い，大学及び大

学共同利用機関における

海洋に関する学術研究に

関し協力を行う。 

地球深部探査船「ちきゅ

う」については，IODP の

枠組みの下，ちきゅう

IODP 運用委員会（CIB）

を通じて国際的な運用に

供する。また，機構の業

務や同計画の円滑な推進

に支障がない範囲で，掘

削技術を蓄積するため，

外部機関からの要請に基

づく掘削のために供用す

る。 

「地球シミュレータ」に

ついては，中期目標期間

中に更新時期となること

から，国内外の地球科学

分野における科学技術動

向や大型計算機の整備状

況等を踏まえ整備を進め

る。 

技術研修等に利用した。 

・ 高知大学が整備したコア保

管庫が 9 月より運用開始さ

れ，総延長 350km 相当の掘

削コア資料が保管可能とな

った。これに伴い，米科学

財団から米国掘削実施機関

を通じて，コア保管業務を

4 年契約で受注した。平成

26年度はコア試料を4万点

以上提供し，適切・効率的

に運用を行った。 

 

 

４．その他参考情報 
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様式２－１－４－１ 国立研究開発法人 年度評価 項目別評価調書（研究開発成果の最大化その他業務の質の向上に関する事項）様式 

 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅰ－３－(1) データ及びサンプルの提供・利用促進 

関連する政策・施策 
政策目標９ 科学技術の戦略重点化 

施策目標９―７ 海洋分野の研究開発の推進 

当該事業実施に係る根拠（個

別法条文など） 

独立行政法人海洋研究開発機構法第十七条 

第六号 海洋科学技術に関する内外の情報及び資料を収集し，整理し，保管し，

及び提供すること。 

当該項目の重要度，難易

度 
 

関連する研究開発評価，政策

評価・行政事業レビュー 
平成 27 年度行政事業レビューシート番号 0292 

 

２．主要な経年データ 

 主な参考指標情報  ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 

  基準値等 H26 年度 H27 年度 H28 年度 H29 年度 H30 年度  H26 年度 H27 年度 H28 年度 H29 年度 H30 年度 

       予算額（千円） 947,561     

       決算額（千円） 940,752     

       経常費用（千円） 992,834     

       経常利益（千円） 1,079     

 
  

    行政サービス実施コ

スト（千円） 
1,192,645     

        従事人員数 74     

注）予算額，決算額は支出額を記載。人件費については共通経費分を除き各業務に配賦した後の金額を記載 

３．中長期目標，中長期計画，年度計画，主な評価軸，業務実績等，年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 
中長期目標 中長期計画 年度計画 

主な評価軸（評価

の視点），指標等 

法人の業務実績等・自己評価 
主務大臣による評価 

主な業務実績等 自己評価 

 研究活動を通じて得ら

れたデータやサンプル

等海洋科学技術に関す

る情報及び資料を収集

するとともに電子化等

を進めることにより，研

究者をはじめ一般国民

が利用しやすい形で整

理・保管し，提供する。 

研究開発により得られ

た成果については，論文

の投稿，研究集会におけ

る口頭発表等により積

極的に情報発信を行い，

我が国の海洋科学技術

の中核機関として世界

機構が取得した各種デ

ータやサンプル等に関

する情報等を国内外で

実施されている研究等

の利用に供するため，デ

ータ・サンプル取扱基本

方針等に基づき体系的

な収集，整理，分析，加

工及び保管を行い，円滑

に情報等を公開する。こ

のため，研究者や社会等

のニーズに応じた目的

別のデータ公開システ

ムを構築し，運用すると

ともに，国内外の関係機

関との連携を強化する。 

機構が取得する調査・観測デー

タや，海洋生物・掘削コア試

料・岩石等の各種サンプルにつ

いては，それらの各種データや

所在情報（メタデータ等）を体

系的に収集・整理するととも

に，品質管理技術の開発，合理

的なデータ・サンプルの整理，

分析，加工，保管を行う。また，

これらの各種データ・サンプル

を研究者等に対して適切かつ

円滑な公開・提供を実施する。 

 これらのデータ・サンプル情

報等を効率的に提供するため，

海洋生物情報や地震研究情報

等のデータ公開システムの整

研究活動を通じ

て得られたデー

タ及びサンプル

について，研究者

をはじめ一般国

民が利用しやす

い形で整理・保

管・提供を行った

か。 

 

・ 機構が様々な研究活動で取

得したデータ・サンプルに関

しデータの品質管理，データ

公開を実施した。データ提供

システムでは，潜航調査の航

跡と潜航調査を同時に三次

元的に表示することで利用

者ニーズを満たす「深海調査

データビューア」の公開を実

施した。また，四次元変分法

を用いて作成された海洋デ

ータ同化プロダクトをイン

ターネット上に公開するシ

ステムでは，大量・大容量の

データのダウンロードニー

Ｂ 

・ 機構の調査観測デー

タや各種サンプルに

関する品質管理，デ

ータ公開については

当初の計画通り着実

に実施した。 

・ 潜航調査の航跡を三

次元的に表示する

「深海調査データビ

ューア」の公開等，

当初の計画を着実に

実施した。また，四

次元変分法を用いて

作成された海洋デー

タ同化プロダクトを

評定 Ｂ 

＜評定に至った理由＞ 

・ 各種データ・サンプルの品質

管理・保管・デジタル化・公

開を実施するとともに，国際

的な海洋生物のデータベース

と連携をはかる等科学技術情

報の収集・提供及び他機関と

の連携・協力が行われており，

「研究開発成果の最大化」に

向けた着実な業務運営がなさ

れている。 

＜今後の課題＞ 

 特になし。 

＜その他事項＞（審議会及び部会の意

見） 
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３．中長期目標，中長期計画，年度計画，主な評価軸，業務実績等，年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 
中長期目標 中長期計画 年度計画 

主な評価軸（評価

の視点），指標等 

法人の業務実績等・自己評価 
主務大臣による評価 

主な業務実績等 自己評価 

を主導する。特に，質の

高い論文の投稿により，

投稿論文の平均被引用

率を増加させる。また，

産業界や他の研究機関

への情報提供・利用促進

により，イノベーション

を創出し，社会への貢献

を果たす。 

国民の海洋に関する理

解増進を図るため，プレ

ス発表，広報誌，インタ

ーネット，施設・設備公

開等を通じて，国民に向

けた情報発信・提供を積

極的に行う。機構の研究

活動，研究成果，社会へ

の還元等は，最先端の科

学技術に関するものが

多く，内容・意義等につ

いて十分に理解するの

が難しい場合もあるこ

とから，具体的なわかり

やすい情報発信によっ

て，国民に当該研究を行

う意義について理解を

深めていただき，支持を

得ることが重要である。 

上記の他，国民の海洋に

関する理解増進等に資

するため，海洋科学技術

の動向等に関する情報

を収集・整理・保管し，

提供する。 

備・機能強化を進めるととも

に，安定かつ安全な運用管理に

より円滑な公開，流通を実施す

る。さらに研究者のみならず，

教育・社会経済分野等のニーズ

やデータ利用動向の情報を収

集・分析し，それらに対応した

情報処理・提供機能の整備を行

う。 

 併せて，国内外の関係機関と

の連携を強化し，機構が公開・

提供する情報の円滑な流通を

実施するとともに，ユネスコ政

府間海洋学委員会国際海洋デ

ータ・情報交換（IOC/IODE）の

枠組みの配下で運営されてい

る全球規模の海洋生物情報デ

ータベースシステム(OBIS)の

日本ノードとして国内におけ

る関連データの収集・整理，保

管，提供を進める。 

上記の他，国民の海洋に関する

理解増進等に資するため，海洋

科学技術の動向等に関する情

報を収集・整理・保管し，提供

する。また，学術機関リポジト

リ等により研究者及び一般利

用者へ情報の発信と提供を行

う。 

ズに対応した機能強化を実

施した。   

・ システム構築では，東北マリ

ンサイエンス拠点形成事業

の公式サイトの運用及び海

底地震･津波観測ネットワー

ク観測データの配信システ

ムの運用を実施した。 

・ 各種データサイトへの利用

者のアクセス解析を実施し，

今後の新たなニーズに対応

したデータベース提供サイ

ト構築のための基礎情報を

取得した。 

・ 国内外の機関とは，国際的な

海洋生物分布情報のデータ

ベ ー ス (Ocean 

Biogeographic Information 

System: OBIS)の日本窓口と

して活動を行っている。ま

た，ユネスコ政府間海洋学委

員会（UNESCO/IOC）の国際間

の海洋データ・情報の交換を

促進することを目的とした

国際海洋データ・情報交換シ

ステム（IODE）連携データユ

ニット（IODE Associate Data 

Unit：ADU）となることが決

まり，IODE における窓口と

なって活動する体制を構築

した。 

・ 図書資料については，横須賀

本部・横浜研究所図書館を中

心に全拠点合計で図書2,708

タイトルを受入れ，和雑誌

101 タイトル，外国雑誌 850

タイトルを提供した。また，

機構内では 1,659 件の文献

インターネット上に

公開するシステムを

構築し運用すること

により，データを効

率的に提供してい

る。 

・ OBISの日本ノードと

しての活動は，IODE

連携データユニット

（ IODE Associate 

Data Unit：ADU）に

おける国際的なデー

タベースの日本窓口

として活動すること

になり，その体制を

構築した。 

・ 学術誌の高騰と予算

逼迫の中，予定通り

図書資料を購入し，

利用しやすい形で整

理・提供した。また，

保管していない資料

についても，研究者

からの依頼に基づ

き，外部機関から取

り寄せ，研究活動の

推進に寄与した。 

・ 学術機関リポジトリ

の運用等を通じて，

海洋に関する情報提

供を行った。 

・ 研究者や技術者から

の要望も踏まえて，

今後の研究活動を長

期的・効率的に推進

するために図書館機

能を強化する方針を

策定した。 

・ 船舶・深海調査システム，地

球シミュレータ，データ及び

サンプルの提供促進は，いず

れも，他の機関には追随でき

ない研究開発基盤運用であ

り，今後もいっそう推進すべ

き事業である。 
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３．中長期目標，中長期計画，年度計画，主な評価軸，業務実績等，年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 
中長期目標 中長期計画 年度計画 

主な評価軸（評価

の視点），指標等 

法人の業務実績等・自己評価 
主務大臣による評価 

主な業務実績等 自己評価 

複写，133 件の図書の貸借依

頼に対応し，外部機関からは

109 件の文献複写，22 件の図

書の貸借依頼に対応した。 

・ 学術機関リポジトリの運用

を通じて，積極的に外部へ研

究開発成果を発信した。総デ

ータ数は 23,882 件で，うち

機構刊行物を含む 2,584 件

については本文データも公

開している。 

・ 研究者を含めた所内委員会

において，今後は図書館を研

究基盤のひとつとして位置

づけ，従来の図書館機能に加

え電子図書館機能を強化す

る方針を策定した。具体的に

は，遠隔拠点や船舶上も本部

と同じコンテンツを利用可

能とする学術情報（論文等）

のネットワーク化等を行っ

ていく予定である。 

・ また，研究活動の不正行為防

止に向けた取組みを受け，外

部講師を招いて出版倫理に

関する説明会等を開催した。 

・ 学術雑誌の経費高騰ついて

は，独立行政法人図書館コン

ソーシアムに参加し，情報共

有等の連携を図り対応を検

討している。 

 

・ 研究活動に不可欠な

出版倫理に関する説

明会等を開催するこ

とで，研究活動不正

防止の動きに積極的

に対応し，研究者の

みならず管理部門と

の意識共有もはかる

ことが出来た。 

 

 

４．その他参考情報 
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様式２－１－４－１ 国立研究開発法人 年度評価 項目別評価調書（研究開発成果の最大化その他業務の質の向上に関する事項）様式 

 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅰ－３－(2) 普及広報活動 

関連する政策・施策 
政策目標９ 科学技術の戦略重点化 

施策目標９―７ 海洋分野の研究開発の推進 

当該事業実施に係る根拠（個

別法条文など） 

独立行政法人海洋研究開発機構法第十七条 

第二号 前号に掲げる業務に係る成果を普及し，及びその活用を促進するこ

と。 

当該項目の重要度，難易

度 
 

関連する研究開発評価，政策

評価・行政事業レビュー 
平成 27 年度行政事業レビューシート番号 0292 

 

２．主要な経年データ 

 主な参考指標情報  ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 

  基準値等 H26 年度 H27 年度 H28 年度 H29 年度 H30 年度  H26 年度 H27 年度 H28 年度 H29 年度 H30 年度 

       予算額（千円） 492,374     

       決算額（千円） 492,050     

       経常費用（千円） 546,316     

       経常利益（千円） ▲7,510     

 
  

    行政サービス実施コ

スト（千円） 
599,053     

        従事人員数 37     

注）予算額，決算額は支出額を記載。人件費については共通経費分を除き各業務に配賦した後の金額を記載 

３．中長期目標，中長期計画，年度計画，主な評価軸，業務実績等，年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 
中長期目標 中長期計画 年度計画 

主な評価軸（評価の

視点），指標等 

法人の業務実績等・自己評価 
主務大臣による評価 

主な業務実績等 自己評価 

 研究活動を通じて得られ

たデータやサンプル等海

洋科学技術に関する情報

及び資料を収集するとと

もに電子化等を進めるこ

とにより，研究者をはじ

め一般国民が利用しやす

い形で整理・保管し，提

供する。 

研究開発により得られた

成果については，論文の

投稿，研究集会における

口頭発表等により積極的

に情報発信を行い，我が

国の海洋科学技術の中核

機関として世界を主導す

海洋科学技術の発展と

社会貢献における機構

の役割について，国民に

広く周知することを目

的とした普及広報活動

を展開するため，以下の

事項を実施する。 

 

a. 機構の研究開発事業

への理解増進及び海洋

科学リテラシーの向上

に貢献するため，各拠点

の施設・設備の一般公開

（各年 1 回），見学者の

常時受入れ，保有する研

究船の一般公開，広報誌

 海洋科学技術の発展と社

会貢献における機構の役割

について，国民に広く周知す

ることを目的とした普及広

報活動を展開するため，以下

の事項を実施する。 

 

 

a.  機構の研究開発事

業への理解増進及び海洋科

学リテラシーの向上に貢献

するため，各拠点の施設・設

備の一般公開（各年 1 回），

見学者の常時受入れ，保有す

る研究船の一般公開，広報誌

（年 6回）等の発行及び出前

機構が実施した海

洋科学技術の発展

と社会貢献ににつ

いて，国民に広く周

知できているか。 

 

 

 

 

 

 

 

【a.】 

・ 各拠点の施設一般公開で

11,711 名，常時見学者受

入では 36,612 名であり，

合計 48,323 名の来訪者を

受け入れた。 

・ 船舶一般公開では 4,198

名の見学者が来場した。特

に，「新青丸」については

Ａ 

・ 横須賀本部をはじめ

各拠点の展示施設等

を活用し，実験教室

や工作教室，海洋教

室といった子供向け

イベントから，一般

向け主催イベント・

シンポジウムを実施

した。さらに，地域

に密着した普及広報

活動として，各拠点

の地域で開催される

イベントへの協力を

実施し，自然科学の

普及に貢献すること

評定 Ｂ 

＜評定に至った理由＞ 

・ 機構の主な業務実績等に基づく

自己評価，審議会及び部会の意

見等を踏まえ総合的に勘案した

結果，自己評価ではＡとされて

いたが，Ｂと評定する。 

・ 平成 26 年２月に「普及・広報活

動の基本的な進め方」を策定し，

本「進め方」にのっとりホーム

ページの全面的見直しを含むイ

ンターネットを活用したタイム

リーな情報発信，全国の博物館

等との連携及びプレス発表，テ

レビ番組等マスメディアを重視

した情報発信等種々の活動と工
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３．中長期目標，中長期計画，年度計画，主な評価軸，業務実績等，年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 
中長期目標 中長期計画 年度計画 

主な評価軸（評価の

視点），指標等 

法人の業務実績等・自己評価 
主務大臣による評価 

主な業務実績等 自己評価 

る。特に，質の高い論文

の投稿により，投稿論文

の平均被引用率を増加さ

せる。また，産業界や他

の研究機関への情報提

供・利用促進により，イ

ノベーションを創出し，

社会への貢献を果たす。 

国民の海洋に関する理解

増進を図るため，プレス

発表，広報誌，インター

ネット，施設・設備公開

等を通じて，国民に向け

た情報発信・提供を積極

的に行う。機構の研究活

動，研究成果，社会への

還元等は，最先端の科学

技術に関するものが多

く，内容・意義等につい

て十分に理解するのが難

しい場合もあることか

ら，具体的なわかりやす

い情報発信によって，国

民に当該研究を行う意義

について理解を深めてい

ただき，支持を得ること

が重要である。 

（年 6回）等の発行及び

出前授業・ 

講師派遣等を行う。研究

船の一般公開での見学

者数を除き，機構全体で

１年あたり 35,000 人程

度の見学者の受入れを

維持する。 

 

 

 

 

 

b. 国民との直接かつ双

方向のコミュニケーシ

ョン活動を行うため，横

須賀本部海洋科学技術

館，横浜研究所地球情報

館，国際海洋環境情報セ

ンターの展示施設等を

活用するとともに，各地

域で開催される展示

会・イベント等への協力

を行う。また，地域に密

着した普及広報活動に

も取り組む。 

 

 

 

c. 効果的及び効率的な

情報発信を目指し，マス

メディアに対して分か

りやすい報道発表や番

組取材等への柔軟な対

応，取り上げられやすい

ように工夫した研究開

発成果の情報発信を行

う。 

授業・講師派遣等を行う。研

究船の一般公開での見学者

数を除き，機構全体で１年あ

たり 35,000 人程度の見学者

の受入れを維持する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

b.  国民との直接かつ

双方向のコミュニケーショ

ン活動を行うため，横須賀本

部海洋科学技術館，横浜研究

所地球情報館，国際海洋環境

情報センターの展示施設等

を活用するとともに，各地域

で開催される展示会・イベン

ト等への協力を行う。また，

地域に密着した普及広報活

動にも取り組む。 

 

 

 

 

 

c.  効果的及び効率的

な情報発信を目指し，マスメ

ディアに対して分かりやす

い報道発表や番組取材等へ

の柔軟な対応，取り上げられ

やすいように工夫した研究

開発成果の情報発信を行う。 

 

 

船籍港である大槌町にお

いて初めて一般公開を実

施し，722 名が来場した。 

・ 広報誌「Blue Earth」は日

本語版を 6巻，英語版を 1

巻（130 号東北地震抜粋

版）発行した。 

・ 講師派遣は 178 回（述べ参

加人数 203 名），出前授業

21 件を実施した。 

 

 

【b.】 

・ 拠点の展示施設を利用し

たイベントとしては，横浜

研究所において「夏休み子

ども実験教室」（２回），

セミナー等を実施する「横

浜研究所休日開館」（10

回），また国際海洋環境情

報センターにおいて夏休

み期間，春休み期間のそれ

ぞれで「海の工作教室」等

を開催した。 

 

 

 

 

【c.】 

・ マスメディアを活用した

情報発信としては，番組放

送 137 件，新聞・雑誌掲載

1,303 件，Web 掲載 404 件，

プレス発表 61 件（日・英）

だった。特筆すべき成果と

しては，TBS「日立世界ふ

しぎ発見」，NHK「NHK ス

ペシャル～巨大災害 MEGA 

が出来たと考える。 

・ 見学者の受け入れに

ついては，年度計画

で目標としていた

35,000人を大幅に上

回る結果となり，機

構の活動に対する興

味の高さを伺い知る

ことが出来た。 

・ 効率的な情報発信を

目指し，プレス発表

を 61 回実施し，その

全てについて英語版

も発信した。また，

「世界ふしぎ発見」

等，認知度の高いテ

レビ番組に機構の研

究開発活動が取り上

げられることで，イ

ンパクト性の高い広

報活動が実施でき

た。 

・ 情報発信の強化を目

指し，ホームページ

のリニューアルによ

る視覚的な見易さの

向上や，公式Twitter

開設によるタイムリ

ーな情報提供といっ

たインターネットツ

ールの強化を図っ

た。これによりホー

ムページアクセス数

増加などの成果が上

げられた。 

・ 最新の成果を取り入

れた展示・イベント

等の企画として，深

夫を行っており，高く評価され

る。 

・ 一方で，広報のための広報とな

らないためにも，海洋及び海洋

に関する研究開発に対する国民

の理解・関心の増進等といった，

我が国全体としての視点に立っ

た目標の設定と戦略の明確化が

求められる。 

＜今後の課題＞ 

 特になし。 

＜その他事項＞（審議会及び部会の意見） 

・ 普及広報活動には，さまざまな

工夫と効果的な情報発信の成果

がみられる。 

・ 普及広報活動の推進は高く評価

されるものの，A評価をつける上

での絶対的な指標の提示が不十

分である点は否めない。 

・ 極めて精力的な広報活動が推進

されているが，広報のための広

報とならないように今後とも留

意されたい。 

・ 海底資源の利用，未知の極限生

物圏の解明など，一般の人々の

注目を集めるテーマを扱ってい

る。どういう成果が出たのか，

などをわかりやすく説明するこ

とで，一般の人々からの応援も

期待できる。そういう成果をわ

かりやすく出してほしい。 

・ 広報や情報発信に関しては，何

をしたかだけでなく，質の面で

の内部評価も出してほしい。 

・ 研究，事業内容が多岐にわたっ

ているため，一般の人から見る

と，どういう役割をしているか

つかみにくい組織でもある。し
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３．中長期目標，中長期計画，年度計画，主な評価軸，業務実績等，年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 
中長期目標 中長期計画 年度計画 

主な評価軸（評価の

視点），指標等 

法人の業務実績等・自己評価 
主務大臣による評価 

主な業務実績等 自己評価 

 

 

 

 

 

 

 

d. インターネットの速

報性・拡散性を重視し，

ホームページによる情

報発信を強化する。ま

た，ソーシャル・ネット

ワーキング・サービス及

びインターネット放送

等のツールを活用し，幅

広く情報を発信する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

e. 最新の研究開発成果

を取り入れた展示・イベ

ント等の企画，役職員の

科学技術コミュニケー

ション力の強化並びに

全国の科学館，博物館及

 

 

 

 

 

 

 

d.  インターネットの

速報性・拡散性を重視し，ホ

ームページによる情報発信

を強化する。また，SNS，イ

ンターネット放送等のツー

ルを活用し，幅広く情報を発

信する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

e.  最新の研究開発成

果を取り入れた展示・イベン

ト等の企画，役職員の科学技

術コミュニケーション力の

強化並びに全国の科学館，博

物館及び水族館等との連携

DISASTER～」，TBS「夢の

扉＋」などインパクト性の

あるテレビ番組で，機構の

研究や研究者の特集が組

まれた。 

 

【d.】 

・ インターネットを活用し

た情報発信としては，機構

ホームページのアクセス

数は約 1,123 万件，またソ

ーシャル・ネットワーキン

グ・サービスとして 7 月に

開設された JAMSTEC 公式

Twitter ではフォローワ

ー数は3月末時点で2,747

件であった。 

・ インターネット配信を行

っている企業が主催する

展示イベント「ニコニコ超

会議３」という企画におい

て，「しんかい 6500」を

実機展示し，入場者数 12

万人以上となる効果的な

広報活動を実施した。 

・ さらに，その時々の社会的

関心事項の話題をコラム

として３回発信すること

で，効果的な広報活動を実

施した。 

 

【e.】 

・ 最新の研究開発成果を取

り入れたイベントとして

は，「海と地球の研究所セ

ミナー（「遠くて身近な北

極を探る！」（5月 31 日，

札幌），「しんかい 6500

海生物の生態や東北

マリンサイエンス拠

点形成事業のような

社会関心の高い成果

や，今後トピックと

なる可能性の高い海

底資源や地震・津波

関連の研究開発活動

を主催・共催イベン

トに盛り込むこと

で，機構の研究開発

活動の普及に貢献し

た。 

・ 全国の博物館等との

連携強化を目的と

し，機構船舶へ実際

に乗船し調査航海を

実施した。これによ

りお互いの取組に対

する理解深化など，

展示の充実とサイエ

ンスコミュニケータ

等の人材育成に貢献

した。 

・ 次世代を担う人材育

成を目的とし，小学

生から高校生，大学

生まで幅広く海洋科

学技術の学習の場を

提供した。これによ

り，次世代の海洋科

学技術に携わる人材

の育成に貢献するこ

とが出来たと考え

る。 

・ 以上のような成果を

挙げたことは，中期

計画や年度計画に記

かし，深海は宇宙同様，フロン

ティアとして人々の関心をかき

たてる。また資源活用などでも

注目度が高い。広報活動に熱心

に取り組んでいるが，よりこの

組織の存在意義を明確にするよ

うに広報，情報発信の内容，質

の工夫をしてほしい。 
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３．中長期目標，中長期計画，年度計画，主な評価軸，業務実績等，年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 
中長期目標 中長期計画 年度計画 

主な評価軸（評価の

視点），指標等 

法人の業務実績等・自己評価 
主務大臣による評価 

主な業務実績等 自己評価 

び水族館等との連携に

より，効果的及び効率的

な普及広報活動を行う。 

により，効果的及び効率的な

普及広報活動を行う。 

完成 25 周年」（2月 28 日，

神戸））の開催など，機構

主催の一般向けイベント

18 件，シンポジウム 43 件

を実施した。 

・ 科学館や水族館といった

博物館等のイベント協力

を 96 件，展示協力では 44

件を実施した。これら博物

館の学芸員が乗船する調

査航海を企画し，展示物の

作成や情報共有を行った。 

・ 役職員の科学技術コミュ

ニケーションを強化する

ため，サイエンスコミュニ

ケータの育成を実施した。

その方法としては最新の

研究成果を取り入れた講

演会への参加，話し方の講

習及び船舶を利用した航

海への乗船を実施した。こ

れにより広報課員等によ

る一般・子供向けイベント

の実施や，地域イベントで

の講演等で活かされた。 

・ 例年実施している小学生

を対象とし海洋における

夢や期待を描く「ハガキに

書こう海洋の夢コンテス

ト」を実施した。また同コ

ンテスト入賞者の海洋調

査船「なつしま」体験乗船

（7月27～31日，駿河湾），

高校生，大学生を対象とし

たイベントである「ブルー

アースアカデミー」（3月

24～26 日）を研究者・技

術者の協力のもと開催し，

載された事項のみな

らず，インターネッ

ト関連のイベントや

TV 番組を通じ，科学

に関心の低い若年層

に対して特に効果が

あったと思料され

る。また，イベント

開催や博物館等との

連携により最新の海

洋科学技術に対する

理解が地方へも広が

ったと考える。さら

に，マスメディアの

注目を集める企画を

行うことにより機構

の知名度を高め，さ

らに関心を呼ぶ相乗

効果が得られた。こ

れらの効果や影響は

高い評価に値すると

考える。 



103 
 

３．中長期目標，中長期計画，年度計画，主な評価軸，業務実績等，年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 
中長期目標 中長期計画 年度計画 

主な評価軸（評価の

視点），指標等 

法人の業務実績等・自己評価 
主務大臣による評価 

主な業務実績等 自己評価 

次世代の人材育成にも貢

献した。 

 

・ 本年度は，SNS による情報

発信の充実に取り組み，

JAMSTEC公式Twitterの開

設や，Yahoo!公式映像への

JAMSTEC 映像の提供・公開

を実施した。「ニコニコ超

会議３」での「しんかい

6500」の実機公開や，「海

と地球の研究所セミナー」

のインターネット・メディ

ア（ニコニコ動画）での生

放送を実施した。 

 

・ 本年度は，経費削減や人的

資源の有効利用を考慮し，

インターネット等やマス

メディアを利用した広報

活動を充実させた。イベン

ト協力や講師派遣につい

ては，機構の広報活動に有

益なもの，また研究成果を

十分周知できるものを選

択し，優先的に取り組ん

だ。 

 

・ 平成 26 年度は，小中学生

や一般の方々を対象とす

るイベントの講演・実験教

室等については，広報課員

を中心に実施し，専門的な

知識を有する者，法人に提

供する講演会等は，研究者

や技術者に依頼すること

によりメリハリを付け，研

究者・技術者の負担軽減に
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３．中長期目標，中長期計画，年度計画，主な評価軸，業務実績等，年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 
中長期目標 中長期計画 年度計画 

主な評価軸（評価の

視点），指標等 

法人の業務実績等・自己評価 
主務大臣による評価 

主な業務実績等 自己評価 

努めた。広報課員のサイエ

ンスコミュニケータの育

成については，広報課員

中，研究者・技術者（オペ

レータ）経験者，博士号取

得者を中心に，講演や実験

教室の場に積極的に参加

させ経験を積ませるとと

もに，他の講演会等への参

加など新しい知識の習得

を通して行っている。 

 

 

４．その他参考情報 
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様式２－１－４－１ 国立研究開発法人 年度評価 項目別評価調書（研究開発成果の最大化その他業務の質の向上に関する事項）様式 

 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅰ－３－(3) 成果の情報発信 

関連する政策・施策 
政策目標９ 科学技術の戦略重点化 

施策目標９―７ 海洋分野の研究開発の推進 

当該事業実施に係る根拠（個

別法条文など） 

独立行政法人海洋研究開発機構法第十七条 

第二号 前号に掲げる業務に係る成果を普及し，及びその活用を促進するこ

と。 

当該項目の重要度，難易

度 
 

関連する研究開発評価，政策

評価・行政事業レビュー 
平成 27 年度行政事業レビューシート番号 0292 

 

２．主要な経年データ 

 主な参考指標情報  ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 

  基準値等 H26 年度 H27 年度 H28 年度 H29 年度 H30 年度  H26 年度 H27 年度 H28 年度 H29 年度 H30 年度 

       予算額（千円） 10,543     

       決算額（千円） 10,543     

       経常費用（千円） 33,982     

       経常利益（千円） ▲3,040     

 
  

    行政サービス実施コ

スト（千円） 
39,151     

        従事人員数 15     

注）予算額，決算額は支出額を記載。人件費については共通経費分を除き各業務に配賦した後の金額を記載 

３．中長期目標，中長期計画，年度計画，主な評価軸，業務実績等，年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 
中長期目標 中長期計画 年度計画 

主な評価軸（評価

の視点），指標等 

法人の業務実績等・自己評価 
主務大臣による評価 

主な業務実績等 自己評価 

 研究活動を通じて得られ

たデータやサンプル等海

洋科学技術に関する情報

及び資料を収集するとと

もに電子化等を進めるこ

とにより，研究者をはじ

め一般国民が利用しやす

い形で整理・保管し，提

供する。 

研究開発により得られた

成果については，論文の

投稿，研究集会における

口頭発表等により積極的

に情報発信を行い，我が

国の海洋科学技術の中核

機関として世界を主導す

機構が実施する研究開発

分野の発展及び科学技術

を用いた社会的課題の解

決に寄与するため，機構で

得られた研究開発成果に

ついて，学術界も含め広く

社会に情報発信し，普及を

図る。そのため，研究開発

の成果を論文や報告等と

してまとめ，国内外の学術

雑誌に発表する。なお，論

文については発表数の目

標値を定め情報発信に努

めるとともに，研究開発の

水準を一定以上に保つた

め，査読論文の割合を 7

機構が実施する研究開発分

野の発展及び科学技術を用

いた社会課題の解決に寄与

するため，機構で得られた研

究開発成果について，学術界

も含め広く社会に情報発信

し，普及を図る。そのため，

研究開発の成果を論文や報

告等としてまとめ，国内外の

学術雑誌に発表する。なお，

論文については発表数の目

標値を定め情報発信に努め

るとともに，研究開発の水準

を一定以上に保つため，査読

論文の割合 7 割以上を目標

とし，関連分野における投稿

機構で得られた

研究開発成果に

ついて，学術界を

含め広く社会に

情報発信された

か。 

 

・ 第 3 期中期計画期間にお

ける論文発表数の目標値

は，第 2期中期計画に引き

続き，年間平均 960 報以上

と定めることとした。これ

は第 2 期中期計画初年度

である平成 21 年度当初の

研究者/技術者数と第 3 期

中期計画策定時の平成 25

年度末の研究者/技術者数

が同数程度であることか

ら策定された数値である。

平成 26 年度の論文発表数

は 917 件だった。また，論

文の査読率は，約 8 割程

Ｂ 

・ 論文発表数は 第 3

期中期計画初年度で

あったことから減少

が見られたものの，

トムソン・ロイター

社の Web of Science

収録誌のうち Geo 

Science 分野におい

て直近 5 年間の被引

用数は増加してい

る。この成果は，直

近の 11 年間の平均

被引用数において比

較すると，3,000 本

以上の論文を発表し

評定 Ｂ 

＜評定に至った理由＞ 

・ 論文における被引用率の水準が

向上するとともに，認知度向上

を目的とした各種イベントやイ

ンターネットで積極的な情報発

信が行われており，「研究開発成

果の最大化」に向けた着実な業

務運営がなされている。 

＜今後の課題＞ 

 特になし。 

＜その他事項＞（審議会及び部会の意見） 

 特になし。 



106 
 

３．中長期目標，中長期計画，年度計画，主な評価軸，業務実績等，年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 
中長期目標 中長期計画 年度計画 

主な評価軸（評価

の視点），指標等 

法人の業務実績等・自己評価 
主務大臣による評価 

主な業務実績等 自己評価 

る。特に，質の高い論文

の投稿により，投稿論文

の平均被引用率を増加さ

せる。また，産業界や他

の研究機関への情報提

供・利用促進により，イ

ノベーションを創出し，

社会への貢献を果たす。 

国民の海洋に関する理解

増進を図るため，プレス

発表，広報誌，インター

ネット，施設・設備公開

等を通じて，国民に向け

た情報発信・提供を積極

的に行う。機構の研究活

動，研究成果，社会への

還元等は，最先端の科学

技術に関するものが多

く，内容・意義等につい

て十分に理解するのが難

しい場合もあることか

ら，具体的なわかりやす

い情報発信によって，国

民に当該研究を行う意義

について理解を深めてい

ただき，支持を得ること

が重要である。 

割以上とし，論文の平均被

引用率を増加させる。ま

た，研究業績データベース

を活用した研究者総覧を

構築し，最新の研究成果の

外部への発信を促進する。

さらに，機構独自の査読付

き論文誌を年２回発刊し，

電子化してインターネッ

トから閲覧できる形で公

開する。 

論文の平均被引用率の増加

を目指す。また，学会での口

頭発表や国内外のシンポジ

ウム等で発表することを通

じて，積極的に研究開発成果

の普及を図る。さらに研究業

績データベースのデータを

活用した研究者総覧構築の

ために仕様調整及び試運用

を開始する。また，当機構独

自 の 査 読 付 き 論 文 誌

「 JAMSTEC Report of 

Research and Development」

を年２回発刊し，インターネ

ットで公開する。 

（査読付割合 78％）であ

り，中期目標に定める目標

値の 7割を達成している。

また，関連分野における投

稿論文の平均被引用率は

6.37 であり，昨年度実績

6.32 を維持している。 

・ 学会発表件数は口頭発表

1,523 件，ポスター発表

308 件と 2,131 件となっ

た。 

・ 機構に所属する研究者業

績等の情報を積極的に外

部公開するため，「研究者

総覧」の構築を平成 25 年

度に続き進めている。平成

26 年度は研究者/技術者

の意見を基に概念設計を

検討するとともに，画面操

作性の確認を実施した。ま

た他機関（研究開発独法及

び大学等）の動向を確認し

た 。 外 部 の 閲 覧 者 が

JAMSTEC の研究者情報や

研究内容を俯瞰できるよ

うなデザインにするとと

もに，研究者が社会に向け

て情報発信しやすいシス

テムを目指して検討を進

めている。 

・ 研究開発成果の情報発信

としては，シンポジウムや

研究報告会及びセミナー

等を計 287 件主催または

共催として開催した。中で

も最大規模である平成 26 

年 度 研 究 報 告 会

「JAMSTEC2015」では主に

ている機関として

は，国内第１位であ

る。研究成果の評価

には，論文の総数と

その平均引用数の両

方を勘案するのが妥

当と考えられ，機構

の主たる研究分野で

ある Geo Science 分

野において，国内ト

ップの論文発表数を

維持していることは

評価に値すると考え

る。 

・ 「研究者総覧」につ

いては，平成 25 年度

に引き続き各種調整

を行った。平成 26 年

度は概念設計を検討

し，今後は詳細仕様

の設計を進める予定

である。 

・ なお，「研究者総覧」

について既存の外部

サービスを導入せず

に内製する理由は，

外部サービスはシス

テム提供側の都合で

サービスの陳腐化や

中止になることも懸

念され，恒久的かつ

安定的に提供するた

めである。「研究者

総覧」が JAMSTEC に

人材や技術の糾合に

役立つ情報ツールと

なることは今後，重

要である。 
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３．中長期目標，中長期計画，年度計画，主な評価軸，業務実績等，年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 
中長期目標 中長期計画 年度計画 

主な評価軸（評価

の視点），指標等 

法人の業務実績等・自己評価 
主務大臣による評価 

主な業務実績等 自己評価 

民間企業，大学関係者等か

ら 397 名の出席があった。 

・ 機構独自の査読付き論文

誌 「 JAMSTEC Report of 

Research and 

Development」（以下，

JAMSTEC-R）については，

第 19 巻（掲載 6編，70 ペ

ージ）及び第 20 巻（掲載

5編，75 ページ）の 2 巻を

発刊した。その冊子につい

ては国内 236 機関，海外

23 機関に送付すると共

に，JAMSTEC 文書カタログ

にてインターネットで公

開した。 

・ 「AGU Fall Meeting」，

「JAMSTEC2015」，「Blue 

Earth シンポジウム」等で

は「JAMSTEC-R」広報ポス

ターを作成し，認知度向上

をはかった。 

・ JAMSTEC-R については，平

成 23 年度より科学技術振

興機構（JST）提供のシス

テム J-STAGE でも公開し，

平成 26 年度末までに 99

編が掲載されている。ここ

でのアクセス数（PDF ダウ

ンロード数含む）は平成

24 年度で 1,564，平成 25

年度は 3,838 となってお

り，平成 26 年度は 5,379

（前年比 140%）を達成し

た。 

 

・ 研究者総覧については，他

の研究開発法人や大学等，

・ また，研究業績デー

タベース（JDB）にお

いては，登録された

論文等の研究成果や

機構内外への貢献，

各種受賞実績ならび

に報道実績や知的財

産登録等を人事評価

指標として用いてお

り，機構内において

重要な機能を担って

いる。 

・ JAMSTEC の施設・設

備を用いた研究成果

について査読付き論

文誌「JAMSTEC-R」を

年 2 回発刊するとと

もに即時，JAMSTEC

文書カタログにて公

開し，情報発信・提

供を行った。 

・ 「JAMSTEC-R」広報ポ

スターを新たに作成

し，各種シンポジウ

ムにおいて，積極的

に広報活動を行い，

認知度の向上をはか

るとともに JAMSTEC

の研究の意義につい

て，理解増進に貢献

した。 

・ J-STAGE を 通 じ て

JAMSTEC の研究開発

成果を効率的に発信

した。平成 23 年度の

公開以降，3 年連続

でアクセス数を延ば

し，平成 26 年度の年
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３．中長期目標，中長期計画，年度計画，主な評価軸，業務実績等，年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 
中長期目標 中長期計画 年度計画 

主な評価軸（評価

の視点），指標等 

法人の業務実績等・自己評価 
主務大臣による評価 

主な業務実績等 自己評価 

関係機関のヒアリングを

行い，概念設計に係る知見

を得た。さらに，研究者や

技術者の意見を集約し基

本概念設計を行い，システ

ム操作性の確認を実施中

である。  

 恒久的かつ安定的に使

用するためシステム内制

を検討しているが，これは

既存の外部サービスでは

システム側の都合でサー

ビスの陳腐化や中止にな

ることが懸念されるから

である。  

 「研究者総覧」を取り入

れることで，機構内外の研

究者相互間での研究協

力・交流の発展に貢献する

ことや，様々な分野から研

究活動に関心を寄せる方

へアピールすることが可

能になると見込まれる。  

 

間アクセス数は前年

比 140％であり，成

果の情報発信効果を

高められたと考えて

いる。 

 

４．その他参考情報 
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様式２－１－４－１ 国立研究開発法人 年度評価 項目別評価調書（研究開発成果の最大化その他業務の質の向上に関する事項）様式 

 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅰ－４－(1) 国際連携，プロジェクトの推進 

関連する政策・施策 
政策目標９ 科学技術の戦略重点化 

施策目標９―７ 海洋分野の研究開発の推進 

当該事業実施に係る根拠（個

別法条文など） 

独立行政法人海洋研究開発機構法第十七条 

第七号 前各号の業務に附帯する業務を行うこと。 

当該項目の重要度，難易

度 
 

関連する研究開発評価，政策

評価・行政事業レビュー 
平成 27 年度行政事業レビューシート番号 0289 

 

２．主要な経年データ 

 主な参考指標情報  ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 

  基準値等 H26 年度 H27 年度 H28 年度 H29 年度 H30 年度  H26 年度 H27 年度 H28 年度 H29 年度 H30 年度 

       予算額（千円） 528,018     

       決算額（千円） 508,892     

       経常費用（千円） 1,076,187     

       経常利益（千円） ▲2,575     

 
  

    行政サービス実施コ

スト（千円） 
1,914,577     

        従事人員数 26     

注）予算額，決算額は支出額を記載。人件費については共通経費分を除き各業務に配賦した後の金額を記載 

３．中長期目標，中長期計画，年度計画，主な評価軸，業務実績等，年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 
中長期目標 中長期計画 年度計画 

主な評価軸（評価の

視点），指標等 

法人の業務実績等・自己評価 
主務大臣による評価 

主な業務実績等 自己評価 

 我が国の海洋科学技術の

中核機関として，国際的

な枠組みに対し積極的に

協力するとともに，海外

の主要な研究機関との連

携を促進し，国際頭脳循

環の拠点として存在感を

示す。 

地球深部探査船「ちきゅ

う」をはじめとする世界

最先端の研究開発基盤を

有する研究開発機関とし

て，世界中から優秀な研

究者が集まる国際頭脳循

環の拠点となるための研

究環境の整備等を進め

る。また，IODP について

我が国の海洋科学技術

の中核機関として国際

協力を推進し，機構及

び我が国の国際的プレ

ゼンスの向上を図ると

ともに，地球規模課題

の解決に貢献するた

め，以下の事項を実施

する。 

 

 

a. 政府間海洋学委員

会（IOC）に関する我が

国の取組に貢献すると

ともに，国連機関や国

際科学会議（ICSU）が

主導する国際的なプロ

我が国の海洋科学技術の中核

機関として国際協力を推進

し，機構及び我が国の国際的

プレゼンスの向上を図るとと

もに，地球規模課題の解決に

貢献するため，以下の事項を

実施する。 

 

 

 

 

a.  政府間海洋学委員会

（IOC）に関する我が国の取組

に貢献するとともに，国連機

関や国際科学会議（ICSU）が

主導する国際的なプログラ

ム，全球地球観測システム

世界の頭脳循環拠

点として国際連携，

プロジェクトを推

進することにより，

我が国の国際的プ

レゼンスの向上を

図るとともに，地球

規模課題の解決に

貢献したか。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【a.】 

・ 地球観測に関する政府間会合

（GEO）ワークプランシンポジ

ウムに出席し，国際組織及び

各国観測機関関係者と観測の

展望及び次期 GEO のあり方を

議論した。また，GEO 第 11 回

Ｂ 

・ 機構の活動実績を

取りまとめ報告し

た結果，170 以上の

国・国際機関が参加

するGEOの公式文書

に掲載され，我が国

及び機構のGEO貢献

に関し国際的な認

知を高めた。我が国

の主要海洋観測機

関としてアジア太

平洋地域の海洋機

関と議論する際の

事前調整と協議を

支援し，同地域 GEO

海洋分野としての

評定 Ｂ 

＜評定に至った理由＞ 

・ 国連機関・海外研究機関等他

機関との国際的な連携・協力

を推進する等「研究開発成果

の最大化」に向けた着実な業

務運営がなされている。 

＜今後の課題＞ 

 特になし。 

＜その他事項＞（審議会及び部会の意

見） 

 特になし。 
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３．中長期目標，中長期計画，年度計画，主な評価軸，業務実績等，年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 
中長期目標 中長期計画 年度計画 

主な評価軸（評価の

視点），指標等 

法人の業務実績等・自己評価 
主務大臣による評価 

主な業務実績等 自己評価 

は，我が国における総合

的な推進機関として日本

地球掘削科学コンソーシ

アム（J-DESC）を通じた

研究者支援や人材育成等

をより一層活性化させ

る。これらの取組により，

海洋科学技術の向上や社

会への貢献を果たすとと

もに，我が国の国際的な

プレゼンスを示す。 

大学や大学院等と連携し

た若手研究者の育成，女

性研究者比率を向上させ

るための環境整備，国内

外からの優秀な研究者等

の積極的な受入れ等を実

施し，海洋科学技術に関

連する幅広い分野におい

て将来の海洋立国を担う

人材の育成を推進する。 

グラム，全球地球観測

システム（GEOSS）等の

国際的取組，海洋法に

関する国際連合条約

（UNCLOS），気候変動に

関する国際連合枠組条

約（UNFCCC），生物の多 

様 性 に 関 す る 条 約

（CBD）等に適切に対応

する。また，海外の主

要な海洋研究機関等と

研究開発協力及び交流

を引き続き進める。さ

らに，今後，より一層

世界に開かれた研究機

関となるため，機構の

国際化を促進する 

取組を進める。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（GEOSS）等の国際的取組，海

洋法に関する国際連合条約

（UNCLOS），気候変動に関する

国際連合枠組条約（UNFCCC），

生物の多様性に関する条約

（CBD）等に適切に対応する。

また，海外の主要な海洋研究

機関等と研究開発協力及び交

流を引き続き進める。さらに，

今後，より一層世界に開かれ

た研究機関となるため，機構

の国際化を促進する取組を進

める。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

本会合に出席し，情報を収集

した。GEOSS アジア太平洋シン

ポジウムでは機構が議長機関

を務めた海洋観測分科会の事

務局として運営と議論のまと

めを支援した。同時に，これ

らの会議において機構の活動

をアピールする展示を行っ

た。 

・ 日独二国間科学技術協力協定

に基づき平成26年 9月にドイ

ツ/ブレーメンにおいて第1回

日独海洋科学 WS が開催され，

機構より研究者及び技術者計

7名が参加し，非北極圏に位置

する両国による北極圏研究の

方向性を確認するため，両国

研究者から研究成果の発表及

び意見交換を行った。また，

日諾二国間科学技術協力協定

に基づき，平成 27 年 2 月にノ

ルウェー/オスロにおいて第 5

回日諾科学技術協力合同委員

会が開催され，機構からは研

究者 2 名が参加し，水産に関

する既存の両国間の重点分野

を海洋研究に広範囲化させる

議題に参加するとともに，海

洋研究における今後の協力可

能な分野について，これまで

の成果と今後の展望を紹介し

た。 

・ 平成26年 8月安倍総理大臣の

ブラジル訪問に合わせ，ブラ

ジル科学技術イノベーション

省（MCTI）傘下に新たに設立

される国立海洋水路研究所と

海洋研究に関する協力関係を

合意形成に貢献し

た。機構の活動の科

学ならびに地球規

模課題対処策への

貢献を会議場で展

示紹介し，国際的プ

レゼンスの維持・向

上を行った。 

・ 第1回日独海洋科学

WS において研究成

果発表がなされ，研

究協力に貢献した。

また，第 5回日諾科

学技術協力合同委

員会にて議論に参

加するとともに今

後の協力可能な分

野紹介し，研究協力

に関する交流を進

め，機構の国際的な

プレゼンスの向上

に貢献した。 

・ 新たな協定締結件

数は 6 倍（平成 25

年度:1 件→平成 26

年度:6 件），新たな

共同研究契約締結

数は 5.5 倍（平成 25

年度:4 件→平成 26

年度:22 件），来訪対

応は 1.5 倍（平成 25

年度:20件→平成26

年度:30 件）と大幅

に増加した。以上の

活動により，機構の

国際的な取組みや

研究活動の推進に

大きく貢献した。 
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３．中長期目標，中長期計画，年度計画，主な評価軸，業務実績等，年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 
中長期目標 中長期計画 年度計画 

主な評価軸（評価の

視点），指標等 

法人の業務実績等・自己評価 
主務大臣による評価 

主な業務実績等 自己評価 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

構築することを目的として，

海洋研究・開発の協力推進に

関する意図表明文書（DOI）を

締結した。 

・ インド地球科学省（MoES）傘

下の多数の研究機関と海洋地

球科学分野における新たな研

究協力を開始するため，意図

表明文書（LOI）を締結した。

加えて，新たにインド科学技

術庁（MoST）傘下のインド国

立海洋研究所（NIO）と MOU を

締結した。 

・ 文部科学省とベトナム天然資

源環境省（MONRE）の MOC の下，

ベトナム地質・鉱物資源研究

所（VIGMR），ベトナム海洋天

然資源・環境調査センター

（MGMC）と MOU を締結した。 

・ 海外研究機関との協力のため

平成 26 年度は新たに 7件（合

計:23 件）の協定を締結し，23

件（合計:45 機関）の共同研究

契約を締結した。また，在京

大使館を含む海外機関からの

来訪 30 件に対応した。 

・ MOU に基づく定期協議を実施

した他，人材交流として，米

国 NOAA/OAR，仏国立海洋開発

研究所(IFREMER)に機構職員

を派遣した。さらに，IFREMER

からは，客員研究員１名を国

際課に受入れている。 

・ IOC 協力推進委員会及び国内

専門部会を開催し，各専門分

野における専門家による意見

交換を実施した。また，第 47

回 IOC 執行理事会に出席し，

・ 文科省との連携の

もと，新たに海外の

主要な政府機関等

と協定締結するこ

とにより，国として

の具体的な研究開

発協力及び交流を

進めた。特に日伯首

脳の前でDOIを締結

することにより，我

が国を代表する海

洋研究開発機関と

してのプレゼンス

を明示するととも

に，国際的協力を推

進する姿勢を広く

示した。 

・ 我が国の政府間海

洋学委員会（IOC）

関する支援，執行理

事 会 で の 情 報 収

集・日本政府と各国

政府の調整支援等

の活動を通じ，IOC

に関する我が国の

取り組みに多大な

貢献をした。 

・ （再掲）高知コア研

究所のコア保管庫

においては，機構に

おける研究のみな

らず，外部の研究機

関にもコア資料を

適切に提供し，その

研究促進に貢献し

た。 

・ SIMSEA プロジェク

トを推進する国内
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３．中長期目標，中長期計画，年度計画，主な評価軸，業務実績等，年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 
中長期目標 中長期計画 年度計画 

主な評価軸（評価の

視点），指標等 

法人の業務実績等・自己評価 
主務大臣による評価 

主な業務実績等 自己評価 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

b. IODP における主要

な実施機関として，「ち

きゅう」を運用する他，

乗船研究者に対する船

上での科学的・技術的

な支援，「ちきゅう」に

より取得されるデータ

等の円滑な提供を実施

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

b.  IODP における主要な

実施機関として，「ちきゅう」

を運用する他，乗船研究者に

対する船上での科学的・技術

的な支援，「ちきゅう」により

取得されるデータ等の円滑な

提供を実施する。高知大学と

の連携・協力により高知コア

情報収集・日本政府と各国政

府の調整支援を行った。他に，

国際課職員 1 名の IOC 事務局

(仏国パリ)への派遣期間を

2017 年 1 月迄延長した。さら

に国連海事海洋法課が主催す

る第 7 回及び第 9 回国家管轄

権外の海洋生物多様性の保全

及び持続可能な利用に関する

アドホック非公式作業部会に

参加し，国家管轄権外の領域

における生物多様性の保全と

持続可能な利用の実現に向け

た方策に係る議論の最新動向

について情報収集を行った。 

・ IOC 西 太 平 洋 小 委 員 会

（WESTPAC）諮問グループ委員

として，WESTPAC 活動をレビュ

ーし，今後の方向性に関する

助言を実施した。また，IOC

の国際海洋データ・情報交換

システム（IODE）連携データ

ユニットとなることが決定し

た。 

・ 全球海洋観測パートナーショ

ップ（POGO）の年次会合が日

本で開催することが決定し，

準備を進めた。 

 

【b.】 

・ 「ちきゅう」IODP 運用委員会

（CIB）を開催し，南海地震発

生帯掘削の今後の進め方等，

助言や提言を受領した。  

・ 南 海 Project Coordination 

Team(PCT)会議を開催した。南

海掘削の成果をもとに研究成

果の公表・議論を行い，今後

ワークショップの

開催及び国際ワー

クショップへの参

加を通じて，分野や

領域を超えた視点

から日本及び海外

の研究者とアジア

縁辺海や西太平洋

の持続可能性の実

現に向けた議論を

行い，Future Earth 

に関する日本の取

り組みに貢献した。 
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３．中長期目標，中長期計画，年度計画，主な評価軸，業務実績等，年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 
中長期目標 中長期計画 年度計画 

主な評価軸（評価の

視点），指標等 

法人の業務実績等・自己評価 
主務大臣による評価 

主な業務実績等 自己評価 

する。また，高知大学

と連携・協力し，掘削

コア試料の保管・管

理・提供等を実施する。

さらに，我が国におけ

るIODPの総合的な推進

機関として，IODP の研

究活動を主導し，日本 

地球掘削科学コンソー

シアム（J-DESC）を通

じて国内の研究者に対

してIODPへの参画に向

けた支援等を行い，掘

削科学に関わる研究者

コミュニティを牽引す

る役割を果たす。加え

て，「ちきゅう」を用い

た科学掘削プロジェク

トの進展を図るため，

「ちきゅう」の国際的

な認知度の向上及びプ

ロジェクトへの参加国

の増加に努める。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

センターを適切に管理運営す

るとともに，「ちきゅう」等に

よって得られたIODP掘削コア

試料を保管管理し，研究者へ

の試料提供を含めた試料活用

支援を行う。また，微生物用

凍結掘削コア試料の保管管理

及び活用に関する研究開発を

実施する。さらに，我が国に

おけるIODPの総合的な推進機

関として，IODP の研究活動を

主導し，日本地球掘削科学コ

ンソーシアム（J-DESC）を通

じて国内の研究者に対して

IODP への参画に向けた支援等

を行い，掘削科学に関わる研

究者コミュニティを牽引する

役割を果たす。加えて，「ちき

ゅう」を用いた科学掘削プロ

ジェクトの進展を図るため，

「ちきゅう」の国際的な認知

度の向上及びプロジェクトへ

の参加国の増加に努める。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

の提案と深度毎の科学成果の

とりまとめを実施した。 

・ 第 338 次研究航海（南海掘削）

のセカンドポストクルーズ，

第 348 次研究航海(南海掘削)

のレポート編集会議を開催し

た。 

・ アジア諸国におけるIODPの認

知度向上に努めた。フィリピ

ンでは科学技術大臣へ直接説

明したほか，現地の学会での

招待講演を実施した。 

・ （再掲）高知大学が整備した

コア保管庫が 9 月より運用開

始され，総延長 350km 相当の

掘削コア試料が保管可能とな

った。これに伴い，米科学財

団から米国掘削実施機関を通

じて，コア保管業務を 4 年間

契約で受注した。平成 26 年度

はコア試料を 4 万点以上提供

し，適切・効率的に運用を行

った。 

・ 機構研究者がリードする掘削

航海である IBM プロジェクト

をはじめ，IODP の 5 航海に国

内から計22名の乗船研究者を

派遣した。 

・ J-DESC と連携の下，掘削提案

評価のための国際パネル

(Science Evaluation Panel: 

SEP)委員等（のべ 29 名）を派

遣した。また，パネル会議の

事前打ち合わせによる意見交

換・調整を実施した。 

・ 統合国際深海掘削計画10年の

成果を総括する一般公開シン

ポジウムを国立科学博物館等
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３．中長期目標，中長期計画，年度計画，主な評価軸，業務実績等，年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 
中長期目標 中長期計画 年度計画 

主な評価軸（評価の

視点），指標等 

法人の業務実績等・自己評価 
主務大臣による評価 

主な業務実績等 自己評価 

 

 

 

 

 

 

 

c. 気候，物質循環及び

生物多様性の変化・変

動について人間活動の

影響も含めて包括的に

理解するため，分野・

領域を超えた視点から

研究や国際協働を行

い，情報発信を通して

地球規模課題の解決に

貢献する。 

 

 

 

 

 

 

 

c.  気候，物質循環及び

生物多様性の変化・変動につ

いて人間活動の影響も含めて

包括的に理解するため，分

野・領域を超えた視点から研

究や国際協働を行い，情報発

信を通して地球規模課題の解

決に貢献する。具体的には，

先端海洋科学技術の視点から

地球環境問題等に貢献するた

めに，広範な関係者と議論す

る「海洋大気環境フォーラム」

を年間数回程度開催し，相互

啓発を図るとともに，ICSU と

連携してアジア縁辺海や西太

平洋の持続可能性に向けた国

際共同研究立案に貢献する。 

で開催した。 

・ 米国科学掘削船の来日に合わ

せて国内の研究者・学生・技

術者等及び報道関係者を対象

とした船内公開を実施した。 

 

【c.】 

・ 生物多様性及び生態系サービ

スに関する政府間プラットフ

ォーム（IPBES）第１回総会が

開催され，アジア太平洋地域

のパネルメンバーとして当機

構の白山理事が選任された。 

・ 東インド洋航海及び国際プロ

ジェクト YMC（Years of the 

Maritime Continent）の発案・

主導機関の 1 つとして各種国

際会議に参加し，現在まで 80

以上の研究機関から参加意思

表明を得た。 

・ アジアの縁辺海とその沿岸域

について，国際科学会議

（ICSU）が主導する Future 

Earth の視点から発足した

Sustainability Initiative 

for Marginal Seas in East 

Asia（SIMSEA）プログラムを

推進するため，平成 26 年 10

月に開催された国内ワークシ

ョップに協力し，日本の研究

者がSIMSEAプログラムに貢献

できる研究課題について議論

を行った。同プログラムは「海

洋大気環境フォーラム」とし

て予定していた会合であり，

これにより先端海洋科学技術

の視点から地球環境問題等に

貢献するために，広範な関係
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３．中長期目標，中長期計画，年度計画，主な評価軸，業務実績等，年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 
中長期目標 中長期計画 年度計画 

主な評価軸（評価の

視点），指標等 

法人の業務実績等・自己評価 
主務大臣による評価 

主な業務実績等 自己評価 

者と議論することが可能とな

った。 

・ この他，フィリピン・ケソン

市にて11月に開催された国際

ワークショップに参加し研究

課題選定を行い，平成 27 年 3

月に行われた国内ワークショ

ップでは選定された研究課題

の具体的な研究策について議

論を行った。 

 

 

４．その他参考情報 
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様式２－１－４－１ 国立研究開発法人 年度評価 項目別評価調書（研究開発成果の最大化その他業務の質の向上に関する事項）様式 

 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅰ－４－(2) 人材育成と資質の向上 

関連する政策・施策 
政策目標９ 科学技術の戦略重点化 

施策目標９―７ 海洋分野の研究開発の推進 

当該事業実施に係る根拠（個

別法条文など） 

独立行政法人海洋研究開発機構法第十七条 

第五号 海洋科学技術に関する研究者及び技術者を養成し，及びその資質の向

上を図ること。 

当該項目の重要度，難易

度 
 

関連する研究開発評価，政策

評価・行政事業レビュー 
平成 27 年度行政事業レビューシート番号 0292 

 

２．主要な経年データ 

 主な参考指標情報  ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 

  基準値等 H26 年度 H27 年度 H28 年度 H29 年度 H30 年度  H26 年度 H27 年度 H28 年度 H29 年度 H30 年度 

       予算額（千円） 60,460     

       決算額（千円） 47,291     

       経常費用（千円） 56,161     

       経常利益（千円） ▲1,653     

 
  

    行政サービス実施コ

スト（千円） 
28,385     

        従事人員数 34     

注）予算額，決算額は支出額を記載。人件費については共通経費分を除き各業務に配賦した後の金額を記載 

３．中長期目標，中長期計画，年度計画，主な評価軸，業務実績等，年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 
中長期目標 中長期計画 年度計画 

主な評価軸（評価

の視点），指標等 

法人の業務実績等・自己評価 
主務大臣による評価 

主な業務実績等 自己評価 

 我が国の海洋科学技術

の中核機関として，国際

的な枠組みに対し積極

的に協力するとともに，

海外の主要な研究機関

との連携を促進し，国際

頭脳循環の拠点として

存在感を示す。 

地球深部探査船「ちきゅ

う」をはじめとする世界

最先端の研究開発基盤

を有する研究開発機関

として，世界中から優秀

な研究者が集まる国際

頭脳循環の拠点となる

ための研究環境の整備

海洋立国の実現を支える人

材を育成するため，研究者

等の養成及び資質の向上に

関する取組を実施するとと

もに，国内外から研究者等

を受け入れる。また，海洋

科学技術分野を担う女性研

究者の育成を意識した取組

を推進する。これらの取組

により，我が国の海洋科学

技術水準の向上や発展に貢

献するため，以下の事項を

実施する。 

a. 将来の海洋科学技術を

担う人材を育成するための

教育研修プログラムを 

海洋立国の実現を支える人

材を育成するため，研究者等

の養成及び資質の向上に関

する取組を実施するととも

に，国内外から研究者等を受

け入れる。また，海洋科学技

術分野を担う女性研究者の

育成を意識した取組を推進

する。これらの取組により，

我が国の海洋科学技術水準

の向上や発展に貢献するた

め，以下の事項を実施する。 

 

a.  将来の海洋科学技

術を担う人材を育成するた

めの教育研修プログラムを

我が国の海洋科

学技術水準の向

上や発展に貢献

するため，研究者

等の人材育成と

その資質の向上

に関する取り組

みが推進された

か。 

 

・ 論文執筆指導などを目的と

して 140 名（うち，39 名の

連携大学院による受入を含

む）の研究生を受入れた。 

・ 人材の交流等を目的として

68 名の外来研究員等を受

入れた。 

・ ポストドクトラル研究員の

採用にあたり，外国を含め

た関係機関や外国雑誌

（Nature，Science）等を活

用した国際的な募集を行

い，分野・国籍など多岐に

渡る募集を行った。66 名の

応募があり選考の結果 4 名

Ｂ 

・ 運営費交付金が減

少し，活動規模が制

限される中，平成

25 年度と同等の水

準を維持し，人材の

育成や交流に継続

的かつ着実に貢献

している。（平成

25 年度実績：研究

生 131 名，外来研究

員等 70 名） 

・ ポストドクトラル

研究員の募集につ

いては，定員をはる

かに上回る 66 名か

評定 Ｂ 

＜評定に至った理由＞ 

・ 外国を含めた関係機関や外国雑

誌等を活用したポスドクの採用

活動を実施する等，研究開発に

係る人材の養成及び多様な人材

の活用促進を行っており，「研究

開発成果の最大化」に向けた着

実な業務運営がなされている。 

＜今後の課題＞ 

 特になし。 

＜その他事項＞（審議会及び部会の意見） 

 特になし。 
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３．中長期目標，中長期計画，年度計画，主な評価軸，業務実績等，年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 
中長期目標 中長期計画 年度計画 

主な評価軸（評価

の視点），指標等 

法人の業務実績等・自己評価 
主務大臣による評価 

主な業務実績等 自己評価 

等を進める。また，IODP

については，我が国にお

ける総合的な推進機関

として日本地球掘削科

学 コ ン ソ ー シ ア ム

（J-DESC）を通じた研究

者支援や人材育成等を

より一層活性化させる。

これらの取組により，海

洋科学技術の向上や社

会への貢献を果たすと

ともに，我が国の国際的

なプレゼンスを示す。 

大学や大学院等と連携

した若手研究者の育成，

女性研究者比率を向上

させるための環境整備，

国内外からの優秀な研

究者等の積極的な受入

れ等を実施し，海洋科学

技術に関連する幅広い

分野において将来の海

洋立国を担う人材の育

成を推進する。 

実施する。その際，国等が

推進する人材育成事業等も

活用し，効率的かつ 

効果的に実施する。 

b. 大学等の関係機関との

間で締結している包括連携

協定等も活用し，若手 

研究者や大学院生を国内外

から受け入れるとともに，

機構の研究開発活動 

への参加を通じて海洋科学

技術に係わる人材を育成す

る。 

実施する。その際，国等が推

進する人材育成事業等も活

用し，効率的かつ効果的に実

施する。 

b.  大学等の関係機関

との間で締結している包括

連携協定等も活用し，若手研

究者や大学院生を国内外か

ら受け入れるとともに，機構

の研究開発活動への参加を

通じて海洋科学技術に係わ

る人材を育成する。 

を採用した。 

・ 科学技術振興機構（JST）が

新たな取り組みとして実施

した人材育成事業「日本・

アジア青少年サイエンス交

流事業」については，機構

から 2 件の応募申請がとも

に採択され，10 日～13 日間

という短期間ではあるもの

の5か国1地域から15名の

地球科学分野の若手研究者

を招聘し，海底堆積物の顕

微鏡観察・物性計測等実体

験を含むカリキュラムで対

応を行った。また，日本学

術振興会（JSPS）を活用し

国内外の研究者の受け入れ

を実施し，人材の育成を行

うとともに受入れる側の研

究者の資質向上を図った。 

・ 例年実施している小学生を

対象とし海洋における夢や

期待を描く「ハガキに書こ

う海洋の夢コンテスト」や，

同コンテスト入賞者の海洋

調査船「なつしま」体験乗

船（7月 27～31日，駿河湾），

高校生，大学生を対象とし

たイベントである「ブルー

アースアカデミー」（3 月

24～26 日）を研究者・技術

者の協力のもと開催し，次

世代の人材育成にも貢献し

た。 

らの応募があり，選

考の結果 4 名（う

ち，外国人 3名）が

合格し，平成 27 年

度より就業を開始

しており，国際化を

推進するとともに，

海洋科学技術水準

の向上に貢献して

いる。 

・ 科学技術振興機構

（JST）が新たに実

施した人材育成事

業「日本・アジア青

少年サイエンス交

流事業」では左記の

ような実績をあげ

るとともに，日本学

術振興会（JSPS）に

よる人材育成事業

については平成 25

年度と同等の水準

を維持した。（平成

25 年度実績：10 件，

平成 26 年度実績：9

件）両機関の人材育

成事業を通じて，人

材の育成や交流に

着実に貢献するこ

とが出来た。 

・ 次世代を担う人材

育成を目的とし，小

学生から高校生，大

学生まで幅広く海

洋科学技術の学習

の場を提供した。こ

れにより，次世代の

海洋科学技術に携
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３．中長期目標，中長期計画，年度計画，主な評価軸，業務実績等，年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 
中長期目標 中長期計画 年度計画 

主な評価軸（評価

の視点），指標等 

法人の業務実績等・自己評価 
主務大臣による評価 

主な業務実績等 自己評価 

わる人材の育成に

貢献することが出

来たと考える。 

 

４．その他参考情報 
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様式２－１－４－１ 国立研究開発法人 年度評価 項目別評価調書（研究開発成果の最大化その他業務の質の向上に関する事項）様式 

 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅰ－５－(1) 共同研究及び機関連携による研究協力 

関連する政策・施策 
政策目標９ 科学技術の戦略重点化 

施策目標９―７ 海洋分野の研究開発の推進 

当該事業実施に係る根拠（個

別法条文など） 

独立行政法人海洋研究開発機構法第十七条 

第七号 前各号の業務に附帯する業務を行うこと。 

当該項目の重要度，難易

度 
 

関連する研究開発評価，政策

評価・行政事業レビュー 
平成 27 年度行政事業レビューシート番号 0292 

 

２．主要な経年データ 

 主な参考指標情報  ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 

  基準値等 H26 年度 H27 年度 H28 年度 H29 年度 H30 年度  H26 年度 H27 年度 H28 年度 H29 年度 H30 年度 

       予算額（千円） 145,752 の内数     

       決算額（千円） 145,300 の内数     

       経常費用（千円） 159,462 の内数     

       経常利益（千円） ▲2,048 の内数     

 
  

    行政サービス実施コ

スト（千円） 
168,047 の内数     

        従事人員数 48 の内数     

注）予算額，決算額は支出額を記載。人件費については共通経費分を除き各業務に配賦した後の金額を記載 

３．中長期目標，中長期計画，年度計画，主な評価軸，業務実績等，年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 
中長期目標 中長期計画 年度計画 

主な評価軸（評価

の視点），指標等 

法人の業務実績等・自己評価 
主務大臣による評価 

主な業務実績等 自己評価 

 国民の生活を豊かなも

のとし，また，社会課題

の解決に対して新しい

ソリューションを提供

するため，研究開発によ

るイノベーションの創

出，社会への成果還元を

図る。そのため，国内外

の大学，企業，研究機関

等との連携・協力を戦略

的に促進するとともに，

研究開発成果の権利化

をはじめとした適切な

管理を行い，実用化及び

事業化に向けた取組を

推進する。 

研究開発による研究成

国内外の大学，企業，研

究機関等と共同研究及

び機関連携等の適切な

協力関係を構築する。 

国内外の大学，企業，研究機関

等と共同研究及び機関連携等

の適切な協力関係を構築する。 

共同研究及び機

関連携による研

究協力関係が構

築されたか 

 

・ 同研究は，新規及び継続課

題の合計 93 件（前年度 98

件），新規課題は 30 件（前

年度 27 件）実施し，契約相

手方はのべ 109 機関（前年

度 124 機関）に上った。ま

た，知的財産や研究成果の

事業化を目指し，機構シー

ズと企業ニーズのマッチン

グを促進することや地域社

会の発展や産業の育成に寄

与することを目的とし，金

融機関との覚書の締結や，

連携事業の検討を行った。

さらに，民間企業等との新

たな連携関係及び共同研究

Ｂ 

・ 共同研究については

支援部署と連携し，立

案された実施計画に

基づいた共同研究契

約の促進等の支援を

実施した。さらに，知

財や実用化の可能性

がある共同研究の場

合は，共同研究の検討

や契約の段階から知

財担当が連携し研究

成果の権利化から実

用化まで一連のサポ

ートを図る体制を整

備し，発明案件や研究

成果について展示会

評定 Ｂ 

＜評定に至った理由＞ 

・ 機構シーズと企業ニーズのマ

ッチングを促進するため，企

業ニーズを調査する技術交流

会，意見交換会等を開催する

等，成果の実用化などの橋渡

し，企業の育成と活用促進を

はかっており，「研究開発成果

の最大化」に向けた着実な業

務運営がなされている。 

＜今後の課題＞ 

 特になし。 

＜その他事項＞（審議会及び部会の意

見） 

 特になし。 
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３．中長期目標，中長期計画，年度計画，主な評価軸，業務実績等，年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 
中長期目標 中長期計画 年度計画 

主な評価軸（評価

の視点），指標等 

法人の業務実績等・自己評価 
主務大臣による評価 

主な業務実績等 自己評価 

果の社会還元を進める

ために，国等が主体的に

推進するプロジェクト

に対応するための研究

開発を積極的に行う。 

海洋科学技術に関する

研究開発について，自ら

の研究資源を投入して

行うと同時に，積極的に

競争的資金等の外部資

金を獲得し，研究資金を

有効に活用する。 

を模索すべく，外部機関と

の意見交換会を 32 件実施

し，マッチング機会の創出

を試みた。 

・ 東京大学，京都大学及び北

海道大学との包括的な連携

に向けて検討した。特に北

海道大学については分科会

を開催し，研究者間で連携

内容を確認し，包括連携協

定の締結に向け前進が見ら

れた。 

 

や説明会を開催し積

極的に企業とのマッ

チングを行った。 

・ また，機関間連携にお

いては，相手先機関と

協議会を通じた経営

層間の交流を行うこ

とや，個別の連携案件

についても機構シー

ズを紹介し，企業ニー

ズを調査する技術交

流会，意見交換会等，

直接交流する機会を

設け連携促進に努め

た。 

・ 東京大学，京都大学及

び北海道大学との機

関間連携に向けて以

下の取り組みを実施

した。東京大学とは，

現状連携大学院の下，

学生の教育展開を行

っているが，既存の枠

組みを超え，包括連携

にむけての共通認識

を形成した。京都大学

と北海道大学とは，平

成 27 年中の包括連携

協定締結に向けて，連

携可能な研究項目に

ついて確認を行った。

特に北海道大学とは

平成 27 年 2 月に共通

する分野に分かれて

分科会を開催し，研究

者間で連携内容の確

認を行った。 

・ 上記大学との機関間
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３．中長期目標，中長期計画，年度計画，主な評価軸，業務実績等，年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 
中長期目標 中長期計画 年度計画 

主な評価軸（評価

の視点），指標等 

法人の業務実績等・自己評価 
主務大臣による評価 

主な業務実績等 自己評価 

連携が実現されれば，

分野の枠を超えた研

究開発の進展，新研究

分野の創生等，飛躍的

な研究成果へ繋がる

可能性に加え，研究リ

ーダーの育成や，新た

なコミュニティ形成

が期待できる。 

 

４．その他参考情報 
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様式２－１－４－１ 国立研究開発法人 年度評価 項目別評価調書（研究開発成果の最大化その他業務の質の向上に関する事項）様式 

 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅰ－５－(2) 研究開発成果の権利化及び適切な管理 

関連する政策・施策 
政策目標９ 科学技術の戦略重点化 

施策目標９―７ 海洋分野の研究開発の推進 

当該事業実施に係る根拠（個

別法条文など） 

独立行政法人海洋研究開発機構法第十七条 

第七号 前各号の業務に附帯する業務を行うこと。 

当該項目の重要度，難易

度 

 関連する研究開発評価，政策

評価・行政事業レビュー 
平成 27 年度行政事業レビューシート番号 0292 

 

２．主要な経年データ 

 主な参考指標情報  ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 

  基準値等 H26 年度 H27 年度 H28 年度 H29 年度 H30 年度  H26 年度 H27 年度 H28 年度 H29 年度 H30 年度 

       予算額（千円） 104,849 の内数     

       決算額（千円） 103,572 の内数     

       経常費用（千円） 71,107 の内数     

       経常利益（千円） ▲2,427 の内数     

 
  

    行政サービス実施コ

スト（千円） 
80,026 の内数     

        従事人員数 30 の内数     

注）予算額，決算額は支出額を記載。人件費については共通経費分を除き各業務に配賦した後の金額を記載 

３．中長期目標，中長期計画，年度計画，主な評価軸，業務実績等，年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 
中長期目標 中長期計画 年度計画 

主な評価軸（評価

の視点），指標等 

法人の業務実績等・自己評価 
主務大臣による評価 

主な業務実績等 自己評価 

 国民の生活を豊かなも

のとし，また，社会課題

の解決に対して新しい

ソリューションを提供

するため，研究開発によ

るイノベーションの創

出，社会への成果還元を

図る。そのため，国内外

の大学，企業，研究機関

等との連携・協力を戦略

的に促進するとともに，

研究開発成果の権利化

をはじめとした適切な

管理を行い，実用化及び

事業化に向けた取組を

推進する。 

研究開発による研究成

研究開発から獲得される

新しい知識を社会に還元

することを目的に，特許等

を知的財産権として保護

し，質の向上に努めつつ，

適切に管理する。 

研究開発から獲得される新し

い知識を社会に還元すること

を目的に，特許等を知的財産

権として保護し，質の向上に

努めつつ，適切に管理する。 

 

研究開発成果の

適切な管理は行

われたか。 

 

・ 保有知的財産は，特許権

152 件（国内 116，外国 36），

特許出願中147件（国内54，

外国 93），意匠 4件（国内

2，外国 2），商標 17 件，

プログラム著作権 13 件で

ある。このうち，平成 26

年度の特許出願数は 46 件

（国内 10，外国 36）であっ

た。 

・ 平成 26 年度は新たに 22 件

の特許権を取得した。また，

継続的な取り組みとして，

社会ニーズ等を踏まえて実

用化の見込みが低くなった

と考えられる特許権等 40

Ｂ 

・ 国立研究開発法人へ

の移行を見据え，「成

果の最大化」を図るた

め「量から質への転

換」を行うための議論

を行い，実用化の見込

みのない知財を放棄

することにより効率

的な知財管理への足

掛かりができた。 

・ また，研究開発成果の

社会実装に向けて権

利化を進めると共に，

今般の社会ニーズ等

を踏まえた特許放棄

を行い，効率的な知財

評定 Ｂ 

＜評定に至った理由＞ 

・ 知的財産戦略を「量から質へ」

転換するため，知的財産の管

理効率化を実施しており，「研

究開発成果の最大化」に向け

て将来的な成果の創出への期

待等が認められる。 

＜今後の課題＞ 

 特になし。 

＜その他事項＞（審議会及び部会の意

見） 

 特になし。 
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３．中長期目標，中長期計画，年度計画，主な評価軸，業務実績等，年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 
中長期目標 中長期計画 年度計画 

主な評価軸（評価

の視点），指標等 

法人の業務実績等・自己評価 
主務大臣による評価 

主な業務実績等 自己評価 

果の社会還元を進める

ために，国等が主体的に

推進するプロジェクト

に対応するための研究

開発を積極的に行う。 

海洋科学技術に関する

研究開発について，自ら

の研究資源を投入して

行うと同時に，積極的に

競争的資金等の外部資

金を獲得し，研究資金を

有効に活用する。 

件を放棄した 

・ 研究者・技術者からの意見

を参考に，知的財産権の出

願・管理に係る知的財産戦

略の「量から質への転換」

を行い，国際出願，各国移

行，審査請求，年金支払い

などの各段階で実用化の状

況を踏まえて出願維持要否

基準を見直すため，来年度

の関連規程類の改正・施行

に向けて検討を開始した。 

 

管理や質の向上を行

っている。 

 

 

４．その他参考情報 
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様式２－１－４－１ 国立研究開発法人 年度評価 項目別評価調書（研究開発成果の最大化その他業務の質の向上に関する事項）様式 

 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅰ－５－(3) 研究開発成果の実用化及び事業化 

関連する政策・施策 
政策目標９ 科学技術の戦略重点化 

施策目標９―７ 海洋分野の研究開発の推進 

当該事業実施に係る根拠（個

別法条文など） 

独立行政法人海洋研究開発機構法第十七条 

第七号 前各号の業務に附帯する業務を行うこと。 

当該項目の重要度，難易

度 

 関連する研究開発評価，政策

評価・行政事業レビュー 
平成 27 年度行政事業レビューシート番号 0292 

 

２．主要な経年データ 

 主な参考指標情報  ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 

  基準値等 H26 年度 H27 年度 H28 年度 H29 年度 H30 年度  H26 年度 H27 年度 H28 年度 H29 年度 H30 年度 

       予算額（千円） 104,849 の内数     

       決算額（千円） 103,572 の内数     

       経常費用（千円） 71,107 の内数     

       経常利益（千円） ▲2,427 の内数     

 
  

    行政サービス実施コ

スト（千円） 
80,026 の内数     

        従事人員数 30 の内数     

注）予算額，決算額は支出額を記載。人件費については共通経費分を除き各業務に配賦した後の金額を記載 

３．中長期目標，中長期計画，年度計画，主な評価軸，業務実績等，年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 
中長期目標 中長期計画 年度計画 

主な評価軸（評価

の視点），指標等 

法人の業務実績等・自己評価 
主務大臣による評価 

主な業務実績等 自己評価 

 国民の生活を豊かなも

のとし，また，社会課題

の解決に対して新しい

ソリューションを提供

するため，研究開発によ

るイノベーションの創

出，社会への成果還元を

図る。そのため，国内外

の大学，企業，研究機関

等との連携・協力を戦略

的に促進するとともに，

研究開発成果の権利化

をはじめとした適切な

管理を行い，実用化及び

事業化に向けた取組を

推進する。 

研究開発による研究成

国内外の大学，企業，研究

機関等との交流を通じた

研究成果の社会還元等を

促進し，成果の技術移転及

び応用展開を効果的に進

める。特許やノウハウ，技

術力，人材等の知的資産を

活用し，産業の育成につな

げるため，以下の事項を実

施する。 

 

 

a. 機構が保有する知的資

産が産業界等において積

極的に活用されるよう， 

ポータルサイトを整備す

るとともに，研究開発成果

国内外の大学，企業，研究機

関等との交流を通じた研究成

果の社会還元等を促進し，成

果の技術移転及び応用展開を

効果的に進める。特許やノウ

ハウ，技術力，人材等の知的

資産を活用し，産業の育成に

つなげるため，以下の事項を

実施する。 

 

 

 

a.  機構が保有する知的

資産の産業界等での積極的な

活用が図られるよう，ポータ

ルサイトを整備するととも

に，自ら実用化・事業化に向

研究開発成果の

実用化及び事業

化は実施された

か。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【a.】 

・ 「新技術説明会（JST との共

催）」や「JAMSTEC シーズ説

明会（機構主催）」のシーズ

説明会を２件開催し，「川崎

知的財産活用フォーラム（川

Ｂ 

・ 未利用特許や生物サ

ンプルなどについ

て，技術説明会，自

治体主催の知財活用

フォーラム，個別企

業へのニーズ調査等

を行うことで，海洋

関連産業だけでなく

幅広い分野における

ニーズ探索と活用促

進を行った。また関

心を示した企業に対

しては継続的にフォ

ローを行っている。 

・ 画像映像等のコンテ

ンツの提供数・コン

評定 Ｂ 

＜評定に至った理由＞ 

・ 知的財産の周知及び利用の促

進，民間への技術移転等成果

の実用化などの橋渡し及び中

小・中堅企業の育成と活用促

進が行われており，「研究開発

成果の最大化」に向けた着実

な業務運営がなされている。 

＜今後の課題＞ 

 特になし。 

＜その他事項＞（審議会及び部会の意

見） 

 特になし。 
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３．中長期目標，中長期計画，年度計画，主な評価軸，業務実績等，年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 
中長期目標 中長期計画 年度計画 

主な評価軸（評価

の視点），指標等 

法人の業務実績等・自己評価 
主務大臣による評価 

主な業務実績等 自己評価 

果の社会還元を進める

ために，国等が主体的に

推進するプロジェクト

に対応するための研究

開発を積極的に行う。 

海洋科学技術に関する

研究開発について，自ら

の研究資源を投入して

行うと同時に，積極的に

競争的資金等の外部資

金を獲得し，研究資金を

有効に活用する。 

の実用化及び事業化に 

向け，企業等へのコーディ

ネート活動等を行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

b. 技術指導や技術交流を

実施する等技術移転を推

進する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

けた企業等へのコーディネー

ト活動や企業向けの説明会を

開催する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

b.  技術指導や技術交流

を実施する等技術移転を推進

する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

崎市）」でも機構シーズ紹介

プレゼンテーションを行っ

た。また，「BioJapan2014」

「イノベーションジャパン」

「テクノオーシャン」といっ

た 3 件の展示会に出展し技

術・知財シーズや産学連携の

活動について普及活動を行

った。 

・ 知的財産収入は，前年度と比

較して特許権収入は減少し

たが著作権収入では増加し

たため，結果として前年度よ

り増額し 15,026 千円であっ

た。近年の深海ブームを背景

に画像映像等のコンテンツ

の利用や商品化協力が増加

し，提供数・コンテンツ収入

と も に 前 年 度 比 118% の

3,852 千円となった。 

 

【b.】 

・ 大手企業単独や中小企業の

団体，自治体等と技術交流会

を計 10 回以上開催するとと

もに，その他，個別企業と研

究者等のマッチングを行い，

共同研究の実現可能性の検

討や，試作品の開発等，連携

実績も出てきた。 

・ 技術移転を促すため，シーズ

説明会の開催や展示会出展

を行い，知的財産の紹介を行

った。研究開発成果を基に，

製品化や企業等の事業で活

用された技術移転の実績と

しては，Sr90 迅速分析方法

や水中レーザー，「江戸っ子

テンツ収入では深海

ブームを背景に対前

年度比 120％増とな

り，知的財産につい

て有効に活用されて

いる。 

・ 知的資産の活用につ

いては５件の技術移

転の他，「酸素セン

サ」や「耐圧容器」

などの製品化の目途

がたち，来年度発売

を想定してノウハウ

や特許の許諾契約の

交渉を行っている。 

・ 個別企業や中小企業

の団体などとの技術

交流会を行った。こ

の内，平成 25 年度ま

でに実施した実用化

展開促進プログラム

で共同開発を行った

「江戸っ子 1 号」に

ついては，継続的な

技術指導を行った結

果，製品第 1 号の販

売，事業化グループ

の発足など，着実に

進捗をしている。 
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３．中長期目標，中長期計画，年度計画，主な評価軸，業務実績等，年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 
中長期目標 中長期計画 年度計画 

主な評価軸（評価

の視点），指標等 

法人の業務実績等・自己評価 
主務大臣による評価 

主な業務実績等 自己評価 

 

 

 

 

 

c. 研究成果を社会へ還元

するための手段として，ベ

ンチャー創出を支援す 

るための取組を推進する。 

 

 

 

 

 

d. 特許，データ・サンプ

ル及び技術指導等の知的

資産の活用に関する契約 

を中期目標期間中に延べ

100 件以上締結する。 

 

 

 

 

 

c.  研究成果を社会へ還

元するための手段として，ベ

ンチャー創出を支援するため

の取組を推進する。 

 

 

 

 

 

d.  特許，データ・サン

プル及び技術指導等の知的資

産の活用に関する契約を平成

26 年度中に延べ 20 件以上締

結する。 

1 号」，個別要素法による各

種解析事業2件など5件成功

した。 

 

【c.】 

・ 1号ベンチャーの継続支援だ

けでなく，研究者等からの実

用化に関する相談に適時対

応した。知財紹介のための提

案資料の作成，知的財産に関

するポータルサイトの再構

築を検討している。 

 

【d.】 

・ 特許実施許諾契約，ノウハウ

使用許諾契約，プログラム使

用許諾契約，サンプル提供に

関する契約，商標や写真・動

画などを活用した著作権利

用許諾に関する契約，その他

連携に関する契約を 23 件締

結し，年度計画の目標値であ

る 20 件をクリアした。新規

に契約した利用／実施許諾

数は 18 件であった。 

 

・ 実用化支援のため，未利用特

許について展示会や技術説

明会を開催した。特許だけで

なく，画像等のコンテンツを

利用した書籍やグッズ等へ

の協力にも力を入れ，企業等

の企画に積極的に協力する

ことで，関連する書籍や深海

グッズの契約が増えた。機構

が保有する知的財産を広く

周知するため，ポータルサイ

トの再構築についても検討
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３．中長期目標，中長期計画，年度計画，主な評価軸，業務実績等，年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 
中長期目標 中長期計画 年度計画 

主な評価軸（評価

の視点），指標等 

法人の業務実績等・自己評価 
主務大臣による評価 

主な業務実績等 自己評価 

している。 

 

 

４．その他参考情報 
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様式２－１－４－１ 国立研究開発法人 年度評価 項目別評価調書（研究開発成果の最大化その他業務の質の向上に関する事項）様式 

 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅰ－５－(4) 外部資金による研究の推進 

関連する政策・施策 
政策目標９ 科学技術の戦略重点化 

施策目標９―７ 海洋分野の研究開発の推進 

当該事業実施に係る根拠（個

別法条文など） 

独立行政法人海洋研究開発機構法第十七条 

第七号 前各号の業務に附帯する業務を行うこと。 

当該項目の重要度，難易

度 

 関連する研究開発評価，政策

評価・行政事業レビュー 
平成 27 年度行政事業レビューシート番号 0292 

 

２．主要な経年データ 

 主な参考指標情報  ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 

  基準値等 H26 年度 H27 年度 H28 年度 H29 年度 H30 年度  H26 年度 H27 年度 H28 年度 H29 年度 H30 年度 

       予算額（千円） 145,752 の内数     

       決算額（千円） 145,300 の内数     

       経常費用（千円） 159,462 の内数     

       経常利益（千円） ▲2,048 の内数     

 
  

    行政サービス実施コ

スト（千円） 
168,047 の内数     

        従事人員数 48 の内数     

注）予算額，決算額は支出額を記載。人件費については共通経費分を除き各業務に配賦した後の金額を記載 

３．中長期目標，中長期計画，年度計画，主な評価軸，業務実績等，年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 
中長期目標 中長期計画 年度計画 

主な評価軸（評価の

視点），指標等 

法人の業務実績等・自己評価 
主務大臣による評価 

主な業務実績等 自己評価 

 国民の生活を豊かなも

のとし，また，社会課題

の解決に対して新しい

ソリューションを提供

するため，研究開発によ

るイノベーションの創

出，社会への成果還元を

図る。そのため，国内外

の大学，企業，研究機関

等との連携・協力を戦略

的に促進するとともに，

研究開発成果の権利化

をはじめとした適切な

管理を行い，実用化及び

事業化に向けた取組を

推進する。 

研究開発による研究成

国や独立行政法人及び民間

企業等が実施する各種公募

型研究等に応募し，委託費，

補助金及び助成金等の外部

資金の獲得に取り組む。具

体的には，公募情報，応募

状況及び獲得状況に関する

情報等の機構内への周知，

個人申請による外部資金に

ついて制度内容の周知と獲

得に向けた申請支援の推進

等，外部資金の獲得に取り

組みやすい環境の整備を行

い，全体として前年度を上

回る獲得を目指す。また，

外部資金の適正な執行を確

保するよう必要に応じて適

国や独立行政法人及び民間

企業等が実施する各種公募

型研究等に応募し，委託費，

補助金及び助成金等の外部

資金の獲得に取り組む。具

体的には，公募情報，応募

状況及び獲得状況に関する

情報等の機構内への周知，

個人申請による外部資金に

ついて制度内容の周知と獲

得に向けた申請支援の推進

等，外部資金の獲得に取り

組みやすい環境の整備を行

い，全体として前年度を上

回る獲得を目指す。また，

政府が主導する競争的資金

等の大型の外部資金の獲得

外部資金の獲得に

取組み，研究を推進

したか。 

 

・ 外部資金全体の内，外部研究

資金については，課題数が

374 件（前年度 335 件）と前

年度に比べ増加した。獲得額

は 47.5 億円（同 57.8 億円）

と減少したが，平成 25 年度

獲得額には補助事業の補正

予算（9.7 億円）が含まれて

おり，これを除くと前年度

（補正予算を除いた 48.1 億

円）と同水準を維持した。 

・ 科学研究費補助金は，相談員

制度の拡充を図ったほか，新

たに日本学術振興会から講

師を迎えた所内説明会の開

催，採択課題の研究計画調書

Ｂ 

・ 外部研究資金の課題

数 は 前 年 度 比

111.6％，獲得額は同

比 98.8％（前年度の

補正予算を除く）と

なった。獲得に関し

ては，国や独立行政

法人だけではなく民

間企業や海外機関等

からも資金を獲得し

多様な研究開発を実

施した。 

・ 科研費は従来からの

取組みに加え，左記

のような新たな取組

みを行い研究者の積

評定 Ｂ 

＜評定に至った理由＞ 

・ 科学研究費助成事業では，取

得向上に向けた新たな取り組

みを実施するとともに，競争

的資金等の不正使用の防止の

ため，国のガイドラインに沿

った体制を整備する等対策を

講じており，「研究開発成果の

最大化」に向けた着実な業務

運営がなされている。 

＜今後の課題＞ 

 特になし。 

＜その他事項＞（審議会及び部会の意

見） 

・ 外部資金獲得にも各種の努力

が払われている。 
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３．中長期目標，中長期計画，年度計画，主な評価軸，業務実績等，年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 
中長期目標 中長期計画 年度計画 

主な評価軸（評価の

視点），指標等 

法人の業務実績等・自己評価 
主務大臣による評価 

主な業務実績等 自己評価 

果の社会還元を進める

ために，国等が主体的に

推進するプロジェクト

に対応するための研究

開発を積極的に行う。 

海洋科学技術に関する

研究開発について，自ら

の研究資源を投入して

行うと同時に，積極的に

競争的資金等の外部資

金を獲得し，研究資金を

有効に活用する。 

切な方策を講じる。 

さらに，国等が主体的に推

進するプロジェクトであ

る，地震・津波に関する防

災・減災に資する研究開発，

気候変動予測とリスク評価

に資する研究開発及び東日

本大震災からの復興に関す

る研究開発等を実施すると

ともに，機構が有する基盤

を最大限に活用し，新たな

大型プロジェクトの獲得を

目指す。 

に向けた検討を行う。これ

らに加え，外部資金の適正

な執行を確保するよう関連

部署との情報共有の強化や

外部資金システムの構築等

の適切な方策を講じる。 

さらに，国等が主体的に推

進するプロジェクトであ

る，地震・津波に関する防

災・減災に資する研究開発，

気候変動予測とリスク評価

に資する研究開発及び東日

本大震災からの復興に関す

る研究開発等を実施すると

ともに，機構が有する基盤

を最大限に活用し，新たな

大型プロジェクトの獲得を

目指す。 

の閲覧制度，参考図書の貸出

等の取組みを行い，応募件数

は 212 件（前年度 191 件），

応募額は 17.1 億円（同 14.7

億円）と前年度を上回った。 

・ 「研究機関における公的研

究費の管理・監査のガイドラ

イン（実施基準）」の改正内

容に対応した内部体制や諸

規程類の見直しを行った。 

・ 大型プロジェクトの獲得に

向け，応募にあたって研究部

門と経営管理部門が密に連

携する体制を構築した。特に

「イノベーションハブ構築

支援事業」では，経営層，研

究者，事務職が一体となった

取組において 3 課題の応募

に至った。  

 

極的な応募マインド

の醸成に努めた結

果，応募件数は前年

度比 110.0％，応募

額は 116.3％といず

れも前年度を上回っ

た。 

・ 競争的資金等の不正

使用については，関

係部署との様々な調

整を経て，国のガイ

ドラインに沿った機

構の体制を整備し，

対策を講じた。 

・ 新プロジェクトの応

募では研究部門と経

営管理部門との連携

が一層促進される様

体制を構築し，より

組織的な対応が図ら

れるようになった。 

 

 

４．その他参考情報 
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様式２－１－４－２ 年度評価 項目別評定調書（業務運営の効率化に関する事項） 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅱ－１－(1) 内部統制及びガバナンスの強化 

当該項目の重要度，難易

度 

 関連する政策評価・行政事業

レビュー 
平成 27 年度行政事業レビューシート番号 0292 

 

２．主要な経年データ 

 
評価対象となる

指標 
達成目標 

基準値等 

（前中長期目標期間

最終年度値等） 

H26 年度 H27 年度 H28 年度 H29 年度 H30 年度 
（参考情報） 

当該年度までの累積値等，必要な情報 

         

         

         

         

 

３．各事業年度の業務に係る目標，計画，業務実績，年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 
中長期目標 中長期計画 年度計画 主な評価指標 

法人の業務実績・自己評価 
主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 

 研究開発事業の成果

が最大限得られるよ

う，理事長のリーダ

ーシップの下，責任

と裁量権を明確にし

つつ，機動的・効率

的な業務運営を行

う。また，機構にお

ける経営戦略につい

ての専門的かつ国際

的な視点からの助

言・提言を採り入れ

られるような仕組み

作りを進める。 

中期目標の達成に向

けた業務運営や危機

管理が適切に実施さ

れるよう，ガバナン

スを強化し内部統制

の充実を図る取組及

び組織整備を継続す

ることとする。 

 理事長のリーダー

シップの下，研究開発

能力及び経営管理能

力の強化に取り組み，

事業の成果の最大化

を図る。その際，責任

と裁量権を明確にし

つつ，柔軟かつ機動的

に業務を執行すると

ともに，効率的な業務

運営を行う。また，内

部監査を活用すると

ともに監事監査によ

る指摘事項を踏まえ，

モニタリング等を充

実させる。 

中期目標の達成を阻

害するリスクを把握

し，組織として取り組

むべき重要なリスク

の把握と対応を行う。

法令遵守等，内部統制

 理事長のリーダー

シップの下，研究開発

能力及び経営管理能

力の強化に取り組み，

事業の成果の最大化

を図る。その際，責任

と裁量権を明確にし

つつ，柔軟かつ機動的

に業務を執行すると

ともに，効率的な業務

運営を行う。また，内

部監査を活用すると

ともに監事監査によ

る指摘事項を踏まえ，

モニタリング等を充

実させる。 

中期目標の達成を阻

害するリスクを把握

し，組織として取り組

むべき重要なリスク

の把握と対応を行う。

法令遵守等，内部統制

内部統制及びガ

バナンスの強化

をはかり，組織

運営の柔軟化，

効率化に努めた

か。 

 

 

・ リスクマネジメント委員会

委員及びリスクマネジメン

ト推進担当者を対象にリス

ク評価を実施した。 

・ リスクマネジメント委員会

を 2回開催し，優先対応リス

クへの対応状況の報告及び

新規優先対応リスクの検討

を行い，研究活動における不

正行為，競争的資金等の不正

使用及びコンプライアンス

体制の確認を優先対応リス

クとして選定し，その対応を

推進することを決定した。 

・ 機構内関係部署横断の連絡

会合を行いながら，「研究活

動における不正行為への対

応等に関するガイドライン」

及び「研究機関における公的

研究費の管理・監査のガイド

ライン（実施基準）」に対応

Ｂ 

・ 優先的に対処すべきリスクへの対

応として，研究活動における不正

行為の防止，競争的資金等の不正

使用防止及びコンプライアンス体

制の確認を選定し，国から示され

た研究活動・公的研究費の不正行

為への対応等のガイドラインに対

する機構内の体制整備及び通則法

改正で求められた業務方法書の改

正について，適切かつ迅速に対応

した。 

・ リスクマネジメント研修を実施

し，職員の意識醸成を図った。 

・ 今期中の内部監査において，特段

の指摘事項は無く，不正行為や不

祥事も全く発生していない。この

ことから，内部統制，ガバナンス

の強化がはかられ監査機能は十分

に機能していると評価する。 

・ 第 2 回海洋研究開発機構アドバイ

ザリー・ボードについては，引き

評定 Ｂ 

＜評定に至った理由＞ 

・ リスクマネジメント委員会を

通じて優先的に対処すべきリ

スクを認定し，適切かつ迅速

に対応しており，全体として

おおむね中期目標における所

期の目標を達成していると認

められる。 

＜今後の課題＞ 

 特になし。 

＜その他事項＞（審議会及び部会の意

見） 

 特になし。 
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３．各事業年度の業務に係る目標，計画，業務実績，年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 
中長期目標 中長期計画 年度計画 主な評価指標 

法人の業務実績・自己評価 
主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 

研究開発業務につい

ては，適切に資源が

配分されるよう，明

確な責任分担のも

と，経営陣が研究計

画の実施状況を適切

に把握するととも

に，機構における研

究活動や運営につい

て，定期的に評価を

行い，その結果を公

表するとともに研究

開発等の活性化・効

率化に積極的に活用

する。評価にあたっ

ては，研究開発等の

進捗を把握する上で

適切な指標を設定す

ることで，客観的か

つ効率的な評価を行

う。 

機構の適切な運営を

確保し，かつその活

動を広く知らしめる

ことで，国民の信頼

を確保する観点か

ら，業務・人員の合

理化・効率化に関す

る情報をはじめ，積

極的に情報公開を行

う。その際は，個人

情報の取扱いに留意

する。 

業務の遂行に当たっ

ては，法令を遵守し，

安全の確保に努めて

行う。 

業務運営のために必

の実効性を高めるた

め，日頃より職員の意

識醸成を行う等の取

組を継続する。 

経営の参考とするた

め，機構の研究開発活

動及び研究開発管理

等について，国際的な

視点から議論し，理事

長に助言及び提言を

行う，海洋研究開発機

構アドバイザリー・ボ

ード（JAB；JAMSTEC 

Advisory Board）を開

催する。また，JAB の

開催に先立ち，各研究

開発分野における世

界的な専門家から成

る委員会を開催し，機

構における研究開発

活動について専門的

かつ国際的な視点か

らの助言及び提言を

得る。 

の実効性を高めるた

め，日頃より職員の意

識醸成を行う等の取

組を継続する。 

第 2 回海洋研究開発

機構アドバイザリ

ー・ボード（JAB；

JAMSTEC Advisory 

Board）を開催するた

めの準備を進める。 

した関連諸規程の改正を適

切に行った。 

・ コンプライアンス体制につ

いては，通則法改正への対応

として業務方法書の改正及

び関連諸規程の改正・制定作

業を通じ内部統制推進体制

の構築準備を行った。 

・ リスクマネジメントに対す

る職員の意識醸成に資する

ため，機構の体制及びこれま

での取り組みと，機構を取り

巻く最近のリスク要因につ

いて解説する研修を実施し

た。 

・ 事故・トラブル以外の危機が

発生した際の基本的な対処

を定める｢緊急対応基本細

則」を策定するとともに，船

舶での事故・災害及び，陸上

での急病人発生を想定した

机上訓練を実施した。 

・ 機構の業務実態を正確に把

握し，業務の適正かつ能率的

な運営を確保するため，全部

署を対象に書面監査，実地監

査及び聞き取り調査を実施

した。また，「競争的資金等」

について，公的研究費の管

理・監査ガイドラインに基づ

く不正防止の観点から監査

を実施した。  

 さらに，監事監査に関する

規程類の整備等を行い，監事

の機能強化への要請に対応

した。 

・ 第 1 回海洋研究開発機構ア

ド バ イ ザ リ ー ・ ボ ー ド

続き開催準備を継続していく。 

＜課題と対応＞ 

 特になし。 
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３．各事業年度の業務に係る目標，計画，業務実績，年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 
中長期目標 中長期計画 年度計画 主な評価指標 

法人の業務実績・自己評価 
主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 

要な情報セキュリテ

ィ対策を適切に推進

するため，政府方針

を踏まえ，情報シス

テム環境を整備す

る。 

（ JAB;JAMSTEC Advisory 

Board）での提言を受け，技

術助言委員会の委員選定等，

準備に着手している。 

・ 第 2 回海洋研究開発機構ア

ドバイザリー・ボードについ

ては，開催に向けて実施時期

等の検討・準備を進めた。 

 

 

４．その他参考情報 
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様式２－１－４－２ 年度評価 項目別評定調書（財務内容の改善に関する事項） 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅱ－１－(2) 合理的・効率的な資源配分 

当該項目の重要度，難易

度 

 関連する政策評価・行政事業

レビュー 
平成 27 年度行政事業レビューシート番号 0292 

 

２．主要な経年データ 

 
評価対象となる

指標 
達成目標 

基準値等 

（前中長期目標期間

最終年度値等） 

H26 年度 H27 年度 H28 年度 H29 年度 H30 年度 
（参考情報） 

当該年度までの累積値等，必要な情報 

         

         

         

         

 

３．各事業年度の業務に係る目標，計画，業務実績，年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 
中長期目標 中長期計画 年度計画 主な評価指標 

法人の業務実績・自己評価 
主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 

 研究開発事業の成果

が最大限得られるよ

う，理事長のリーダー

シップの下，責任と裁

量権を明確にしつつ，

機動的・効率的な業務

運営を行う。また，機

構における経営戦略

についての専門的か

つ国際的な視点から

の助言・提言を採り入

れられるような仕組

み作りを進める。 

中期目標の達成に向

けた業務運営や危機

管理が適切に実施さ

れるよう，ガバナンス

を強化し内部統制の

充実を図る取組及び

組織整備を継続する

こととする。 

研究開発業務につい

  事業の開始に際

しては，事業の目的，

意義，研究開発の内

容，リスクの低減策，

コストの最適化及び

スケジュール等につ

いて，総合的に勘案

し，適切な資源配分を

行う。 

事業の開始後も，定期

的に進捗状況を確認

することにより，コス

トを適切に管理し，計

画の見直しや中止を

含めた適切な評価を

行うとともに，その進

捗状況や成果等を国

民に分かりやすい形

で示す。その際，想定

以上の進捗等のあっ

た研究開発について

は重点的に資源を配

 事業の開始に際し

ては，事業の目的，意

義，研究開発の内容，

リスクの低減策，コス

トの最適化及びスケ

ジュール等について，

総合的に勘案し，適切

な資源配分を行う。 

事業の開始後も，定期

的に進捗状況を確認

することにより，コス

トを適切に管理し，計

画の見直しや中止を

含めた適切な評価を

行うとともに，その進

捗状況や成果等を国

民に分かりやすい形

で示す。その際，想定

以上の進捗等のあっ

た研究開発について

は重点的に資源を配

分する等，国家的・社

合理的，効率的

な資金配分を

行い，研究開発

成果の最大化

に努めたか。 

 

 

・ 予算の編成方針を策定し，こ

れに基づき各事業のヒアリン

グを実施し，適切に予算配分

を行った。 

・ また，事業の開始後も各業務

の進捗状況をヒアリング等に

より確認し，業務の必要性等

に応じて予算の再配分を行う

とともに，従来までの業務フ

ローを見直し，関係各部署に

よる定期的な会合を実施する

ことで機構全体の執行状況を

より適切に把握することに努

めた。 

Ｂ 

・ 従来までの業務フローを見直し，

関係各部署による定期的な会合を

設け，予算の執行状況を確認する

ことで，適切にコスト管理してい

る。 

 

 

評定 Ｂ 

＜評定に至った理由＞ 

・ 関係各部署による定期的な

会合を実施することで機構

全体の予算の執行状況をよ

り適切に把握することでコ

スト管理を実施しており，全

体としておおむね中期目標

における所期の目標を達成

していると認められる。 

＜今後の課題＞ 

 特になし。 

＜その他事項＞（審議会及び部会の意

見） 

 特になし。 
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３．各事業年度の業務に係る目標，計画，業務実績，年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 
中長期目標 中長期計画 年度計画 主な評価指標 

法人の業務実績・自己評価 
主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 

ては，適切に資源が配

分されるよう，明確な

責任分担のもと，経営

陣が研究計画の実施

状況を適切に把握す

るとともに，機構にお

ける研究活動や運営

について，定期的に評

価を行い，その結果を

公表するとともに研

究開発等の活性化・効

率化に積極的に活用

する。評価にあたって

は，研究開発等の進捗

を把握する上で適切

な指標を設定するこ

とで，客観的かつ効率

的な評価を行う。 

機構の適切な運営を

確保し，かつその活動

を広く知らしめるこ

とで，国民の信頼を確

保する観点から，業

務・人員の合理化・効

率化に関する情報を

はじめ，積極的に情報

公開を行う。その際

は，個人情報の取扱い

に留意する。 

業務の遂行に当たっ

ては，法令を遵守し，

安全の確保に努めて

行う。 

業務運営のために必

要な情報セキュリテ

ィ対策を適切に推進

するため，政府方針を

踏まえ，情報システム

分する等，国家的・社

会的ニーズを踏まえ

た研究開発を推進す

る。 

会的ニーズを踏まえ

た研究開発を推進す

る。 
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３．各事業年度の業務に係る目標，計画，業務実績，年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 
中長期目標 中長期計画 年度計画 主な評価指標 

法人の業務実績・自己評価 
主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 

環境を整備する。 

 

４．その他参考情報 
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様式２－１－４－２ 年度評価 項目別評定調書 

（業務運営の効率化に関する事項）１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅱ－１－(3) 評価の実施 

当該項目の重要度，難易

度 

 関連する政策評価・行政事業

レビュー 
平成 27 年度行政事業レビューシート番号 0292 

 

２．主要な経年データ 

 
評価対象となる

指標 
達成目標 

基準値等 

（前中長期目標期間

最終年度値等） 

H26 年度 H27 年度 H28 年度 H29 年度 H30 年度 
（参考情報） 

当該年度までの累積値等，必要な情報 

         

         

         

         

 

３．各事業年度の業務に係る目標，計画，業務実績，年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 
中長期目標 中長期計画 年度計画 主な評価指標 

法人の業務実績・自己評価 
主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 

 研究開発事業の成果

が最大限得られるよ

う，理事長のリーダー

シップの下，責任と裁

量権を明確にしつつ，

機動的・効率的な業務

運営を行う。また，機

構における経営戦略

についての専門的か

つ国際的な視点から

の助言・提言を採り入

れられるような仕組

み作りを進める。 

中期目標の達成に向

けた業務運営や危機

管理が適切に実施さ

れるよう，ガバナンス

を強化し内部統制の

充実を図る取組及び

組織整備を継続する

こととする。 

研究開発業務につい

柔軟かつ競争的で開

かれた研究開発環境

の実現及び経営資源

の重点的・効率的配

分に資するため，機

構の研究開発課題及

び運営全般について

定期的に評価を実施

する。研究開発に係

る評価については，

「国の研究開発評価

に関する大綱的指

針」(平成 20 年 10 月

31日内閣総理大臣決

定)を踏まえ，研究の

直接の結果ととも

に，研究開発成果の

社会的貢献等につい

ても留意する。評価

結果は公表するとと

もに，研究開発組織

や施設・設備の改廃

柔軟かつ競争的で開か

れた研究開発環境の実

現及び経営資源の重点

的・効率的配分に資する

ため，機構の研究開発課

題及び運営全般につい

て定期的に評価を実施

する。研究開発に係る評

価については，「国の研

究開発評価に関する大

綱的指針」(平成 20 年 10

月 31 日内閣総理大臣決

定)を踏まえ，研究の直

接の結果とともに，研究

開発成果の社会的貢献

等についても留意する。

評価結果は公表すると

ともに，研究開発組織や

施設・設備の改廃を含め

た予算や人材の資源配

分に反映させること等

により，研究開発活動等

評価を行い，

研究開発課題

の活性化や効

率化に活用し

たか。 

 

 

・ 平成 25 年度，及び第 2期中期

目標期間の評価結果は着実に

反映された。 

・ 特に研究部門においては課題

とされた組織横断的な課題に

対して連携して取組みを行っ

ており，研究開発活動の活性

化・効率化が図られている。 

・ 機構の自己評価体制について

は，第 3 期中期目標期間の開

始に伴う組織体制の見直し

や，独立行政法人通則法の改

正を受け国の評価制度が刷新

されたこと，また「国の研究

開発評価に関する大綱的指

針」を踏まえ，新たに整備を

行った。 

 

Ｂ 

・ 第 2 期中期目標期間の評価につい

ては，適切に研究開発活動の活性

化・効率化に反映されている。 

・ 第 3 期中期目標期間の評価につい

ては，研究開発課題について組織

横断的な取組みを行っているこ

と，及び国の評価体制が刷新され

たことから，これまでとは異なる

評価体制が必要になったが，これ

に対し柔軟に体制の整備を行って

いる。 

 

 

評定 Ｂ 

＜評定に至った理由＞ 

・ 「研究開発成果の最大化」に

向けた新たな評価体制を整

備しており，全体としておお

むね中期目標における所期

の目標を達成していると認

められる。 

＜今後の課題＞ 

 特になし。 

＜その他事項＞（審議会及び部会の意

見） 

 特になし。 
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３．各事業年度の業務に係る目標，計画，業務実績，年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 
中長期目標 中長期計画 年度計画 主な評価指標 

法人の業務実績・自己評価 
主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 

ては，適切に資源が配

分されるよう，明確な

責任分担のもと，経営

陣が研究計画の実施

状況を適切に把握す

るとともに，機構にお

ける研究活動や運営

について，定期的に評

価を行い，その結果を

公表するとともに研

究開発等の活性化・効

率化に積極的に活用

する。評価にあたって

は，研究開発等の進捗

を把握する上で適切

な指標を設定するこ

とで，客観的かつ効率

的な評価を行う。 

機構の適切な運営を

確保し，かつその活動

を広く知らしめるこ

とで，国民の信頼を確

保する観点から，業

務・人員の合理化・効

率化に関する情報を

はじめ，積極的に情報

公開を行う。その際

は，個人情報の取扱い

に留意する。 

業務の遂行に当たっ

ては，法令を遵守し，

安全の確保に努めて

行う。 

業務運営のために必

要な情報セキュリテ

ィ対策を適切に推進

するため，政府方針を

踏まえ，情報システム

を含めた予算や人材

の資源配分に反映さ

せること等により，

研究開発活動等の活

性化及び効率化に活

用する。 

の活性化及び効率化に

活用する。 
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３．各事業年度の業務に係る目標，計画，業務実績，年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 
中長期目標 中長期計画 年度計画 主な評価指標 

法人の業務実績・自己評価 
主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 

環境を整備する。 

 

４．その他参考情報 
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様式２－１－４－２ 年度評価 項目別評定調書（その他業務運営に関する重要事項） 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅱ－１－(4) 情報セキュリティ対策の推進 

当該項目の重要度，難易

度 

 関連する政策評価・行政事業

レビュー 
平成 27 年度行政事業レビューシート番号 0292 

 

２．主要な経年データ 

 
評価対象となる

指標 
達成目標 

基準値等 

（前中長期目標期間

最終年度値等） 

H26 年度 H27 年度 H28 年度 H29 年度 H30 年度 
（参考情報） 

当該年度までの累積値等，必要な情報 

         

         

         

         

 

３．各事業年度の業務に係る目標，計画，業務実績，年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 
中長期目標 中長期計画 年度計画 主な評価指標 

法人の業務実績・自己評価 
主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 

 研究開発事業の成果

が最大限得られるよ

う，理事長のリーダ

ーシップの下，責任

と裁量権を明確にし

つつ，機動的・効率

的な業務運営を行

う。また，機構にお

ける経営戦略につい

ての専門的かつ国際

的な視点からの助

言・提言を採り入れ

られるような仕組み

作りを進める。 

中期目標の達成に向

けた業務運営や危機

管理が適切に実施さ

れるよう，ガバナン

スを強化し内部統制

の充実を図る取組及

び組織整備を継続す

ることとする。 

政府の情報セキュリテ

ィ対策における方針を

踏まえ，情報システム

環境の整備を行うとと

もに，適切な情報セキ

ュリティ対策を推進す

る。 

政府の情報セキュリ

ティ対策における方

針を踏まえ，情報セ

キュリティ委員会を

中心に，情報セキュ

リティポリシーを見

直し，運用する。ま

た，情報セキュリテ

ィ対策のためのシス

テム強化及び役職員

に対する啓発活動を

行う。 

適切な情報セキ

ュリティ対策の

推進はなされた

か。 

 

・ 機構では，リスクマネジメン

トの優先対応リスクとして平

成 25 年度から「情報管理体制

の構築」に取り組んでおり，

平成26年度から情報セキュリ

ティ委員会を設け，情報の棚

卸しや秘情報管理方法の技術

的対策の検討・実施，電子メ

ールシステムや可搬媒体の運

用ポリシーの策定を行った。

また，情報セキュリティ対策

の PDCA サイクルの推進を行

い，適度でより効果的な対策

が実施できるよう，継続して

検討を進めた。 

・ これと併せて役職員への研修

を年 2回行い，研修内容は Web

上のe-learning教材として提

供した。また，各部署の情報

管理担当者との連絡会を 4 回

実施し，可搬型情報機器に対

Ｂ 

・ 役員レベルの情報セキュリティ委

員会を設置し，機構としての情報

セキュリティのマネジメント体制

が強化され，運用ポリシーの見直

しや情報管理の対策が実施できて

いる。また，関係機関との連携・

連絡体制も構築できており，適切

な体制となっている。 

・ 平成26年度の総攻撃数は137万件

と前年度比 53%増となっている

が，情報セキュリティに関連する

セキュリティ事故は 0 件であり適

切な情報セキュリティ環境の整備

が行われている。 

 

 

評定 Ｂ 

＜評定に至った理由＞ 

・ 情報セキュリティ委員会の

設置，電子メールシステムや

可搬媒体の運用ポリシーを

見直す等，情報管理の対策を

実施しており，全体としてお

おむね中期目標における所

期の目標を達成していると

認められる。 

＜今後の課題＞ 

 特になし。 

＜その他事項＞（審議会及び部会の意

見） 

 特になし。 
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研究開発業務につい

ては，適切に資源が

配分されるよう，明

確な責任分担のも

と，経営陣が研究計

画の実施状況を適切

に把握するととも

に，機構における研

究活動や運営につい

て，定期的に評価を

行い，その結果を公

表するとともに研究

開発等の活性化・効

率化に積極的に活用

する。評価にあたっ

ては，研究開発等の

進捗を把握する上で

適切な指標を設定す

ることで，客観的か

つ効率的な評価を行

う。 

機構の適切な運営を

確保し，かつその活

動を広く知らしめる

ことで，国民の信頼

を確保する観点か

ら，業務・人員の合

理化・効率化に関す

る情報をはじめ，積

極的に情報公開を行

う。その際は，個人

情報の取扱いに留意

する。 

業務の遂行に当たっ

ては，法令を遵守し，

安全の確保に努めて

行う。 

業務運営のために必

要な情報セキュリテ

ィ対策を適切に推進

するため，政府方針

するハードディスク暗号化や

VPN 接続時の適切な暗号化等

を徹底することにより，個人

情報漏洩等の重大な問題を防

ぐ対策を実施した。 
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４．その他参考情報 

 

  

を踏まえ，情報シス

テム環境を整備す

る。 
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様式２－１－４－２ 年度評価 項目別評定調書（その他業務運営に関する重要事項） 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅱ－１－(5) 情報公開及び個人情報保護 

当該項目の重要度，難易

度 

 関連する政策評価・行政事業

レビュー 
平成 27 年度行政事業レビューシート番号 0292 

 

２．主要な経年データ 

 
評価対象となる

指標 
達成目標 

基準値等 

（前中長期目標期間

最終年度値等） 

H26 年度 H27 年度 H28 年度 H29 年度 H30 年度 
（参考情報） 

当該年度までの累積値等，必要な情報 

         

         

         

         

 

３．各事業年度の業務に係る目標，計画，業務実績，年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 
中長期目標 中長期計画 年度計画 主な評価指標 

法人の業務実績・自己評価 
主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 

 研究開発事業の成果

が最大限得られるよ

う，理事長のリーダ

ーシップの下，責任

と裁量権を明確にし

つつ，機動的・効率

的な業務運営を行

う。また，機構にお

ける経営戦略につい

ての専門的かつ国際

的な視点からの助

言・提言を採り入れ

られるような仕組み

作りを進める。 

中期目標の達成に向

けた業務運営や危機

管理が適切に実施さ

れるよう，ガバナン

スを強化し内部統制

の充実を図る取組及

び組織整備を継続す

ることとする。 

独立行政法人等の保有

する情報の公開に関す

る法律（平成 13 年法律

第 145 号）に則り，情

報提供を行う。また，

独立行政法人等の保有

する個人情報の保護に

関する法律（平成 15 年

法律第 59 号）に則り，

個人情報を適切に取り

扱う。 

独立行政法人等の保

有する情報の公開に

関する法律（平成 13

年法律第 145 号）に則

り，情報提供を行う。

また，独立行政法人等

の保有する個人情報

の保護に関する法律

（平成 15年法律第 59

号）に則り，個人情報

を適切に取り扱う。 

情報公開及び

個人情報保護

について適切

に取り扱われ

たか。 

 

 

・ 平成26年度情報公開開示請求

件数は 2 件，他の行政機関，

法人等による第三者意見照会

対応は 2 件であった。開示請

求 2 件については，情報公開

法に定める延長手続きを経た

上で，60 日以内に開示決定等

を行った。 

・ 情報公開開示請求に的確に対

応するため，公文書管理法の

概要と法人文書管理に関する

研修を 2回実施した。 

・ 公文書管理法の定めに沿って

法人文書ファイル管理簿の整

備・公表を行った他，平成 26

年 10 月から 12 月に法人文書

管理に関する自己点検及び監

査を実施した。 

・ 平成 26 年度に，個人情報の紛

失等 3件が発生した。1件目は

郵便物の不達による個人情報

Ｂ 

・ 情報公開については，情報公開法

に基づき，適切に開示決定等を行

った他，情報公開制度利用に必要

となる情報のウェブページ公開や

情報公開閲覧室の横須賀本部への

設置等，適時にかつ，国民が利用

しやすい方法による情報提供に寄

与した。 

・ 個人情報保護管理については，研

修の実施や，預託先との個人情報

保護契約の適切な締結，保有個人

情報の点検等，紛失・漏えい等を

未然に防止する取り組みを行っ

た。これにより，管理状況は改善

されつつあり，今後も引き続き対

処していく。なお，平成 26 年度に

発生した個人情報の紛失等事案に

ついては，その初動対応について

周知していたことで，個人情報保

護管理者から速やかに報告があ

り，被害の拡散防止措置や個人情

評定 Ｂ 

＜評定に至った理由＞ 

・ 機構の主な業務実績等に基

づく自己評価，審議会及び部

会の意見等を踏まえ総合的

に勘案した結果，全体として

おおむね中期目標における

所期の目標を達成している

と認められる。 

＜今後の課題＞ 

 特になし。 

＜その他事項＞（審議会及び部会の意

見） 

 特になし。 
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３．各事業年度の業務に係る目標，計画，業務実績，年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 
中長期目標 中長期計画 年度計画 主な評価指標 

法人の業務実績・自己評価 
主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 

研究開発業務につい

ては，適切に資源が

配分されるよう，明

確な責任分担のも

と，経営陣が研究計

画の実施状況を適切

に把握するととも

に，機構における研

究活動や運営につい

て，定期的に評価を

行い，その結果を公

表するとともに研究

開発等の活性化・効

率化に積極的に活用

する。評価にあたっ

ては，研究開発等の

進捗を把握する上で

適切な指標を設定す

ることで，客観的か

つ効率的な評価を行

う。 

機構の適切な運営を

確保し，かつその活

動を広く知らしめる

ことで，国民の信頼

を確保する観点か

ら，業務・人員の合

理化・効率化に関す

る情報をはじめ，積

極的に情報公開を行

う。その際は，個人

情報の取扱いに留意

する。 

業務の遂行に当たっ

ては，法令を遵守し，

安全の確保に努めて

行う。 

業務運営のために必

の紛失，2件目は添付ファイル

の修正漏れ，3件目はメールの

宛先間違いによる職員のメー

ルアドレス等の漏えいであっ

た。個人情報保護管理委員会

を開催して，対応の検討，再

発防止策の審議を行った。 

・ 民間企業における個人情報の

大量流出事案の発生を受け

て，平成 26 年 8 月に総務省よ

り依頼のあった個人情報の管

理状況に関する点検を実施

し，個人情報の適切な管理徹

底のための対応を行った。 

・ 個人情報保護に関する研修を

4回実施した。 

・ 平成26年度中に個人情報の預

託がある業務の委託先と締結

した個人情報保護契約は 110

件であった。 

報が含まれていた職員への連絡

等，適切かつ迅速に行われた。 

＜課題と対応＞ 

 特になし。 
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３．各事業年度の業務に係る目標，計画，業務実績，年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 
中長期目標 中長期計画 年度計画 主な評価指標 

法人の業務実績・自己評価 
主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 

要な情報セキュリテ

ィ対策を適切に推進

するため，政府方針

を踏まえ，情報シス

テム環境を整備す

る。 

 

４．その他参考情報 
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様式２－１－４－２ 年度評価 項目別評定調書（その他業務運営に関する重要事項） 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅱ－１－(6) 業務の安全の確保 

当該項目の重要度，難易

度 

 関連する政策評価・行政事業

レビュー 
平成 27 年度行政事業レビューシート番号 0292 

 

２．主要な経年データ 

 
評価対象となる

指標 
達成目標 

基準値等 

（前中長期目標期間

最終年度値等） 

H26 年度 H27 年度 H28 年度 H29 年度 H30 年度 
（参考情報） 

当該年度までの累積値等，必要な情報 

         

         

         

         

 

３．各事業年度の業務に係る目標，計画，業務実績，年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 
中長期目標 中長期計画 年度計画 主な評価指標 

法人の業務実績・自己評価 
主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 

 研究開発事業の成果

が最大限得られるよ

う，理事長のリーダ

ーシップの下，責任

と裁量権を明確にし

つつ，機動的・効率

的な業務運営を行

う。また，機構にお

ける経営戦略につい

ての専門的かつ国際

的な視点からの助

言・提言を採り入れ

られるような仕組み

作りを進める。 

中期目標の達成に向

けた業務運営や危機

管理が適切に実施さ

れるよう，ガバナン

スを強化し内部統制

の充実を図る取組及

び組織整備を継続す

ることとする。 

業務の遂行に当たって

は，法令を遵守し，安

全の確保に十分留意す

る。そのため，安全に

関する規程類及びマニ

ュアル等の周知徹底を

図り，事故トラブル情

報や安全確保に必要な

技術情報・ノウハウを

共有する。 

安全管理の基本となる

規程である「安全管理

規程」の内容を見直し，

より効果的な安全管理

業務が行えるよう体制

の再検討・再構築を行

う。また，安全講演会・

講習会を開催し役職員

に対して事故・トラブ

ルの防止及び安全の確

保についての啓発活動

を行うとともに，メー

ルニュース，ウェブな

どを活用し，安全に関

する情報の周知を図

る。 

業務の遂行に

あたって，安全

の確保に十分

留意されたか。 

 

 

・ 安全に関連した各種委員会

により，研究開発活動に伴う

安全性の審査を行い，事故・

トラブルの未然防止に努め

た。 

・ 事故・トラブルの対処方法を

定めた「事故・トラブル緊急

対処要領」は，都度実態に即

したものに改訂され，着実に

運用されている。机上訓練は

陸域観測でのトラブル及び

緊急対策本部の立上げにつ

いて実施した。 

・ 諸規程，マニュアルについて

は適切に見直しを行い，機構

の研究開発業務の実態に則

したものとしている。 

・ ヒヤリハット事例の収集，安

全監査の実施，防災訓練等各

種訓練の評価・助言などを行

い，安全管理の質の向上を図

Ｂ 

・ 安全関連の委員会の開催及び安全

に関する講演会・講習会の開催を

通じ，役職員の安全管理意識の喚

起・向上を図るとともに，事故・

トラブル発生時の対応要領を実態

に則したものに改訂し，遺漏のな

い事故トラブル対応の徹底を図っ

ている。また，定期的な防災訓練

の他，必要に応じて机上訓練等を

行い，有事発生の際の対応につい

て役職員の理解を深めるととも

に，そのプロセスを点検・検証し

ている。 

・ なお，講演会・講習会のテーマの

選定にあっては，法令に定めるも

ののほか，機構が有している安全

衛生管理上の課題に見合ったテー

マを選定することにより，講習の

効果を向上させるよう配慮してい

る。 

・ 安全関連の情報伝達については，

評定 Ｂ 

＜評定に至った理由＞ 

・ 機構の主な業務実績等に基

づく自己評価，審議会及び部

会の意見等を踏まえ総合的

に勘案した結果，全体として

おおむね中期目標における

所期の目標を達成している

と認められる。 

＜今後の課題＞ 

 特になし。 

＜その他事項＞（審議会及び部会の意

見） 

 特になし。 
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３．各事業年度の業務に係る目標，計画，業務実績，年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 
中長期目標 中長期計画 年度計画 主な評価指標 

法人の業務実績・自己評価 
主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 

研究開発業務につい

ては，適切に資源が

配分されるよう，明

確な責任分担のも

と，経営陣が研究計

画の実施状況を適切

に把握するととも

に，機構における研

究活動や運営につい

て，定期的に評価を

行い，その結果を公

表するとともに研究

開発等の活性化・効

率化に積極的に活用

する。評価にあたっ

ては，研究開発等の

進捗を把握する上で

適切な指標を設定す

ることで，客観的か

つ効率的な評価を行

う。 

機構の適切な運営を

確保し，かつその活

動を広く知らしめる

ことで，国民の信頼

を確保する観点か

ら，業務・人員の合

理化・効率化に関す

る情報をはじめ，積

極的に情報公開を行

う。その際は，個人

情報の取扱いに留意

する。 

業務の遂行に当たっ

ては，法令を遵守し，

安全の確保に努めて

行う。 

業務運営のために必

った。 

・ 安全に関する講演会・講習会

については，例年行う定常的

な講習会のほか，電気の利用

に際しての安全意識の向上

を図るため，外部講師を招聘

し電気の安全に関する講習

会を開催した。また，安全衛

生に関する情報を周知する

ための手段として役職員向

けのホームページを運用し

最新の情報を掲載するとと

もに，メールニュースと関連

付けることにより有機的な

情報伝達活動を実施した。 

ホームページやメールを効果的に

活用することで業務の安全確保に

貢献している。 
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３．各事業年度の業務に係る目標，計画，業務実績，年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 
中長期目標 中長期計画 年度計画 主な評価指標 

法人の業務実績・自己評価 
主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 

要な情報セキュリテ

ィ対策を適切に推進

するため，政府方針

を踏まえ，情報シス

テム環境を整備す

る。 

 

４．その他参考情報 
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様式２－１－４－２ 年度評価 項目別評定調書（業務運営の効率化に関する事項） 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅱ－２－(1) 業務の合理化・効率化 

当該項目の重要度，難易

度 

 関連する政策評価・行政事業

レビュー 
平成 27 年度行政事業レビューシート番号 0292 

 

２．主要な経年データ 

 
評価対象となる

指標 
達成目標 

基準値等 

（前中長期目標期間

最終年度値等） 

H26 年度 H27 年度 H28 年度 H29 年度 H30 年度 
（参考情報） 

当該年度までの累積値等，必要な情報 

         

         

         

         

 

３．各事業年度の業務に係る目標，計画，業務実績，年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 
中長期目標 中長期計画 年度計画 主な評価指標 

法人の業務実績・自己評価 
主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 

 研究開発能力を損な

わないよう配慮した

上で，管理部門のスリ

ム化をはじめとした

経費削減や事務の効

率化及び合理化を行

うことで，機構の業務

を効率的に実施する。 

業務の見直し，効率的

な運営体制の確保等

により，一般管理費

（人件費を含み，公租

公課を除く。）につい

て，法人運営を行う上

で各種法令等の定め

により義務的に行う

必要があるものに係

る経費を除き，中期目

標期間中の初年度に

比べ 10％以上，その他

の事業費については，

中期目標期間中の初

研究開発能力を損な

わないよう配慮した

上で，管理部門のスリ

ム化をはじめとした

経費削減や事務の効

率化及び合理化を行

うことで，機構の業務

を効率的に実施する。 

業務運営全般に係る

経費の見直しに努め，

一般管理費（人件費を

含み，公租公課を除

く。）については，法

人運営を行う上で各

種法令等の定めによ

り義務的に行う必要

があるものに係る経

費を除き，中期目標期

間中の初年度に比べ

10％以上，その他の事

業費については，中期

目標期間中の初年度

研究開発能力を損な

わないよう配慮した

上で，管理部門のス

リム化をはじめとし

た経費削減や事務の

効率化及び合理化を

行うことで，機構の

業務を効率的に実施

する。 

業務の合理化・

効率化を行い，

機構業務を効率

的 に 実 施 し た

か。 

 

 

・ 平成20年度から引き続き業務

効率化推進委員会の統括の

下，業務効率化を推進した。

課長級のマネジメント能力の

向上及び部署共通の業務遂行

上における改善事項の認識と

その解決策の共有を図るた

め，課長級ミーティングを 4

回実施し，各部署において共

通の業務改善テーマについ

て，外部講師による講義及び

参加者間でのディスカッショ

ンを行った。ミーティングの

実施結果を踏まえ，部署共通

の業務遂行上の改善事項につ

いてその改善手法をとりまと

めたガイドブックを作成し

た。 

・ 従来，複合機の契約は，機器

のリースと保守の別契約で実

施してきたが，総合複写業務

Ｂ 

・ 業務効率化推進活動を通じて事務

部門における業務の効率化のみな

らず，部署共通の業務遂行上の改

善事項について課長級によるミー

ティングを実施したうえで，その

改善手法をとりまとめた業務遂行

レベルの標準化に資する独自のガ

イドブックを作成した。 

・ 複合機の契約見直し及びメインバ

ンクの選定により業務のクオリテ

ィを保ったまま，大幅な経費削減

を実現した。 

 

 

 

評定 Ｂ 

＜評定に至った理由＞ 

・ 機構の主な業務実績等に基

づく自己評価，審議会及び部

会の意見等を踏まえ総合的

に勘案した結果，全体として

おおむね中長期目標におけ

る所期の目標を達成してい

ると認められる。 

＜今後の課題＞ 

 特になし。 

＜その他事項＞（審議会及び部会の意

見） 

 特になし。 
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３．各事業年度の業務に係る目標，計画，業務実績，年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 
中長期目標 中長期計画 年度計画 主な評価指標 

法人の業務実績・自己評価 
主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 

年度に比べ 5％以上の

効率化を図る。なお，

新たに追加又は拡充

された業務について

は翌年度以降同様の

効率化を図るものと

する。 

給与水準については，

国家公務員の給与水

準を十分考慮し，手当

を含め役職員給与の

在り方について検証

した上で，業務の特殊

性を踏まえた適正な

水準を確保するとと

もに，その検証結果や

取組状況を公表する。

総人件費については，

政府の方針を踏まえ，

厳しく見直しをする

ものとする。 

に比べ 5％以上の効率

化を図る。新たに追加

又は拡充された業務

については翌年度以

降同様の効率化を図

るものとする。 

サービスとして一本化し，競

争入札の実施及び配置の見直

しを行った。その結果，従来

の契約形態と比較し，向こう 5

年間で約 2.7 億円の経費削減

となる見込みである。 

・ 現金の出納に伴い必要となる

手数料及びサービスを銀行間

で競争させ，今中期目標期間

中に利用する最適なメインバ

ンクを選定した結果，5年間で

約3800万円の手数料の削減が

期待される。 

 

４．その他参考情報 
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様式２－１－４－２ 年度評価 項目別評定調書（財務内容の改善に関する事項） 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅱ－２－(2) 給与水準の適正化 

当該項目の重要度，難易

度 

 関連する政策評価・行政事業

レビュー 
平成 27 年度行政事業レビューシート番号 0292 

 

２．主要な経年データ 

 
評価対象となる

指標 
達成目標 

基準値等 

（前中長期目標期間

最終年度値等） 

H26 年度 H27 年度 H28 年度 H29 年度 H30 年度 
（参考情報） 

当該年度までの累積値等，必要な情報 

         

         

         

         

 

３．各事業年度の業務に係る目標，計画，業務実績，年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 
中長期目標 中長期計画 年度計画 主な評価指標 

法人の業務実績・自己評価 
主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 

 研究開発能力を損な

わないよう配慮した

上で，管理部門のスリ

ム化をはじめとした

経費削減や事務の効

率化及び合理化を行

うことで，機構の業務

を効率的に実施する。 

業務の見直し，効率的

な運営体制の確保等

により，一般管理費

（人件費を含み，公租

公課を除く。）につい

て，法人運営を行う上

で各種法令等の定め

により義務的に行う

必要があるものに係

る経費を除き，中期目

標期間中の初年度に

比べ 10％以上，その他

の事業費については，

中期目標期間中の初

給与水準については，

国家公務員の給与水

準を十分考慮し，手当

を含め役職員給与の

在り方について検証

した上で，業務の特殊

性を踏まえた適正な

水準を確保するとと

もに，検証結果や取組

状況を公表するもの

とする。総人件費につ

いては，政府の方針を

踏まえ，厳しく見直し

をするものとする。 

給与水準について

は，国家公務員の給

与水準を十分考慮

し，手当を含め役職

員給与の在り方につ

いて検証した上で，

業務の特殊性を踏ま

えた適正な水準を確

保するとともに，検

証結果や取組状況を

公表するものとす

る。総人件費につい

ては，政府の方針を

踏まえ，厳しく見直

しをするものとす

る。 

給与水準の適正

化 は 行 わ れ た

か。 

 

 

・ 人事院勧告等を踏まえた国家

公務員の給与改訂及び給与制

度の総合的見直しについて，

適切に対応している。 

【ラスパイレス指数（平成 26 年度

実績）】 

事務・技術職員：114.8（平成 25

年度 112.8） 

研究職員：100.7（平成 25 年度

99.5） 

・ 現在のラスパイレス指数の比

較対象となっている職員を分

析した場合，世界をリードす

る研究者と一体となって研究

マネジメントや組織運営を的

確に遂行していく必要がある

ことから，専門性の高い事業

を理解し，企画立案や折衝，

国際調整にあたる優れた能力

を有する職員が必要となり，

職員の学歴が高いものとなっ

Ｂ 

・ 独立行政法人通則法第 63 条（当

時）の趣旨に鑑み，人事院勧告に

則った給与の見直しを実施し，給

与水準の改善を図った。 

・ 国からの要請に基づき職員宿舎の

見直しに着手しており，借上宿舎

使用料の改訂等，適正に対応して

いる。 

 

 

 

評定 Ｂ 

＜評定に至った理由＞ 

・ 機構の主な業務実績等に基

づく自己評価，審議会及び部

会の意見等を踏まえ総合的

に勘案した結果，全体として

おおむね中長期目標におけ

る所期の目標を達成してい

ると認められる。 

＜今後の課題＞ 

 特になし。 

＜その他事項＞（審議会及び部会の意

見） 

 特になし。 
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３．各事業年度の業務に係る目標，計画，業務実績，年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 
中長期目標 中長期計画 年度計画 主な評価指標 

法人の業務実績・自己評価 
主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 

年度に比べ 5％以上の

効率化を図る。なお，

新たに追加又は拡充

された業務について

は翌年度以降同様の

効率化を図るものと

する。 

給与水準については，

国家公務員の給与水

準を十分考慮し，手当

を含め役職員給与の

在り方について検証

した上で，業務の特殊

性を踏まえた適正な

水準を確保するとと

もに，その検証結果や

取組状況を公表する。

総人件費については，

政府の方針を踏まえ，

厳しく見直しをする

ものとする。 

ている。 

・ 法人の実態としては，任期制

職員を積極的に活用してお

り，とりわけ，国家公務員と

比較するならば，行政職（一）

俸給表でいうところの 1 級か

ら 3 級相当の業務について，

その多くを給与体系が完全職

務給である任期制支援職職員

の担当業務として位置付ける

ことで，効率的な人員配置を

行い，以て年功序列的に人件

費が上昇していくことを抑制

している。これら職員がラス

パイレス指数に反映されてお

らず（ラスパイレス指数は，

全体の中の 46％のみを占める

定年制職員の指数），そのた

め，管理職割合についても定

年制職員のみを比較しての比

率となり，高い割合となって

いる。 

・ 法人の給与水準について，平

成 26 年の人事院勧告を踏ま

え，期末手当の月数見直しや，

世代間の給与配分の見直しの

観点から若年層に重点を置い

た本給表水準の見直しを実施

し，職員給与規程等の改正を

実施した。 

・ 上記同様に，地域間及び世代

間の給与配分の見直しの観点

等から本給表水準，地域手当，

広域異動手当及び単身赴任手

当の見直しを実施し，平成 27

年度より反映すべく，職員給

与規程等の改正を実施した。 
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４．その他参考情報 
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様式２－１－４－２ 年度評価 項目別評定調書（業務運営の効率化に関する事項） 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅱ－２－(3) 事務事業の見直し等 

当該項目の重要度，難易

度 

 関連する政策評価・行政事業

レビュー 
平成 27 年度行政事業レビューシート番号 0292 

 

２．主要な経年データ 

 
評価対象となる

指標 
達成目標 

基準値等 

（前中長期目標期間

最終年度値等） 

H26 年度 H27 年度 H28 年度 H29 年度 H30 年度 
（参考情報） 

当該年度までの累積値等，必要な情報 

         

         

         

         

 

３．各事業年度の業務に係る目標，計画，業務実績，年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 
中長期目標 中長期計画 年度計画 主な評価指標 

法人の業務実績・自己評価 
主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 

 既往の閣議決定等に

示された政府方針を

踏まえ，以下の取組

を着実に実施すると

ともに，業務及び組

織の合理化・効率化

に向けた必要な措置

を講ずる。 

a. 研究拠点等につ

いては，研究内容の

重点化及び組織の再

編に合わせて整理・

統合し，業務運営の

効率化及び経費の削

減に努めるものとす

る。 

b. 南海トラフ海域

において整備を進め

ている地震・津波観

測 監 視 シ ス テ ム

（DONET）について，

その整備が終了した

事務事業の見直し等に

ついては既往の閣議決

定等に示された政府方

針に基づき，以下の内

容について着実に実施

する。 

 

 

a. 研究拠点等につい

ては，研究内容の重点

化及び組織の再編に合

わせて整理・統合し，

業務運営の効率化及び

経費の削減に努めるも

のとする。 

 

b. 南海トラフ海域に

おいて平成27年度末を

目途に整備を進めてい

る DONET について，そ

の整備が終了した際に

は，同システムを独立

事務事業の見直し等に

ついては，既往の閣議

決定等に示された政府

方針に基づく見直し事

項について，着実に実

施すべく必要な措置を

講ずる。 

適切に事務事

業の見直しを

実施したか。 

 

 

・ 事務事業の見直し等につい

ては，着実に実施した。 

・ 第３期中期目標期間の開始

に伴って研究内容の重点化

を行い，組織等を整理・統合

した。 

・ DONET 移管については，引き

続き防災科研・海洋機構連携

推進協議会及びそれに基づ

くワーキンググループにて

検討を行っている。また，資

産の移管に係る具体的なス

ケジュールを立てて防災科

研と検討を進めているほか，

文部科学省とも事務的な協

議を開始している。さらに，

防災科研との連携協定につ

いては，年度末に素案を作成

し締結に向けて最終的な調

整作業を行っていたところ

である。 

Ｂ 

・ 平成 27 年度末に予定されている

DONET2 の完成に向け，移管に係る

準備作業を着実に進めている。 

・ また，その他の政府方針について

も，引き続き検討を行っている。 

 

 

 

評定 Ｂ 

＜評定に至った理由＞ 

・ 機構の主な業務実績等に基

づく自己評価，審議会及び部

会の意見等を踏まえ総合的

に勘案した結果，全体として

おおむね中長期目標におけ

る所期の目標を達成してい

ると認められる。 

＜今後の課題＞ 

 特になし。 

＜その他事項＞（審議会及び部会の意

見） 

 特になし。 
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３．各事業年度の業務に係る目標，計画，業務実績，年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 
中長期目標 中長期計画 年度計画 主な評価指標 

法人の業務実績・自己評価 
主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 

際には，同システム

を独立行政法人防災

科学技術研究所に移

管する。併せて，同

研究所との防災・減

災分野における人材

交流を促進するな

ど，同研究所との連

携をより一層強化す

る。 

c. DONET の運用開始

を踏まえ，室戸岬沖

海底ネットワークシ

ステムを廃止する。 

d.学術研究課題の審

査等の一元化につい

ては，引き続き検討

を進め，中期目標期

間中，早期に結論を

得るものとする。得

られた結論に基づ

き，機構の予算及び

要員も含め関係組織

を見直し，業務全体

の効率化を図る。 

e.学術研究船の運航

業務に係る外部委託

化については，引き

続き検討を進め，中

期目標期間中，早期

に結論を得るものと

する。 

f.研究活動を効率的

に行う観点から，海

底広域研究船の運用

開始を踏まえ，必要

性が低くなった研究

船を廃止する。 

行政法人防災科学技術

研究所に移管する。併

せて，同研究所との防

災・減災分野における

人材交流を促進する

等，同研究所との連携

をより一層強化する。 

 

 

 

c. DONET の運用開始を

踏まえ，室戸岬沖海底

ネットワークシステム

を廃止する。 

d. 学術研究課題の審

査等の一元化について

は，引き続き検討を進

め，中期目標期間中，

早期に結論を得るもの

とする。得られた結論

に基づき，機構の予算

及び要員も含め関係組

織を見直し，業務全体

の効率化を図る。 

 

e. 学術研究船の運航

業務に係る外部委託化

については，引き続き

検討を進め，中期目標

期間中，早期に結論を

得るものとする。 

 

f. 研究活動を効率的

に行う観点から，海底

広域研究船の運用開始

を踏まえ，必要性が低

くなった研究船を廃止

する。 

・ その他の政府方針について

も，引き続き検討を行ってい

る。 
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４．その他参考情報 
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様式２－１－４－２ 年度評価 項目別評定調書（その他業務運営に関する重要事項） 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅱ－２－(4) 契約の適正化 

当該項目の重要度，難易

度 

 関連する政策評価・行政事業

レビュー 
平成 27 年度行政事業レビューシート番号 0292 

 

２．主要な経年データ 

 
評価対象となる

指標 
達成目標 

基準値等 

（前中長期目標期間

最終年度値等） 

H26 年度 H27 年度 H28 年度 H29 年度 H30 年度 
（参考情報） 

当該年度までの累積値等，必要な情報 

         

         

         

         

 

３．各事業年度の業務に係る目標，計画，業務実績，年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 
中長期目標 中長期計画 年度計画 主な評価指標 

法人の業務実績・自己評価 
主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 

 契約については，真

にやむを得ないもの

を除き，原則として

一般競争入札等の競

争性のある契約方式

によることとし，随

意契約によった場合

は，透明性を高める

ためその結果を公表

する。 

一者応札・応募とな

った契約について

は，実質的な競争性

が確保されるよう，

公告方法，入札参加

条件，発注規模の見

直し等を行い，その

状況を公表するもの

とする。 

内部監査及び第三者

により，適切なチェ

ックを受けること

 

a. 契約については，真

にやむを得ないものを

除き，原則として一般

競争入札等の競争性の

ある契約方式によるこ

ととし，随意契約によ

った場合は，透明性を

高めるためにその結果

を公表する。また，他

の機関との情報交換や

連携によって購入実績

や調達方法を確認し，

合理的な調達手法の導

入や入札参加者の拡大

に向けた方策を実施す

る。 

 

 

 

 

 

 

a.  契約につい

ては，前中期目標期

間の取組を継続し，

原則として一般競争

入札等の競争性のあ

る契約方式によるこ

ととする。真にやむ

を得ないと判断され

随意契約によらざる

を得ない場合は，第

三者の適切なチェッ

クを受ける体制を以

て透明性を確保し，

その結果を公表す

る。また，他の機関

との情報交換や連携

によって購入実績や

調達方法を確認し，

合理的な調達手法の

導入や入札参加者の

拡大に向けた方策を

契約の適正化を

行い，業務の合

理化・効率化に

努めたか。 

 

【a.】 

・ 独立行政法人の随意契約に

係る事務についての総務省

の通知に対応して，随意契約

ができる事由を明確化し，公

正性・透明性を確保しつつ合

理的な調達を実施するため，

契約事務規則の随意契約に

関する事項を改正した。 

・ 高知大学との共同調達の実

施に向け協定を締結し，平成

27 年度より液体窒素，コピ

ー用紙，ガソリンについて共

同調達を実施する。共同調達

品目のさらなる拡大に向け

て協議中である。 

・ 従来リース契約と保守契約

に分かれていた複合機の契

約形態を年度途中に見直し，

「総合複写業務サービスの

提供」という一括契約とし

た。さらに複数年契約による

Ｂ 

・ 中期計画に記載されている項目に

ついては，概ね計画通り進捗した。 

・ 複合機のリース及び保守契約につ

いては，これまで一者応札が継続し

ていたが，既存の契約形態を組み合

わせ，リースと保守を一括契約とし

たこと，機能に応じた区分設定を行

い，区分ごとに単価を設定した上で

予定使用枚数に契約期間を乗じた

総額による入札を行ったことなど

により，競争の幅が拡大され，一者

応札が改善された。・平成 25 年度

の同経費と比較して平成 27 年度以

降の年間経費は 87.2％減（約 74 百

万円）となり，この削減率が平成

27 年度から 4 年間継続されること

になる。 

・ また，この成功例について他法人か

らも高い関心が示されており，問い

合わせに対する情報提供等も行っ

ている。 

評定 Ｂ 

＜評定に至った理由＞ 

・ 機構の主な業務実績等に基

づく自己評価，審議会及び部

会の意見等を踏まえ総合的

に勘案した結果，全体として

おおむね中長期目標におけ

る所期の目標を達成してい

ると認められる。 

＜今後の課題＞ 

 特になし。 

＜その他事項＞（審議会及び部会の意

見） 

 特になし。 
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３．各事業年度の業務に係る目標，計画，業務実績，年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 
中長期目標 中長期計画 年度計画 主な評価指標 

法人の業務実績・自己評価 
主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 

で，契約の改善を図

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

b. 一者応札・応募とな

った契約については，

実質的な競争性が確保

されるよう，公告方法，

入札参加条件及び発注

規模の見直し等を行

い，その状況を公表す

るものとする。 

 

 

 

 

c. 内部監査及び第三

者により，適切なチェ

ックを受けることで，

契約の改善を図る。 

実施する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

b.  一者応札・

応募となった契約に

ついては，実質的な

競争性が確保される

よう，過去の契約実

績を分析し，公告方

法，入札参加条件及

び発注規模の見直し

等を行い，その状況

について公表する。 

 

 

c.  内部監査及

び第三者により，適

切なチェックを受け

ることで，必要なも

のから随時契約の改

善を図るものとす

る。 

入札を実施するとともに，配

置の適正化を行ったことに

より，コスト削減を達成でき

る見込みである。（再掲） 

・ 事務の利便性の向上及び入

札参加者の拡大のため，入札

説明書の電子交付システム

を構築した。 

 

【b.】 

・ 上記の「総合複写業務サービ

スの提供」は従来一者応札が

継続していたが，上記手法に

より複数応札（3社）となり，

入札効果が向上した。 

・ 一者応札・応募となった契約

については適切に公表した。 

 

 

 

 

【c.】 

・ 契約審査委員会及び契約監

視委員会によるチェックを

受けることにより随意契約

の適正性を確保した。 

 

【原因，改善方策】 

平成 20年度から毎年調達内容が

異なり額や件数の変動も大きい

ため，単純な比較はできないが，

海洋分野の研究機器等は，海

中・船上で使用するものが多く，

その特殊性により，調達可能な

業者が限られており，競争性の

確保が困難な状況が引き続き続

いている。 

さらに，既に使用している研
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３．各事業年度の業務に係る目標，計画，業務実績，年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 
中長期目標 中長期計画 年度計画 主な評価指標 

法人の業務実績・自己評価 
主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 

究機材への機能強化や改修とい

った案件が近年増加している。

これらも要求される技術水準等

は高いものとなっており業者が

限られることから，競争性のな

い契約の一因になっていると考

えられる。 

 

・ 高知大学との共同調達の導

入や複合機の契約方法の見

直しなど，従来の大規模調達

の方法を変更することによ

り，調達の最適化は着実に進

んでいる。  

・ 競争性のある契約の分析に

ついては，平成 26 年度より

件数と金額の２面から分析

を進めている。  

・ 一者応札については，特殊な

業務が多く対応できる業者

の増加を見込むのは難しい

ため，契約監視委員会からの

コメントも踏まえ，連続して

同一業者となる場合は公募

を経たのち複数年契約する

などの対応を検討している。 

 

 

４．その他参考情報 
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様式２－１－４－２ 年度評価 項目別評定調書（その他業務運営に関する重要事項） 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅲ－１ 予算 

当該項目の重要度，難易

度 

 関連する政策評価・行政事業

レビュー 
平成 27 年度行政事業レビューシート番号 0292 

 

２．主要な経年データ 

 
評価対象となる

指標 
達成目標 

基準値等 

（前中長期目標期間

最終年度値等） 

H26 年度 H27 年度 H28 年度 H29 年度 H30 年度 
（参考情報） 

当該年度までの累積値等，必要な情報 

         

         

         

         

 

３．各事業年度の業務に係る目標，計画，業務実績，年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 
中長期目標 中長期計画 年度計画 

主な評価

指標 

法人の業務実績・自己評価 
主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 

 自己収入の確

保，予算の効率

的な執行に努

め，適切な財務

内容の実現を

図る。 

毎年度の運営

費交付金額の

算定について

は，運営費交付

金債務残高の

発生状況にも

留意した上で，

厳格に行うこ

ととする。 

 

１  自己収入

の増加 

外部研究資金

として国，他の

独立行政法人，

企業等多様な

平成26年度～平成30年度 

予算 

単位：百万円） 

区分 金額 

収入  

 運営費交付金 

 

163,113 

 施設費補助金 

 

4,357 

 地球観測システ

ム研究開発費補助

金 

 

 

493 

 事業等収入 7,547 

 受託収入 10,057 

   

        

計 

185,567 

支出  

 一般管理費 6,370 

平成 26 年度 予算 

 

単位：百万円） 

区分 金額 

収入  

 運営費交付

金 

39,672 

 施設費補助

金 

2,762 

 地球観測シ

ステム研究開

発費補助金 

 設備整備費

補助金 

247 

1,990 

 事業等収入 1,509 

 受託収入 2,011 

   

        

計 

48,192 

支出  

 一般管理費 1,316 

予 算 を 適

切 に 執 行

し，財務内

容 の 改 善

が は か ら

れたか。 

 

 

・ 平成 26 年度における当期総利益は

467,542,851 円である。これは，独立行

政法人会計基準等に則って会計処理を

した結果，新規に貯蔵品を取得したこと

によって一時的に利益が発生したこと

や，自己収入等で固定資産を取得したこ

とによる収益と費用の計上年度のずれ

などによって発生したものであり，通常

の業務運営により発生したものである。 

・ 利益剰余金は 5,683,668,392 円である。

これは全て現金を伴うものではなく，独

立行政法人会計基準等に則って会計処

理を行った結果，発生したものである。 

・ 繰越欠損金はない。 

・ 未執行率は 10.7％であり，地球深部探査

船「ちきゅう」を用いて受託事業を行っ

たことにより，当初計画していた運営費

交付金を用いた航海の一部を計画的に

翌事業年度に繰越したものである。 

・ 延期した航海は平成 27 年度中に実施さ

れる計画となっており，業務運営上の影

Ｂ 

・ 当期総利益は通常の

業務運営により生じ

たものであり，法人の

業務運営に問題等は

ない。 

・ 利益剰余金は独立行

政法人会計基準に則

って会計処理を行っ

た結果生じた，主に前

年度取得した貯蔵品

によって一時的にキ

ャッシュを伴わない

利益が生じたもので

あり，現金を伴うもの

ではない。 

・ 受託事業を行った結

果，運営費交付金を用

いた「ちきゅう」の航

海の一部を計画的に

翌事業年度に繰越し

たものであり，未執行

評定 Ｂ 

＜評定に至った理由＞ 

・ 機構の主な業務実績

等に基づく自己評

価，審議会及び部会

の意見等を踏まえ総

合的に勘案した結

果，全体としておお

むね中長期目標にお

ける所期の目標を達

成していると認めら

れる。 

＜今後の課題＞ 

 特になし。 

＜その他事項＞（審議会及

び部会の意見） 

 特になし。 
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３．各事業年度の業務に係る目標，計画，業務実績，年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 
中長期目標 中長期計画 年度計画 

主な評価

指標 

法人の業務実績・自己評価 
主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 

機関からの競

争的研究資金

をはじめとす

る資金を導入

する。また，国，

他の独立行政

法人，企業等か

らの受託収入，

特許実施料収

入，施設・設備

の供用による

対価収入等に

より自己収入

の増加に向け

た積極的な取

組を実施する。 

自己収入額の

取扱いにおい

ては，各事業年

度に計画的な

収支計画を作

成し，当該収支

計画による運

営を行う。 

 

２  固定的経

費の節減 

管理業務の節

減を行うとと

もに，効率的な

施設運営を行

うこと等によ

り，固定的経費

を節減する。 

 （公租公課を除

いた一般管理費） 

 

3,950 

  うち，人件費

（管理系） 

2,729 

物件費 1,222 

公租公課 2,420 

事業経費 164,289 

  うち，人件費

（事業系） 

11,279 

 物件費 153,010 

 施設費 4,357 

 地球観測システ

ム研究開発費補助

金経費 

 

 

 

493 

 受託経費 10,057 

  

        

計 

185,567 

 

[注１] 上記予算額は運営費交

付金の算定ルールに基づき，一定

の仮定の下に試算されたもの。各

事業年度の予算については，事業

の進展により必要経費が大幅に

変わること等を勘案し，各事業年

度の予算編成過程において，再計

算の上決定される。一般管理費の

うち公租公課については，所用見

込額を試算しているが，具体的な

額は各事業年度の予算編成過程

において再計算の上決定される。 

[注２] 各欄積算と合計欄の数

字は四捨五入の関係で一致しな

いことがある。 

 （公租公課を

除いた一般管

理費） 

832 

  うち，人件

費（管理系） 

575 

物件費 257 

  公租公課 484 

 事業経費 39,866 

  うち，人件

費（事業系） 

2,314 

物件費 37,552 

 施設費 2,762 

 地球観測シ

ステム研究開

発費補助金経

費 

 設備整備費

補助金 

247 

  

 

 

1,990 

 

 受託経費 2,011 

  

        

計 

48,192 

 

[注]各欄積算と合計欄の数字は

四捨五入の関係で一致しないこ

とがある。 

響は特にない。 

・ 敷金の返還に伴って約 3百万円の現金を

保有していたが，平成 26 年度中に不要

財産の手続きを行い，平成 27 年 4 月 10

日に国庫納付した。なお，運営費交付金

債務と欠損金等との相殺によって発生

した留まり金はない。 

・ 貸し倒れの恐れのある債権はない。 

 

【平成 26 年度収入状況】 

（単位：百万円） 

収入 予算額 決算額 差引増

減額 

備考 

運 営 費

交付金 

39,672 39,672 0  

施 設 費

補助金 

2,762 2,815 △53 ※1 

補 助 金

収入 

2,237 1,328 908 ※1

※2

※3 

事 業 等

収入 

1,509 1,033 476  

受 託 収

入 

2,011 4,431 △

2,420 

※4 

計 48,192 49,281 △

1,089 

 

＊各欄積算と合計欄の数字は，四捨五入の関

係で一致しない。 

【主な増減理由】 

※1 前年度繰越事業を実施したことによ

る。 

※2 一部事業を翌年度へ繰越したことによ

る。 

※3 補助事業の増加による。 

※4 受託事業の増加による。 

 

 

理由は適正である。 

・ 上記のとおり適切に

分析が行われている。 

・ 適切に精査されてい

る。なお，運営費交付

金債務と欠損金等の

相殺により発生した

溜まり金はない。 

・ 貸し倒れの恐れのあ

る債権はない。 

・ 収入，支出ともに予算

と決算との要因分析

が適切に行われてい

る。 

＜課題と対応＞ 

 特になし。 
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３．各事業年度の業務に係る目標，計画，業務実績，年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 
中長期目標 中長期計画 年度計画 

主な評価

指標 

法人の業務実績・自己評価 
主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 

 

【運営費交付金の算定ルール】 

毎事業年度に交付する運営費

交付金（Ａ）については，以下

の数式により決定する。 

Ａ(y)=｛(Ｃ(y)−Ｔ(y)－ζ

(y))×α1( 係 数 )

＋Ｔ(y)＋ζ(y)｝

＋｛ (Ｒ (y) ＋Ｐ

r(y))×α2( 係

数)｝＋ε(y)−Ｂ

(y)×λ(係数) 

Ｒ (y)= Ｒ (y-1)×β( 係

数)×γ(係数) 

Ｃ(y)=Ｐc(y-1)×σ(係数)＋

Ｅ(y-1)×β(係数)＋Ｔ(y)＋

ζ(y) 

Ｂ(y)=Ｂ(y-1)×δ(係数) 

Ｐ (y)= Ｐ r(y)+ Ｐ c(y)= ｛ Ｐ

r(y-1)+Ｐc(y-1)｝×σ(係数) 

 

各経費及び各係数値について

は，以下のとおり。 

  

Ｂ(y)： 当該事業年度における

自己収入の見積り。Ｂ

(y-1)は直前の事業年

度におけるＢ(y)。 

Ｃ(y)： 当該事業年度における

一般管理費。Ｃ(y-1)

は直前の事業年度にお

けるＣ(y)。 

Ｅ(y)： 当該事業年度における

一般管理費中の物件

費。Ｅ(y-1)は直前の事

業年度におけるＥ(y)。 

Ｐ(y)： 当該事業年度における

人件費(退職手当を含

 

 

【平成 26 年度支出状況】 

（単位：百万円） 

支出 予算額 決算額 差引

増減

額 

備

考 

一般管理

費 

1,316 1,451 △135  

（公租公

課を除い

た一般管

理費） 

832 957 △125  

うち，人

件費（管理

系） 

575 470 105  

うち，物

件費 

257 487 △230  

公租公課 484 495 △11  

事業経費 39,866 34,929 4,937  

うち，人

件費（事業

系） 

2,314 2,735 △421  

うち，物

件費 

37,552 32,194 5,358  

施設費 2,762 2,798 △36 ※1 

補助金事

業 

2,237 1,283 954 ※1

※2

※3 

受託経費 2,011 5,875 △

3,863 

※4 

計 48,192 46,336 1,856  

＊各欄積算と合計欄の数字は，四捨五入の関

係で一致しない。 

【主な増減理由】 

※1 前年度繰越事業を実施したことによ

る。 
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３．各事業年度の業務に係る目標，計画，業務実績，年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 
中長期目標 中長期計画 年度計画 

主な評価

指標 

法人の業務実績・自己評価 
主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 

む)。Ｐ(y-1)は直前の

事業年度におけるＰ

(y)。 

Ｐr(y)：当該事業年度における

事業経費中の人件費。

Ｐr(y-1)は直前の事業

年度におけるＰr(y)。 

Ｐc(y)：当該事業年度における

一般管理費中の人件

費。Ｐc(y-1)は直前の

事業年度におけるＰ

c(y)。 

Ｒ(y)： 当該事業年度における

事業経費中の物件費。

Ｒ(y-1)は直前の事業

年度におけるＲ(y)。 

Ｔ(y)： 当該事業年度における

公租公課。 

ε(y)： 当該事業年度における

特殊経費。重点施策の

実施，事故の発生，退

職者の人数の増減等の

事由により時限的に発

生する経費であって，

運営費交付金算定ルー

ルに影響を与えうる規

模の経費。各事業年度

の予算編成過程におい

て，当該経費を具体的

に決定。ε(y-1)は直前

の事業年度における

ε(y)。 

ζ(y)： 当該事業年度において，

法人運営を行う上で各

種法令等の定めにより

義務的に行う必要があ

るものに係る経費。各

事業年度の予算編成過

※2 一部事業を翌年度へ繰越したことによ

る。 

※3 補助事業の増加による。 

※4 受託事業の増加による。 
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３．各事業年度の業務に係る目標，計画，業務実績，年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 
中長期目標 中長期計画 年度計画 

主な評価

指標 

法人の業務実績・自己評価 
主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 

程において，当該経費

を具体的に決定。 

α１ ： 一般管理効率化係数。

中期目標に記載されて

いる一般管理費に関す

る削 

減目標を踏まえ，各事業

年度の予算編成過程に

おいて，当該事業年度に

おける具体的な係数値

を決定。 

α2 ： 事業効率化係数。業務の

効率化等を勘案して，各

事業年度の予算編成過

程において，当該事業年

度における具体的な係

数値を決定。 

β：  消費者物価指数。各事業

年度の予算編成過程に

おいて，当該事業年度

に 

おける具体的な係数値

を決定。 

γ：  業務政策係数。各事業年

度の予算編成過程にお

いて，当該事業年度に

お 

ける具体的な係数値を

決定。 

δ：  自己収入政策係数。過去

の実績を勘案し，各事

業年度の予算編成過程

に 

おいて，当該事業年度に

おける具体的な係数値

を決定。 

λ：  収入調整係数。過去の実

績における自己収入に
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３．各事業年度の業務に係る目標，計画，業務実績，年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 
中長期目標 中長期計画 年度計画 

主な評価

指標 

法人の業務実績・自己評価 
主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 

対する収益の割合を勘

案 

し，各事業年度の予算編

成過程において，当該事

業年度における具体的

な係数値を決定。 

σ：  人件費調整係数。各事業

年度予算編成過程にお

いて，給与昇給率等を

勘 

案し，当該事業年度にお

ける具体的な係数値を

決定。 

 

【中期計画予算の見積りに際

し使用した具体的係数及びその

設定根拠等】 

上記算定ルール等に基づき，

以下の仮定の下に試算してい

る。ただし，平成26年度につい

ては，決定額を計上。 

・ 運営費交付金の見積りに

ついては，ε(特殊経費)

は勘案せず，α1(一般管

理効率化係数)を各事業

年度2.6%(平成26年度予

算額を基準額として中期

計画期間中に10%縮減)の

縮減，α2(事業効率化係

数)を各事業年度1.3%（平

成26年度予算額を基準額

として中期計画期間中に

5％縮減）の縮減とし，

λ(収入調整係数)を一律

1として試算。 

・ 事業経費中の物件費につ

いては，β(消費者物価指

数)は変動がないもの 
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３．各事業年度の業務に係る目標，計画，業務実績，年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 
中長期目標 中長期計画 年度計画 

主な評価

指標 

法人の業務実績・自己評価 
主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 

(±0%)とし，γ(業務政策

係数)は一律1として試算。 

・ 人件費の見積りについて

は，σ(人件費調整係数)

は変動がないもの(±0%) 

とし，退職者の人数の増

減等がないものとして試算。 

・ 自己収入の見積りについ

ては，δ(自己収入政策係

数)は据置き(±0%)とし

て試算。 

受託収入の見積りについては，過

去の実績を勘案し，一律据置きと

して試算。 

 

４．その他参考情報 
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様式２－１－４－２ 年度評価 項目別評定調書（財務内容の改善に関する事項） 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅲ－２ 収支計画 

当該項目の重要度，難易

度 

 関連する政策評価・行政事業

レビュー 
平成 27 年度行政事業レビューシート番号 0292 

 

２．主要な経年データ 

 
評価対象となる

指標 
達成目標 

基準値等 

（前中長期目標期間

最終年度値等） 

H26 年度 H27 年度 H28 年度 H29 年度 H30 年度 
（参考情報） 

当該年度までの累積値等，必要な情報 

         

         

         

         

 

３．各事業年度の業務に係る目標，計画，業務実績，年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 

中長期目標 中長期計画 年度計画 
主な評価

指標 

法人の業務実績・自己評価 

主務大臣による評価 業務実績 自己

評価 

 自己収入の確保，

予算の効率的な

執行に努め，適切

な財務内容の実

現を図る。 

毎年度の運営費

交付金額の算定

については，運営

費交付金債務残

高の発生状況に

も留意した上で，

厳格に行うこと

とする。 

 

１  自己収入の

増加 

外部研究資金と

して国，他の独立

行政法人，企業等

多様な機関から

の競争的研究資

平成26年度～平成30年度収支計画 

（単位：百万円） 

 

 

平成 26 年度収支計画 

（単位：百万円）     

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

特になし  

【平成 26 年度収支計画】 

（単位：百万円） 

区分 計画額 実績額 差 引 増

減額 

費用の部 

経常費用 

  業務経

費 

  一般管

理費 

  受託費 

  補助金

事業費 

  減価償

却費 

 財務費用 

 臨時損失 

 

37,423 

24,766 

1,316 

2,011 

1,612 

7,719 

30 

0 

 

45,202 

31,233 

949 

4,579 

1,093 

7,348 

34 

101 

 

△7,779 

△6,467 

367 

△2,568 

519 

371 

△4 

△101 

収益の部 

 運営費交

付金収益 

 

26,553 

2,011 

 

32,771 

4,542 

 

△6,218 

△2,531 

Ｂ 

 

 

 

評定 Ｂ 

＜評定に至った理由＞ 

・ 機構の主な業務実績等に基づく

自己評価，審議会及び部会の意

見等を踏まえ総合的に勘案した

結果，全体としておおむね中長

期目標における所期の目標を達

成していると認められる。 

＜今後の課題＞ 

 特になし。 

＜その他事項＞（審議会及び部会の意見） 

 特になし。 
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３．各事業年度の業務に係る目標，計画，業務実績，年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 

中長期目標 中長期計画 年度計画 
主な評価

指標 

法人の業務実績・自己評価 

主務大臣による評価 業務実績 自己

評価 

金をはじめとす

る資金を導入す

る。また，国，他

の独立行政法人，

企業等からの受

託収入，特許実施

料収入，施設・設

備の供用による

対価収入等によ

り自己収入の増

加に向けた積極

的な取組を実施

する。 

自己収入額の取

扱いにおいては，

各事業年度に計

画的な収支計画

を作成し，当該収

支計画による運

営を行う。 

 

２  固定的経費

の節減 

管理業務の節減

を行うとともに，

効率的な施設運

営を行うこと等

により，固定的経

費を節減する。 

 

[注１] 退職手当については，役員

退職手当支給基準及び職員退職手

当支給基準に基づいて支給するこ

ととなるが，その全額について，運

営費交付金を財源とするものと想

定している。 

 

[注２] 各欄積算と合計欄の数字は

四捨五入の関係で一致しないことが

ある。 

区別 金額 

費用の部  

 経常費用 179,585 

  業務経費 125,463 

  一般管理費 6,370 

  受託費 10,057 

  補助金事業費 493 

  減価償却費 37,202 

 財務費用 149 

 臨時損失 0 

収益の部  

 運営費交付金収益 

 

133,717 

 受託収入 10,057 

 補助金収益 493 

 その他の収入 7,547 

 資産見返負債戻入 

 

27,444 

 臨時利益 0 

 

純損失 

前中期目標期間繰越

積立金取崩額 

 

△476 

476 

目的積立金取崩額 0 

総利益 0 

区別 金額 

費用の部  

 経常費用 37,423 

  業務経費 24,766 

  一般管理費 1,316 

  受託費 2,011 

  補助金事業費 1,612 

  減価償却費 7,719 

 財務費用 30 

 臨時損失 0 

収益の部  

 運営費交付金収

益 

26,553 

 受託収入 2,011 

 補助金収益 1,612 

 その他の収入 1,509 

 資産見返負債戻

入 

5,489 

 臨時利益 0 

  

純損失 △278 

前中期目標期間繰

越積立金取崩額 

278 

目的積立金取崩額 0 

総利益 0 

 

[注]各欄積算と合計欄の数字は四捨

五入の関係で一致しないことがあ

る。 

 

 受託収入 

 補助金収

益 

 その他の

収入 

 資産見返

負債戻入 

 臨時利益 

純利益／純

損失（△） 

前中期目標

期間繰越積

立金取崩額 

目的積立金

取崩額 

総利益／総

損失（△） 

1,612 

1,509 

5,489 

0 

△278 

278 

 

0 

0 

1,098 

872 

5,336 

72 

△647 

1,114 

 

0 

468 

514 

637 

141 

△72 

369 

△836 

 

0 

△468 

【主な増減理由】 

運営費交付金で固定資産を取得する割合が

見込みよりも低く，業務経費に充当する割合

が高かったため，業務経費と運営費交付金収

益が増加した。受託事業が当初見込を上回っ

たため，受託費と受託収入が増加した。また，

新規に貯蔵品を取得したことによって一時

的に利益が発生したことや，自己収入等で固

定資産を取得したことによる収益と費用の

計上年度のずれなどの影響により，純利益が

発生した。 
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４．その他参考情報 
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様式２－１－４－２ 年度評価 項目別評定調書（財務内容の改善に関する事項） 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅲ－３ 資金計画 

当該項目の重要度，難易

度 

 関連する政策評価・行政事業

レビュー 
平成 27 年度行政事業レビューシート番号 0292 

 

２．主要な経年データ 

 
評価対象となる

指標 
達成目標 

基準値等 

（前中長期目標期間

最終年度値等） 

H26 年度 H27 年度 H28 年度 H29 年度 H30 年度 
（参考情報） 

当該年度までの累積値等，必要な情報 

         

         

         

         

 

３．各事業年度の業務に係る目標，計画，業務実績，年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 
中長期目標 中長期計画 年度計画 

主な評価

指標 

法人の業務実績・自己評価 
主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 

 自己収入の確

保，予算の効率

的な執行に努

め，適切な財務

内容の実現を図

る。 

毎年度の運営費

交付金額の算定

については，運

営費交付金債務

残高の発生状況

にも留意した上

で，厳格に行う

こととする。 

 

１  自己収入の

増加 

外部研究資金と

して国，他の独

立行政法人，企

業等多様な機関

からの競争的研

平成26年度～平成30年度

資金計画 

単位：百万円） 

区別 金額 

資金支出  

 業務活動

による支出 

137,443 

 投資活動

による支出 

33,752 

 財務活動

による支出 

14,372 

 次期中期

目標の期間

への繰越金 

0 

資金収入  

 業務活動

による収入 

 

  運営費

交付金によ

る収入 

163,113 

  補助金 493 

平成26年度資金計画 

 

単位：百万円）  

区別 金額 

資金支出  

 業務活動

による支出 

28,811 

 投資活動

による支出 

16,506 

 財務活動

による支出 

2,874 

 次期中期

目標の期間

への繰越金 

0 

資金収入  

 業務活動

による収入 

 

  運営費

交付金によ

る収入 

39,672 

  補助金 2,237 

特になし  

・ 金融資産の保有状況については以下①及び②

のとおり。 

①金融資産の名称と内容，規模 

現金及び預金 7,534,763,796 円（年度末時

点） 

②保有の必要性（事業目的を遂行する手段として

の有用性・有効性） 

 度末時点で保有する現金及び預金は未払金や

預り金などの債務返済が主な保有目的である。

期中も資金繰り計画に基づいて運営費交付金

の交付を受けており，常に業務の進捗に応じた

適切な規模の資金を保有している。 

・ 銀行預金への預け入れを行っている。（主に

四半期単位で交付される運営費交付金の入金

時に，以降 3 ヶ月の支払計画に基づき，運転

資金の一時的運用として普通預金から1～3ヶ

月の定期預金に預け替えを行っている。） 

・ 会計事務規則に基づき，出納命令役が定期預

金への預け入れを決定している。 

 

【平成 26 年度資金計画】 

Ｂ 

・ 金融資産

の保有・

運用状況

及び運用

体制は適

切 で あ

る。 

・ 資金計画

に 関 し

て，計画

額と実績

額の差が

適切に分

析されて

いる。 

 

 

評定 Ｂ 

＜評定に至った理由＞ 

・ 機構の主な業務実績等に基

づく自己評価，審議会及び部

会の意見等を踏まえ総合的

に勘案した結果，全体として

おおむね中長期目標におけ

る所期の目標を達成してい

ると認められる。 

＜今後の課題＞ 

 特になし。 

＜その他事項＞（審議会及び部会の意

見） 

 特になし。 
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３．各事業年度の業務に係る目標，計画，業務実績，年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 
中長期目標 中長期計画 年度計画 

主な評価

指標 

法人の業務実績・自己評価 
主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 

究資金をはじめ

とする資金を導

入する。また，

国，他の独立行

政法人，企業等

からの受託収

入，特許実施料

収入，施設・設

備の供用による

対価収入等によ

り自己収入の増

加に向けた積極

的な取組を実施

する。 

自己収入額の取

扱いにおいて

は，各事業年度

に計画的な収支

計画を作成し，

当該収支計画に

よる運営を行

う。 

 

２  固定的経費

の節減 

管理業務の節減

を行うととも

に，効率的な施

設運営を行うこ

と等により，固

定的経費を節減

する。 

収入 

  受託収

入 

10,057 

  その他

の収入 

7,547 

 投資活動

による収入 

 

  施設整

備費による

収入 

4,357 

 財務活動

による収入 

0 

 前期中期

目標の期間

よりの繰越

金 

0 

 

[注]各欄積算と合計欄の数字

は四捨五入の関係で一致しな

いことがある。 

収入 

  受託収

入 

2,011 

  その他

の収入 

1,509 

 投資活動

による収入 

 

  施設整

備費による

収入 

2,762 

 財務活動

による収入 

0 

 前期中期

目標の期間

よりの繰越

金 

0 

 

[注]各欄積算と合計欄の数字は

四捨五入の関係で一致しないこ

とがある。 

（単位：百万円） 

区分 計画額 実績額 差引増減

額 

資金支出 

 業務活動によ

る支出 

 投資活動によ

る支出 

 財務活動によ

る支出 

 翌年度への繰

越金 

 

28,811 

16,506 

2,874 

0 

 

49,203 

46,160 

2,566 

5,035 

 

△20,392 

△29,654 

308 

△5,035 

資金収入 

 業務活動によ

る収入 

運営費交付金

収入 

  補助金収入 

  受託収入 

  その他の収

入 

 投資活動によ

る収入 

  施設費収入 

  その他の収

入 

 財務活動によ

る収入 

 前年度よりの

繰越金 

 

 

39,672 

2,237 

2,011 

1,509 

 

2,762 

0 

0 

0 

 

 

39,672 

1,832 

4,337 

1,531 

 

2,814 

45,169 

0 

7,609 

 

 

0 

405 

△2,326 

△22 

 

△52 

△45,169 

0 

△7,609 

【主な増減理由】 

前年度事業に係る未払金を今年度に支払ったた

め，業務活動による支出が増加した。受託事業が

当初見込を上回ったため，業務活動による支出及

び業務活動による収入が増加した。定期預金によ

る資金運用を行ったため，投資活動による支出及

び収入が増加した。 

 



171 
 

４．その他参考情報 
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様式２－１－４－２ 年度評価 項目別評定調書（財務内容の改善に関する事項） 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅳ 短期借入金の限度額 

当該項目の重要度，難易

度 

 関連する政策評価・行政事業

レビュー 
 

 

２．主要な経年データ 

 
評価対象となる

指標 
達成目標 

基準値等 

（前中長期目標期間

最終年度値等） 

H26 年度 H27 年度 H28 年度 H29 年度 H30 年度 
（参考情報） 

当該年度までの累積値等，必要な情報 

         

         

         

         

 

３．各事業年度の業務に係る目標，計画，業務実績，年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 
中長期目標 中長期計画 年度計画 主な評価指標 

法人の業務実績・自己評価 
主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 

 自己収入の確保，予算の効率的な

執行に努め，適切な財務内容の実

現を図る。 

毎年度の運営費交付金額の算定に

ついては，運営費交付金債務残高

の発生状況にも留意した上で，厳

格に行うこととする。 

 

１  自己収入の増加 

外部研究資金として国，他の独立

行政法人，企業等多様な機関から

の競争的研究資金をはじめとする

資金を導入する。また，国，他の

独立行政法人，企業等からの受託

収入，特許実施料収入，施設・設

備の供用による対価収入等により

自己収入の増加に向けた積極的な

取組を実施する。 

自己収入額の取扱いにおいては，

各事業年度に計画的な収支計画を

作成し，当該収支計画による運営

を行う。 

短期借入金の限度額は 122 億円とする。

短期借入金が想定される事態としては， 

運営費交付金の受入れの遅延，受託業務に

係る経費の暫時立替え等がある。 

 

短期借入金の限度額は 122

億円とする。短期借入金が想

定される事態としては，運営

費交付金の受入れの遅延，受

託業務に係る経費の暫時立

替え等がある。 

短期借入金が

必要な事由は

適切か。 

 

（該当なし） （該当なし） 

 

 

 

 

評定 － 

（該当なし） 

＜今後の課題＞ 

 特になし。 

＜その他事項＞（審議会及び部会の意

見） 

 特になし。 
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３．各事業年度の業務に係る目標，計画，業務実績，年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 
中長期目標 中長期計画 年度計画 主な評価指標 

法人の業務実績・自己評価 
主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 

 

２  固定的経費の節減 

管理業務の節減を行うとともに，

効率的な施設運営を行うこと等に

より，固定的経費を節減する。 

 

４．その他参考情報 

 

  



174 
 

様式２－１－４－２ 年度評価 項目別評定調書（その他業務運営に関する重要事項） 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅴ 重要な財産の処分または担保の計画 

当該項目の重要度，難易

度 

 関連する政策評価・行政事業

レビュー 
平成 27 年度行政事業レビューシート番号 0292 

 

２．主要な経年データ 

 
評価対象となる

指標 
達成目標 

基準値等 

（前中長期目標期間

最終年度値等） 

H26 年度 H27 年度 H28 年度 H29 年度 H30 年度 
（参考情報） 

当該年度までの累積値等，必要な情報 

         

         

         

         

 

３．各事業年度の業務に係る目標，計画，業務実績，年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 
中長期目標 中長期計画 年度計画 主な評価指標 

法人の業務実績・自己評価 
主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 

 自己収入の確保，予

算の効率的な執行に

努め，適切な財務内

容の実現を図る。 

毎年度の運営費交付

金額の算定について

は，運営費交付金債

務残高の発生状況に

も留意した上で，厳

格に行うこととす

る。 

 

１  自己収入の増加 

外部研究資金として

国，他の独立行政法

人，企業等多様な機

関からの競争的研究

資金をはじめとする

資金を導入する。ま

た，国，他の独立行

政法人，企業等から

の受託収入，特許実

なし なし 重要な財産の

処分または担

保の計画どお

り処理されて

いるか。 

 

（該当なし） （該当なし） 

 

 

 

評定 － 

（該当なし） 

＜今後の課題＞ 

 特になし。 

＜その他事項＞（審議会及び部会の意

見） 

 特になし。 
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３．各事業年度の業務に係る目標，計画，業務実績，年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 
中長期目標 中長期計画 年度計画 主な評価指標 

法人の業務実績・自己評価 
主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 

施料収入，施設・設

備の供用による対価

収入等により自己収

入の増加に向けた積

極的な取組を実施す

る。 

自己収入額の取扱い

においては，各事業

年度に計画的な収支

計画を作成し，当該

収支計画による運営

を行う。 

 

２  固定的経費の節

減 

管理業務の節減を行

うとともに，効率的

な施設運営を行うこ

と等により，固定的

経費を節減する。 

 

４．その他参考情報 
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様式２－１－４－２ 年度評価 項目別評定調書（財務内容の改善に関する事項） 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅵ 剰余金の使途 

当該項目の重要度，難易

度 

 関連する政策評価・行政事業

レビュー 
平成 27 年度行政事業レビューシート番号 0292 

 

２．主要な経年データ 

 
評価対象となる

指標 
達成目標 

基準値等 

（前中長期目標期間

最終年度値等） 

H26 年度 H27 年度 H28 年度 H29 年度 H30 年度 
（参考情報） 

当該年度までの累積値等，必要な情報 

         

         

         

         

 

３．各事業年度の業務に係る目標，計画，業務実績，年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 
中長期目標 中長期計画 年度計画 主な評価指標 

法人の業務実績・自己評価 
主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 

 自己収入の確

保，予算の効率

的な執行に努

め，適切な財務

内容の実現を図

る。 

毎年度の運営費

交付金額の算定

については，運

営費交付金債務

残高の発生状況

にも留意した上

で，厳格に行う

こととする。 

 

１  自己収入の

増加 

外部研究資金と

して国，他の独

立行政法人，企

業等多様な機関

からの競争的研

決算において剰余金

が生じたときは，重

点研究開発その他の

研究開発，設備 

整備，広報・情報提

供の充実の使途に充

てる。 

決算において剰余金が

生じたときは，重点研

究開発その他の研究開

発，設備の整備，広報・

情報提供の充実の使途

に充てる。 

決算において生

じた剰余金は，

計画どおり使用

されているか。 

 

利益剰余金：5,683,668,392 円 

（内訳） 

前中期目標期間繰越積立金・・・

5,216,125,541 円 

当期未処分利益・・・・・・・・・・・・・・

467,542,851 円 

 

・ 前中期目標期間繰越積立金

5,216 百万円は第 2 期中期目

標期間が終了した平成25年度

決算において文部科学大臣の

承認を得て計上した積立金で

あり，承認申請の内容通りに

取崩しを行うものである。 

・ 当期未処分利益468百万円は，

平成26年度に発生した利益で

あり，その発生要因は独立行

政法人会計基準等に則って会

計処理をした結果，新規に貯

蔵品を取得したことによって

一時的に利益が発生したこと

や，自己収入等で固定資産を

（該当なし） 

＜課題と対応＞ 

 

 

評定 － 

（該当なし） 

＜今後の課題＞ 

 特になし。 

＜その他事項＞（審議会及び部会の意

見） 

 特になし。 
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３．各事業年度の業務に係る目標，計画，業務実績，年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 
中長期目標 中長期計画 年度計画 主な評価指標 

法人の業務実績・自己評価 
主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 

究資金をはじめ

とする資金を導

入する。また，

国，他の独立行

政法人，企業等

からの受託収

入，特許実施料

収入，施設・設

備の供用による

対価収入等によ

り自己収入の増

加に向けた積極

的な取組を実施

する。 

自己収入額の取

扱いにおいて

は，各事業年度

に計画的な収支

計画を作成し，

当該収支計画に

よる運営を行

う。 

 

２  固定的経費

の節減 

管理業務の節減

を行うととも

に，効率的な施

設運営を行うこ

と等により，固

定的経費を節減

する。 

取得したことによる収益と費

用の計上年度のずれなどによ

って発生したものである。 

 

４．その他参考情報 
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様式２－１－４－２ 年度評価 項目別評定調書（その他業務運営に関する重要事項） 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅶ－１ 施設・設備等に関する計画 

当該項目の重要度，難易

度 

 関連する政策評価・行政事業

レビュー 
平成 27 年度行政事業レビューシート番号 0292 

 

２．主要な経年データ 

 
評価対象となる

指標 
達成目標 

基準値等 

（前中長期目標期間

最終年度値等） 

H26 年度 H27 年度 H28 年度 H29 年度 H30 年度 
（参考情報） 

当該年度までの累積値等，必要な情報 

         

         

         

         

 

３．各事業年度の業務に係る目標，計画，業務実績，年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 
中長期目標 中長期計画 年度計画 

主な評価

指標 

法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評

価 業務実績 自己評価 

 研究の推進

に必要な施

設・設備等の

更新・整備を

重点的・計画

的に実施す

る。 

平成26年度から平成30年度に取得・整備する施設・設

備等は次のとおりである。 

 

単位：百万円） 

施設・設備の内容 予定額 財源 

研究船及び深海調査システム

の整備・改良 

3,844 船舶建造

費補助金 

研究所用地取得・施設整備 513 施設整備

費補助金 

[注] 金額については見込みである。 

 

なお，上記のほか，中期目標を達成するために必要な施

設・設備等の整備，改修等が追加されることがあり得る。 

 

平成26年度に取得・整備する施設・設備等は次のとお

りである。 

 

単位：百万円） 

施設・設備の内容 予定額 財源 

既存船舶の老朽化対

策等 

2,702 船舶建造費補

助金 

施設の老朽化対策 60 施設整備費補

助金 
 [注] 金額については見込みである。 

 

中期目標

達成のた

め必要な

施設・設

備等の整

備・改修

等は適切

に行われ

たか。 

 

・ 船 舶 の 老

朽 化 に つ

いては，予

め 更 新 装

備 及 び 機

材 に つ い

て リ ス ト

化し，整理

す る こ と

で，計画的

な 整 備 を

行 う こ と

ができた。

海 底 広 域

研 究 船 の

建 造 に つ

い て は 平

成 27 年度

の 完 成 に

むけて，着

実 に 進 め

Ｂ 

施設や船舶

について，

適 切 に 整

備・改良を

実施した。

これにより

円滑な研究

開発活動の

推進に貢献

した。 

 

 

 

評定 Ｂ 

＜評定に至った理由

＞ 

・ 機構の主な業

務実績等に基

づく自己評価，

審議会及び部

会の意見等を

踏まえ総合的

に勘案した結

果，全体として

おおむね中長

期目標におけ

る所期の目標

を達成してい

ると認められ

る。 

＜今後の課題＞ 

 特になし。 

＜その他事項＞（審議

会及び部会の意見） 

・ ハードはすべ
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３．各事業年度の業務に係る目標，計画，業務実績，年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 
中長期目標 中長期計画 年度計画 

主な評価

指標 

法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評

価 業務実績 自己評価 

た。 

・ 既 存 施 設

の 老 朽 化

対 策 に つ

いては，横

須 賀 本 部

の 空 調 換

気 設 備 の

整 備 な ど

信 頼 性 向

上 と 省 エ

ネ 化 を 図

っ た 。 ま

た，試料分

析 棟 の 防

水 改 修 工

事 を 実 施

した。 

て耐用年数が

あり，年々老朽

化もする。先手

先手に更新計

画を立案し，時

間をかけて整

備をはかって

いただきたい。 

 

４．その他参考情報 
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様式２－１－４－２ 年度評価 項目別評定調書（その他業務運営に関する重要事項） 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅶ－２ 人事に関する計画 

当該項目の重要度，難易

度 

 関連する政策評価・行政事業

レビュー 
平成 27 年度行政事業レビューシート番号 0292 

 

 

２．主要な経年データ 

 
評価対象となる

指標 
達成目標 

基準値等 

（前中長期目標期間

最終年度値等） 

H26 年度 H27 年度 H28 年度 H29 年度 H30 年度 
（参考情報） 

当該年度までの累積値等，必要な情報 

         

         

         

         

 

３．各事業年度の業務に係る目標，計画，業務実績，年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 
中長期目標 中長期計画 年度計画 

主な評価指

標 

法人の業務実績・自己評価 
主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 

 業務運営を効率的，

効果的に進めるた

め，優秀な人材の確

保，適切な配置，適

切な評価・処遇，職

員の能力向上に努め

るとともに，魅力の

ある職場環境の整備

や育児支援に関する

取組を行う。 

 

(１) 業務運営を効率

的，効果的に実施する

ため，優秀な人材の確

保，適切な職員の配置，

職員の資質の向上を行

う。 

 

 

 

 

 

 

(２) 職員のモチベー

ションを高めるため，

人事評価制度等を活用

し，適切な評価と，結

果の処遇への反映を行

う。 

 

 

 

（１）業務運営を効

率的，効果的に実施

するため，優秀な人

材の確保，適切な職

員の配置，職員の資

質の向上を行う。 

 

 

 

 

 

 

（２）職員のモチベ

ーションを高めるた

め，人事評価制度等

を活用し，適切な評

価と，結果の処遇へ

の反映を行う。 

 

 

人事に関す

る計画は進

捗している

か。 

 

（1） 

・ 労働契約法の改正を機に，任

期制職員が長期的に就業でき

るように人事制度の改正を実

施した。定年制職員へ移行で

きる選考試験の制度を制定

し，優秀な人材の確保に取り

組んだ。一方で，給与体系に

ついては引き続き年俸制と

し，一定の人材流動性にも配

慮している。 

 

（2） 

・ 人事評価制度等については，

平成25年度から実施時期を変

更し実績評価の精度を上げる

ことで職員のモチベーション

を高める取り組みを行ってい

る。 

 

（3） 

Ｂ 

・ 研究系職種の8割以上を任期制職員が

占めており，任期満了後の就業が困難

であったため，定年制移行が可能とな

ったことで，優秀な人材が長期的に就

業できるようになり，挑戦的な研究課

題や中長期的な期間を要する研究課

題にも対応できるよう改善された。 

・ 人事評価結果については，従来の処遇

への反映だけではなく定年制への移

行制度における選考にも活用し，研究

業務への意欲の向上などに結び付く

よう着実に運用している。 

・ 男性職員に対する育児参加休暇の創

設，育児のための部分休業の拡充によ

り，男女ともに育児をしながらでも働

きやすい職場づくりを推進した。 

・ 機構内部向け説明会において手話通

訳を導入したことで，聴覚障害者との

間で得られる情報の差が縮まるよう

環境の整備に取り組んでいる。 

評定 Ｂ 

＜評定に至った理由＞ 

・ 機構の主な業務実績等に基

づく自己評価，審議会及び部

会の意見等を踏まえ総合的

に勘案した結果，全体として

おおむね中長期目標におけ

る所期の目標を達成してい

ると認められる。 

＜今後の課題＞ 

 特になし。 

＜その他事項＞（審議会及び部会の意

見） 

・ より多くの職員を定年制に

移行するための制度の導入

は，優秀な人材確保に貢献す

るものであり，大型の研究課

題 へ の 応 募 数 増 加 や ，

JAMSTECが担うべき長期継続

的な研究課題の推進を促進

するものと期待できる。 
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３．各事業年度の業務に係る目標，計画，業務実績，年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 
中長期目標 中長期計画 年度計画 

主な評価指

標 

法人の業務実績・自己評価 
主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 

(３) 職員の資質向上

を目的とし，職員に要

求される能力や専門性

の習得及び職員個々の

意識改革を進めるた

め，人材育成の研修・

計画・支援・管理を体

系的かつ戦略的に定

め，計画的に実施する。

また，研究者等を国内

外の研究機関，大学等

に一定期間派遣し，在

外研究等を行わせる。 

 

 

 

 

 

(４) 男女共同参画の

意味する仕事と家庭の

両立や，多様化した働

き方に対応するための

職場環境の整備や育児

支援等を行う。 

（３）職員の資質向

上を目的とし，職員

に要求される能力や

専門性の習得及び職

員個々の意識改革を

進めるため，人材育

成の研修・計画・支

援・管理を体系的か

つ戦略的に定め，計

画的に実施する。ま

た，研究者等を国内

外の研究機関，大学

等に一定期間派遣

し，在外研究等を行

わせる。 

 

 

 

（４）男女共同参画

の意味する仕事と家

庭の両立や，多様化

した働き方に対応す

るための職場環境の

整備や育児支援等を

行う。 

・ 職員育成については，既存の

研修を着実に実施するのみな

らず，課題であった対人関係

力を養う研修も取り入れた。

その他，各部署の業務に関連

するスキルを修得する研修へ

の支援を実施した。 

・ 在外研究員等制度を活用し，

研究系職種，技術系職種の者

を計 4 名，事務系職種につい

ても 2 名を海外研究機関へ派

遣する等，継続的に職員の資

質向上を図った。 

・ 研究倫理教育への取り組みに

ついて検討を開始し，運用準

備を実施した。 

 

（4） 

・ 男性職員にも育児参加の機会

を設けるため，特別休暇であ

る育児参加休暇を新たに設け

るとともに，育児のための部

分休業について，これまで三

歳未満の子に限定していたも

のを小学校就学の始期に達す

るまでの子へ範囲を広げる

等，育児に関わる諸規定の見

直しを行った。 

・ 聴覚障害者からの要望に応じ

て，機構内部向けの説明会等

での手話通訳派遣を実施し

た。 

・ 男女共同参画の推進のため，

対応体制を整備した。 

・ 女性管理職の登用について

は，平成 32 年度末の 30％とい

う目標に向け，女性管理職候

補者への研修を通じ登用に向

・ 女性管理職の登用にあたっては，階層

別研修において女性管理職候補者に

対し，管理職候補者であることを自覚

し，組織や人をマネジメントする際の

視点や考え方，スキルを学ぶことに重

点を置いた研修を実施し，女性管理職

の登用に向けた取り組みを実施して

いる。 

 

 

 

 

・ 今後も男女共同参画の推進

を重点的に進めていただき

たい。 

・ 任期付きの職員を，審査によ

って，任期なしの職に移す試

みは非常に注目に値する。今

後の検証をまちたい。一方，

複数回審査に応募しても移

行できなかった職員へのフ

ォローがあるのかも，モチベ

ーションを保つうえで，大切

なポイントである。 
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３．各事業年度の業務に係る目標，計画，業務実績，年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 
中長期目標 中長期計画 年度計画 

主な評価指

標 

法人の業務実績・自己評価 
主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 

けた取組を実施している。 

 

・ 当機構の研究者の多くは任期

付職員であり，そのことが将

来への不安を持つ要因のひと

つとなっていると考えられ

る。 

 既述のとおり，定年制職員

へ移行できる制度を制定し，

研究者が安心して長期的に研

究に専念できる制度を整備す

ることで，「将来への不安」

を持つ研究者の割合の低減を

目指すとともに，優秀な人材

の確保のための対策を講じて

いる。  

 

 

４．その他参考情報 
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様式２－１－４－２ 年度評価 項目別評定調書（財務内容の改善に関する事項） 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅶ－３ 中期目標期間を超える債務負担 

当該項目の重要度，難易

度 

 関連する政策評価・行政事業

レビュー 
 

 

２．主要な経年データ 

 
評価対象となる

指標 
達成目標 

基準値等 

（前中長期目標期間

最終年度値等） 

H26 年度 H27 年度 H28 年度 H29 年度 H30 年度 
（参考情報） 

当該年度までの累積値等，必要な情報 

         

         

         

         

 

３．各事業年度の業務に係る目標，計画，業務実績，年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 
中長期目標 中長期計画 年度計画 主な評価指標 

法人の業務実績・自己評価 
主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 

 ― 中期目標期間を超える

債務負担については，海

洋科学技術等の研究開

発に係る業務の期間が

中期目標期間を超える

場合で，当該債務負担行

為の必要性及び資金計

画への影響を勘案し，合

理的と判断されるもの

について行う。 

― 中期目標期間

を超える債務

負担がある場

合，その理由

は適切か。 

 

（該当なし） 

 

（該当なし） 

 

 

評定 － 

＜評定に至った理由＞ 

＜今後の課題＞ 

 特になし。 

＜その他事項＞（審議会及び部会の意

見） 

 特になし。 

 

４．その他参考情報 
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様式２－１－４－２ 年度評価 項目別評定調書（財務内容の改善に関する事項） 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅶ－４ 積立金の使途 

当該項目の重要度，難易

度 

 関連する政策評価・行政事業

レビュー 
 

 

２．主要な経年データ 

 
評価対象となる

指標 
達成目標 

基準値等 

（前中長期目標期間

最終年度値等） 

H26 年度 H27 年度 H28 年度 H29 年度 H30 年度 
（参考情報） 

当該年度までの累積値等，必要な情報 

         

         

         

         

 

３．各事業年度の業務に係る目標，計画，業務実績，年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 
中長期目標 中長期計画 年度計画 主な評価指標 

法人の業務実績・自己評価 
主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 

 ― 前中期目標期間中の繰

越積立金は，前中期目標

期間中に自己収入財源

等で取得し，当期へ繰り

越した固定資産の減価

償却等に要する費用に

充当する。 

― 積立金は適切

に取り扱われ

ているか。 

 

（該当なし） （該当なし） 

＜課題と対応＞ 

 

 

評定 － 

＜評定に至った理由＞ 

＜今後の課題＞ 

 特になし。 

＜その他事項＞（審議会及び部会の意

見） 

 特になし。 

 

４．その他参考情報 
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